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序章  研究の目的と進め方  

 

 

第 1 節  課題設定  

 

学校 等 の教 育 機関 は 、教 育 を目 的 とす る 施設 で あっ て 、行 政 の権 力 的行 為 の

ため に ある わ けで は ない 。 しか し 、学 校 を設 置 して 教 育を 実 施せ し める も のは

教育 行 政で あ る。 こ こに 教 育機 関 が二 重 の性 格 を持 た ざる を 得な い 点が 生 まれ

る。 こ のよ う な基 本 的な 学 校の 在 り方 が 、一 方 にお い て管 理 者の 管 理の も とに

あり な がら と 規定 さ れ、 他 方に お いて 、 自ら の 意志 を もっ て 継続 的 に教 育 事業

を行 う 主体 と され ざ るを 得 ない も のと な るの で ある 。 この 両 者の 接 点を い かに

形成 す るか は 、学 校 と学 校 教育 の 相対 的 自律 性 の問 題 とし て 、極 め て重 視 され

なけ れ ばな ら ない 。 基本 的 に考 え れば 、 学校 側 が教 育 法令 の 趣旨 を どれ ほ ど教

育的 に 解す る か、 他 方で は 教育 行 政側 が どれ ほ ど教 育 作用 に 即し た 支援 と 規制

を確 立 する か にか か って い る、 と もい え るで あ ろう 。 その 意 味で は 、教 育 行政

の末 端 に立 ち、か つ、学 校 を代 表 する 校 長の 学 校経 営 の責 任 は重 い 1。ど のよ う

な方 針 で校 長 管理 を スム ー ズに 推 進す る のか は 、学校 経 営の 重 大な 課 題で あ る。 

中国 封 建王 朝 にお け る学 校 管理 者 が官 員 とし て 扱わ れ る伝 統 があ っ たよ う に 、

戦後 学 校な ど の教 育 機関 を イデ オ ロギ ー や政 治 闘争 の 主要 陣 地と し て扱 わ れ た

共産 党 政権 に お い て も、 校 長は 国 家幹 部 人事 施 策の 対 象者 に 置か れ 、行 政 命令

式の 管 理の 意 図が 明 らか で あっ た 。こ の よう な 共産 党 や 政 府 に強 く 統制 さ れて

いた 学 校 に お いて は 、一人 ひ とり の 校長 の活 躍 が期 待 し難 い 状態 に あっ た 。1978

年以 後 、 市 場 経済 の 波が 中 国で 急 速に 広 がる に 従 い 、 自由 開 放へ の 追求 が 各 領

域で 生 起し 、 学校 経 営の 大 きな 担 い手 で あっ た 党組 織 や人 民 政府 は 機能 転 換を

迫ら れ てい た 。 1985 年『 中共 中 央 の 教 育 体制 改 革に 関 する 決 定 』 2（以 下 、『決

定 』）の 公布 に 至っ て 、学 校 経営・意思 決 定主 体 から 確 保・指 導 主 体 へ向 か って

いく 共 産党 の 決意 が 明ら か にな り 、 同 時 にそ れ と伴 に 、全 能 型政 府 から 有 限型

政府 へ の転 換 も行 わ れ 3、校長 が 意思 決 定 者 と 経 営責 任 者で 特 徴付 け られ る 校長

責任 制 が次 第 に確 立 され て きた 。 事実 、 単位 学 校（ 学 校現 場 ）で な けれ ば 、効

果的 に 遂行 で きな い 管理 運 営事 項 は数 多 く、 そ の意 味 にお い てそ の 最高 責 任者

であ る 校長 の 管理 責 任は 極 めて 重 いと 言 わな け れば な らな い 4。それ 故 、校長 は

リー ダ ーと し ての 手 腕を 発 揮す る こと を 期待 さ れて き たの で ある 。 また 、 中国

義務 教 育諸 学 校の 校 長職 が 約 62.3 万人 、職業 学 校・中等 専 門学 校・技 術学 校 な
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ど各 類 型の 学 校長 を 含め ば 、百万 人 を超 える と いわ れ てい る 。その 中 、40 代 前

後か ら 校長 職 に務 め る者 が 多く 5、日 本と 比べ 、初 任の 早 期化 及 び任 職 年数 の 長

期化 傾 向 が 明 らか で あ ろ う 。こ の よう な 権限 高 く、 人 数多 く 、在 職 期間 の 長い

校長 は 、長 期 的に 学 校経 営 や教 育 現場 に 直接 か つ深 刻 な影 響 を 与 え る重 要 な力

量で あ ろう 。校 長の 質 保障 が 図ら れ なけ れば 、学 校運 営 の効 果 は期 待 でき な い。

この こ とか ら 、校 長 資質 能 力 を 確 保す る 必要 性 を首 肯 でき る 。そ し て、 現 代学

校の 様 々な 教 育 課 題 に対 し て、 個 々校 長 の自 律 に委 ね るだ け では 限 界に 達 し、

むし ろ 資質 能 力と 経 営業 績 を確 保 する た めに は 、 有 効 な校 長 管理 体 制が 求 めら

れた の であ る 。一方 、1980 年 代 以後 の 校 長専 門 職化 動 向 に つ れて 、従 来の 行 政

命令 式 ・オ ー ルコ ン トロ ー ルを 特 徴 と す る校 長 管理 体 制の 欠 陥と 制 限が 明 らか

にな っ た 。こ う した 流 れの も と、校 長評 価 の導 入 は教 育 行政 の 権力 的 行為 方 式、

及び 校 長管 理 体制 と 戦略 の 大き な 転換 を 意味 し てい る 。 そ し て、 同 時期 、 教育

行政 体 制や 教 員評 価 の改 善 はむ し ろ校 長 評価 の 導入 に 有利 な 条件 を 創設 し た 。  

しか し 、 法 制 度に 提 起さ れ た校 長 評価 に つい て は、 従 来の 人 事管 理 ・教 育 行

政の 補 足と し ての 行 政側 の 意図 が 強烈 で ある 。 端的 に 言え ば 、経 営 責任 を 校長

評価 と リン ク させ 、 人事 管 理 ・ 教 育行 政 に関 わ る統 治 力の 維 持 を 評 価の す べて

でも あ るか の よう に 考え ら れて き た傾 向 があ る 。 周 知 のよ う に、 評 価 と い うも

のに は 多か れ 少な か れ 管 理 の意 図 を備 え て い る 。に も かか わ らず 、 評価 主 体・

内容 ・ 活用 等 構成 要 素に よ り、 評 価制 度 はむ し ろ様 々 な機 能 を呈 し てい る 。機

能い か んで 、 制度 自 体が 諸 刃の 剣 とな る こと も あり 得 る。 そ れ故 、 校長 評 価制

度が 推 進さ れ る中 で 、そ の 機能 に 関す る 研究 の 意義 は 極め て 大き い もの と いえ

る。 な お、 歴 史上 教 育へ の 国家 統 治の 性 格が 強 い社 会 主義 国 家で あ る中 国 にお

ける 校 長評 価 制度 が 実際 ど のよ う に機 能 して い るか 、 その 課 題や 行 方 が ど こに

ある の か、 こ うし た 課題 意 識 を 持 ち、 研 究目 的 と視 座 を特 定 する こ とに す る。  

 

 

第 2 節  研究目的と視座  

 

校長 評 価 制 度 と機 能 に関 す る考 察 は 、他 のよ う な実 践 的課 題 の解 明 と同 様 に 、

制度 自 体の 研 究だ け でな く 、 現 場 にお け る 評 価 制度 の 実態 考 察は 問 題発 見 と改

善の 前 提で あ る。 近 年の 中 国で は 、欧 米 校長 評 価政 策 と動 向 に着 目 する 研 究が

盛ん で ある が 、中 国 国内 の 問題 発 見や 改 善に 及 ぼし た 影響 力 は僅 か であ っ た 。

それ に つい て 、 自 己 認識 の 不足 が 原因 と して 挙 げら れ る 。 一 方、 単 なる 実 態調

査で 物 事の 起 因・ 要 件・ 葛 藤が 提 示さ れ てい な いこ と が多 い と考 え られ る 。 そ

れ故 、一 定の 背 景考 察 も評 価 制度 と 機能 研究 に とっ て 、欠か せ ない も ので あ る 。  
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それ に 対し て 、本 研 究で は 、中 国 にお け る 校 長 評価 研 究の 欠 陥 を 念 頭に 置 き

なが ら 、 今 日 的中 国 校長 評 価 制 度 と機 能 を、 実 証研 究 と文 献 研究 に よっ て 明ら

かに し よう と する も ので あ る。 簡 潔に 言 えば 、 本研 究 の目 的 は、 第 １に 、 評価

制度 の 導入 背 景 と 体 制構 造 の考 察 を通 じ て、 校 長評 価 制度 の 形成 要 因と 歴 史的

必然 性 を見 出 すこ と であ る 、 第 ２ に、 評 価内 容 に関 す る法 制 度と 実 態考 察 を行

うこ と で、 今 日 的 校 長評 価 機能 を 見出 す こと で ある 、 第３ に 、 評 価 活用 に 関す

る法 制 度と 実 態考 察 を行 う こと で 、今 日 的校 長 評価 機 能 を 見 出す こ とで あ る、

第４ に 、 校 長 評価 機 能 の 基 盤で あ る評 価 構造 と その 課 題 、 行 方を 見 出す こ とで

ある 、 第５ に 、 以 上 を踏 ま えて 中 国に お ける 校 長 評 価 制度 と 機能 の 改善 を 構想

する こ とに す る 。 こ うし て 、本 研 究は 中 国国 内 校長 評 価や 人 事改 革 、 職 能 成長

など 関 連分 野 の政 策 プラ ン ナー と 研究 者 の関 心 や検 討 を促 進 し、 諸 外国 の 学校

人事 評 価研 究 者・ 教 育指 導 者等 に も基 盤 的な 情 報を 提 供 で き ると 考 える 。  

 

 

第 3 節  本論文の構成  

 

上述 し た研 究 目的 と 視座 に 基づ き 、 本 研 究は 五 つの 構 成と な る 。  

第１ 章 では 、 校長 専 門職 化 、分 権 式教 育 行政 体 制の 導 入、 教 員評 価 制度 化 な

どの 経 緯を 提 示し な がら 、 その 流 れが 校 長評 価 の成 立 と体 制 構造 に どの よ うに

つな が った か を示 す 。こ う した 検 討に よ り 第 ２ ・３ 章 の評 価 実態 の 考察 へ の手

がか り とな り 、第 ４ 章の 評 価機 能 再考 と も呼 応 し、 か つ 終 章 の政 策 構想 に も必

要な 背 景資 料 を与 え る と 考 える 。  

第２ 章 は 、 評 価内 容 に関 す る制 度 運用 実 態 か ら 、校 長 評価 機 能 を 捉 える 。 具

体的 に は、 役 割責 任 と評 価 視点 等 評価 内 容に 関 する 法 制度 を 提示 し た上 で 、校

長と 教 育局 担 当者 へ の ア ン ケー ト 調査 に よっ て 、 各 地 方に お ける 校 長評 価 内容

を分 析 し、 更 に評 価 内容 と 今日 校 長が 求 める 力 量 と の 共通 性 と異 質 性を 探 ると

とも に 、校 長 及び 教 育局 の 改善 意 見 と 照 らし 合 わせ て 考察 す る。  

第３ 章 は 、 評 価活 用 に関 す る制 度 運用 実 態 か ら 、校 長 評価 機 能 を 捉 える 。 具

体的 に は 、ま ず 中国 に おけ る 校長 評 価結 果の 活 用 法 に 関す る 法制 度 を検 討 する 。

次い で 、 各 県 の校 長 人事 措 置 、 及 び校 長 職歴 （ 評価 ・ 職階 ・ 異動 等 ） に 関 する

実態 調 査 を 行 い 、評 価 活用 の 実態 を 明ら かに す る 。後 は 、ア ンケ ー トを 通 じて 、

それ ら の 評 価 活用 実 態と 校 長が 求 める も の と の 共通 性 と異 質 性 を 明 らか に し、

更に 校 長と 教 育局 担 当者 に 対す る イン タ ビュ ー 調査 で 校長 評 価が 能 力開 発 上の

活用 不 足の 原 因と そ れに 関 する 期 待 を 探 る。 最 後は 、 校長 及 び評 価 者 そ れ ぞれ

の改 善 意見 と 照ら し 合わ せ て 考 察 する 。  
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中国校長評価制度と機能に関する研究 

本論文の設計 

校長評価の歴史研究
 

評価機能の実態調査 

評価機能の再考察 

評価機能転換の思考 

序章：研究の目的と進め方 

１章：校長評価の導入背景と体制構造 

 

２章：校長評価の内容 ３章：校長評価の活用 

４章：校長評価機能の再考 

終章：総括―機能転換の基本構想― 

問題設定 目的と視座 論文の構成 

研究の限界 先行研究 

 

用語の定義 

 

校長専門職化 

分権的教育行政体制 

教員評価の制度化 

       ①校長役割責任 

       ②校長評価視点 

    

法制度 

①校長からの視点 

       ②教育局からの視点 

    

       ①校長に求められる力量 

       ②校長局の内容改善策 

    

内容実態 

力量期待 

①校長評価の活用方針 

      ②活用方法の制度整備 
法制度 

①人事異動（給与）用 

②表彰用 

    

査定機能 

①校長の実態認識と期待 

②教育局の実態認識と期待 

    

能力開発 

「統治型」評価の構造と課題 

校長評価の基本類型に関する構想 

 

校長評価の構造と機能の今日的動向 

研究のまとめ 

機能転換への政策的提案 

今後の課題 

校長評価の体制構造 



8 

この よ うに 、 第２ ・ ３章 は 校長 評 価制 度 が実 際 どの よ うに 機 能し て いる か に

まで 分 析を 行 い、 実 態を 明 らか に しよ う とし 、 次章 の 評価 機 能を 再 考す る 上で

の足 掛 かり と し、 終 章の 政 策構 想 にも 必 要な 実 態資 料 を与 え る。  

第４ 章 は、 第 １～ ３ 章の 結 果を 踏 まえ 、 校長 評 価機 能 をも た らす （ 組織 上 と

理念 上 の ）構 造 とそ の 課題 を 検討 し 、更 に 評価 内 容と 評 価活 用 との 二 軸を 以 て、

評価 機 能を 分 類す る 。そ の 上で 、 最新 の 試験 的 取組 等 も含 め 、評 価 機能 の あり

方を 考 察す る 。当然 な がら 、上述 し た試 験 的取 組 は決 し て完 全 なも の では な く、

様々 な 制限 や 課題 が 包含 さ れる と 予想 で きる 。 しか し 、今 後 の政 策 の流 れ を見

る上 で 、考 察 の対 象 に入 れ てお く 価値 は ある と 考え る 。 こ う した 検 討に よ り、

終章 の 政策 構 想に 重 要な ヒ ント を 与え る 。  

終章 は 、本 研 究か ら 得ら れ た結 果 を踏 ま え、 今 後の 中 国校 長 評価 制 度と 機 能

に関 す る検 討 と若 干 の提 言 を行 う 。校 長 力量 や 学校 経 営の 質 を向 上 させ る ため

に、 ど のよ う な校 長 評価 機 能が 求 めら れ るの か 、そ し てど の よう な 制度 改 善が

必要 な のか を 探求 す る。 そ のた め に、 各 章か ら 得ら れ た知 見 の整 理 を行 う 。そ

の整 理 から 、 より 積 極的 な 取り 組 みや 明 確的 な 改革 策 を導 出 する 。  

 

 

第 ４ 節  先 行 研究 の 検 討 ― 関 連 研 究 の 内 容 ・ 方 法 ・ 結論 へ の 着 目 ―  

 

先行 研 究の 到 達点 と 本研 究 の位 置 づけ を 示す こ とを 明 白に す るた め 、先 行 研

究を ① 人事 評 価 機 能 に関 す る先 行 研究 、 ②中 国 校長 評 価に 関 する 先 行研 究 等 に

区分 し て 捉 え てみ る 。  

 

１ ． 人事 評 価 機 能 に関 す る 先 行 研究  

 

 評 価 は価 値 判断 を 伴う 活 動で あ る。 こ の点 に つい て 、各 辞 典に 記 され て いる

よう に 、「ど れ だけ の 価値・価 格が あ るか を見 定 める こ と 」6（『 岩 波国 語 辞典 』）、

「あ る 事象 の 価値 を 一定 の 基準 に 照ら し て判 定 する 過 程」 7（『 現代 学 校経 営 用

語辞 典 』）で あ る。 続 8（ 1969年）・ 大塚 9（ 2002年 ）等 多 くの 研 究者 は 更に 評 価

が単 な る「 測 定 」・「 テス ト 」等 「 数値 的 な表 現 」（ valuation）で は なく 、 その

数値 の「価 値 づけ 」・「価 値 を値 ぶ みす る こと 」（ evaluation）まで も が含 意 され

るこ と を提 唱 して い る。 こ うし た 価値 判 断は そ れぞ れ 多様 な 機能 を 持っ て 関連

し合 っ てい る 判断 主 体・ 内 容・ 結 果及 び その 利 用な ど 各要 素 から な る 1 0。各 要

素や そ の結 合 方法 に より 、 評価 機 能は 当 然に 変 わっ て いく 。 各評 価 要素 や その

結合 方 法 は 多 様で あ る。  
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（ １ ）企 業 人 事 評 価機 能  

人事 評 価（ 考 課 1 1）の 機能 に つい て 言え ば 、歴 史 が長 い 日本 企 業経 済 界の 実

践と 研 究は ま ず看 過 しえ な い 。明 治維 新 初期 の 新し い 企業 で は 、「 自 らの 能 力を

開発 す る能 力 」の あ る人 間 を高 く 評価 す る「 能 力開 発 主義 」 の人 事 評価 が 既に

重視 さ れ、 各 企業 が 「能 力 開発 主 義」 を 同じ よ うに 標 榜し な がら も 、具 体 的な

経営 方 針・人材 養 成方 法 など は 個々 に 異 なっ て いた 1 2。昭 和 40年 代 に入 っ て 、「 能

力育 成 主義 か 能力 査 定主 義 か」 と いう 議 論が 浮 上し 、 当時 明 らか に 学者 や 評論

家た ち は、 正 しい 評 価の 在 り方 と して 能 力育 成 主義 に 百パ ー セン ト 肩入 れ して

いた 。こう し た風 潮 の中 、そ れか ら 20年 ばか り の間 、企業 側 では 人 事考 課 を「人

の査 定 」と い う機 能 から 脱 皮さ せ 、よ り 前向 き に「 人 の育 成 」と い う目 的 に合

わせ よ うと す る改 善 努力 が 続け ら れて い るが 、 現実 に は人 を 犠牲 に して 短 期的

業績 を 向上 さ せた 管 理者 を 評価 し たり し てい る 事例 は 枚挙 に いと ま がな い 1 3。

労務 行 政研 究 所が 1987年 当 時日 本 全国 2600社を 対象 に 行っ た 実態 調 査 1 4によ る

と、人 事考 課 が主 に 賞与（ 93.1%）・昇 給（ 89.7%）・昇 進や 昇 格（ 76.6%）に 使わ

れ、能 力開 発 に活 用 され た 比率 は 22.8%に 過ぎ な い。日 本経 営 者団 体 連盟 職 務分

析セ ン ター 1 5（ 1988年）は 人 事考 課 を「 従 業員 の 能力 開 発、育成、配 置、昇格 、

昇進 、 昇給 、 賞与 な どの 人 事、 賃 金管 理 制度 の 運用 を 行う た め」 と 示し た が、

一般 的 な列 挙 に限 ら れ、 能 力育 成 主義 か 能力 査 定主 義 かに つ いて の 傾向 が ほと

んど 見 られ な い。  

一方 、日 本能 率 協会 1 6（ 1988年 ）は「公 平 な賃 金 査定 、仕 事の 遂 行度 の 把握 、

能力 開 発に 活 用、 昇 進の 判 断材 料 、昇 格 の判 定 、配 置 ・ロ ー テー シ ョン へ の対

応」 等 諸点 を 説明 す る上 に 、能 力 開発 ・ 育成 ・ 活用 を 目的 と した 考 課の 方 法と

多く の 事例 を 示し 、 能力 育 成主 義 の台 頭 に見 え る。 桑 原衛 1 7（ 1988年 ）は 「 査

定の た めの 考 課か ら 人材 活 用・ 能 力開 発 型の 制 度へ 」 の観 点 を 題 目 とし て 明示

し 、「査 定 」の「後 ろ 向き 」の 性格 を 批判 する 同 時に 、新 たな 人 事評 価 を「前 向

きの 評 定」に 喩 え た。津田 達 男 1 8（ 1989年 ）は「 能 力査 定（ 評 価）主義 」と「 能

力育 成（ 評価 ）主 義 」の 差 異に つ いて 、「 能力 査 定（評 価 ）主義 は 業績 に よる 能

力の 差 別と 処 遇へ の 端的 な 結び つ けの た めの 評 価を 重 視し 、 能力 育 成（ 評 価）

主義 は 人の 育 成、活 用の た めの 評 価を 強 調す る 」と 述 べ 、更 に それ ま で理 念（能

力育 成 ）と現 実（ 能力 査 定）の ギャ ッ プ の原 因 につ い て分 析 を加 え た 。酒 寄 昇 1 9

（ 1990年） は 後ろ 向 き、 基 準無 し 、ル ー ル不 明 確、 相 対考 課 、考 課 者の 能 力不

足し て いた 等 従来 の 人事 考 課の 問 題点 を 指摘 し たが 、「 ある 時 は昇 進 や昇 格 に、

そし て 昇給 に 、ま た ある 時 は能 力 開発 に 、目 標 管理 に と、 人 事考 課 の結 果 が使

い分 け られ な けれ ば なら な い」 と 指摘 し た。 清 水龍 瑩 2 0（ 1995年） は 「給 与 査
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定 」、「配 置・昇 進 」、「 能力 開 発」を人 事 評 価機 能 とし て 挙げ た。ほ ぼ同 時 期『 能

力開 発 のた め の人 事 評価 』2 1等顕 著な 指 向 性を テ ーマ に する 論 著・方法 集 も続 々

に登 場 し、 一 時に 能 力育 成 ある い は 能 力 開発 機 能の ブ ーム が 現れ た 。  

しか し 、従 来 の慣 習 とし て の人 事 考 課 の よう に 、査 定 機能 に ウェ イ トを 置 く

研究 は それ で 消え る わけ で も な い 。現 場 経験 豊 かな 賃 金管 理 研究 所 所長 弥 富

（ 1988年） は 「人 材 開発 の 問題 は 、会 社 の中 の いろ い ろな 『 人事 評 価の 積 み上

げ』 の 中で 実 践さ れ てゆ く もの で あっ て 、そ の ため の 独立 し たや り 方や 技 術が

特別 に 存在 し てい る わけ で はな い 2 2」、「『 人事 評 価 』は『 人材 の 開発 育 成 』よ り

も 、『 賞 与の 合 理的 な 配分 』と『 能 力主 義 の定 期 昇給 制 度の 運 営』に 直接 役 立た

なけ れ ばな ら ない 2 3」と 主張 し てい る 。林 2 4（ 1993年 ）も 人事 評 価の ３ つの 基 準

とし て 、パ ー ソナ リ ティ 特 性、 職 務行 動 、仕 事 の成 果 だけ を 挙げ 、 能力 開 発、

人材 育 成は 考 えて い ない 。 この こ とか ら 、査 定 型と 能 力開 発 型評 価 が 常 に 揉め

てい る こと が 分か る 。留 意 すべ き 点は 、 企業 界 の人 事 評価 機 能が 主 に 評 価 活用

の範 囲 で検 討 され 、 評価 者 （上 司 ） と 評 価内 容 （職 務 業績 ） が自 明 のこ と とし

て扱 わ れる 傾 向 が あ る。  

 

（ ２ ）教 育 評 価 機 能  

教育 領 域に お いて は 、進 歩 主義 教 育協 会「八 年 研究 」（ 1932年 -1940年 ）以 後 、

評価 研 究が 漸 次 、 盛 んに な り、 R. Tylor 2 5（ 1940年） を 始め と する 数 多く の 研

究者 は 教育 評 価の 目 的・内容・方法 な ど を検 討 した 。特 に 、B.S.Bloom 2 6（ 1956

年） の 教育 目 標分 類 （ 知 識 ・理 解 力・ 応 用力 ・ 分析 力 ・統 合 力・ 評 価能 力 ）よ

り、 診 断的 ・ 形成 的 ・総 括 的評 価 機能 分 類も 提 出さ れ た。 日 本に お ける 、 評価

機能 に つい て 、小 見 山 2 7（ 1958年） は既 に 「診 断 的で な けれ ば なら な い」 と 評

論し 、続 2 8（ 1969年 ）も「 目 標追 求 過程 の 一部 分 」、「行 動 と調 整 とを 結 合す る 」

と指 摘 した 。 金井 2 9（ 1988年 ）は 「 評価 の 本質 的 機能 は 指導 と 評価 と が、 調 整

を介 し て一 体 に融 合 して い くこ と であ る 。… 即 ち、 指 導と 評 価を 一 体化 さ せる

調整 、 フィ ー ドバ ッ ク機 能 であ る 」と 語 った 。 しか し 、数 十 年を 経 て、 教 育評

価の あ り方 が 、児 童 ・生 徒 の真 の 成長 発 達に 役 立た な いだ け でな く 、か え って

それ を 歪め 阻 害す る もの に なっ て いる 、 とい っ た指 摘 が、 ま だ様 々 の文 脈 のな

かで な され て いる の であ る 。例 え ば、 梶 田 3 0（ 1992年） は「 現 在の 教 育評 価 は

ある 機 関の 教 育成 果 を他 の 人た ち との 優 劣関 係 とし て 位置 付 ける だ けの 査 定的

かつ 総 括的 性 格の 強 いも の にな っ てお り 、教 育 活動 自 体の 方 針決 定 や改 善 には

ほと ん ど役 立 つこ と がな い 」と 指 摘し た 。 2000年代 、 行政 主 導に よ る「 指 導と

評価 の 一体 化 」 施 策 に診 断 的・ 形 成的 評 価 機 能 向上 の 意図 が あっ た 。 留 意 すべ

き点 は 、企 業 経済 界 の 評 価 機能 検 討と 比 べ、 教 育領 域 の機 能 研究 は より 評 価者
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（教 員・生徒 及 び相 互 協働 関 係 ）・評 価 内 容（ 価 値 付け 、教 育 目標 に 関わ る ）を

重要 視 し、 評 価者 ・ 評価 内 容・ 評 価活 用 が常 に 並行 さ れ、 検 討さ れ る こ と が特

徴と し て挙 げ られ る 。 し か し、 上 述し た 評価 機 能の 実 践と 研 究 は 主 に教 育 課程

と生 徒 指導 分 野で 行 われ た 。  

 

（ ３ ）学 校 人 事 評 価機 能  

学校 人 事分 野 の評 価 実践 と 研究 が 上述 し た両 者 より 更 に遅 れ てい る 。な ぜ な

らば 、学校 や 教育 経 営 に 関 して は 、企業 経済 界 と異 な り、も とも と イン プ ット ・

アウ ト プッ ト とい う よう な 形で 運 営・ 指 導 の 成 果を 測 ると い う発 想 は乏 し かっ

たこ と であ る 。そ し て、 日 本の 場 合、 日 教組 の 反対 も 一因 と して 挙 げら れ る 。

日教 組 のか つ ての い わゆ る 勤務 評 定反 対 運動 な どは そ の最 た るも の であ ろ う。

勤務 評 定反 対 運動 に は評 価 とい う もの を 頭か ら 「被 評 価者 の あず か り知 ら ぬと

ころ で 闇打 ち のよ う に査 定 する こ とだ 」 と認 識 する 姿 勢が あ り、 そ れが 定 着し

てし ま った と いう こ とが で きる 3 1。 昭和 30年代 か ら全 国 的に 普 及し て きた 勤 務

評定 の「形 骸 化 」（ 評 定の 客 観性・精度 、人材 育 成、給 与反 映 、評 価 時期 、評価

者能 力 など 諸 課題 と 関わ る 3 2）へ の 批判 に 応え 、 2002年 に教 育 総研 教 職員 評 価

問題 研 究委 員 会の 報 告書『 教 職員 評 価の あり 方 につ い て 』の 提 起及 び 東京（ 2000

年 ）・ 香 川県 （ 2001年 ）・ 神 奈川 県 （ 2002年 ）、 大 阪府 （ 2002年 ）、 広 島県 （ 2003

年） な ど先 行 する 形 でス タ ート し てか ら 、能 力 開発 と 人材 育 成を 根 幹と し ての

新た な 教員 評 価は 2005年 度 以降 つ いに 日 本全 国 的展 開 がな さ れて い る 。そ の 中、

「教 員 資質 能 力向 上 」と 「 学校 組 織の 活 性化 」 が常 常 各都 道 府県 に 目的 と して

挙げ ら れた が 、給 与 ・人 事 など 処 遇上 の 反映 が 主な る 方法 で ある 。 国民 教 育文

化総 合 研究 所 教職 員 評価 制 度問 題 研究 委 員会 3 3（ 2005年 ）は 東 京都 教 育委 員 会

の人 事 考課 制 度に つ いて 、 表は 「 教育 職 員の 意 識改 革 と資 質 能力 の 向上 ・ 能力

開発・人材 育 成に 資 する 人 事考 課 制度 」、その 本 質は「 能力 主 義・成 績主 義 にも

とづ く 人事 管 理を 行 い 」、 教 育の 「 規制 緩和 ･地 方分 権 」を す すめ る 一方 で 文科

省― 都 教委 ― 地教 委 ―校 長 ―教 員 のヒ エ ラル キ ーを 維 持す る ため の 制度 と して

も機 能 する こ とだ と 指摘 し た 。それ に 対 して 、八 尾 坂（ 2005年 、2008年）は「 自

ら気 づ き省 み る機 会 を与 え る健 全 なプ レ ッシ ャ ーの も と、 自 己変 革 能力 を 高め

る人 事 評価 は 、今 後 期待 さ れる こ とで あ り 3 4、」「 給与 ・ 処遇 な どへ の 直接 的 活

用を 第 一義 的 に意 図 した 評 価の 査 定で は なく 、 基本 的 前提 と して 教 員が 納 得し

て自 己 の能 力 を高 め るた め の発 展 的評 価 観が 必 要で あ ると い うこ と であ る 3 5」

と指 摘 した 。 以上 の 検討 か ら 、 学 校人 事 評価 に 企業 経 済界 の 人事 評 価機 能 （査

定型 と 能力 開 発型 ） と近 い とこ ろ もあ る が、 行 政 統 治 の確 保 とい う 新た な 視点

も存 在 して い るこ と が分 か る。 上 述し た 各人 事 評価 機 能の 先 行研 究 が本 研 究に
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基本 的 な 考 察 視点 を 与え て いる 。  

とこ ろ で 、 東 京都 が 教員 人 事考 課 の前 、 既に 校 長評 価 を導 入 した ほ かに 、 上

述し た 大阪 府 ・広 島 県・ 香 川県 な ど 地 方 自治 体 の教 員 考課 で は、 教 員意 見 書・

評価 シ ート 等 ある 形 の校 長 評価 が 含ま れ た。 そ れに 対 して 、 八尾 坂 修 3 6（ 2006

年） は 「学 校 運営 の 改善 や 学校 組 織の 活 性化 の ため 、 校長 等 の学 校 経営 等 につ

いて 、 参考 意 見と し て教 職 員か ら の提 言 シー ト を受 け 入れ 、 校長 等 の資 質 能力

の向 上 を促 す 方策 を 組み 入 れる こ とを 求 めて い るこ と も、 教 職員 側 から の 上方

評価 と して 、 新た な 視点 と いえ よ う」 と 指摘 し た。 一 方 、 教 員人 事 考課 と 区別

する よ うな 、 校長 評 価機 能 に関 す る 先 行 研究 が 管見 の 限り 、 ほと ん ど見 ら れな

い 。そ れ に対 し て、本 研究 は 人事 評 価機 能 の 諸 先 行研 究 の視 点 を参 考 しな が ら、

価値 判 断と し ての 評 価の 原 点に 戻 って 、 判断 主 体・ 評 価内 容 ・評 価 活用 な ど諸

要素 か ら 校 長 評価 機 能を 掴 む こ と にす る 。  

 

２ ． 中国 校 長 評 価 に関 す る 先 行 研究  

 

叶 3 7(1998年 )は 1992年 中央 組 織部・国 家 教 育委 員 会共 同 公布 し た『 全国小中学

校長職発展の意見（試行）』 3 8（以 下 、『 意 見 』）の 要 旨を 踏 まえ 、「中 国 校長 評 価

は主 に 徳・ 能 ・勤 ・ 績等 四 部分 に 着目 し 、そ の 中、 徳 が政 治 思想 道 徳、 能 が職

務知 識 と能 力、勤 が責 任 感と 情 意、績 が 職務 業 績と 効 果で あ る」と説 明 した が 、

「道 徳 」の な かみ や 「職 務 」の 範 囲な ど 、そ の 解釈 を めぐ っ て深 く 検討 し てい

なか っ た。 郭 3 9(2001年 )の 研 究は 「 中国 に おけ る 校長 評 価は 主 に共 産 党と 政 府

が党 政 幹部 に 対す る 要求 、 及び に 校長 に 関す る 専門 的 な評 価 制度 か らで き でい

る。 特 に 1991年国 家 教育 委 員会 に 公布 さ れた 『 全国 小 中学 校 長任 用 要件 と 職務

要求（ 試 行 ）』 4 0（以 下 、『 要求 』）は 校長 の 在職 要 件・主 要 役割・職 務 要求 に 関

する 具 体的 な 説明 で あり 、 校長 抜 擢・ 任 用・ 研 修・ 評 価・ 賞 罰の 根 本的 な 基準

と見 な す。そ して 、『 意見 』は校 長 任免・研修・評価・賞罰・待遇 等 諸原 則 の規

定で 、 校長 評 価に と って 重 要な 政 策的 依 拠で あ る。 各 地は 『 要求 』 と 『 意 見』

に踏 ま え、 自 ら具 体 的な 基 準と 方 法を 設 定 で き る」 と 簡潔 的 に述 べ た。 こ うし

た観 点 は 馮 4 1（ 2004年 ）、王 ・ 劉 4 2(2004年 )、辛 ・ 王 4 3(2 0 0 6年 )、 李 4 4（ 2008年 ）

など 数 多く の 研究 者 たち に 踏襲 さ れた 。辛・王 4 5(2006年 )は「『 要求 』と『意 見 』

両施 策 の指 導 下、 各 地は 実 態に 従 い、 相 応し た 校長 評 価方 案 を作 成 し、 具 体的

な評 価 指標 に つい て は 地 方 差異 が 多少 あ る」 と 述べ た 。  

一方 、 現実 に は校 長 評価 の 欠陥 が とて も 見逃 さ れな い 。孟 4 6(1997 年 )は 「 教

員評 価 ・教 学 評価 ・ 学生 評 価・ 学 校評 価 につ い て多 く の実 践 や研 究 成果 が 出て

きた が 、校 長 評価 は まだ 規 範で は ない 民 主商 談 の段 階 に留 ま って い る」 と 批判
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した 。陳 4 7(2000 年 )は 湖 南省 151 名の 校 長 にア ン ケー ト 調査 を 行い 、長 期 以来 、

生 徒 の 進 学 率 が 校 長 評 価 の 唯 一 尺 度 に さ れ て き た こ と を 明 ら か に し 、 評 価 内

容・方 法・時 期・評価 者・評価 活 用 に つ いて の 校長 た ちの 期 待を 提 言し た 。馮 4 8

（ 2004 年 ）は「 校 長評 価 制度 は すべ て の 校長 人 事制 度 中 、最 も 貧弱 な 制度 で あ

る。 特 に、 様 々な 理 由で 長 期的 に 、中 国 にお い ては 校 長職 に 適切 な 評価 基 準が

作成 さ れて い なか っ た」 と 指摘 す ると と もに 、 校長 評 価施 策 の理 念 選択 ・ 目的

選 択 ・ 基 準 選 択 ・ 方 法 選 択 ・ 評 価 者 選 択 な ど に つ い て 改 善 策 を 提 起 し た 。 李 4 9

（ 2008 年） は 「『 要 求』 と 『意 見 』両 制 度で は 科学 的 な評 価 基準 や 理論 依 拠不

足の た め、 実 用性 が 低か っ た。 公 布し て から 十 数年 間 も経 ち 、多 く の教 育 改革

や校 長 専門 的 職能 成 長を 重 ね、 従 来の 職 務責 任 が現 段 階教 育 改革 の 要求 に 適応

でき な い状 態 に あ る 。今 後 『要 求 』と 『 意見 』 の合 理 的な 内 容と 要 求を 参 照す

る上 で 、新た な 校長 評 価体 制 の創 設 が非 常に 重 要だ 」と 語っ た 。胡・王 5 0（ 2009

年） は 広州 市 30 名 の 校長 に 聞き 取 りを 行い 、「 校長 評 価が 主 に校 長 職務 に 関す

る年 末 考課 で あり 、 年末 職 務総 括 や年 度 業績 検 査の よ うな イ メー ジ が強 く 、促

進的 ・ 指導 的 な評 価 機能 に 欠け る 」と い う結 論 を出 し た。  

こう し た諸 研 究は 校 長評 価 変革 の 必要 性 や改 善 方向 を 提示 す る上 で 、 本 研 究

にと っ て参 考 にな っ たが 、い ずれ も 現象 的な 面 での 指 摘に と どま る もの で あり 、

人事 評 価本 来 の構 造 に照 ら して 妥 当な も の、 よ り よ い 評価 機 能へ 変 革し て いく

とい う 視点 か ら 捉 え ると き 、重 要 な示 唆 を含 む もの と 言え な い 。 特 に、 評 価体

制や 評 価者 構 成 が 妥 当な の か、 評 価内 容 がそ れ ぞれ の 次元 に 分け ら れて 明 確に

評価 さ れて い るの か 、評 価 結果 が どの よ うに 活 用 さ れ たの か とい う こと に 関し

て 、科 学 的か つ 建設 的 に検 討 する こ とは ほと ん どな い ので あ る 。そ れ に対 し て、

本研 究 はこ れ まで 特 に一 貫 して 検 討の 視 野に 入 れら れ るこ と の少 な かっ た と思

われ る 校長 評 価機 能 をめ ぐ って 、 その 導 入背 景 ・体 制 構造 ・ 内容 表 現・ 結 果表

現・ 改 善動 向 に着 目 して 、 より 体 系的 か つ緻 密 的に 考 察す る こと に する 。  

 

 

第５節  主な用語の定義  

 

今後 の 検討 を スム ー ズに す るた め に、 こ こで は 主な 用 語を 定 義し て おく 。  

 

１ ． 校長 評 価  

  

校長 評 価 と は 、公 立 小中 学 校の 現 職校 長 を対 象 とし て 、計 画 的か つ 組織 的 に

実施 さ れる 評 価活 動 のこ と 。本 研 究は 評 価主 体（評 価 機構 、評価 者 ）・評 価 内容
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（政 治 道徳 、経 費 財務 、教 育 指導 、経営 計画 、組 織 運営 、学 校 文化 、安全 衛 生、

教員 評 価、地域 連 携 、研 修 参加 等 ）・評 価 活用（配 置、異動 、昇 進、昇 給、賞与 、

意見 交 換、 指 導 提 言 、研 修 改善 等 ） な ど の評 価 要素 か ら中 国 にお け る校 長 評価

活動 の 考察 を 行う 。 そし て 、校 長 評価 の 導入 背 景 が 各 評価 要 素 の 起 点と 基 盤で

ある こ とを 考 慮に 入 れ、 そ れら を も本 研 究は 校 長評 価 の検 討 対象 に して い る。  

 

２ ． 評価 機 能  

 

前節 で 挙げ た 、 評 価 は価 値 判断 を 特徴 づ ける 活 動で あ り、 そ の機 能 が 評 価 主

体・ 評 価内 容 ・評 価 活用 等 評価 を 構成 す る個 々 の部 分 が果 た して い る 固 有 の役

割の 有 機的 整 合で あ る。 こ うし た 意義 に おい て 、評 価 機能 は 想定 効 果 よ り 評価

制度 の 実際 の 運用 面 を重 視 する 5 1。 そし て 、企 業 組織 を 対象 と した 人 事評 価 機

能の 先 行研 究 では 、 評価 活 用 の 片 方を 強 調し た が、 本 研究 は 評価 や 制度 研 究 の

原点 に 基づ き 、 評 価 主体 ・ 評価 内 容・ 評 価活 用 等よ り 多角 的 な 視 点 から 、 現在

中国 校 長評 価 制度 が どの よ うに 機 能し て いる か を明 ら かに す る 。 特 に、 評 価観

の集 中 的表 現 であ る 評価 内 容を 「 服従 的 」対 「 自律 的 」に 、 評価 活 用を 「 査定

的」 対 「能 力 開発 的 」に 区 分し 、 その 二 軸か ら 評価 機 能 の あ りか た を捉 え る。  

 

３ ． 校長 職 級 制 度  

 

校長 職 級制 度 は 評 価 制度 に 基づ く 昇進 制 度と し て 5 2、校 長 身分・等 級・評 価 ・

給与 を 全体 的 に再 構 造し 、 校長 を 伝統 的 な幹 部 身分 と 行政 職 階か ら 切り 離 し、

専属 の 職級 序 列に 位 置づ け 、更 に 新た な 方法 と 基準 で 校長 を 評価 し 、そ の 結果

を職 級 や 給 与 に反 映 する シ ステ ム であ る 。 こ う して 、 現行 の 評価 制 度や 更 に校

長人 事 制度 全 般の 改 革に と って 重 大な 意 義を 含 んで い る が 、 その 評 価主 体 ・評

価内 容 ・評 価 活用 等 につ い て深 く 検討 す る余 地 が多 く 残っ て いる 。  

 

４ ． 校長 専 門 職 基 準  

 

校長 専 門職 基 準と い うの は 、校 長 職を 専 門職 と して 確 立す る こと を 目的 と し

て、 求 めら れ る校 長 像と そ こで 必 要と さ れる 専 門的 力 量の 構 成要 素 を示 そ うと

す る も の で あ る 5 3。 中 国 に お け る 、 こ う し た 高 度 的 ・ 専 門 的 力 量 の 提 示 を 目 指

す中 国 校長 専 門職 基 準は 最 近 中 国 教師 教 育学 会 と二 つ の師 範 大学 （ 華東 師 範大

学と 上 海師 範 大学 ） で 共 同 開発 さ れ、 学 界で 現 行の 評 価内 容 や基 準 に取 っ て代

わる 呼 び声 が 高く 、 今後 校 長評 価 の新 た な扉 を 開く も のと 期 待さ れ る。  

http://kotobank.jp/word/%E5%9B%BA%E6%9C%89


15 

 

 

 

第 6 節  研究の限界  

 

 本 研 究の 主 な限 界 は以 下 の二 つ であ る 。  

 

１ ． 調査 対 象  

 

新た な 校長 評 価施 策 が中 国 全国 で 活用 さ れる こ とは 国 家政 府 や共 産 党 の 承 認

いか ん にか か って い るよ う であ る 。 に も かか わ らず 、 地方 自 主的 学 校経 営 の現

在に お いて 、 評価 施 策の 導 入時 期 や適 切 な措 置 設定 は 主に 地 方教 育 行政 部 門の

決断 に 依拠 す る 。本 研 究は 新 たな 試 行的 評価 施 策の 実 態や 課 題へ の 調査 と して 、

主に 検 討や 試 行が 盛 んで あ る上 海 市を 事 例と し て扱 う 。そ れ は 教 育 局担 当 者・

校長 な ど調 査 対象 者 が評 価 施策 に 一定 水 準以 上 の認 識 を確 保 する 上 での 判 断で

あっ た 。 中 国 各地 方 間の 相 違性 が 大き く 、今 後 試行 錯 誤 の 展 開に つ れて 、 他の

地方 に よる 新 たな 評 価 施 策 導入 前 後の 縦 断的 な 実証 研 究も 期 待さ れ る。 こ のよ

うな 地 方別 の 研究 は 地方 格 差が 激 しい 中 国社 会 にと っ て 極 め て重 要 な意 義 があ

る。  

 

２ ． 考察 視 点  

 

調査 方 法 に つ いて 、 主に 校 長本 人 ・ 教 育 局担 当 者 等 対 象者 に アン ケ ート ・ イ

ンタ ビ ュー し た結 果 から 結 論を 得 よう と する 点 に限 界 があ る 。長 期 的学 校 経営

改善 の 視点 か ら 、評 価 現場 で 校長 評 価 の 実態 と 効果 に 対す る 考察 が 不足 で ある 。

今後 、 校長 評 価の 直 接関 与 の 上 で 、よ り 深く 校 長評 価 制度 と 機能 を 考察 す るこ

とが 期 待さ れ る。  
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聞き ― 」（原 語：「対 校 長評 価 的評 価 ― 来 自広 東 広州 市 30 位 小 学校 長 的声 音 ―」）

『中 小 学管 理 』、 2009 年 2 月、 pp.18－ 20．  

5 1校長 評 価の 想 定効 果 と実 際 効果 と の間 で は、 表 看板 と その 裏 のキ ャ ップ の 存

在も 考 えら れ ない こ とで は ない 。  

5 2王新 民 ・劉 玲 、 前 掲 書、 p.46．  

5 3日本 校 長専 門 職基 準 の定 義 を参 照 する 。 日本 教 育経 営 学会 『 校長 の 専門 職 基

準（ 2009 年 版 ）－ 求 めら れ る校 長 像と そ の力 量 』、 2009 年．  
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第１章 校長評価の導入背景と体制構造  

 

 

校長 評 価は 従 来の 校 長職 の あり 方 に対 す る反 省 を出 発 点の 一 つと し てい る こ

とを 踏 まえ れ ば、 今 日の 校 長評 価 制度 と 機能 を 検討 す るに 当 たっ て も、 そ の対

比と し て 、「 過 去校 長 職は そ もそ も いか な るも の であ っ たか 」とい う 問い 直 しは

不可 欠 とい え よう 。 一方 、 評価 機 構 は 制 度的 校 長評 価 の前 提 条件 で あ り 、 その

属性 や メン バ ー 構 成 など が むし ろ 評価 機 能を 左 右 す る 要因 と も言 え る 。し か も、

同じ く 教育 分 野に 位 置し て いる 教 員に 対 する 評 価と 校 長評 価 との 間 に、 必 ずど

こか に 繋が る と考 え る。  

それ 故 、校 長 評価 制 度 と 機 能を 論 ずる 際 には 、 被評 価 者側 や 評価 者 側 や 教 員

評価 等 の性 格 や移 行 を探 ら ざる を 得な い 。 1949 年中 華 人民 共 和国 の 成立 以 後、

戦時 の 思想 専 制・ 集 権体 制 がま だ 根強 く 残っ て いる が 、 学 校 経営 体 制と 教 育行

政体 制 の移 行 が漸 次 に行 わ れて い た 。特 に、1980 年代 以 後、校長 専 門職 化・分

権的 教 育行 政 体制 ・ 制度 的 教員 評 価 に 関 する 改 革 動 向 が明 白 にな っ た。 そ の流

れに 、校 長 評価 の 時機 が 遂に 到 来し た。そ れ故 、本 章 は中 国 建国 以 後 、特に 1980

年代 以 来の 校 長職 、教 育行 政 体制 、教員 評 価 の 発 展過 程 と特 徴 を検 討 する 上 に、

現在 に おけ る 校長 評 価体 制 の基 本 構造 を 明ら か にす る 。  

 

第１節  校長専門職化の動向  

 

近代 学 制が 導 入さ れ る 前 の 封建 時 期を 振 り返 る と、 校 長職 が まだ 教 官か ら 分

離さ れ ず、 あ るい は 特定 の 資格 要 件が な かっ た 場合 、 常に 官 員や 一 般教 員 とし

て評 価 され た 。 こ う して 見 れば 、 校長 専 門職 化 が一 定 程度 に 達す る 前、 制 度的

な校 長 評価 導 入の 現 実的 な 意義 が 相当 小 さい こ とが 分 かる 。 それ に 対し て 、 本

節は 校 長評 価 の内 的 要因 で ある 校 長 立 場 の転 換 、在 職 資格 要 件 の 規 範化 及 び校

長研 修 の必 須 化 等 専 門職 に 向け た 校長 職 の主 な 動向 を 考察 す る。  

 

１ ． 校長 立 場 の 転 換  

 

 校 長 立場 の 転換 が 校長 専 門職 化 の中 核 的部 分 とし て 、校 長 評価 の 成立 に 重要

な役 割 を果 た した 。 以下 は 中国 建 国後 に おけ る 校長 立 場の 転 換を 考 察す る 。  
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（ １ ）幹 部 と し て の校 長  

国家 統 合へ 向 けて の 大き な うね り の中 で 、中 華 人民 共 和国 が 建国 さ れる こ と

にな っ たが 、 依然 に 様々 な 内憂 外 患に 直 面し て いた 。 社会 生 活の 各 方面 で 政府

統治 力 の強 化 が国 家 安定 ・ 団結 の 内的 保 障と 考 えら れ 、特 に 戦乱 で 破壊 さ れた

公共 施 設や 社 会構 造 の再 建 には 政 府の 力 量が 必 要不 可 欠。 そ の故 、 国家 に よっ

て物 財 バラ ン スに 基 づい て 資源 を 計画 的 に配 分 する 「 計画 経 済」 が 全国 に 導入

され 、 すべ て の非 政 府 機 関 の設 立 や運 営 は政 府 指導 の もと に 行わ れ た。 特 に、

腐朽 の 資産 階 級思 想 がま だ 残留 し つつ あ ると い う執 政 者の 判 断か ら 、民 国 時期

にお け る学 校 をイ デ オロ ギ ーや 政 治闘 争 の陣 地 とし た 学校 経 営理 念 と実 践 を踏

襲し 、 当時 大 量革 命 幹部 が 学校 に 派遣 さ れ、 幹 部に よ って 構 成さ れ た校 務 委員

会が 学 校運 営 の実 権 を把 握 して い た。  

幹部 は 長い 間 中国 共 産党 に 好ま れ よく 使 う言 葉 であ る 。幹 部 教育 は 1949年 建

国前 既 に共 産 党政 権 とそ の 教育 制 度の 中 心的 部 分で あ り 、「 政 治路 線 が確 立 され

た後 、 幹部 は 決定 的 な要 素 であ る 。そ れ 故、 計 画的 な 大量 の 新幹 部 の養 成 は我

らの 戦 闘任 務 であ る こと 」 とい う 毛沢 東 の指 示 がそ の 集中 的 な表 現 の一 つ でも

ある 。1940年 毛 沢東 は 再び『 論 政策 』の 中 、「多 け れば 、大 きけ れ ば好 い 」って

いう 言 葉で 、 各根 拠 地に で きる だ け大 規 模の 幹 部教 育 の実 施 を指 示 した 。 こう

して 、「幹 部 教育 第 一、国民 教 育第 二」の 政策 が 各根 拠 地と 各 学校 に よっ て 断行

され た 。し か し、 建 国前 に おけ る 幹部 の 範囲 は まだ 共 産党 、 共産 党 部隊 と 革命

団体 の 中、 一 定の 指 導管 理 役を 担 当す る 者、 及 びソ ビ エト 政 府・ 辺 区政 府 ・民

主政 府 等各 時 期に お ける 共 産党 政 府の 公 職員 に 限っ て いた 。  

建国 後 、集 権 的体 制 の重 要 な構 成 とし て 、共 産 党中 央 はソ 連 幹部 管 理方 法 に

学び 、 中国 の 国情 と 組み 合 わせ 、 1953年 に『 幹 部管 理 の強 化 につ い ての 決 定』

を公 布 し 、共 産 党中 央 及び 各 級共 産 党委 員会 の 組織 部 の統 一 指導・管 理下 の「 分

部 」・「 分 級 」的な 幹 部管 理 制度 を 確立 し た 。「分 部 」とは 、職 務 内容 に よっ て 幹

部を 分 類し 、各 部門 は 特定 類 型の 幹 部管 理を 実 施す る こと で ある 。具 体的 に は、

幹部 は ①軍 隊 幹部 、 ②文 化 教育 幹 部、 ③ 計画 ・ 工業 幹 部、 ④ 財政 ・ 貿易 幹 部、

⑤交 通 ・輸 送 幹部 、 ⑥農 ・ 林・ 水 利幹 部 、⑦ 少 数民 族 ・宗 教 界の 党 外上 層 代表

人物 、 各民 主 党派 、 華僑 民 主者 、 工商 界 代表 、 協議 機 関、 民 主党 派 機関 、 工商

連合 会 、仏 教 協会 、 イス ラ ム協 会 と国 民 文化 協 会の 機 関幹 部 、⑧ 政 治や 法 律幹

部、 ⑨ 共産 党 委員 会 、⑩ そ の他 、 に区 分 され 、 それ ぞ れ特 定 の部 門 に管 理 され

てい た 。こ う して 、 幹部 の 範囲 が 民衆 団 体の 工 作者 、 国営 事 業団 体 の管 理 者等

に拡 大 し、 校 長は 幹 部の 中 の文 化 教育 幹 部と し ての 身 分が 確 立さ れ た。  

しか も 、 そ も そも 公 共事 業 が「 大 きい 政 府」 に 行政 指 導さ れ てい る 中国 で 、

公的 機 関の 多 くは 局 級・ 処 級・ 科 級・ 股 級な ど いず れ かの 職 階編 制 に格 付 され

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6
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た。学 校教 育 が公 共 事業 で あり 、ま た学 校の 公 的性 格 が根 強 いこ と から 、校種 ・

歴史 ・ 教育 環 境ご と に行 政 的等 級 の格 付 けは 全 国各 地 の慣 行 であ っ た （ 図 1.1．

1を参 照 ）。そ の上 、幹 部と し ての 校 長は 所属 の 学校 等 級に 相 当す る 処長・科長 ・

股長 な どい ず れか の 職階 に 格付 さ れた 。 それ に つい て 、 封 建 時期 に おけ る 「学

在官 府 」と 官 員と し ての 教 官 身 分 や意 識 の残 留 にも 見 える 。  

 

図 1.1.1  建国 後 教 育 行 政系 統  

 

※ 文 部 省 大 臣 官 房 調 査 統 計 課 『 中 国 の 教 育 』 1987 年 、 p.2 6． を 参 考 し 、 筆 者 が 作 成 。 中

国 に お け る 全 国 教 育 に 関 す る 行 政 事 務 に つ い て は 、 国 務 院 の 統 轄 の 下 に 主 に 国 家 教 育 部

が 担 う 。 注 意 す べ き な の は 、 中 央 の 教 育 部 以 外 の 各 行 政 部 門 、 つ ま り 工 業 部 ・ 衛 生 部 ・

商 業 部 や 、 そ の 系 統 の 地 方 の 行 政 部 門 で あ る 工 業 局 ・ 衛 生 局 ・ 商 業 局 等 が 独 自 に 設 置 運

営 す る 学 校 が 、 幼 稚 園 か ら 大 学 ま で 数 多 く あ る 。（ 教 育 行 政 機 構 の ） 他 の 行 政 部 門 が 独 自

に 管 轄 す る 学 校 の 経 費 の 支 出 を は じ め 、 運 営 に 関 わ る 具 体 的 事 項 の ほ と ん ど は 、 そ れ ぞ

れ の 系 統 で 処 理 さ れ て い る 。（ 大 塚 豊 「 中 国 の 教 員 人 事 」 佐 藤 全 ・ 若 井 彌 一 『 教 員 の 人 事

行 政 － 日 本 と 諸 外 国 － 』、 ぎ ょ う せ い 、 p.360 .） 図 1.1 .1 の 中 、「 各 行 政 部 門 」 に 教 育 行

政 機 構 が 含 ま れ て い な い 。  

 

一方 、「分 級」と は、共産 党 中央 と 各級 共 産党 委 員会 は それ ぞ れ各 級 の幹 部 管

理を 実 行す る こと で ある 。 こう し て 、 共 産党 の 校長 を 含む 幹 部に 対 する 管 理権

限が 明 らか に なっ た 。  

要す る に、 建 国後 か ら 1978年ま で 教育 が 階級 闘 争の 主 な道 具 であ り 、学 校 が

イデ オ ロギ ー と社 会 主義 改 造の 重 要な 陣 地で あ るか ら 、幹 部 や行 政 官と し ての
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校長 は 上級 の 地方 共 産党 委 員会 の 命令 に 服従 し なが ら 、「政 治 闘争 を 指導 す る一

人ひ と りの ‘ 政治 家 ’で な けれ ば なら な い 1」。  

その 一 方 、 1957年 前 後、 階 級闘 争 の拡 大 や共 産 党委 員 会の 学 校支 配 の意 欲 向

上に つ れて 、 共産 党 の学 校 経営 の 重要 施 策と し て、 ほ とん ど すべ て の学 校 は校

内党 組 織（ 一般 的 には「 学 校 党支 部 」と 呼ば れ る）を成 立 させ 、学 校 経営 の「素

人」で ある 支 部長（「書 記 」）が 上級 の 地 方党 委 員会 の 任命・指 令・監 督 を受 け 、

学校 に おけ る 思想・組織・人 事な ど 幅広 い領 域 の決 定・指 導・監督 権 を行 使 し、

共産 党 のイ デ オロ ギ ーや 組 織上 の 統制 を 支え て きた 。 こう し て、 1952年 に より

導入 さ れた 校 長責 任 制 2は、 学校 党 支部 指 導下 の 校長 責 任制 に 密 か に 転 換 さ れ 、

学校 党 支部 書 記に よ る政 治 的一 元 的管 理 が導 入 され 、 校長 の 経営 ・ 裁量 権 が大

幅に 下 がり 、学 校党 支 部の 決 定を 服 従し 執行 せ ざる を 得な い 立場 に なっ た 。1963

年に 入 り、 教 育行 政 機構 の 権限 が 向上 し 始め た が、 地 方党 委 ・学 校 党支 部 は依

然に 学 校経 営 や校 長 に対 す る指 導 ・監 督 など 統 治権 限 を保 有 し続 け た。 と ころ

が、 文 化大 革 命時 期 3（ 1966-1976） にお ける 、 共産 党 の一 元 的管 理 が深 刻 な損

傷を 受 け、 校 長も 政 治闘 争 や批 判 の対 象 でも あ り、 せ いぜ い 学校 「 用務 員 」の

地位 に あっ た （表 1.1.1を 参 照）。  

 

表 1.1.1  建国 以 後 各 時 期の 学 校 経 営 体 制 の 性格  

学校経営体制 導入時期 校長の立場 党の立場 主な目標と体制骨格 

校務委員会制 1949 年 
校務委員会の中

心、実権が不明確 
大量革命幹部の派遣 

極端な民主制、 

責任者の不明確 

校長責任制 1952 年 
意思決定権、政府

に責任を取る 
教育方針の設定 

校長独裁、監督と 

確保体制の不備 

党支部指導下の校長責

任制 
1957 年 

経営権限の転落、 

責任不明 

学校経営の指導・監督、 

党支部書記が学校中核 
党の権限向上 

地方党委と教育行政機

構指導下の校長責任制 
1963 年 

経営権限の低下、

責任不在の減少 

（教育行政機構と協働

に）指導・確保・監督 

教育行政機構 

の権限向上 

革命委員会制 1966 年 経営権限の喪失 経営・指導等権限の喪失 
労働者宣伝隊が主導、 

党・校長の権限の喪失 

党支部指導下の校長分

工責任制 
1978 年 経営権限の低下 意思決定権 党の権限向上 

地方党委と教育行政機

構指導下の校長責任制 
1985 年 

意思決定権、 

経営権限の向上 
学校経営の確保・監督 

校長・党支部書記・教職

員大会の権限均衡化 

※ 以 下 の 施 策 を 参 照 す る 上 、筆 者 が 作 成 。① 教 育 部『 中 学 校 臨 時 的 規 程（ 草 案 ）』（ 原 語 ：

『 中 学 暫 行 規 程（ 草 案 ）』）と『 小 学 校 臨 時 的 規 程（ 草 案 ）』（ 原 語：『 小 学 暫 行 規 程（ 草 案 ）』）、

1952 年 、② 中 共 中 央・国 務 院『 教 育 工 作 に 関 す る 指 示 』（ 原 語：『 関 於 教 育 工 作 的 指 示 』）、

1958 年 、③ 教 育 部『 中 学 校 臨 時 的 業 務 条 例（ 試 行 草 案 ）』（ 原 語 ：『 全 日 制 中 学 暫 行 工 作 条

例（ 試 行 草 案 ）』）と『 小 学 校 臨 時 的 業 務 条 例（ 試 行 草 案 ）』『 全 日 制 小 学 暫 行 工 作 条 例（ 試

行 草 案 ）』、1963 年 、④ 教 育 部『 中 学 校 臨 時 的 業 務 条 例（ 試 行 草 案 ）』（ 原 語 ：『 全 日 制 中 学

暫 行 工 作 条 例 （ 試 行 草 案 ）』） と 『 小 学 校 臨 時 的 業 務 条 例 （ 試 行 草 案 ）』『 全 日 制 小 学 暫 行

工 作 条 例 （ 試 行 草 案 ）』、 1978 年 、 ⑤ 中 共 中 央 『 中 共 中 央 の 教 育 体 制 改 革 に 関 す る 決 定 』

（ 原 語 ：『 中 共 中 央 関 於 教 育 体 制 改 革 的 決 定 』）、 1985 年 。  
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1978 年「 改 革開 放」直 後、経済 領 域に お ける 従 来の「計 画 経済 」か ら「 中 国

型の 市 場経 済 」へ の 体制 転 換過 程 中、 社 会組 織 （特 に 生産 部 門） の 経営 合 理化

が求 め られ 、校 長 権限 の 回復 も 明白 で あ る 4。それ に 対し て、教育 行 政研 究 者蕭

5（ 1984 年 ） は 「 国 が 経 済 発 展 に着 目 し た 時 、 校 長 の 職 務 が 強 調 さ れ 、 階 級 闘

争に 着 目し た 時、 校 長が 重 要で な いポ ス トに 降 格さ れ る。 要 する に 、学 校 経営

体制 の 変革 と 国家 の 政治 経 済形 勢 の動 向 が絡 ん でい る 」と 論 説し た 。類 似 した

観点 は 小島 6（ 2000 年 ）の 研 究に も 見ら れ る。 に もか か わら ず 、 1978 年「 改 革

開放 」 直後 、 校長 権 限の 向 上に よ り、 共 産党 が 自ら の 統治 力 を復 興 ・強 化 する

意図 は 学校 経 営体 制 の最 大 特徴 と して 挙 げら れ る。 学 校は 単 に文 化 大革 命 前の

よう な 一元 的 管理 を 特徴 付 けら れ る中 央 集権 的 な経 営 体制 に 回帰 し てき た ので

ある （ 表 1.1.1 を参 照 ）。  

1983 年 当時 、北京 教 育学 院 が担 当 した 教 育部 基 盤研 究「小 中 学校 長 資質 能 力

研究 」 によ る と、 政 治思 想 ・品 行 ・道 徳 が最 も 重視 さ れた 資 質能 力 であ り 、全

部 25 項 目の 資 質能 力 の中 に 、圧 倒 的に 多 く 14 項 目を 占 めた 。一方 、学校 経 営・

教 育 指 導 等 に 関 す る 資 質 能 力 が 非 常 に 軽 視 さ れ て い た 。 換 言 す れ ば 、「 階 級 闘

争 」・「 計画 経 済」 が 盛ん で あっ た 時期 に お い て は、 学 校経 営 能力 よ り、 幹 部や

行政 官 とし て の政 治 道徳 が 依然 と して 校 長職 務 と力 量 の中 心 であ っ た。 こ うし

た資 質 能力 と 職務 内 容 は 、 政権 安 定と 学 校教 育 の回 復 に寄 与 する 上 で力 強 さを

持ち 、 有効 で ある が 、経 済 の高 度 成長 、 及び そ のた め の特 色 ある 学 校経 営 体制

の達 成 には 限 界が あ り 、新 た な視 野 に立 つ校 長 資質 能 力の 構 築が 必 要に な った 。 

 

（ ２ ）学 校 経 営 者 とし て の 校 長  

1985 年 に至 る まで 、経 済体 制 改革 の 拡大・深化 に つれ て 、自由 開 放へ の 追求

が各 社 会領 域 で生 起 し、 硬 直な 学 校経 営 体制 が 喫緊 な 課題 と して 指 摘さ れ た。

学校 経 営体 制 を迅 速 に 再 構 造し な けれ ば 、社会 の 変化 に 対応 し た教 育 を実 現 し、

また 学 校経 営 課題 を 解決 す るこ と がで き ない と いう 事 情が 存 在し た 。 そ れ に対

して 、1985 年『 決定 』に おい て は 、学 校 党組 織 が「① 過 去の す べて を 統括 し た

状態 か ら離 脱 し、 党 建設 や 思想 政 治 活 動 に専 念 し、 ② 教員 や 生徒 と 団結 し 、校

長 の 職 務 実 行 を 支 持 し 、 党 の 各 方 針 政 策 の 定 着 や 国 家 教 育 計 画 の 実 現 を 確 保

し・ 監 督し 、 ③マ ル クス 主 義で 教 員や 生 徒を 指 導し 、 国の 富 強の た めに 前 進・

奮闘 さ せる よ うに 鼓 舞し 、 生徒 の 徳・ 智 ・体 の 多面 的 な発 展 を確 保 し、 学 校を

資本 主 義や ほ かの 腐 朽思 想 の侵 食 を防 げ るも の や社 会 主義 精 神文 明 の強 固 な陣

地に す る 」（第 ５ 部分 ）任 務の 提 示で 、経 営・意 思 決定 主 体か ら 運営 確 保・指導

主体 へ 向か っ てい く 共産 党 中央 の 決意 を 表明 し た。  

1987 年中 国 共産 党第 13 回 全国 代 表大 会 によ り 作り 上 げた 「 国 の 主 要矛 盾 が
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階級 闘 争か ら 経済 発 展へ 移 行し た 」判 断 がさ ら に学 校 党組 織 の立 場 の移 行 を支

えた 。 これ ま での 学 校党 支 部 書 記 によ る 政治 的 一元 的 管理 が 止め ら れ、 党 支部

書記 と 校長 と の上 級 ・下 級 とい う 関係 が 次第 に 薄ら い でい き 、 校 長 は実 質 的な

学校 経 営者 ・ 内部 的 意思 決 定者 と して の 性格 が 強固 に なっ た 。こ う して 、 校長

は対 外 的に は 学校 を 代表 す る立 場 にあ り 、対 内 は校 務 全体 に 責任 を 負い 、 かつ

最終 的 には 上 級 教 育 行政 機 構 に 対 して 学 校 経 営 の全 責 任を 負 うこ と にな っ てい

る 。言 い 換え れ ば 、1985 年以 後 の共 産 党 中央 の 施策 は 、それ ま で 学 校 党支 部 に

多く を 与え て いた 、 とり わ け学 校 経営 権 限を 校 長側 に 引き 寄 せ、 こ れに よ って

学校 党 支部 の 学校 経 営権 を 縮小 し てい た 。 上 述 の意 味 にお い て、 校 長の 役 割と

責任 は これ ま でと 比 較し て 大き く 、か つ 重た く 変化 す るこ と にな る 。 そ れ に関

し て 、 唐 7（ 1998 年 ） は 「 校 長 は単 な る 教 師 の 代 表 や政 府 の 幹 部 と し て だ け で

なく 、 学校 経 営の 責 任者 と して 要 請さ れ るよ う にな り 、い わ ば企 業 経営 者 とし

ての 資 質と 能 力も 一 面に お いて 求 めら れ るよ う にな っ た 」 と 語っ た 。一 方 に、

それ ま で学 校 管理 に 関し て 包括 的 な監 督 権（ 教 員人 事 権・ 教 育内 容 決定 権 を含

めて ） を持 っ てい た 党支 部 書記 の 側か ら 見れ ば 、校 長 責任 制 は、 明 らか に 自ら

の権 限 の「 剥 奪 」、い わゆ る 学校 内 権力 の 再配 分 シス テ ムに 等 しい も ので あ った

とい え る 8。  

にも か かわ ら ず、 学 校に お ける 学 校党 支 部 や 党 支部 書 記 の 影 響力 が なく な っ

たわ け では な いの で ある 。例え ば 、『決 定 』で は 、今後 の 学校 経 営体 制 につ い て、

「中 等 や中 等 以下 の 学校 で 校長 責 任制 を 漸次 実 行す べ きで あ る… 校 長に よ る統

一管 理・指 揮 、党支 部 書記 に よる 確 保・指導 、教職 員 代表 大 会 9によ る 民主 的 管

理・監督 と いう『三 位 一体 』の 構 造を 成 立す る」と 明示 し た。そし て、 1990 年

当時 北 京市 人 民政 府 文教 弁 公室 が 公布 し た 『 小 中学 校 内部 管 理体 制 改革 を 一層

推進 す る意 見』 1 0で は 、「 学校 党 組織 が 、学 校に お ける 共 産党 の 路線・方 針・政

策の 貫 徹を 確 保し 、 学校 の 社会 主 義的 発 展方 向 の保 障 に関 す る重 責 を担 っ てい

る。 校 長責 任 制を 実 行し て も、 学 校党 支 部 は 政 治的 核 心と し ての 監 督機 能 を活

かす べ きで あ る」 と 明記 し てい る 。  

本節 が 前述 し た自 律 的学 校 運営 権 の取 得 は校 長 専門 職 化 の 重 要な 前 提 条 件 と

構成 部 分 で あ る。 に もか か わら ず 、こ う した 校 長立 場 の転 換 がま だ 不十 分 なの

で、 校 長評 価 制度 の 構造 と 機能 に 一定 の 限界 を もた ら すと 考 える 。 特に 、 留意

すべ き 点は 、 自律 的 学校 運 営権 を 取得 し てい て も、 校 長職 が 依然 に 行政 体 系で

の一 職 位で あ り、 他 の行 政 職務 と の区 別 につ い て い え ば、 校 長職 務 が教 員 職業

に 基 づ い た 行 政 職 務 と い う 点 に 過 ぎ な い 1 1。 即 ち 、 学 校 経 営 体 制 と 校 長 立 場 の

転換 が 終始 に 行政 的 枠組 み のう ち に行 わ れる こ とか ら 、 共 産 党委 員 会 （ 政 党系

列 ）や 教 育行 政 部門（ 行 政 系列 ）の 命令 に 服従 す る義 務 がそ の まま 残 って い る。
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現在 、校長 職 を半 専 門職（ SEMI-Profession）と する 見 解も 見 られ る が、実 際に

は中 国 にお け る校 長 の幹 部 身分 と 経営 者 立場 が 常に 揉 めて お り、 半 専門 職 から

も一 定 の距 離 があ る と考 え られ て いる 。 こう し た立 場 や身 分 は校 長 の役 割 責任

や校 長 人事 、 更に 校 長評 価 の内 容 と 活 用 等に ど のよ う な影 響 与え て いる の か に

つい て は、 第 ２・ ３ 章で 検 討す る 。  

 

２ ． 在職 資 格 要 件 の規 範 化  

 

 特 定 の在 職 資格 要 件が 何 れの 専 門職 に とっ て 不可 欠 であ る 。 校 長 職に 適 切な

在職 資 格要 件 の制 定 は校 長 専門 職 化の 重 要構 成 と考 え られ た 。 以 下 は中 国 建国

後に お ける 校 長在 職 資格 要 件の 進 展を 考 察す る 。  

 

（ １ ）建 国 後 の 空 白期  

周知 の 通り 、 適切 な 在職 資 格要 件 は専 門 職化 を 確保 す る重 要 な方 法 であ る 。

中国 歴 史に お ける 校 長在 職 資格 要 件に つ いて の 規定 は ない で もな い 。封 建 王朝

時期 に 科挙 の 出身 が 教官 資 格に 規 定さ れ た。 例 えば 、 清朝 の 教授 ・ 学正 ・ 教諭

には 進 士・ 挙 人の 出 身要 件 が求 め られ た 。だ が 、近 代 学校 の 創設 、 特に 新 学制

の頒 布 と 1905 年科 挙 廃止 後 、こ う した 在 職資 格 の土 台 はも は や無 く なっ た 。民

国時 期 国民 政 府学 校 長に は 国民 党 党員 や 教員 資 格等 が 求め ら れる 。  

一方 、1949 年 建国 後 の長 期 間に お いて 、具体 的 な資 格 要件 が 真正 面 に 提 示 さ

れて い なく 、 どの よ うな 人 材が 校 長職 に 適切 な のか に つい て は、 主 に 個 々 の校

長任 命 権者 の 識見 で 決め ら れる こ とで あ った 。 1980 年 代に 至 るま で 、「 学 歴・

思想 ・ 能力 ・ 年齢 を 基準 と し、 学 校管 理 職や 教 員か ら 校長 や 他の 学 校管 理 職を

任 命 す る 」 1 2と の 教 育 部 方 針 か ら 見 れ ば 、 在 職 資 格 は 客 観 性 を 失 い 、 抜 擢 方 法

と区 分 しに く い。  

 

（ ２ ）要 件 の 初 提 出  

前述 し てき た よう に 、1980 年 代中 葉 以降 、党組 織 の立 場 の移 行 、学校 経 営者

や責 任 者と し て校 長 立場 、 及び 校 長が 学 校経 営 に対 す る重 要 性は 漸 次に 明 らか

にな っ た。 こ うし て 、特 定 の制 度 によ っ て校 長 在職 資 格を 規 範す る 必要 性 も高

まっ て きた 。  

1991 年国 家 教育 委 員会 1 3に よっ て 制定 さ れ た 『 要 求』 は 在職 資 格 要 件 を提 示

した 最 初の 制 度で あ り、 以 下三 つ を掲 げ てい た 。① 中 国共 産 党の 指 導管 理 を擁

護し 、 国家 を 愛し 、 マル ク ス主 義 を修 得 し、 共 産党 と 国家 教 育方 針 ・政 策 ・法

規に 遵 守し 、 学生 を 愛護 し 、教 育 指導 に 専念 す るこ と 。組 織 経営 能 力や 自 律性
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を有 し 、模 範 的役 割 を果 た すこ と 。② 小 学校 長 は中 等 師範 卒 及び そ れ以 上 、中

学校 長 は短 大 卒及 び それ 以 上、 高 等学 校 長・ 中 高一 貫 校長 は 大学 学 部以 上 学歴

を有 し 、小 学 校長 は 小学 校 高級 以 上、 中 学校 長 は中 学 校 1 級 以上 の 教員 職 務称

号 1 4を有 する こ と 。し か も 、相当 年 数の 教 育職 歴 を 持 ち 、職務 研 修 1 5で『職 務 研

修合 格 証明 書 』を 取 得す る こと 。 ③職 務 を担 当 でき る よう な 健康 な 体を 持 つこ

と。実際 、こ の 前の 1990 年 に は「 職務 研 修の 成 績を 校 長本 人 の履 歴 記録 に 記入

し 、 任 用 や 考 課 の 依 拠 と し て 活 用 す る 1 6」 方 針 が 既 に 国 家 教 育 委 員 会 に 提 示 さ

れた 。 だが 、 初め て 職務 研 修を 在 職資 格 要件 と して 規 定し た のは 『 要求 』 であ

った 。 こう し て、 校 長在 職 資格 要 件が 明 確的 に 規定 さ れ、 建 国後 校 長職 の 専門

職化 、 そし て 校長 評 価の 制 度化 に 重要 な 役割 を 果た し た。  

その 後 、 1995 年『 教 育法 』 にお い て、「 校長 や 学校 の 主要 経 営責 任 者は 中 華

人民 共 和国 の 国籍 を 有し 、 国境 内 に定 住 し、 国 が規 定 した 在 職資 格 要件 を 満た

す者 に 限り 、 その 任 免が 国 の関 連 規定 に 従い 」 原則 が 提示 さ れた 。 しか し 、 こ

うし た 規定 は 主に 国 民資 格 に着 眼 し、 そ の中 提 示さ れ た「 校 長在 職 資格 要 件」

を『 要 求』 に 説明 さ れた も のと 考 えて よ い。  

 

（ ３ ）要 件 の 再 検 討  

2000 年共 産 党中 央 弁公 庁 1 7は新 世 紀社 会 主 義 諸 事 業を 取 り巻 く 内外 環 境の 変

化と 幹 部重 要 性の 再 認識 の 上で 、『 幹 部 人事 制 度改 革 の深 化 に関 す る綱 要 』 1 8を

公布 し 、「党 政 機関・国 的企 業・事業 単 位 1 9それ ぞ れ異 な り 、科 学 的な 種 類別 の

管理 体 制を 成 立し 、特 色 ある 管 理制 度 を 設立 す るこ と 」（ 第 １条 ）を 人 事制 度 の

一つ の 重要 な 改革 方 向と し て規 定 した 。  

それ を 踏ま え 、2000 年 共産 党 中央 組 織部・人事 部 は「事 業 単位 は わが 国 にお

ける 各 種人 材 の主 要 の集 中 地で あ り、 総 合国 力 の向 上 を果 た す 重 要 領域 、 そし

て『科 教 興国 』 2 0の重 要 な陣 地 であ る 」と いう 判 断の も とに 、『 事業 単 位人 事 制

度改 革 の推 進 に関 す る意 見 』 2 1を公 布 した 。その 中 で、「 事 業単 位 の属 性 と業 務

特徴 に 相応 し い職 務 管理 制 度を 制 定す る こと 」が 規 定さ れ た。具体 的 に 、「 事業

単位 が 科学 的 かつ 合 理的 に 職務 を 設置 し 、各 職 務の 職 責・ 権 限・ 在 職 要 件 を明

白に し 、職 務 管理 を 実行 し 」、特 に 、「 管 理職 に 関し て 、管 理 者の 管 理水 準 ・業

務能 力 と業 績 ・資 格 経歴 ・ 職務 要 求を 反 映で き るよ う な等 級 序列 を 設立 し 、職

員制 度 を推 進 しな け れば な らな い 」（第 ６条 ） など 義 務が 明 らか に なっ た 。   

公立 学 校が 事 業単 位 に属 し てお り 、 事 業 単位 人 事制 度 改革 の 影響 を 受け 、 教

育部 は 2002 年 公布 し た『 小 中学 校 長 雇 用の 在 り方 』（ 2002 年） の中 で 、「校 長

によ り 高い 在 職資 格 要件 を 求め る」方 針 を示 し た。その 直 後 、『 学校 人 事制 度 改

革に 関 する 実 施意 見 』 2 2（ 2003 年 ）は 人 事 部・教 育 部 に 公 布さ れ た 。そ の 中で 、
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「良 好 な政 治 や道 徳 資質 、 教育 事 業へ の 熱意 と 革新 理 念、 職 務に 必 要な 専 門知

識と 高 度な 組 織経 営 能力 、 法律 の 順守 と 廉潔 ・ 自律 、 協働 意 識と 民 主的 な 行動

方式 、 そし て 教員 免 許、 中 級及 び 以上 の 教員 職 務称 号 と職 歴 、５ 年 以上 の 教育

指導 経 験、 健 康な 身 体 」 が 校長 の 在職 資 格要 件 とし て 提示 さ れた 。 従来 の 『要

求』 に 比べ 、 教職 年 数の 明 確化 、 廉潔 ・ 協働 意 識・ 民 主的 な 行動 方 式へ の 主張

等積 極 的な 変 化が 見 られ る 。 教 職 年数 の 明確 化 につ い ては 、 校長 が 教育 者 とし

て、 党 政機 関 ・国 的 企業 や 他の 事 業単 位 の幹 部 や管 理 職と の 差異 へ の強 調 に見

える 。 豊富 な 生徒 指 導経 験 を持 っ てい な い者 は 、決 し てい い 校長 に なれ な いと

いう 認 識が 含 まれ て いる 。 一方 、 廉潔 ・ 協働 意 識・ 民 主的 な 行動 方 式 に つ いて

は、 自 律的 学 校運 営 ・校 長 責任 制 のも と に、 校 長 権 限 乱用 の 防止 が 重要 な 理由

とし て 挙げ ら れる 。総 じ て 、『 学校 人 事制 度改 革 に関 す る実 施 意見 』が 示 した 在

職資 格 要件 は 『要 求 』へ の 補足 に 見え る 。 に も かか わ らず 、 廉潔 ・ 協働 意 識・

民主 的 な行 動 方式 の 判断 は 過去 に おけ る 学歴・教員 職 務称 号・『職 務 研修 合 格証

明書 』 の取 得 ほど 一 目瞭 然 でな く 、よ く 緻密 的 な評 価 が不 可 欠で あ る。 こ うし

た変 化 が校 長 評価 の 内容 に どの よ うな 影 響を 与 えた の かに つ いて 、 第２ 章 で 考

察す る 。と こ ろが 、 2009 年 教育 部 の統 計調 査 によ る と、 35.92％ の 校長 が 大学

卒ま た はそ れ 以上 の 学歴 を 有し 、47％ の 校長 が 短大 卒 であ る 2 3。多 く の研 究 者 2 4

は「 学 歴要 求 とい う 点に つ いて は 、中 国 校長 の 在職 資 格要 件 がア メ リカ ・ カナ

ダ等 先 進 国 に 比べ て 大き く 遅れ て いる 」 と指 摘 した 。  

以上 、1980 年 代 以後 、中 国に お ける 校 長 の在 職 資格 要 件が 制 定さ れ 、政治 道

徳、 経 営能 力 、民 主 意識 、 学歴 、 教育 職 歴、 職 務称 号 、職 務 資格 研 修証 明 書、

身体 状 況な ど 様々 な 在職 資 格要 件 が諸 施 策に 提 示さ れ た。 し かし 、 様々 な 課題

がい ま だ残 っ てい る 。第 １ に、時 間軸 か ら見 れ ば、そ の 30 年 間に お いて は 、学

歴・職 務 称号・職 歴 など 客 観的 基 準の 向 上 動向 が ほと ん ど見 ら れな い 。第２ に 、

政治 道 徳、 経 営能 力 、民 主 意識 に つい て は客 観 性に 欠 け、 主 に任 命 権者 に 判断

され 、 資格 要 件よ り 抜擢 条 件の 性 格が 強 い 。 そ れら を 資格 要 件と し て扱 う のは

行政 側 や任 命 権者 の 意思 決 定を 支 える 意 図が 考 えら れ 、ほか の 学歴 、職務 称 号、

職 歴 な ど 客 観 的 基 準 の 低 下 に も 関 わ っ て い た 2 5。 よ り 明 確 な 政 治 道 徳 、 経 営 能

力、 民 主意 識 の判 断 基準 と 方法 の 制定 が 校長 評 価の 客 観性 向 上に と って 欠 かせ

ない も ので あ る。朱 2 6（ 2010 年）は「『 要 求』が 示し た 在職 資 格要 件 が既 に 教 育

発展 の 現実 的 な要 求 を満 た せず 、 教育 改 革の 妨 げに な るマ イ ナス 要 素と な る」

と強 く 批判 し た。 そ れか ら 見れ ば 、校 長 専門 職 の目 標 達成 は いま だ 「任 重 くし

て道 遠 し」 で あろ う 。 こ う した 在 職資 格 要件 は 校長 評 価制 度 と機 能 に一 定 の限

界を も たら す と考 え る。  
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３ ． 校長 研 修 の 必 須化  

  

校長 研 修は 在 職資 格 要件 の 重要 な 構成 で あり な がら 、 その 人 材育 成 上の 重 要

性と 関 連整 備 の困 難 度か ら 特別 に 扱う 必 要性 が ある と 考え た 。 以 下 は中 国 建国

後に お ける 校 長研 修 の進 展 を考 察 する 。  

 

（ １ ）研 修 施 設 の 整備  

中国 従 来の 封 建や 民 国 期 に おけ る 校長 （ 又は 教 官） 抜 擢が 主 に一 般 教養 に 着

目し 、 特定 な 養成 ・ 研修 計 画や 課 程を 講 じて い なか っ た。 建 国以 後 30 年 間 に、

特殊 な 時代 背 景と 学 校経 営 体制 の もと に 、校 長 職の 重 要性 や 特定 の 資質 能 力が

十分 に 重視 さ れて い なか っ た。  

1978 年 以後 、自律 的 学校 経 営 の 導 入と 校 長権 限 向上 に つれ て 、校 長 研修 は 中

央と 各 地党 政 指導 者 に注 目 され て 始ま っ た。1978 年 、北京 教 育学 院 に幹 部 訓練

部が 成 立さ れ 、校長 研 修に 務 めた 。1979 年 、上 海 市教 育 局は 教 育行 政 幹部 講 習

会を 主 催し 、校長 た ちに 研 修指 導 を与 え た。1980 年 全 国師 範 教育 業 務会 議 が開

き、 校 長等 教 員や 行 政幹 部 研修 に 関す る 体制 と 機構 に つい て 以下 の よう に 規定

した 。「 各級 の 教師 研 修院 （ 原語 ：「教 師 進修 院 」）」 は 小中 学 校教 員 と学 校 行政

管理 幹 部の 研 修施 設 であ り 、わ が 国の 師 範教 育 シス テ ムの 有 機的 構 成部 分 でも

ある 」、「省 級 教育 学 院や 研 修院 は 高等 師 範学 校 に当 た り、 地 （市 ） 級教 育 学院

や教 師 研修 院 は短 期 高等 師 範学 校 に当 た り、 県 級教 師 研修 院 は中 等 師範 学 校に

当た り、そ れぞ れ 高校・中 学 校・小 学校 の 現職 教 員と 行 政幹 部 研修 を 講じ る 2 7」。

こう し て、 校 長研 修 の枠 組 みが 基 本的 に 確立 さ れて き た。  

その 前 後 、 中 国全 国 大部 の 地域 に おけ る 教師 研 修院 が 恢復 或 いは 新 設さ れ 、

その 中 、省 級 機関 が 30 校 ご ろ、 地 ・市 ・県 級 機関 が 2000 校 余り 、 そし て 教師

と幹 部 の研 修 に努 め る高 等 師範 学 校が 50 校以 上で あ った 。 1982 年 共産 党 中央

は『 幹 部教 育 事業 を 強化 す る意 見 』の 中 で、 幹 部「 革 命化 」・「若 年 化 」・「 知識

化 」・「 専門 化」と いう「 四化 方 針」を 打ち 出し た 。こ う した 中 央の 方 針に 従 い、

教育 部 は『 普 通教 育 行政 幹 部研 修 事業 に 関す る 意見 』 を公 布 し、 幹 部研 修 に関

する 方 針・ 目 標・ 内 容・ 要 求・ 方 法と 期 間を 明 示し た 。教 育 行政 幹 部は 教 育行

政機 構 の指 導 者の み なら ず 、校 長 等学 校 管理 職 も当 然 に含 ま れて い た。 こ うし

て、 各 地の 校 長研 修 実践 は より 盛 んに 展 開さ れ てき た 。 ま た 、先 行 研究 に よる

と 、校 長 研修 内 容は 最 初主 に 政治 素 質で あり 、漸 次に 政 治と 業 務両 立 に転 向 し、

政治 理 論・ 教 育心 理 ・学 校 管理 理 論と 実 務・ 教 育科 研 等 主 要 教科 が 開発 さ れて

きた 2 8。  
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（ ２ ）全 員 研 修 計 画の 作 成  

以上 の 研修 施 設の 整 備に つ れて 、1980 年 代各 地 方に お ける 校 長研 修 が始 ま っ

た。 し かし 、 研修 の 対象 者 は主 に 求め ら れる 学 歴を 持 たな い 校長 で あっ た 。即

ち、当 時の 研 修は む しろ 学 歴基 準 に満 た ない 者 に対 し て、実 質的 に は「学 歴（付

与 ） 研 修 」 を 内 容 と す る 「 任 職 研 修 」 を 課 す と い う 変 則 的 な 研 修 制 度 2 9で あ ろ

う。  

その 後 、各地 の 実践 経 験を ま とめ 、1989 年『全 国 校長 研 修事 業 の強 化 に関 す

る意 見 』は 「 高度 的 なマ ル クス 主 義思 想 と豊 富 な管 理 経験 を 持ち 、 効果 的 に学

校運 営 をで き る小 中 学教 育 専門 家 を育 成 し 」、「 3 年 また 5 年 間で 、 全国 小 中学

校長 全 員に も う一 回 研修 さ せる こ と 」を 目標 と して 提 起し た 。1990 年 7 月 、国

家教 育 委員 会 は『 小 中学 校 長職 務 研修 に 関す る 若干 意 見』 を 公布 し 、そ の 中校

長研 修 が「 在 職資 格 を取 得 する た めの 指 向性 研 修」 と して 指 定さ れ 、研 修 合格

者に 「 職務 研 修合 格 証」 を 授与 す る。 校 長研 修 の内 容 と時 間 につ い て、 国 家教

育委 員 会は 更 に 政 治 理論（ 60 時間 ）・教 育 法制（ 40 時間 ）・学 校管 理（ 60 時 間 ）・

教育 理 論（ 60 時 間 ）と 選 択単 位 の「専 題 講座（ ゼ ミ ）」（ 30 時間 ）、「 教育 管 理実

践（ 実 技 ）」（ 50 時 間 ）等 六 教科 、 300 時 間の 授 業時 間 を規 定 した 。 こう し た研

修内 容 と教 科 の一 つ の特 徴 は、 社 会主 義 国家 と して の 教育 思 想が 重 視さ れ てい

る点 で ある 。例え ば 、「政 治 理論 」につ いて は「鄭 小 平理 論 」（ 36 時間 ）と「鄭

小平 教 育理 論 」（ 24 時間 ） で編 成 され 、 校長 に 正確 な 政治 方 向を 認 識さ せ 、深

く共 産 党の 路 線と 方 針を 理 解さ せ るこ と が意 図 され て いる の であ る 3 0。 1991 年

6 月国 家教 育 委員 会 人事 課 は『 全 国小 中 学校 長 職務 研 修課 程 教学 大 綱（ 試 行 ）』

を編 纂 し、 そ の後 研 修教 材 を一 セ ット 開 発し た 3 1。  

政治 思 想を 重 視し て いる 点 があ る が 、「 職 務研 修 合格 証 」の 出 現は 中 国に お け

る校 長 職が 専 門化 の 道で 大 きな 一 歩を 踏 出し た こと を 示し た 。 留 意 すべ き こと

は 、1992 年中 央 組織 部 、国家 教 育委 員 会 公布 し た『全 国 小中 学 校長 職 発展 の 意

見（ 試 行 ）』 で は、「 今後 新 任命 の 校長 は 『職 務 研修 合 格証 明 書』 を 取得 す べき

で 、『 職 務研 修 合格 証 明書 』 を持 っ て就 任 す る こと 」 が求 め られ た 。  

こう し た流 れ のも と に、研 修機 構 も大 き な発 展 を果 た した 。1994 年 の統 計 に

よる と 、高等 師 範学 校が 241 校、教 育学 院 145 校 、教師 研 修院 2065 校 に至 っ た。

そし て 、国 家 高級 教 育行 政 学院 、国 家 中 学校 長 研修 セ ンタ ー 、及 び 華北・華 東 ・

東北 ・ 西北 ・ 華中 ・ 西南 等 ６つ の 行政 大 区に 各 １校 の 教育 管 理幹 部 研修 セ ンタ

ーが 成 立し 、 管内 教 育管 理 幹部 の 研修 指 導に 務 める 3 2。  

 

（ ３ ）資 格 研 修 へ の移 行  

更に 、中 国 教育 発 展の 大 綱的 な 計画 で あ る『「 中国 教 育改 革 と発 展 綱要 」実 施
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意見 』 3 3では 、「 学 校経 営 を強 化 する た め に、校長 の 経営 能 力を 向 上す べ き、 校

長職 務 規範 を 制定 し 、『百 万 人校 長 研修 計画 』 を実 施 し、 1997 年 前 後「 全 国す

べて の 校長 は 『職 務 研修 合 格証 明 書』 を 持っ て 就任 す る」 目 標を 提 出し た （ 25

条 ）。 換 言す れ ば、『 教育 綱 要意 見 』は 今 まで 主 に新 任 校長 を 強制 対 象に し 、柔

軟的 に 推進 さ れて き た職 務 研修 に 対し て 、実 現 期限 を 設定 し たり 、 全国 的 な研

修計 画 （『百 万 校長 研 修計 画 』） を 立案 ・ 公開 し たり し て、 中 央政 府 の決 意 と行

動力 を 示し た 。1999 年『校 長 研修 規 定 』 3 4によ っ て 、従 来 の職 務 研修・『 職務 研

修合 格 証明 書』が それ ぞ れ在 職 資格 研 修・『 在 職資 格 研修 合 格証 明 書』に改 名 し

た時 点 から 、 在職 資 格要 件 とし て 資格 研 修の 性 格が 一 層明 白 にな っ た。  

上述 し た一 連 の校 長 研修 施 策に お いて 、 新任 校 長は 終 始、 職 務資 格 研修 の 主

要対 象 者と な った 3 5。 にも か かわ ら ず、 校 長に と って 職 務資 格 研修 合 格証 明 書

は必 ず しも 就 任前 に 取得 さ れる も ので は なく 、就 任後 の 取得 も 十分 可 能で あ る。

また 、最近 教 育部 小 学校 長 研修 セ ンタ ー の調 査 によ る と 、『 在 職資 格 研修 合 格証

明書 』を 持 って い る校 長 数は 全 体の 85%に 過ぎ な い。在職 資 格研 修 受講 者 の（ 校

長職 ）勤務 年 数に 関 する 調 査よ り 、59%が １年 以 下、19%が 1～ 3年間 、21%が ３年

以上 で ある こ とが 明 らか に なっ た 。 つ ま り、 在 職資 格 研修 の 対象 者 の構 成 は錯

綜複 雑 であ る 。そ れ は研 修 の実 施 と効 果 に 一 定 の悪 影 響を 与 えた と 考え る 。 し

かも 、 入職 と 研修 の 発生 順 番が 特 定さ れ てい な いま ま 、 中 国 現行 の 校長 在 職資

格は 厳 格な 意 味上 の 免許 制 度に は 程遠 い 状態 に ある 。  

にも か かわ ら ず、 本 節が 前 述し た 校長 立 場の 転 換 、 規 範的 在 職資 格 要件 の 制

定及 び 研修 体 制と 組 織 の 進 展等 の 専門 職 化動 向 は校 長 評価 に 必要 性 や現 実 的意

義を 提 示し た 。  

 

 

第２節  教育行政体制の転換  

 

清末 1900 年 代 以後 の「 国 民皆 学」理 想の もと に 、学 校 の 数 が増 加 する に つれ

て、 中 央が 地 方教 育 と学 校 を 評 価 しよ う とす る 学官 体 制が 適 切に 学 校人 事 評価

を全 う こと が でき な くな っ た 。 そ れは 学 官体 制 （視 学 行政 ） が一 般 教育 行 政 機

構に 取 って 代 わら れ る理 由 の一 つ で あ る 。こ う して 、 学校 評 価や 校 長等 学 校人

事評 価 にと っ て、 学 校と 校 長の 管 理主 体 であ る 教育 行 政機 構 の関 与 が 不 可 欠で

ある 。 清末 か ら民 国 に渡 っ て、 各 レベ ル の教 育 行政 機 構が 成 立し 、 一定 の 発展

を果 た した 。 しか し 、戦 争 動乱 ・ 政局 や 経費 な ど様 々 な原 因 で学 校 人事 評 価が

うま く 展開 さ れて い なか っ た。1949 年 中 国建 国 以後 の 教育 行 政体 制 改革 を 振り

返っ て みる と 、今 日 の改 革 を含 め て三 つ の節 を くぐ っ てき て いる 。 こう し た改
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革の 流 れの 中 で、 校 長評 価 の体 制 的基 盤 が確 立 され た 。 以 下 は建 国 後に お ける

教育 行 政体 制 の転 換 と整 備 を考 察 する 。  

 

１ ． 教育 行 政 体 制 の模 索 時 期  

 

建国 か ら 1985 年の 間 、執 政 経験 が 少な い 共産 党 はど の よう な 教育 行 政体 制 が

中国 に 適応 す るに つ いて 、知 恵 や経 験 が 足り な かっ た。た だそ の 35 年 間 で、教

育行 政 体制 は 数回 の 転換 を 繰り 替 え、 大 きく ５ 段階 に 分け ら れる 。  

第一 段 階は 1952 年 から 1957 年 の 間、 当 時ソ 連 の学 制 を社 会 主義 学 校教 育 の

モデ ル とし て 、国 務 院が 1951 年 に「学 制 の改 革 に関 す る決 定 」を 公 布し 、中国

の教 育 制度 の 発展 が 新し い 段階 に 入っ た こと を 示し た 。新 学 制に つ いて 、 当時

の教 育 部長 の 馬叙 倫 （ 1885 年 -1970 年） が「 中 国教 育 の骨 格 を定 め たも の であ

った 」 と言 っ てい た 。そ の 中、 都 市と 農 村一 律 に基 礎 教育 の 展開 、 教育 の 機会

均等 が 新学 制 の重 要 な特 徴 とし て 挙げ ら れる 。 学制 改 革の 流 れに 、 中国 基 礎教

育が 新 たな 社 会主 義 教育 行 政体 制 に迫 っ てお り 、共 産 党中 央 は政 治 ・経 済 体制

との 協 調性 、 歴史 伝 統や 戦 時経 験 の活 用 を目 指 し、 特 に「 ソ 連経 験 を学 ぼ う」

とい う 「一 辺 倒」 の 方針 政 策下 、 1950 年代 当 時ソ 連 の教 育 行政 体 制を 模 倣し 、

「集 中 統一 、 主た る 縦構 造 」の 権 力構 造 モデ ル を定 め た。 教 育指 導 計画 、 教学

大綱（ 日 本の 指 導要 領 に近 い ）、教材 編 纂 、教員 資 格 、生徒 募 集 、卒 業 生就 職 配

置等 す べて が 中央 に 決定 さ れ 、 教 育経 費 につ い ても 、 中央 統 一財 政 の下 に 置か

れ 、各 地 方が た だ下 端 の経 費 管理 に 従事 した 。特 に、1953 年「 反 分散 主 義 」と

「反 地 方主 義 」風 潮 の中 で 提出 さ れた 「 大権 独 占・ 小 権分 散 ・党 委 決定 ・ 各界

実行 」 の管 理 指導 原 則の 下 に、 教 育行 政 体制 は 一層 集 権化 に なっ て いた 。 この

よう な 教育 行 政体 制 は当 時 の生 産 関係 変 革と 社 会振 興 要求 に 即し て いた が 、地

域経 済 や社 会 発展 の 実際 か ら離 れ 、地方 政府 や 学校 現 場の 活 力を 弾 圧し て きた 。 

第二 段 階は 1958 年 から 1962 年 の 間で あ る。1956 年 毛 沢東 主 席が 中 央政 治 局

拡大 会 議で 発 表し た 『論 十 大関 係 』 に は 「中 央 統一 管 理指 導 の前 提 下、 地 方の

権限 を 少し 拡 大す る こと 」 とい う 重大 な 指示 が 指摘 さ れた 。 当該 指 示に 従 い、

1958 年 共産 党 中央 と 国務 院（ 中国 の 最高 行政 機 関 ）の『 教 育事 業 管理 権 限委 譲

問 題 に 関 す る 規 定 』 3 6に は 「 今 年 教 育 事 業 の 管 理 指 導 は 、 過 去 縦 構 造 を メ イ ン

とし た 管理 体 制を 変 えな け れば な らな い 」、「 教 育部 と 中央 主 管部 門 は、 中 央教

育方 針 と政 策 の研 究 と断 行 に専 念 すべ き 、バ ラ ンス が 取れ た 全国 の 教育 事 業発

展規 則 を作 る 」、「 各 地域 は 教育 経 費調 達 と利 用 、教 材 編纂 、 学校 設 置等 に つい

て一 定 の自 主 権限 を 持つ べ きだ 」、「各 地 域は 『 地域 適 切性 』 を原 則 とし 、 教育

部頒 布 した 指 導的 教 育指 導 計画 ・ 教育 大 綱・ 国 家教 材 に対 し て修 正 や補 充 を加
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え、 又 は地 域 用教 材 を編 纂 する こ とが で きる 。 過去 国 務院 ま たは 教 育部 頒 布さ

れた 全 国的 教 育規 則 や制 度 に対 し ても 、存否・修正・再訂 を 判断 で きる 」。それ

は中 国 にお け る教 育 行政 権 限委 譲 に関 し た最 初 の試 み であ り 、地 方 学校 経 営の

活性 化 、及 び 地域 経 済や 社 会発 展 に積 極 的な 効 果が 見 られ る 。し か し、 教 育行

政権 限 委譲 に 関す る 必要 な 法律 ・ 法規 や 行政 規 則な ど 制度 的 規制 ・ 規範 が 不足

し、 中 央の 調 整・ 制 御も 順 調に で きな い ため 、 各地 で は権 限 乱用 や 勝手 に 命令

を下 す こと 等 学校 管 理の 混 乱や 教 育の 質 の降 下 が発 生 した 。  

第三 段 階の 1963 年 か ら文 化 大革 命 の直 前ま で は、 ほ ぼ 1958 年前 の よう な 中

央集 権 的な 教 育行 政 体制 に 回帰 し てき た 。実 際 に 、中 央は 1960 年 か ら既 に 教育

行政 権 限委 譲 以降 現 れた 様 々な 課 題に 対 して 、 教育 秩 序を 整 頓す る ため 、 大学

や小 中 学校 を 対象 と する 管 理条 例 の作 成 を開 始 した 。 1963 年 、『 中 学校 臨 時的

業務 条 例（草 案 ）』 3 7（ 俗称『 中 学 50 条 』）と『小 学 校臨 時 的業 務 条例（ 草 案 ）』

3 8（俗 称 『小 学 40 条 』） が 公布 さ れ、 各 条 例は 教 育指 導 ・思 想 政治 教 育・ 生 産

労働・保 健衛 生・教 員・行 政 職務・党 職 務等 に つい て 細か く 規定 し た 。例 え ば 、

『小 学 40 条 』は 、「 全 日制 小 学校 は 必ず 国 家教 育 部に よ る統 一 規定 の 教学 計 画、

教学 要 綱及 び 教科 書 に基 づ き教 育 指導 活 動を 行 わな け れば な らな い 」と規 定 し、

『中 学 50 条 』 の中 で も、「 地方 教 育行 政 機構 は 教学 計 画、 教 学要 綱 及び 教 科書

を修 正 して は なら な い。 必 要が あ る場 合 は、 省 ・市 ・ 自治 区 教育 行 政機 構 に報

告し な けれ ば なら な い 」 と 明文 化 した 。 こう し て、 教 育指 導 計画 ・ 教育 大 綱・

国家 教 材に 対 して 地 方の 修 正権 限 が回 収 され 、縦 構造 の 管理 指 導が 強 化さ れ た。

その 後 、各 地 の教 育 が穏 健 的に 進 行し 、 教育 の 質も 引 き続 き 向上 し てき た 。  

第四 段 階の 文 化大 革 命時 期 に教 育 行政 ・ 学校 経 営や 幹 部管 理 体制 も 大き な 被

害を 受 けて い た。 教 育部 が 軍事 管 制グ ル ープ に 代え ら れ、 教 育が 無 政府 状 態に

陥り 、学 校が 相 次い で 工人 階 級毛 沢 東思 想宣 伝 隊・貧 下 中農 毛 沢東 思 想宣 伝 隊・

革命 委 員会 に 管轄 さ れ、校 長・教 員な ど 知識 人 が「 臭 老九 」（ ９番 目 の鼻 つ まみ

者 3 9） と 呼 ば れ ・ 言 語 （ 人 身 ） 攻 撃 さ れ 、 生 徒 が 無 理 に 生 産 労 働 と 社 会 活 動 に

参加 さ せら れ 、学 制 短縮 ・ 課程 激 変や 更 に生 徒 募集 中 止・ 閉 校等 も 頻繁 的 に発

生し 、 教育 事 業が 荒 れて い た。  

第五 段 階は 1977 年 文 化大 革 命倒 産 から 1984 年 まで で ある 。 学校 教 育は 文 化

大革 命 前の よ うな 中 央集 権 的な 教 育行 政 体制 に 回帰 し てき た 。    

以上 、戦後 か ら 1984 年ま で 多く の 時期 に おい て は、中 国教 育 行政 体 制で は 計

画経 済 方式 が 主導 で 、集 権 的性 格 が非 常 に強 か った 。 国、 省 、地 、 県、 郷 との

重層 構 造は 確 かに そ の時 期 に完 成 され た が 、中 央 政府 の 出先 機 関で あ る省 、地、

県、 郷 など 地 方 教 育 行政 機 構 の 財 源や 決 定権 が 制限 さ れた こ とか ら 、学 校 教育

に関 す る人 事 ・教 育 課程 ・ 資源 な ど経 営 管理 権 は実 際 に中 央 政府 に ある こ とを
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看過 で きな い 。集 権 体制 下 、中 央 教育 行 政機 構 が地 方 教育 行 政機 構 に対 す る指

導・ 統 治は 厳 しく 、 地方 教 育行 政 機構 が 単に 上 級機 構 の指 示 に服 従 し 行 動 する

ので 、 自ら の 積極 性 と活 力 が期 待 しに く い。 そ れ故 、 地方 教 育行 政 機構 の 関与

と活 力 に強 く 依存 し てい る 教育 現 場の 校 長評 価 は制 度 的に 展 開さ れ てい な かっ

た。  

 

２ ．「地 方 責 任 ・ 多級 管 理 」 の 確 立  

 

文化 大 革命 倒 産以 後 、中 国 は 漸 次 に安 定 成長 の 時代 を 迎え 、「 改革・開放 」と

呼称 さ れる 新 たな 市 場化 路 線は ま ず 1978 年か ら農 業・工業・商業 な ど経 済 分野

に推 し 進め ら れて き たが 、学 校 な ど 事業 単位 が 及ん だ のは 1980 年 代 後半 の こと

であ っ た。  

1980 年 代当 時 、学 校 教育 の 立ち 遅 れ、及 び教 育 行政 体 制の 不 備は 一 層明 白 に

なっ て いる 、とい う 認識 は 1985 年 共産 党 中央 の『決 定 』に よ って 示 され た 。特

に、 教 育管 理 にお い ては 、 行政 機 関の 学 校に 対 する 管 理が 厳 しす ぎ 、学 校 の活

力を 弱 めて お り、 一 方で は 行政 機 関が 管 理す べ き事 柄 をし っ かり 管 理し て いな

い矛 盾 があ る 4 0。『 決 定』は、こ のよ う な状 況を 根 本か ら 改め 、そ し て「 国 家 の

財力 不 足の 課 題を 解 決し 、 地方 が 教育 に 対す る 意欲 情 熱を 引 き上 げ 、教 育 を当

該地 の 経済 や 社会 の 発展 要 求に 応 じる 」 ため に 、教 育 行政 体 制か ら 初め て 系統

的に 改 革を 推 し進 め 、中 央 や上 級 行政 機 関の 大 局的 な 管理 の 強化 と 同時 に 、行

政の 簡 素化 と 権限 の 下級 機 関へ の 移譲 等 、い く つか の 改革 を 示し て いる 。特 に、

「基 礎 教育 の 管理 権 限が 地 方に あ り 、大 政方 針 やマ ク ロ企 画 が中 央 に決 定 され 、

その 他 の政 策 ・制 度 ・計 画 の作 成 と実 施 、そ し て学 校 の指 導 ・管 理 ・検 査 等権

限や 責 任を 地 方に 任 すべ き 」方 針 が示 さ れた 。 こう し て、 ９ 年制 義 務教 育 の管

理責 任 を地 方 に委 ね 、地 方 各レ ベ ルの 責 任に お いて 段 階的 に 義務 教 育を 実 施し

てい く こと が 掲げ ら れて い る。  

『決 定 』公 布 後 、「 国 家の 大 計」 と して 基礎 教 育を 普 及、 充 実さ せ るた め に 、

全国 人 民代 表 大会 は『 中華 人 民共 和 国義 務教 育 法 』を 採 択し 、同 法は 1986 年 7

月 1 日 より 施 行さ れ るこ と にな っ た 。『 決 定』の 方針 に 従い 、同法 に よる と 、９

年制 義 務教 育 は現 代 化に 役 立つ 人 材づ く りを 目 的に し 、そ の 実施 や 管理 責 任を

地方 に 委ね 、地 方各 レ ベル の 責任 に おい て段 階 的か つ 本格 的 に実 施 され て いる 。 

それ ら は簡 述 する と 、中 央 レベ ル の責 任 に関 し て、 国 務院 は ①国 家 教育 の 基

本方 針・制度 を 規定 、② 国 家財 政 総支 出 に 占め る 教育 事 業費 を 予算 、支 出す る 。

国家 教 育委 員 会は ① 中国 共 産党 と 国家 の 方針 ・ 政策 を 貫徹 し 、教 育 に関 す る具

体的 方 針・ 政 策、 重 要な 規 則・ 制 度及 び 各段 階 学校 の 教育 に 対す る 指導 的 な文
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書を 制 定 、② 学 校教 育 課程 の「 教 学計 画 」（ 設置 教 科・時間 配 分・教 育 内容 の 概

要 ）「 教 学大 綱 」（ 各 教科 に 関す る 指導 の 趣旨 と 内容 の 規定 書 ）と い う全 国 的な

基準 を 制定 し 、小 中 学、 大 学の 教 科書 の 編集 ・ 審査 を 計画 、 組織 す る、 ③ 大学

及び 事 業団 体 の経 費 を配 分 し、 各 省・ 市 ・自 治 区及 び 国務 院 各部 ・ 委員 会 の所

属の 教 育事 業 を指 導 ・管 理 する 。 ④各 段 階の 学 校教 育 の質 に つい て 検査 ・ 監督

を行 う 。 地 方 レベ ル の責 任 に関 し て、 省 ・市 ・ 自治 区 教育 委 員会 は ①国 家 の教

育方 針 、政 策 、法 令 及び 規 定・ 制 度を 貫 徹し 、 管内 地 域の 教 育事 業 の発 展 計画

を制 定 し、 総 合的 調 整を 行 う。 ② 現職 教 員の 研 修と 地 方行 政 職員 の 訓練 を 計画

し、 教 員養 成 など を 統一 的 に計 画 。 ③ 同 レベ ル の人 民 政府 の 統一 的 指導 と 国家

教育 委 員会 の 指導 と 助言 を 受け る 。地 区 教育 委 員会 は ①所 轄 の県 （ 市） の 教育

事業 、 教育 行 財政 な どの 執 行状 況 を監 督 、検 査 する 。 ②所 轄 の各 種 学校 の 教育

を指 導 管理 し 、本 地 区の 教 師及 び 教育 行 政職 員 の養 成 教授 法 研究 な どを 組 織す

る。 県 教育 委 員会 は ①自 地 域に 適 応す る 実行 計 画、 補 助規 則 を制 定 する 。 ②所

轄の 各 種学 校 を管 理 し、 義 務教 育 を推 し 進め る 。 ③ 教 育経 費 の管 理 、各 教 育機

関の 財 務を 監 督す る 。郷 教 育委 員 会は ① 所管 の 小学 ・ 初級 中 学の 教 育、 職 業教

育な ど に対 し て行 政 管理 権 を執 行 する 。 ②県 か らの 教 育費 と 郷財 源 によ る 教育

費 を 運 用 、 学 校 施 設 及 び 教 員 の 待 遇 を 改 善 す る 4 1。 こ の よ う に 、 国 、 省 、 地 、

県、 郷 との 間 には 、 教育 行 政の 広 範な 領 域で か なり 緊 密な 関 係が 規 定さ れ てお

り、 こ れら を 内容 的 に見 れ ば、 中 央と 地 方の 原 則的 な 対等 関 係が 維 持さ れ なが

らも 、 実質 的 には 、 中央 ・ 省・ 地 方が 主 に下 級 教育 行 政機 構 に対 し て指 導 的立

場に 位 置付 け られ て いる 一 方、 学 校の 財 政・ 管 理実 権 や責 任 が県 ・ 郷教 育 委員

会 等 下 級 教 育 行 政 機 構 に 所 有 す る も の に な っ た 4 2。 こ う し て 、 初 中 等 教 育 の 地

方管 理 に関 す る 共 産 党方 針 が法 制 化さ れ 、中 国 の教 育 改革 は 新た な 地方 分 権段

階を 迎 える こ とに な った 。  

それ 以 降の 様 々な 法 制度 が 、「 地 方責 任・多級 管 理」をキ ー ワー ド にし て いる

こと は 明白 で ある 。た と えば、1987 年 国 家教 育 委員 会・財 政部 が 公布 し た『農

村義 務 教育 管 理体 制 改革 に 関す る 若干 意 見 』4 3では 、「 農 村に お ける 義 務教 育 は 、

主に 県 が高 校 、郷 鎮 が中 学 校、 農 村が 小 学校 を 管理 す る体 制 を 利 用 する こ と 」

が規 定 され た 。1988 年財 政 請負 制 が導 入 され た 際に 、各級 政 府ご と の大 ま かな

支出 区 分が 規 定さ れ た 4 4。 1993 年 共産 党 中 央・ 国 務院 に 連合 し 公布 さ れた 『 中

国教 育 改革 と 発展 綱 要』は 、「 中等 以 下教 育体 制 化改 革 を深 化 し、引き 続 き多 級

学校 運 営・ 多 級管 理 の体 制 を改 善 する こ と」 を 目標 と して 打 ち出 し た 。 そ れは

基礎 教 育に 関 する 中 央か ら 地方 へ の権 限 移譲 の 基本 方 針の 再 強調 と 考え て よい 。

1995 年 『中 華 人民 共 和国 教 育法 』 は「 国務 院 と地 方 各級 人 民政 府 は多 級 管理 、

各自 責 任を 持 って 分 担す る 原則 に 従い 、 教育 事 業を 指 導管 理 し 」、「 中等 ま たは
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中等 以 下レ ベ ルの 教 育は 国 務院 の 指導 下 、地 方 人民 政 府が 管 理す る こと 」、「国

は、 財 政交 付 を主 と し、 そ のほ か の多 様 なル ー トに よ る教 育 経費 の 調達 を 従と

する 体 制を 確 立し 、確 実に 教 育に 対 する 投資 を 増加 す るこ と 」を重 ね て述 べ た。

同時 期 に 、『中 国 教育 改 革と 発 展綱 要 に つい て の実 施 意 見 』（ 1994 年 ）、『 共産 党

中央 と 国務 院 の教 育 改革 と 素質 教 育の 推 進案 』（ 1999 年） な ど数 部 の政 策 ・法

規は 上 述し た 各レ ベ ルの 教 育行 政 機構 の 権限 と 役割 に つい て 明ら か した 。 しか

も、 分 権式 教 育行 政 体制 の 形成 が 前述 し た校 長 責任 制 （自 律 的学 校 運営 ） に拍

車を か ける と いう 側 面に も 留意 す べき で ある 。  

一連 の 法制 度 の意 図 とは 、 要約 す れば 、 それ ま で教 育 行政 を 独占 的 に行 っ て

いた 中 央政 府 から 学 校教 育 に関 す る経 営 管理 権 を地 方 政府 に 委譲 し つつ 、 教育

行政 体 制の 徹 底し た 基調 の 転換 を 目指 し たも の であ る 。こう した 1985 年 以 降の

教育 行 政改 革 が 、中 央 集権 的 管理 と いう 建国 35 年間 の 教育 行 政の 枠 組み を 大き

く塗 り 替え る もの で あり 、 従っ て 初回 目 の重 大 な改 革 と位 置 付け る こと が でき

る。 教 育行 政 権の 多 くが 地 方政 府 側に 回 った の だか ら 、視 察 ・評 価 ・指 導 等 細

部に わ たっ た 現場 中 心の 教 育行 政 事務 も 増え る こと に なる 。 にも か かわ ら ず、

分権 式 教育 行 政体 制 の形 成 につ い ては 、 教育 経 費地 方 負担 の 観点 （ 予算 不 足の

中央 政 府が 地 方政 府 に負 担 を押 し 付け る ）か ら 行わ れ た面 が 強い 、国 、省 、地、

県 、郷 と いう 縦 並び 指 向の 行 政体 質 が残 って い る 点 に も十 分 留意 す べき で ある 。 

 

３ ．「県 を 主 と す る」 教 育 行 政 体 制  

 

中国 の 郷政 府 は財 源 が厳 し く限 ら れて い たた め 、「 地 方責 任・多 級管 理」の も

とに 、 農村 部 にお け る学 校 教育 発 展の 停 滞、 及 び地 域 間の 格 差の 拡 大が よ く見

られ た。そ れに 対 して、2001 年 国 務院 が 主催 し た「 全国 義 務教 育 事業 会 議」（原

語：「 全 国基 礎 教育 工 作会 議 」）で は 、「 国 務院 の 統一 管 理の も とで 、県を 主 とす

る体 制 を実 行 する 」 方針 を 打ち 出 した 。 これ ま での 方 針政 策 にし た がっ て 郷政

府の 責 任が 強 く求 め られ る こと と 比べ る と、 そ こに は 「県 を 主と す る 」 文 言の

一 部 修 正 が 見 ら れ る 。 そ し て 、『 義 務 教 育 改 革 と 発 展 に 関 す る 決 定 』 4 5（ 2001

年） や 『農 村 義務 教 育管 理 体制 の 改善 に 関す る 通知 』 4 6（ 2002 年） 等一 連 の 国

務院 政 策 に よ って 、「 県を 主 とす る 」教 育 行政 体 制 が 明 文で 示 され た 。更 に 、そ

の後 の 2005 年 末に 、国 務 院は「各 級 地方 政府 の 責任 の 明確 化・中 央と 地 方の 役

割分 担 ・財 政 支出 の 増加 ・ 保障 水 準の 向 上・ 段 階的 実 施」 と いう 原 則を 打 ち出

した 。 また 、 翌年 の 『義 務 教育 法 』改 正 に当 た って は 、特 に 農村 部 にお け る義

務教 育 経費 の 保障 を 中心 テ ーマ と し、 同 第６ 章 にお い て「 義 務教 育 にか か る経

費保 障 メカ ニ ズム 」 を構 築 する こ とを 明 記し た 。結 果 現在 は 、義 務 教育 に かか



37 

 

る経 費 を「 国 務院 及 び各 級 地方 政 府が 職 責に 基 づき 共 同し て 負担 し 、省 ・ 自治

区・直 轄市 の 省級 地 方政 府 が統 一 して 具 体化 す るこ と につ き 責任 を 負い 」、県級

地方 政 府が 主 とし て 管理 す るこ と とな っ てい る（ 同第 44 条 第 １項 ほ か ） 4 7。要

する に 、「県 を 主と す る」 教 育行 政 体制 は「 地 方責 任 ・多 級 管理 」 とい う 1980

年代 体 制改 革 の基 本 方針 の 下 に 、 責任 分 担の あ り方 の 見直 し であ る 。  

それ か ら、 安 定的 な 税収 に 結び 付 く機 関 税目 が ない 県 政府 の 財政 基 盤 の 脆 弱

や各 県 間の 経 済・財政 格 差 が 大 きい の で 、「県 を主 と する 」教 育 行政 体 制が 過 去

の課 題 を解 決 する も ので は ない と の論 調 も現 れ たが 、 こう し た教 育 行政 体 制が

中央 政 府の 意 思の も とに 漸 次定 着 した 。 校長 の 人事 行 政に つ いて も 、県 レ ベル

の校 長 人事 は 当然 県 で行 わ れる が 、郷 レ ベル の 校長 人 事に は 県が 介 入す る とい

うこ と であ る 。例 え ば、 郷 が設 置 する 初 級中 学 及び 実 質的 に 県の 教 育局 の 出先

機関 的 機能 を 果た し てき た 「中 心 小学 校 」の 校 長の 人 事が 含 まれ 、 それ ら の任

免は 、 県と 郷 （鎮 ） との 協 議の 上 で行 わ れる 。 次に 、 郷よ り 下級 の 村レ ベ ルで

設置 運 営 さ れ る小 学 校の 校 長は 郷 （鎮 ） で任 免 が決 定 され る が、 任 免後 に は県

教育 行 政機 構 に報 告 する 義 務が あ る 4 8。  

した が って こ こで も 県レ ベ ルを 中 心に 検 討を 進 めた い 。 県 教 育行 政 機構 の 課

室設 置 につ い ても 国 レベ ル の法 令 では 何 ら定 め られ て いな い 。以 下 が手 元 にあ

る当 面 数県 教 育局 の 課室 設 置で あ る。  

 

表 1.2.1  三県 教 育 局 の 課室 設 置  

A 県教育局 B 県教育局 C 県教育局 

機関党委員会 党組織 党委員会事務局 

事務局 事務局 秘書処 

人事課 人事課 人事課 

計画財務課 計画財務課 計画財務課 

普通教育課 基礎教育課 基礎教育課 

督導室 督導室 教育督導室 

教育研究室 普通教育研究室 教育研究室 

紀律検察組 紀律検察組 紀律検察組 

新入生募集課 新入生募集課 新入生募集課 

教員管理課 教員管理課  

 安全監督課 安全監督課 

成人教育課 成人教育課  

 職業教育課 職業・成人教育課 

 成人教育研究室  

  幼児教育 

総合管理課 勤務管理課  

 私立学校管理センター  

 情報ネットセンター 情報センター 

電化教育館 電化教育館  

体育センター 体育衛生課  

 儀器課  

生産会社 人材交流服務センター 生徒勤労センター 
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表 1.2.1 から 明ら か にな っ たこ と とし て 、① 各 県教 育 局の 課 室設 置 が一 律 で

なく 、 民国 よ り組 織 上の 健 全が 見 られ （ 中央 教 育部 の 課室 設 置の 健 全か ら 影響

を受 け たこ と も考 え られ る ）、②機 関 党 委員 会・事務 局・人 事 課・計 画 財 務 課 ・

普通 教 育課 ・ 督導 室 ・教 育 研究 室 ・紀 律 検察 組 ・新 入 生募 集 課等 課 室が 通 常設

置さ れ る、 ③ 各教 育 関連 事 業セ ン ター の 配置 も ある 。 要す る に、 分 権式 教 育行

政体 制 下 、地 方 教育 行 政機 構 の職 務 が多 忙に な り 、県 教 育局 課 室設 置 の組 織 化・

分業 化 傾向 が 明か で ある 。 こう し た 分 権 式教 育 行政 体 制の 形 成と 県 教育 局 の体

質改 善 は校 長 評価 の 日常 的 展開 に 重要 な 現実 的 可能 性 を提 供 した 。特に 、「 県を

主と す る 」 教 育行 政 体制 の 確立 は 本章 第 ４節 が 検討 す る県 教 育局 を 中心 と する

校長 評 価の 体 制構 造 をバ ッ クア ッ プす る 機能 が ある 。  

 

 

第３節  教員評価の制度化  

 

自律 的 学校 経 営と 教 育行 政 体制 改 革の も とに 、 教員 評 価制 度 の導 入 は む し ろ

1980 年 代以 後 、中 国 教員 人 事管 理 にお け る注 目 され る 点と し て挙 げ られ る 。そ

して 、 教員 評 価制 度 の 作 成 と展 開 が数 年 後 制 度 化し た 校長 評 価に 制 度上 ・ 組織

上・ 運 営上 の 経験 蓄 積を 果 たし た と考 え る。 本 節は 校 長評 価 制度 の 重要 背 景と

なる こ うし た 教員 評 価 の 制 度化 プ ロセ ス とそ の 性格 を 考察 し 。  

 

１ ． 年度 考 課 と 職 務称 号 評 定 の 導入  

 

1978 年 の統 計 によ る と、中 国全 国 にお い ては 、学歴 さ え不 合 格の 小 中学 校 の

教員 数 が全 体 の 81.8%を占 めて い た。 こ うし た 教員 資 質能 力 の低 下 が初 中 等教

育向 上 のボ ト ルネ ッ クと な った 。 共産 党 の思 想 ・政 治 方針 の 重大 な 転向 を 示し

た中 国 共産 党 第 11 期 第３ 回 中央 委 員会 全体 会 議 以 後 、一連 の 教員 資 質向 上 策が

導入 さ れて き た。 教 師研 修 院の 成 立や 指 導展 開 など 教 員研 修 の導 入 、及 び 教員

養 成 の 制 度 化 は さ て お き 、 優 秀 教 員 表 彰 （『 特 級 教 師 』 制 度 4 9、） と 教 員 考 課 も

漸次 に 展開 し てい た 。しか し 、1980 年 前 後の 教 員評 価 に関 し て 、優 秀 教員 表 彰

と教 員 考 課 を 一体 と して 考 えて い るよ う に見 え る。 考 課の 対 象者 は むし ろ 潜在

的な 受 賞者 で あっ た 。  

1983 年 教育 部 によ っ て公 布 され た『小 中 学校 教 員の 調 整と 強 化に 関 する 意 見 』

5 0にお い ては 、「 政治・思 想と 勤 務態 度 、指 導能 力 と指 導 効果 、学 歴等 三 つの 側

面に つ いて 、 県教 育 行政 部 門が 教 員全 員 に全 面 な考 課 を一 回 施す こ と 」 が 構想
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され た 。更 に 、「今 回 の考 課 を契 機 に、日 常的 な 考課 制 度の 設 立、特 に考 課 結果

が身 上 調書 に 記入 し 、教 員 職務 称 号と 昇 進の 重 要な 根 拠と し て活 用 する 方 針が

提出 さ れた（ 第三 条 ）」。し か も、不 適任 な 教員 、学歴 低 下の 教 員に 対 し 、（ 学 歴・

生徒 指 導力 な どの ） 研修 ・（ 高校 か ら小 中学 校 への ） 転勤 ・（ 教員 か ら学 校 職員

への ） 転職 な ど具 体 的な 対 応策 が 講じ ら れる （ 第四 条 ）。『 小 中学 校 教員 の 調整

と強 化 に関 す る意 見 』に従 っ て、教 員年 度 考課 制 度が 漸 次中 国 各地 に 行わ れ た。  

1985 年 共産 党 中央 『 決定 』 は、「 ①教 育 事業 の 管理 権 限で は 政府 が 学校 を 過

度に 管 理し て いる た めに 学 校に 活 力が な くな っ てい る 。② 義 務教 育 の発 展 が弱

く、 学 校数 は 不足 し 、教 育 の質 も 悪化 し てい る 。③ 学 校に は 学歴 合 格教 員 が少

ない こ と 」を 指 摘し て おり 5 1、「 現 職教 員 を 対象 者 に真 剣 に研 修 と評 価 を展 開 し

なけ れ ばな ら ない 」、「五 年 後あ る いは も うち ょ っと 長 い時 間 をか け て、 多 数の

教員 が 教育 指 導に 適 任さ せ る」 と いう 任 務を 示 した 。  

それ に 従い 、 1986 年『 現 職小 中 学校 教 員 研修 の 強化 に 関す る 意見 』 5 2は「 こ

れか ら 五年 間 ある い はも う ちょ っ と長 い 時間 を かけ て 、教 員 研修 の 重点 は 、真

剣な 研 修を 通 じ、 現 在 学 歴 不合 格 や教 育 指導 に 不適 任 な教 員 の多 数 に教 育 指導

に適 任 させ る と伴 に 、評定 合 格証 あ るい は合 格 学歴 を 取得 さ せる こ と 」で あ る。

同年 9 月、 国 が規 定 した 学 歴要 求 に満 た さな い 教員 に 向け た 評価 合 格証 制 度は

『小 中 学校 教 員評 価 合格 証 試行 方 法』 に 制定 さ れ 、 評 価合 格 証 が 『 教材 ・ 指導

法試 験 合格 証 』（基 礎 合格 証 ） と 『 専門 合格 証 』（上 級 合格 証 ） か ら なり 、 関連

する 教 育学 ・ 心理 学 ・各 担 任教 科 の筆 記 試験 は もち ろ ん開 発 され た 。  

そし て 、『決 定 』に従 い 、教員 の 向上 心 を より 喚 起す る ため 5 3、『 義務 教 育法 』

（ 1986 年 ）は 教 員の 学 歴資 格 条件 に つい て 、初 め て法 律 で「小 学 校の 教 員は 中

等師 範 学校 卒 業以 上 の水 準 を、 中 学校 の 教員 は 高等 師 範専 科 学校 卒 業以 上 の水

準を 、 それ ぞ れ備 え るこ と 5 4」（第 13 条 ） を規 定 した 。 しか も 、 初 級 ・中 級 ・

高級 職 務等 ３ つの 等 級か ら なる 教 員職 務 制度（「 教 員資 格 」）の構 造 を示 し た（第

30 条）。そ れ に踏 ま え 、 同 年中 央 職務 称 号改 革 指導 グ ルー プ が『 中 学校 教 員職

務試 行 条例 』 5 5（ 1986 年）、『小 学 校教 員 職 務試 行 条例 』 5 6（ 1986 年） を作 成 し

公布 し た。 こ うし た 二つ の 『条 例 』 に よ って 、 校種 ご との 教 員職 務 設置 が 明文

化さ れ た 。 そ の中 、「 中学 高 級」・「 小学 高級 」 は前 述 した 高 級職 務 に 、「 中 学一

級 」・「 小学 一 級」 は 中級 職 務に 、「 中学 二級 」「 中学 三 級」・「 小学 二 級」、「 小学

三級 」は初 級 職務 に 当た る（第 ２ 条 ）。更 に、各 職務 の 役割 責 任と 在 職要 件 も規

定さ れ た。  

ここ で は、 教 員職 務 分類 と 職務 称 号評 定 を一 体 とし て 考え て いる よ うに 見 え

る。 上 述し た 職務 分 類や 各 職務 の 役割 責 任・ 在 職要 件 の明 確 化が む しろ 評 定の

展開 に 重要 な 先決 要 件（ 評 価内 容 及び 評 価活 用 法） を 与え た 。同 『 条例 』 によ
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って 、教員 職 務 称 号 評定 の 視点（政 治・思想 態 度、文 化専 門 的知 識、勤 務業 績 、

職責 遂 行の 状 況 ）、 評 価機 構 （学 校 と各 レベ ル の教 育 行政 部 門と の 役割 分 担 ）、

評価 過 程（ 定 期的・不 定 期的 、記録 書 類 の作 成 など ）等も 規 定さ れ た。しか も 、

評価 の 結果 は 教員 の 職務 称 号の 評 定、 任 用の 主 要な 依 拠と 決 めら れ た。 こ うし

て、 教 員職 務 称号 評 定制 度 が漸 く 開始 さ れた 。  

以上 、教 員年 度 考課 制 度と 職 務称 号 評定 制度 等 教員 評 価制 度 が 1990 年代 ま で

導入 さ れた 。 県教 育 局が 教 員年 度 考課 及 び教 員 職務 称 号評 定 （中 級 職務 ） の評

価機 構 であ る こと は 、そ れ から 校 長評 価 の導 入 に一 定 の組 織 上 や 運 営上 の 準備

を整 え たと も 考え る 。し か も 、 職 務称 号 評定 の 対象 者 は一 般 教員 の みな ら ず、

校長 等 学校 管 理職 も 含ま れ てい る （『意 見 』、 1992 年 ）。校 長 評価 の 歴史 か ら見

れば 、 ある 意 義に お いて は 、 教 員 職務 称 号評 定 は 校 長 が受 け る最 初 の 評 価 に見

える 。  

 

２ ． 教員 表 彰 制 度 の導 入  

 

1970 年 代の 末 から 、教員 の 待遇 の 改善 及 び教 員 資質 の 保障 の ため 、前述 し た

1978 年「特 級 教師 」制 度を 始 めと す る 、数多 く の政 策 、法律 が 制定 さ れ、優 秀

教師 に 対す る 多く の 表彰 措 置が 講 じら れ てき て いる 。特 に、1985 年『 決 定』で

は「 特 別の 措 置を 図 り、 小 中学 校 の教 員 と幼 稚 園教 員 の社 会 的地 位 、生 活 待遇

を高 め 、彼 ら を教 職 に終 身 従事 す るよ う 励ま さ なけ れ ばな ら ない 」 と い う 明確

な政 策 方針 が 打ち 出 され た 。こ う して 、従来 の 非物 質 的な「 精神 」奨 励 から「 精

神 」、「 物質 」の両 方 で奨 励 する 方 向で 動 いて い る。優 秀教 員 に対 し ては 、「 特級

教師 」、「優 秀 教師 」、「模 範 教師 」 等の 名 誉称 号 、奨 励 金を 与 える と し、 給 与、

住居 、医療 な どの 面 で優 遇 され て おり 、各レ ベ ルの「 人民 代 表 」（ 日 本の 議 員に

当た る ）を 優 先的 に 当選 さ せて 、 精神 及 び物 質 の両 面 から 励 ます 政 策が と れて

きて い る 5 7。  

その 中 、全 国 優秀 教 員 、全 国 優秀 教 育工 作者 表 彰は 国 家教 育 委員 会・人 事 部 ・

教員 組 合・小 中 学校 及 び幼 稚 園教 員 奨励 基金 会 が 1986 年か ら 協働 に 実施 し た全

国的 な 教員 表 彰活 動 であ る 。実 施 方法 に つい て 、『優 秀 教師 と 優秀 教 育工 作 者の

奨励 に 関す る 暫定 方 法 』（ 1989 年 、以 下 『方 法 』）の 第 三条 に よる と 、「 長 期的

に教 育 事業 に 従事 す る顕 著 な業 績 を取 得 した 教 員に 全 国優 秀 教員 メ ダル と 証書

を授 与 し、 そ のな か 業績 が 特に 優 れた 人 に、 人 民教 師 メダ ル と全 国 教育 シ ステ

ム労 働 模範 称 号（ 省 部級 労 働模 範 の待 遇 を与 え ）と 証 書を 授 与す る 。顕 著 な業

績を 取 得し た 教育 管 理者・服 務者 に 全国 優秀 教 育工 作 者メ ダ ルと 証 書を 授 与し 、

その な か業 績 が特 に 優れ た 人に 、 全国 教 育シ ス テム 労 働模 範 称号 と 証書 を 授与



41 

 

する 。」し かし 、最 初の 教 員表 彰 制度 で あ る『方 法 』は 候補 者 の推 薦 方法 、受 賞

方法 、奨 励内 容 につ い て明 確 に規 定 して いな い が 、1992 年『教 員 と教 育 工作 者

奨励 暫 行規 定 』に は 、具体 的 な 推 薦 方法 、受賞 方 法、奨 励内 容 等 が 加 えら れ た 。  

1998 年 に頒 布 され た『 教員 と 教育 工 作者 奨励 規 定 』は 表 彰称 号 の使 用 名・表

彰取 得 比率・実施 年 数を 調 整し た 。『規 定 』に よ ると 、国務 院 教育 行 政部 門 が三

年ご と に表 彰 を実 施 し、 長 期的 に 教育 指 導・ 科 学研 究 と管 理 ・服 務 事業 に 従事

する 顕 著な 業 績を 取 得し た 教員 と 教育 工 作者 に 全国 優 秀教 員 ・全 国 優秀 教 育工

作者 等 名誉 称 号を 授 与し 、 そし て 、業 績 が 特 に 優れ た 人に 、 国務 院 教育 行 政部

門は 国 務院 人 事部 門 と共 に 、全 国 模範 教 員と 全 国教 育 シス テ ム先 進 工作 者 等名

誉称 号 を授 与 する 。  

各省 の 推薦 人 数に つ いて 、 全国 優 秀教 員 と優 秀 教育 工 作者 は 教職 員 数の 一 万

分の 二 、全 国 模範 教 員 と 教 育シ ス テム 先 進工 作 者は 教 職員 数 の十 万 分の 六 とな

る。 各 年度 の 表彰 案 内書 に よっ て 、候 補 者の 推 薦は 県 から 市 ・省 の 等級 順 で 申

告さ れ る。推 薦さ れ た者 は 更に 中 央教 育 行政 部 門（ 教 育部 ）、全国 教 員組 合 、中

学校 ・ 幼稚 園 教員 奨 励基 金 会に 審 査・ 決 定さ れ 、全 国 模範 教 員 と 教 育シ ス テム

先進 工 作者 は 最後 に 中央 教 育行 政 部門 と 中央 人 事部 門 （人 事 部） が 選出 す る。  

2000 年 まで 、 1986 年 ・ 1989 年・ 1991 年 ・ 1993 年・ 1995 年 ・ 1998 年等 計 ６

回の 表 彰活 動 が開 い た。 毎 回の 表 彰人 数 が異 な り、 例 えば 、『 1989 年教 員 と教

育工 作 者を 表 彰す る 決定 』によ っ て、19,775 人 に全 国 優秀 教 員と 教 育工 作 者称

号、1,475 人 に 全国 教 育シ ス テム 労 働模 範称 号 が授 与 され た 。『 1993 年優 秀 教員

と教 育 工作 者 奨励 を 推進 す る通 知 』5 8は 6000 人 の優 秀 教員 と 教育 工 作者 の 選出 、

その う ち 600 人に 全 国教 育 シス テ ム労 働 模範 称 号（ 省 ・部 級 労働 模 範待 遇 が付

く） を 授与 す るこ と を決 定 した 。 関連 統 計に よ って 、 上述 し た 6 回 の表 彰 活動

にお い ては 、計 40,471 人の 教員 や 教育 工 作者 が 受賞 さ れ 、そ のう ち 4,249 人が

労働 模 範称 号 を取 得 した 。 なお 、 2000 年 以後 の 表彰 状 況 を 表 1.3 . 1 に 示 し た 。 

 

表 1.3.1  2000 年 ～ 2012 年 間 表 彰 人数  

年度 全国優秀教員 
全国優秀教育 

工作者 
全国模範教員 

全国教育システム 

先進工作者 

2000   1(1)  

2001 1770 207 710 79 

2004 1803 194 722(1) 78 

2005   715(1) 84 

2006   5(1)  

2007 1810 194 723(2) 78(1) 

2008   1(1)  

2009 1818(1) 197 749(15) 79 

2011 1(1)    

2012 2    
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※ 括 弧 の 中 の 数 字 は 各 表 彰 の 取 得 者 と し て 追 認 さ れ た 人 。 留 意 す べ き 点 は 、 2008 年 四 川

大 地 震 の 中 、多 く 優 秀 な 教 員・教 育 工 作 者 を 表 彰 す る た め 、2010 年 の 教 員 表 彰 は 2009 年

で 行 わ れ る 。 当 時 教 育 界 30 名 の 「 地 震 英 雄 賞 」 受 賞 者 は 全 国 模 範 教 員 や 全 国 教 育 シ ス テ

ム 先 進 工 作 者 称 号 を 授 与 ・ 追 認 さ れ た 。  

 

 毎 年 度の 中 国教 員 節（ 9 月 10 日 ）に 授 賞式 は 中国 国 内政 治・外 交・文 化 諸活

動に 最 もグ レ ード が 高い 場 所で あ る北 京 人民 大 会堂 で 行わ れ 、受 賞 者た ち に優

勝カ ッ プと 賞 状を 授 与す る 。そ れ だけ は 受賞 者 にと っ て重 大 な光 栄 であ る 。そ

して 、こ うし た 表彰 で は精 神 奨励 の みで なく 、物 質奨 励 につ い ても 規 定さ れ た。

国務 院 教育 行 政部 門 と 中 学 校・ 幼 稚園 教 員奨 励 基金 会 は す べ ての 受 賞者 に 賞金

を与 え る（ 一 回の み ）。  

しか も 、受 賞 者の 事 績と 受 賞状 況 は本 人 の身 上 調書 に 記入 さ れ、考 課・任 用 ・

給与 昇 の重 要 な根 拠 とし て 活用 さ れる（ 第９ 条 ）。特 に、全国 模 範教 員 と教 育 シ

ステ ム 先進 工 作者 の 受賞 者 は人 事 部 『 国 務院 業 務部 門 が部 級 栄誉 称 号業 務 管理

の強 化 に関 す る通 知 』（人 核 培発［ 1994］ 4 号 ）に よ ると 、省（部 ）級労 働 模範

と先 進 工作 者 の待 遇 を取 得 する こ とに な る（『 教 員と 教 育工 作 者奨 励 規定 』第８

条 ）。 こ の「 省 （部 ） 級労 働 模範 と 先進 工作 者 の待 遇 」に つ いて 、 2008 年 改定

され た 『公 務 員奨 励 規定 （ 試行 ）』（中 央 組織 部 発 [2008]２号 ）が 以 下の よ うに

示し た 。 ① １ 万元 奨 励金 、 ②在 職 期間 に おけ る 給与 の 一等 級 向上 、 ③退 職 時そ

の栄 誉 を持 つ 人は 、年 金 が ５ %～ 10%増 加 、④ 退職 後、毎 月 80 元 栄誉 手 当等 が 挙

げら れ る。  

 要 す るに 、全 国優 秀 教員 、全国 優 秀教 育 工作 者 は 重 層 式の 教 員評 価 に基 づ き、

地方 推 薦・ 教 育部 審 査の 段 取り で 行う 表 彰制 度 であ り 、受 賞 者が 評 価・ 人 事・

給与 ・ 年金 上 の様 々 な優 遇 を得 る ので あ る 。  

こう し た 国 の 教員 表 彰制 度 の 展 開 ・推 進 につ れ て、 各 地に 地 元の 教 員表 彰 制

度も 相 次い で きた 。先 行 研究 に よる と、1980 年 代か ら、現 在に 至 るま で、全 国

各レ ベ ルで の 多く の 奨励 基 金が 設 けら れ てい る 。出 資 側で 見 ると 、 公的 資 金と

国レ ベ ルの 財 団 基 金 に分 け られ る 。 現 在 、全 国 各レ ベ ルの 教 育奨 励 基金 組 織は

1000 以 上に の ぼっ て いる 。一 方 、選 考 の 基準 、手 続き な どが 主 に教 育 部に よ っ

て規 定 され て いる 5 9。  

以上 、 教員 表 彰制 度 の発 展 と伴 い 、教 員 評価 が 更に 制 度化 ・ 常態 化 ・大 規 模

化に な って き てい る 。「評 価 ➞表 彰 ➞奨 励 」と い うよ う な 人 事 考課 体 制が 遂 に確

立し て いた 。 それ に もか か わら ず 、教 育 部が 作 成し た 画一 で 規制 な 選考 基 準、

手続 き は 一 人 ひと り の 教 員 の職 能 成長 に 有利 す るの か につ い て、 検 討す る 余地

があ る 。  
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３ ． 契約 制 度 ・ 給 与賞 与 と の 連 動  

 

1980 年 代以 後 、計画 経 済下 の 経済・社 会 不振 が 白日 の 下に さ らさ れ た 。特 に

六四 天 安門 事 件 （ 1989 年 ） など に より 、 中国 共 産 党 の 改 革 派 指 導 者 が 失 脚 し 、

国際 社 会か ら の風 当 たり も 強く な る中 で 、1992 年に 、当 時の 最 高指 導 者で あ り、

改革 派 出会 っ た鄭 小 平が 、 改革 開 放路 線 を押 し 進め る ため に 深圳 な どの 都 市を

巡り 、声明 を 発表 し た（「 南 巡講 話 」）。こ の中 で 、彼 は 社会 主 義の 体 制下 で も市

場経 済 を導 入 し、 経 済発 展 を進 め るこ と が可 能 であ る とし た 。彼 の 提 唱 し た方

針は 、社会 主 義市 場 経済 と して 、同 年秋 の第 14 回中 国 共産 党 大会 に 報告 さ れた

後、1993 年 に 中華 人 民共 和 国憲 法 を修 正 する 形 で中 国 の経 済 政策 に おけ る 基本

方針 と 位置 づ けら れ た 6 0。市 場経 済 は過 去 の計 画 経済 下 の「 大锅饭政 策（ 大 釜

の飯 を 食う 」 を変 え 、新 た な用 人 制度 ・ 収入 配 分制 度 がそ の 特徴 と して 挙 げら

れる 。  

教育 分 野に お いて も 、1993 年 中国 共 産党 中央 委 員会・国 務院 が 公布 し た『中

国教 育 改革 と 発展 綱 要 』 6 1は、「 合理 的 な 教員 定 数の 上 で 、教 員 契約 制・任 命 制

と職 務 責任 制 を実 行 し、 給 与制 度 改革 に 関し て は、 思 想教 育 と 物 質 奨励 手 段を

併用 し 、更 に 、平均 主 義を 打 ち壊 し 、多 く の教 員 の熱 意・意 欲 を喚 起 する た め、

勤務 実 績に よ って 、 給与 に 格差 づ ける こ と 」（ 第 23 条 ）と 明 文化 さ れた 。 後ほ

どの『教 員 法』 6 2でも 、「 教 員評 価 の結 果 は、契約・昇 給・昇 進・昇 格・賞 罰 の

根拠 と する 」 と規 定 され た ので あ る。 つ まり 、 努力 を 積み 重 ね、 顕 著な 効 果を

上げ て いる 教 員に は 、 金 銭 的処 遇 によ っ て、 努 力に 報 いる 方 針が 共 産党 と 中央

政府 に 打ち 出 され た 。 こ う して 、「 評価 ➞表 彰 ➞奨 励 」 と い う形 の 1980 年 代の

激励 手 段 を 続 行し て いた 上 で、 よ り直 接 の「 評 価➞ 奨 励」 と いう 優 遇方 法 が新

たに 想 定さ れ た。  

 他 方 、1993 年『 事業 機 関勤 務 者の 給 与 制度 改 革法 案 』が国 務 院に よ って 公 布

され た。本 法案 を 踏ま え 、教 育機 関 な ど の事 業 機関 で は 、『 専門 技 術職 務 等級 給

与制 度 』が 続 々 導入 さ れ た 。こ う して 、教員 給 与は 従 来の「 結 構的 給 与 」（基 本

給・ 職 務給 ・ 在職 年 数給 ・ 奨励 金 ）か ら 新た な 「職 務 等級 給 与」 に 適用 す るよ

うに な った 。 こう し た「 職 務等 級 給与 」 は教 員 の資 質 能力 ・ 職務 ・ 貢献 ・ 動労

の複 雑 性に 決 定さ れ 、定期 昇 給 で 毎 年の 個人 業 績を 表 現す る 機能 が ある 。即 ち、

この 『 専門 技 術職 務 等級 給 与制 度 』 の 導 入に 伴 い、 教 員給 与 の定 期 昇給 制 度が

いよ い よ 開 始 され る よう に なっ た 。しか も 、定 期 昇給 は「 年 度考 課 にリ ン クし 、

２年 間 連続 で 合格 と 評価 さ れた 教 員は １ ラン ク 昇格 す る」 こ とが 原 則に な った

ので あ る 6 3。  

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B7%B1%E3%82%BB%E3%83%B3%E5%B8%82
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1993 年 ～ 1996 年間 の 教員 給 与が 、表 1.3.2 が示 した 給 与表 に よる 複 数等 級 と

ラン ク の給 与 基準 で 支給 さ れる こ とに な った 。それ 以 降 、1997 年、1999 年 、2001

年、2003 年等 諸 年度 に おい て は、教員 職 務等 級 給ラ ン クの 増 加（ 例え ば、1997

年中 学 校高 級 教員 の ラン ク が従 来 の９ つ のラ ン クか ら 14 つ の ラン ク に増 加 し

た） や 各等 級 ・ラ ン クの 昇 給が 関 連制 度 に 規 定 され た が、 こ こで 列 挙し な いと

する 。  

 

表 1.3.2  小中 学 校 教 員 専門 技 術 職 務 等 級 給 基準 （ 1993年 当 時 ）  

職 務 等 級  
各 等 級 の ラ ン ク と そ の 給 与 基 準  

１  ２  ３  ４  ５  ６  ７  ８  ９  10  

中 学 校 高 級 教 員  275  30 5  33 5  36 5  39 5  43 5  47 5  51 5  55 5  
 

中 学 校 １ 級 教 員    

小 学 校 高 級 教 員  
205  22 5  24 5  26 5  28 5  31 5  34 5  37 5  40 5  43 5  

中 学 校 ２ 級 教 員  

小 学 校 １ 級 教 員  
165  17 9  19 3  21 3  23 3  25 3  27 3  29 3  31 3  33 3  

中 学 校 ３ 級 教 員  

小 学 校 ２ 級 教 員  
150  16 2  17 4  19 2  21 0  22 8  24 6  26 4  

  

小 学 校 ３ 級 教 員  145  15 6  16 7  18 3  19 9  21 5  23 1  
   

※ 出 典 ： 国 務 院 『 機 関 ・ 事 業 単 位 勤 務 者 の 給 与 制 度 改 革 に 関 す る 通 知 』（ 原 語 ：『 機 関

和 事 業 単 位 工 作 人 員 工 資 制 度 改 革 問 題 的 通 知 』）、 1993年 ．   

 

さら に 、同 年 国務 院 弁公 庁 は「 機 関・ 事 業 単 位 勤務 者 の給 与 制度 改 革に 関 す

る三 点 の実 施 方法 に 関す る 通知 」 を発 表 した 。 それ に よっ て 、教 員 年末 賞 与、

３％ 奨 励・ 昇 給制 度 が開 始 され る よう に なっ た 。教 員 の年 末 賞与 は 定数 の 制限

がな い 。年 度 考課 で 適職 （ 合格 ） と評 価 され た 教員 に は、 賞 与を 支 給す る 。そ

の賞 与 の金 額 は教 員 月給 の 全部 で はな く 、中 央 政府 財 源部 分 の職 務 給＋ 国 家基

準手 当 ＋教 職 調整 額 の合 計 額で あ る。 こ の３ ％ 奨励 ・ 昇格 制 度の ３ ％と は 、各

部門 総 人数 の ３％ 以 内の 比 率で 奨 励・ 昇 格さ せ るも の で、 給 与の ３ ％増 を 意味

する も ので は ない 。し かし 、「 ３ ％奨 励・昇格 」と 評価 さ れた ら 、当 年給 与 の昇

格も 適 用さ れ るの で ある 。 上述 し た 教 員 評価 の 大き な 特徴 は 、評 価 結果 と 採用

（契 約 ）と 給与（ 定 期昇 給、年 末賞 与、３％ 奨 励・昇格 な ど ）の 連 動に あ る 6 4。  

留意 す べき こ とは 、「共 産 党の 管 理を 擁 護 し、社会 主 義祖 国 を愛 し 、マ ル クス

主義 と 共産 党 の路 線 、方 針 、政 策 を勉 強 する こ と」 が 第一 義 的な 教 員在 職 要件

であ る こと に 関わ り 、各 評 価制 度 にも 政 治・ 思 想が 最 も重 要 な内 容 とし て 提示

され た 。そ こ から 、 評価 内 容の 「 服従 的 」な 性 格が あ る程 度 見ら れ るだ ろ う。

そし て 、 前 述 した よ うに 、 職務 称 号評 定 は主 に 職務 審 査、 昇 進、 任 命の 根 拠と

して 利 用さ れ た。 年 度考 課 の活 用 につ い ても 、 1990 年 代教 員 の学 歴 向上 、『教

材・指 導 法試 験 合格 証 』と『 専門 合 格証 』の普 及 以後 、従 来 1980 年代 に おけ る

不適 任 者研 修（学 歴・生 徒 指導 力 など の ）・転勤・転 職 が 並 行 して 進 める 状 況か



45 

 

ら、 人 事や 給 与と の 連動 へ 移行 し て い た 。  

 2000 年以 後 、『 小 中学 校 試験 制 度と 評 価制 度 改革 の 推進 に 関す る 通知 』 など

法制 度 の中 、「評 価 の発 展 促進 機 能を 発 揮 し、…教 員 評価 は 結果 の みな ら ず、発

展と 変 化過 程 を重 視 すべ き であ る こと 」 等中 央 政府 の 発展 的 教員 評 価方 針 が示

され た が、 具 体的 な 改善 策 はま だ 規定 さ れて い ない 。 こう し た中 で 、学 校 現場

では 、 依然 と して 教 員の 等 級判 定 を重 視 する 業 績 主 義 評価 を 実施 し てい る 6 5。

こう し た 制 度 が校 長 評価 に 与え た 影響 に つい て は、 以 下の 各 章で 考 察す る 。  

 以 上 、年度 考 課と 職 務称 号 評定 が 教員 評価 制 度化 の 起点 と もい え る 。そ し て、

表彰 制 度の 導 入及 び 契約 制 度・ 給 与賞 与 との 連 動の 中 、評 価 結果 の 実効 性 や評

価の 重 要性 が さら に 上が っ てき た 。 実 際 、職 務 称号 ・ 表彰 制 度が 校 長を も 対象

者と し て扱 い 、定 期 考課 や 契約 制 度や 給 与賞 与 との 連 動（ 業 績給 制 度） も 後ほ

どの 校 長人 事 ・給 与 制度 に 踏襲 さ れた 。 こう し て見 れ ば、 教 員評 価 制度 が 校長

評価 制 度の 成 立と 発 展に 重 要な 経 験蓄 積 を果 た した 。  

 

 

第４節  現代校長評価体制  

 

前述 し てき た 、校 長 の専 門 職化 が 校長 評 価に 必 要性 を 示し 、 分権 式 教育 行 政

体制 の 形成 が 校長 評 価に 重 要な 可 能性 を 与え た 。 し か も、 教 員評 価 制度 の 導入

と展 開 も校 長 評価 に 参考 で きる 前 例を 与 えた 。 こう し て、 校 長評 価 体制 が 漸く

成立 し た 。 以 下は 今 日に お ける 校 長評 価 体制 の 基本 構 造 と 性 格を 考 察す る 。  

 

１ ． 評価 体 制 の 基 本構 造  

 

上述 し たよ う に、文 化大 革 命の 終 結 、特 に 1980 年代 以 後中 国 国内 の 政局 が 安

定に 回 復し 、学 校 教育 も 穏健 的 に発 展 し てき た 。「 権 限移 譲」を 特徴 と する 教 育

行政 と 学校 経 営 体 制 改革 も 次第 に 展開 し てい た 。校 長 経営 権 限の 向 上、 専 門職

化動 向 は校 長 評価 に 必要 性 を提 供 し、 そ して 分 権的 教 育行 政 体制 下 、校 長 評価

を実 行 する 地 方当 局 の意 欲 も上 昇 して き た。 し かも 、 当時 小 中学 校 教員 評 価も

一定 の 成績 と 経験 を 蓄え た 。こう し た流 れに 、校 長評 価 は多 大 な契 機 を迎 え た。

そこ で 、国 レ ベル の 法令 等 を通 じ て直 截 的に み てい き たい 。  

国家 教 育部 は 各地 校 長評 価 の動 向 を洞 察 し、1992 年 公布 し た『意 見』に 、「 校

長の 主 管部 門 は日 常 的な 勤 務状 況 考査 以 外、 教 育督 導 機構 の 協力 を 取得 し 、学

校評 価 と結 合 し校 長 に定 期 的な 考 課を 行 い 、更 に 考課 制 度を 漸 次に 健 全し 」、「校

長は 学 校経 営 に専 念 する 同 時に 、 一定 の 生徒 指 導を 兼 任し 、 教員 職 務称 号 の評
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定を 受 ける 義 務が あ る」 な どを 提 示し た 。そ れ によ っ て、 校 長は 日 常的 勤 務考

察 、定 期 的考 課 及び 教 員職 務 称号 評 定と いう ３ 種類 の 評価 を 受け る こと に なる 。

その 中 、日 常 的勤 務 考察 の 主体 は 校長 の 主管 部 門で あ る。 定 期的 考 課に つ いて

は、 校 長の 主 管部 門 が組 織 し、 教 育督 導 機構 が 協力 す る。 つ まり 二 つの 評 価主

体は 提 示さ れ たが 、 校長 の 主管 部 門が 中 心に あ り、 教 育督 導 機構 が 補佐 的 ・従

属的 な 立場 に ある 。「設 置 者管 理」と いう 伝統 理 念の 下 に、校長 の 主管 部 門が 学

校設 置 部門（ 通 常は 地 方 教 育 行政 機 構 ）であ り 、2006 年『義 務 教育 法 』改正 案

にお い て 、「 校 長が 県 級人 民 政府 教 育行 政 機構 に 任用 さ れる こ と」に 関す る 規定

によ っ て、 県 教育 局 が校 長 の主 管 部門 と して の 立場 が 更に 明 らか に なっ た 。  

一 方 、 第 ３ 節 が 触 れ た 教 員 職 務 称 号 評 価 は 、 職 務 等 級 に よ っ て そ れ ぞ れ 学 校

（初 級 職務 ）、上 級 教育 行 政機 構（ 中 級職 務 ）、省・自治 区・直 轄市 人 事部 門（ 高

級職 務 ）に 行 われ る 。 1991 年『 要 求』 にお い て、 小 学校 長 が小 学 校高 級 以上 、

中学 校 長が 中 学 校 1 級以 上 の教 員 職務 称 号 6 6を有 する こ とは 規 定さ れ た 。即 ち 、

中級 ま たそ れ 以上 の 教員 職 務称 号 が校 長 任用 の 要件 で ある 。 この た め、 校 長は

通常 に 高級 職 務を 目 指し 、 省・ 自 治区 ・ 直轄 市 人事 部 門実 施 の職 務 称号 評 価を

受け る 。 以 上 、校 長 の主 管 部門 で ある 県 教育 局 、教 育 評価 機 構で あ る地 方 教育

督導 機 構、 及 び高 級 教員 職 務称 号 の評 価 機構 で ある 省 ・自 治 区・ 直 轄市 の 人事

部門 な ど三 種 類の 校 長評 価 機構 と 基本 類 型が 規 定さ れ た （ 図 1.4.1 を参 照 ）。  

 
※ 筆 者 作 成 。  

図 1.4.1  法定 の 校 長 評 価機 構  

 

その 中 、高 級 職務 称 号評 価 が最 も 発達 な 評価 形 態で あ り、 評 価者 の 資質 と 構

成・ 評 価内 容 ・職 務 の比 例 定数 ・ 給与 等 優遇 に 関す る 制度 上 の解 説 が多 く 見ら

れる 。「 校長 の 学校 経 営の 実 績を も 考慮 に入 れ る 」（『 意見 』） けれ ど 、教 員 職務
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称号 評 価は あ くま で も生 徒 指導 の 能力 や 実績 を 判断 基 準と す る教 員 評価 で あり 、

校長 の 専門 的 資質 ・ 能力 ・ 業績 と 重な る 部分 が 少な い 。そ れ 故、 本 研究 は 教員

職務 称 号評 価 に重 点 を置 い てい な い。 こ れら の ほか に 、国 レ ベル の 校長 評 価も

ある 。 しか し 、厳 格 な意 味 にお い ては 、 こう し た評 価 が主 に 各地 方 に推 薦 され

た優 秀 校長 を 対象 と する 審 査・ 奨 励・ 宣 伝活 動 なの で 、表 彰 制度 と して の 性格

が強 い 。そ れ につ い ては 第 ３章 で 検討 す る。  

 

２ ． 評価 機 構 の 属 性  

 

ま ず 、法 制度 上 校長 評 価の 協 力機 構 であ る教 育 督導 機 構の 役 割と 構 成で あ る 。

建国 以 後に お ける 教 育督 導 機構 の 発展 歴 史に つ いて 、 建国 直 後「 視 導司 」 は国

家教 育 部の も とに 設 置さ れ 、各 行 政地 域 が党 や 国の 教 育政 策 ・決 議 ・指 示 への

執行 状 況の 検 察に 努 めた 。1983 年全 国 普 通教 育 事業 会 議に お ける 、教育 部 は『 普

通 教 育 監 督 指 導 制 度 の 設 立 に 関 す る 意 見 』 6 7を 公 布 し 、 す べ て の 県 以 上 の 教 育

行政 機 構 の 中 で督 導 機構 を 成立 す ると い う今 後 の方 向 を示 し た。1986 年 国 家教

育委 員 会の 改 組に よ り、 教 育監 督 指導 に 当た る 専門 的 部局 と して 中 央教 育 行政

機関 に 督学 司 が設 置 され 、地 方教 育 行政 機構 に 模範 を 示し た 。1988 年『 教育 督

導 機 構 の 設 立 に 関 す る 通 知 』 6 8で は 、 教 育 督 導 機 構 が 行 政 機 構 と し て の 立 場 が

確立 さ れた 。そ して 、1991 年 まで 、下 級 政府（ 教 育行 政 機構 を 含む ）や学 校 を

検 察 ・ 評 価 ・ 指 導 す る 任 務 が 次 第 に 明 確 さ れ た 6 9。 し か し 、 当 時 の 教 育 督 導 機

構に と って 、 校長 評 価は 主 に学 校 評価 の 従属 部 分或 は 「同 級 政府 あ るい は 教育

行政 機 構 に 依 頼さ れ た教 育 事業 」（『教 育 監督 指 導に 関 する 暫 時規 定 』第 四 条）

であ り 、特 定 の評 価 内容 と して 扱 われ て いな か った 。  

1991 年『 教 育監 督 指導 に 関す る 暫時 規 定 』 7 0の公 布を 契 機と し 、 校 長 評価 が

制度 化 に至 っ た。 1991 年 5 月 『 普通 学 校 監督 指 導評 指 導綱 要 』 7 1は初 めて 公 式

的に 「 校長 の 職務 研 修実 態 ・政 治 思想 素 質や 職 務能 力 、党 組 織の 政 治的 核 心や

保障・監督 機 能 」（ 第 ２条 ２ 項）を 監督 指 導の 内 容に 加 えて き た。政 治中 心 主義

が明 白 に見 ら れる が 、校 長 職に 対 する 監 督指 導 を特 別 に示 し たの は 封建 時 期 の

学官 体 制 か ら 900 数 年ほ ど 長い 歴 史を 持 つ 視 学 行政 体 制の 重 大な 進 捗と も いえ

る。  

教育 督 導機 構 のメ ン バー の 資質 や 構成 に つい て は 、『 教 育監 督 指導 に 関す る 暫

時規 定 』（ 1991 年 ）や『 教 育監 督 指導 構 成員 の 発展 に 関す る 若干 意 見 』 7 2（ 1996

年） や 『教 育 監督 指 導条 例 』 7 3（ 2008 年 ） に示 さ れた 。 学校 督 導機 構 のメ ン バ

ーは 専 任督 学 や兼 職 督学 か らな り 、「す べ ての 督 学は ① 四項 基 本原 則 や改 革 開放

を堅 持 し、 社 会主 義 教育 事 業に 忠 誠し 、 ②国 家 の関 連 教育 方 針・ 政 策・ 法 規に



48 

 

詳し く 、高 度 的な 政 策水 準 を有 し 、③ 大 学本 科 学歴 あ るい は 同等 学 力を 持 ち、

一年 以 上の 教 育関 連 経験 が あり 、 教育 指 導に 詳 しく 、 ④事 実 を求 め 、民 衆 と意

見交 換 し、 紀 律・ 法 律を 守 り、 怯 えず に 公正 的 に職 務 を実 行 し、 ⑤ 健康 な 身体

を有 す る 」（『教 育 監督 指 導に 関 する 暫 時 規定 』第 ３ 部分 ）。専 任 督学 は 職務 実 行

する 前 、体系 的 監督 指 導専 門 教育 と して の職 務 研修 を 受講 し なけ れ ばな ら ない 。

それ に 対し て 、省 ・ 地区 レ ベル の 督学 研 修は 国 家教 育 員会 が 行い 、 県・ 市 ・区

の督 学 研修 は 各省 ・ 自治 区 ・直 轄 市が 行 い。 現 在半 数 以上 の 督学 が 職務 研 修を

受講 し てい な い現 実 に対 し て、 各 省・ 自 治区 ・ 直轄 市 でき る だけ 三 年間 で 、 55

歳未 満 、職 務 研修 を 受講 し てい な い専 任 督学 を 対象 者 に、 期 間を 分 けて 、 何回

かに 分 けて 一 回の 職 務研 修 を受 講 させ る（『教 育 監督 指 導構 成 員の 発 展に 関 する

若干 意 見 』第 ４部 分 ）。一 方 、① 兼 職督 学 は民 主 党閥・党外 人 士か ら 招聘 し てい

る特 約 教育 督 導員 を 含む 。 専任 督 学を 中 堅と し 、専 任 督学 や 兼職 督 学を 結 合す

る配 置 原則 を 求め る 。② 督 学は 年 が若 く て精 力 旺盛 で なけ れ ばな ら ない 。 その

中、 専 任督 学 は主 に 中年 層 、老 ・ 中・ 青 年結 合 する 配 置原 則 を求 め る 。 兼 職督

学の 年 齢制 限 を適 切 に緩 和 する こ と が で きる が 、 督 導 業務 を 完成 で きる よ うな

健康 な 身体 が 不可 欠 であ る 。③ 教 育行 政 管理 と 学校 経 営に 詳 しく 、 特に 義 務教

育業 務 に詳 し い人 を 主体 と し、 業 務展 開 に従 っ て、 ほ かの 教 育業 務 に詳 し い人

を導 入 しう る （『 教 育 監督 指 導構 成 員の 発展 に 関す る 若干 意 見 』 第 ２部 分 ）。 特

に 、「 専 任督 学 は教 育 監督 指 導役 割 責任 あ る国 家 公務 員 であ り 、教育 事 業を 愛 し、

教育 法 律・ 法 規・ 政 策に 詳 しく 、 良好 な 思想 道 徳・ 品 行方 正 ・良 好 な自 律 性、

そし て 10 年 以 上の 教 育指 導・教 育 研究 や 教育 行 政管 理 職歴 と 教育 監 督部 門 の専

門的 試 験の 合 格が 求 めら れ る 」（『 教育 監 督指 導 条 例 』 第 17 条 ）。 県 又は 県 以上

の教 育 行政 機 構 は 行 政地 区 の教 育 規模 に 従い 、 学校 数 や在 校 学生 数 に一 定 比率

の督 学 人数 を 確保 し うる （『 教育 監 督指 導条 例 』第 19 条）。  

1995 年以 後 、各 地 が漸 次 、地 域 的教 育 督 導施 策 を公 布 し 7 4、省 ・地 区 ・県 級

の教 育 督導 機 構が 迅 速に 整 備さ れ た 7 5。 1991 年 第１ 回 全国 教 育監 督 指導 業 務 会

議統 計 によ る と 、1990 年末 に 全国 29 の 省（自 治 区・直 轄 市 ）及 び 90%以 上の 市・

地区 と 60%以 上の 県 に監 督 指導 を 行う 専 門部 局 が設 け られ 、 専任 督 学が 5,770

人 、兼 職 督学 が 2,500 人配 置 され た 7 6。そ して 、1995 年 末 、全国 の 督学 は 24,170

人、 そ の中 に 専任 督 学 が 8,025 人、 兼 職 督 学 13,858 人（ 特 約教 育 督 学 1,290

人を 含 む ）、教 育督 導 行政 職 2,287 人で あ った 7 7。2001 年 6 月 の 全国 統 計に よ り 、

31 の全 ての 省 ・直 轄 市・ 自 治区 、 97.5%の地 区 、 97.77%の県 で設 立 され る に至

った 。 その 中 、 29 省 ・ 65%地区 ・ 59.7% 県の 教 育督 導 機構 は 地方 政 府の 直 轄機

構に な って き た。全国 の 督学 が 34,388 人 、そ の中 に 専任 督 学が 8,347 人、兼 職

督学 （ 教育 部 招聘 の 総督 学 顧問 、 国家 督 学及 び 各級 督 導機 関 が民 主 党閥 ・ 党外
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人士 か ら招 聘 して い る特 約 教育 督 学等 ）が 19,711 人で ある 7 8。こ うし た 人数 規

模と 構 成は 今 日の 状 況 と あ まり 変 わら な い。 こ のこ と から 、 多様 な 評定 分 野及

び専 任 ・兼 職 等多 様 なメ ン バー 構 成が 督 導機 構 の特 徴 であ る こと が 分か る 。  

次は 、 校長 評 価の 最 も重 要 な機 関 であ る 県教 育 局を 見 てみ よ う。 前 述し た よ

うに 、 県教 育 局の 課 室設 置 に関 す る国 の 規定 が ない が 、通 常 国家 教 育部 を 模倣

し、 業 務分 担 別で 事 務・ 党 務・ 人 事・ 財 務・ 督 導・ 基 礎教 育 ・紀 律 検察 組 ・新

入生 募 集課 等 課室 の 設置 が よく 見 られ る（表 1.2.1 を 参照 ）。日本 の 都道 府 県及

び市 町 村の 教 育委 員 が ほ と んど 非 常勤 職 （教 育 委員 長 以外 ） であ る こと と 異な

り、 中 国各 県 教育 局 の職 員 は常 勤 の一 般 職（ 編 制に よ り、 公 務員 又 は非 公 務員

の場 合 があ り 、非 公 務員 か ら公 務 員へ の 再編 が 可能 ） が多 数 であ る 。つ ま り、

中国 各 県教 育 局職 員 の身 分 は日 本 地方 教 委の 事 務局 職 員と 類 似し て いる 。 こう

した 状 況は 校 長評 価 にど の よう な 影響 を 与え る のか に つい て 、第 ４ 章で 検 討す

る。  

特に 留 意す べ き 点 は 、督 導 室を 設 置す る 県教 育 局が 多 かっ た 。そ れ につ い て

は、 清 末か ら 踏襲 さ れて き た地 方 教育 行 政体 制 の伝 統 のみ な らず 、 建国 後 の法

制度 に も 、「 政 府と 教 育行 政 機構 に 教育 督 導室 の 設置 が でき る 」と い う規 定 に繋

がっ て いる 。例 えば 、1999 年 教 育部 公 布 した『 教 育監 督 指導 と 評価 業 務の 強 化

に関 す る意 見 』 7 9では 、「 各 級政 府 と教 育 行 政 機 構 は引 き 続き 教 育督 導 機構 と 構

成員 の 発展 に 努め る こと 」が明 文 で示 さ れた 。従っ て 、2001 年ま で 、2689 の県

（約 全 体の 97%）で設 置 され た 督導 機 構 のう ち、65.3%が（ 県）人民 政 府督 導 室

と 名 付 け た が 8 0、 残 り ３ 割 以 上 が 教 育 督 導 室 或 い は 教 育 局 （ 教 育 委 員 会 ） 督 導

室で あ る。  

教育 局 （教 育 委員 会 ）督 導 室の 場 合、 当 然に 県 教育 局 に設 置 され る が、 人 民

政府 督 導室 或 いは 教 育督 導 室の 場 合、 業 務関 係 で県 教 育局 に 設置 さ れる 、 ある

いは 県 教育 局 の管 理 と指 導 を受 け る 可 能 性も 十 分高 い 。つ ま り、 実 際多 く の場

合 、督 導 機構 が 県教 育 局の 附 属部 門 にも 見え る（表 1.2.1 を も 参照 ）。こう し て、

督導 機 構と 学 校設 置 主体 の 協働 関 係が 単 純な 上 下関 係 とな っ てし ま うだ ろ う。

しか も 、県 教 育局 諸 課室 の 中、 そ もそ も 人事 異 動・ 幹 部考 課 と監 督 ・身 上 調書

と人 事 情報 管 理等 に 務め る 人事 課 があ る 。そ の 職務 内 容か ら 見れ ば 、人 事 実権

を握 る 校長 評 価の 主 管課 室 とも 言 える 。 それ 故 、督 導 機構 が 校長 評 価で の 立場

は必 然 に県 教 育局 と その 人 事課 か ら大 き な影 響 を受 け る。  

以上 、 法制 度 によ る と、 校 長の 評 価機 関 は主 に 県教 育 局と 教 育督 導 機構 か ら

なる 。 何れ も 行政 機 構な の で、 行 政評 価 とし て の校 長 評価 の 性格 が 明ら か であ

る。 但 し、 教 育督 導 機構 よ り、 む しろ 県 教育 局 と校 長 との 従 属関 係 が親 密 であ

った 。特 に、2006 年『 義 務教 育 法 』に お ける 、県 教育 局 が校 長 の任 用 主体 と し
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て規 定 され た こと に よっ て 、こ う した 従 属関 係 が一 層 強烈 的 なも の にな っ た。

一方 、 メン バ ーの 構 成か ら 見れ ば 、教 育 督導 機 構に は 兼職 督 学数 が 多く 、 県教

育局 以 上の 開 放感 を 有す る 。こ の 故、 教 育督 導 機構 の 関与 で 、各 教 育関 係 者や

外部 社 会の 観 点や 意 思の 反 映が 期 待さ れ る。 し かし 、 教育 督 導機 構 が常 に 県教

育局 で 設置 さ れる こ とに も 留意 す べき で ある 。 それ は 教育 督 導機 構 の性 格 に一

定の 変 数を 与 える か もし れ ない 。  

 

３ ． 評価 者 の 構 成  

 

にも か かわ ら ず 、 当 面校 長 評価 を 教育 局 の何 れ の課 室 の責 任 に特 定 する 法 制

度が な い。 各 法制 度 は単 に 「評 価 機関 が 校長 考 課グ ル ープ （ 名称 が 各地 に より

異な る 場合 も ある ） を成 立 し、 学 校現 場 に派 遣 する こ と」 を 示し 、 グル ー プの

メン バ ー構 成 や資 質 に関 す る説 明 も規 定 され て いな い 。 そ れ 故、 実 態調 査 は校

長評 価 者の 構 成実 態 を把 握 する 必 要な 方 法と 考 えた 。  

中国 各 地で 行 われ て いる 校 長評 価 の実 態 を把 握 する た めに 、 実態 調 査を 実 施

した 。調査 票 の発 送 対象 者 は、江 西省 、江蘇 省 、内 モ ンゴ ル 等３ 省 の 23 県 の小

中 学 校 長 と 教 育 局 担 当 者 で あ る 8 1。 １ 校 に つ き １ 枚 の 校 長 に 対 す る 調 査 票 を 配

布し 、１ 教育 局 につ き １～ ２ 枚の 教 育局 担当 者 に対 す る調 査 票を 配 布し た 。2012

年 10 月 まで に 、校 長 345 人（ 回収 率 43.3％ ）、教 育 局担 当 者 17 人（回 収 率 45.0％）

の有 効 回答 を 得た 。 その 内 訳は 、 表 1.4.1 のと おり で ある 。 調査 内 容が 校 長の

職歴 と 校長 評 価に 関 する 複 数項 目 であ り 、本部 分 はそ の 調査 の 一部 分 に基 づ き、

中国 校 長評 価 にお け る評 価 者構 成 を見 出 すこ と であ る 。  

 

表 1.4.1  調査 紙 の 発 送 ・回 答 数 及 び 有 効 回 答数  

 校 長  教 育 局 担 当 者  

発 送 点 数  812  40  

回 答 数  352  18  

回 収 率  43. 3 %  45 . 0 %  

有 効 回 答 数  345  17  

有 効 回 答 率  98. 0 %  94 . 4 %  

 

校長 を 対象 者 とす る 実態 調 査の 結 果と し て、県教 育 局が 教 育長 や 局内 職 員を

評価 者 とし て 評価 現 場に 派 遣す る 。現 職 校長・教 育 専 門家・教 員 が県 教 育局 職

員と 同 行し た こと も ある が、元 校長 と 保 護者 等 地域 住 民 の 評 価関 与 はほ と んど

なか っ た 。そし て、農 村部 に おけ る 行政 長（ 村長 ）が 常 に校 長 評価 に 関与 す る

（表 1.4.2 を 参照 ）。  
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表 1.4.2  評価 者 の 職 業 又 は 身 分 構 成 （ 複 数 選 択 可 ・ 地 域 別 ・ 校 長 が 対 象 者 ） 

 教 育 局 職 員  教 育 長  学 者  現 職 校 長  教 員  元 校 長  行 政 長  地 域 住 民  

県 城 部  100 %  31 . 5 %  27 . 2 %  20 . 7 %  16 . 3 %  9. 8 %  5. 4 %  4. 3 %  

郷 鎮 部  100 %  23 . 1 %  15 . 6 %  16 . 3 %  12 . 2 %  7. 5 %  15 . 0 %  3. 4 %  

農 村 部  70. 0 %  10 . 4 %  5. 7 %  15 . 1 %  8. 5 %  4. 7 %  55 . 7 %  16 . 0 %  

総 計  90. 7 %  21 . 7 %  15 . 7 %  17 . 1 %  12 . 2 %  7. 2 %  24 . 9 %  7. 5 %  

 

以上 、校 長評 価 者の 構 成か ら 見 れば 、県 教 育局 職 員が メ イン で ある 。さ ら に、

教育 局 担当 者 を対 象 者と し た 調 査 結果 か ら明 ら かに な った こ とと し て、 各 県教

育局 に おい て 、 評 価 者は 大 体業 務 範囲 が 校長 業 務と 重 なっ て いる も のが あ る課

室か ら 選出 さ れ、 主 査と な る評 価 者は 人 事課 長 と課 員 数名 で あり 、 それ 以 外、

計画 財 務課 ・ 教育 局 党委 員 会・ 紀 律検 査 課・ 基 礎教 育 課等 諸 課室 も 常に 協 力者

とし て 校長 評 価に 関 与す る （表 1.4.3 を 参照 ）。  

 

表 1.4.3  校長 評 価 に 関 与し た 県 教 育 局 の 諸 課室 （ 教 育 局 担当 者 が 対 象 者）  

人 事 課  
計 画  

財 務 課  
党 委 員 会  

紀 律  

検 査 課  

基 礎  

教 育 課  
督 導 室  

教 員  

管 理 課  
そ の 他  

10 0 %  8 5 . 7 %  5 7 . 1 %  4 2 . 9 %  4 2 . 9 %  1 4 . 3 %  1 4 . 3 %  2 1 . 4 %  

※ 同 教 育 局 に 複 数 の 回 答 が あ る 場 合 、 一 つ に 統 合 す る 。  

 

こう し た評 価 者構 成 が 校 長 評価 に どの よ うな 影 響を 与 える の か、 一 層 深 く 考

察す る 必要 性 があ る 。 そ れ につ い ては 、 第 ４ 章 で明 ら かに し よう と 思う 。  

 

 

第５節  小括   

 

以上 の 研究 結 果は さ らに 次 のよ う にま と めら れ よう 。  

第１ に 、 校 長 の専 門 職化 が 制度 的 校長 評 価に 必 要性 を 示し 、 分権 式 教育 行 政

体制 の 形成 が 制度 的 校長 評 価に 重 要な 可 能性 を 与え た 。 し か も、 教 員評 価 制度

の導 入 と展 開 も校 長 評価 に 参考 で きる 前 例を 与 えた 。こ うし た 必要 性 、可 能 性、

参照 例 が揃 え た上 、 校長 評 価体 制 が漸 く 1990 年 代前 半 に確 立 され た 。  

第２ に 、学 校 の自 主 ・自 立 が説 か れて 久 しい が 、そ の 実現 へ の道 は 遠い 。 学

校経 営 体制 と 校長 立 場の 転 換が 終 始に 行 政的 枠 組み の うち に 行わ れ るこ と から 、

校長 に とっ て 、上 級 の共 産 党委 員 会や 教 育行 政 部門 の 命令 に 服従 す る義 務 が依

然に あ る。 こ うし た 立場 や 義務 は 校 長 評 価制 度 に一 定 の影 響 与え る と考 え る。  

第３ に 、 県 教 育局 を 中心 と する 校 長評 価 体制 が 法制 度 に規 定 され た 。一 方 、

校長 評 価の 協 力機 構 とし て の、 メ ンバ ー 構成 か ら見 れ ば 参 加 型評 価 の要 素 を有
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し、 地 方政 府 や地 方 教育 行 政機 構 に従 属 して い る教 育 督導 機 構 が ど のよ う な形

で校 長 評価 に 役立 て るか は 重要 な 課題 で ある 。  

最後 に 、現 行 評価 制 度の 多 くは 10 年や 20 年ほ ど前 作 成さ れ たも の なの で 、

今日 の 校長 評 価を 指 導す る のは 次 第に 難 しく な って き てい る 。馮 8 2（ 2004 年 ）

が評 論 した よ うに 、「 校長 評 価制 度 はす べ ての 校 長人 事 制度 中 、最 も 貧弱 な 制度

であ る 」。そ れ 故、本 研究 は 現在 中 国各 地 にお け る校 長 評価 制 度 が ど のよ う に機

能し て いる か を見 出 す上 で 、今 後 の機 能 改善 を 提言 す るこ と にす る 。  
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 [第 １章 注 ] 

1許蘇 「 教育 リ ーダ ー の評 価 指標 」（ 原語 ：「教 育 領導 的 評価 指 標」） 陳永 明 『教

育リ ー ダー シ ップ 学 』（ 原語：『 教 育領 導 学 』）、北京 大 学出 版 社、2010 年、p.226．  

2この 制 度は 資 本主 義 国家 の 学校 管 理の 共 通原 理（ 常 識）で あ る「 学校 の 管理 運

営に 関 する 権 限と 責 任を 校 長が 主 体的 に 負う 制 度」を意 味 する 。）篠 原 清昭「 中

華人 民 共和 国 にお け る校 長 職の 改 革 」、小 島弘 道『 校 長の 資 格・養成 と 大学 院 の

役割 』、 東信 堂 、 2004 年、 p.362. 

3文化 大 革命 と いう 教 育崩 壊 期に お いて は 、教 育部 が 軍事 管 制グ ル ープ に 代え ら

れ、 教 育が 無 政府 状 態に 陥 り、 学 校が 相 次い で 工人 階 級毛 沢 東思 想 宣伝 隊 ・貧

下中 農 毛沢 東 思想 宣 伝隊 ・ 革命 委 員会 に 管轄 さ れ、 生 徒が 無 理に 生 産労 働 と社

会活 動 に参 加 させ ら れ、 学 制短 縮 ・課 程 激変 や 生徒 募 集中 止 ・閉 校 等も 頻 繁的

に発 生 し、 教 育事 業 が荒 れ 、多 く の教 員 や 校 長 は政 治 闘争 の 犠牲 者 にな っ た。  

4学校 裁 量権 限 は校 長 権限 に 等し く ない が 、拡 大し た 学校 裁 量権 限 の行 使 は主 と

して 責 任を 持 つの は 校長 で ある の で、 学 校裁 量 権限 と 校長 権 限と の 間、 重 要な

一致 性 があ る とも 考 えた 。  

5蕭宗 六「 学 校内 部 指導 体 制改 革 の必 要 性」（原 語：「 中 小 学内 部 的領 導 体制 応 当

改革 」）、中 国 教育 学 会第 一 回全 国 シン ポ ジウ ム の講 稿 、北 京 、 1984 年．  

6「学 校の 経 営権 は、とり わ け教 育 行政 と の関 係 で存 在 して い る。学校 に どれ ほ

どの 経 営権 を 委ね る かは 、すぐ れ て政 治 的、行 政的 判 断で あ る 。」小 島弘 道「学

校裁 量 権限 拡 大の 内 容 」、 小 島弘 道 『学 校経 営 改革 の 考え 方 ・進 め 方（ 第 I 卷 ）

学校 裁 量権 限 の拡 大 』、 2000 年、 p.21. 

7唐寅「 中国 に おけ る 学校 管 理職 養 成・研 修 」、『 季刊 教 育法・臨 時増 刊 号、学 校

指導 者 ―教 育 長・ 校 長・ 教 頭・ 指 導主 事 の養 成 ― 』、 1998 年 、 p.128. 

8篠原 清 昭『 現 代中 国 の 教育 法 規に 関 する 研究 』、平成 ９・ 10 年 度科 学 研究 費 補

助金 （ 基盤 研 究（ Ｃ ）（２ ））研 究 成果 報 告書 、 1999 年 、 p.112. 

9教職 員 代表 大 会は 民 主主 義 の原 理 に基 づ き、一定 の 教育 計 画と 方 針に の っと り 、

教職 員 の自 主 性を 尊 重し つ つ、 あ る 理 想 的な 参 加型 管 理体 制 であ る 。  

1 0北京 市 人民 政 府文 教 弁公 室『小 中 学校 内 部管 理 体制 改 革の 更 なる 推 進・改 善 ・

深化 に 関す る 若干 意 見 』（ 原 語：『 関於 進 一歩 巩 固、 完 善和 深 化中 小 学 内 部 管理

体制 改 革的 幾 点意 見 』）、 1990 年 . 

1 1許蘇 、 前掲 書 、 p.226．  

1 2国家 教 育部 『 全日 制 普通 中 学校 管 理層 の 調整 に 関す る 意見 』（ 原語 ：『関 於 全

日制 普 通中 学 学校 領 導班 子 調整 工 作意 見 』）、 1984 年 ．  

1 3特定 の 時期 に おい て は、 国 家教 育 部が 国 家教 育 委員 会 に改 称 され た こと も あ
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る。 に もか か わら ず 、国 家 教育 部 ある い は国 家 教育 委 員会 が 最高 教 育行 政 機構

とし て の立 場 は変 わ って い ない 。 こう し た改 称 の背 景 ・要 因 及び 起 こし た 組織

構造 の 変化 に つい て は、 本 研究 が 検討 し ない 。  

1 4小・ 中 学校 の 教員 は 、教 員 の能 力 、勤 務 年数 、 学歴 等 に基 づ き 、「 高 級」「 １

級 」「 ２ 級」「 ３級 」 の４ 段 階に 分 けら れ てい る 。こ の ほか 、 特に 優 れた 業 績を

上げ た 教員 は 「特 級 」の 称 号が 与 えら れ る。 財 団法 人 自治 体 国際 化 協会 （ 北京

事務 所 ）『中 国 の義 務 教育 』（ Clair Report Number 325）、 2008 年 、 p.16．  

勤務 年 数に つ いて 、 1986 年 ５月 19 日 に 国家 教 育部 に よる 「 中学 教 員職 務 試行

条例 」 第三 章 （任 職 条件 ） によ る と、 以 下の よ うに 規 定し て いる 。「 中学 校 2

級教 員 の任 職 条件 の 一つ は 、中 学 校 3 級 教員 と して ２ 年間 以 上、 中 学校 １ 級教

員の 任 職条 件 は、 ２ 級教 員 とし て ４年 間 以上 … 勤務 し なけ れ ばな ら ない 」 と規

定さ れ てい る 。ま た 、「小 学 教員 職 務試 行条 例 」第 三 章（ 任 職条 件 ）に よ ると 、

「３ 級 教員 ： １年 間 以上 、 ２級 教 員： ３ 級教 員 とし て ３年 間 以上 勤 務、 １ 級教

員：２ 級 教員 と して ３ 年間 以 上… 勤 務し なけ れ ばな ら ない 」と 規定 さ れて い る。

劉占 富 「現 代 中 国 教 員職 務 称号 評 定制 度 の実 態 と効 果 」、『 東 京大 学 大学 院 教育

学研 究 科教 育 行政 学 論叢 』、第 26 号、 2007 年、 p. 81．  

1 5中国 に おけ る 、養 成 と研 修 は一 般 的に は 区別 せ ずに 「 培訓 」 と呼 ば れる 。  

1 6国家 教 育委 員 会『 校 長職 務 研修 の 展開 に 関す る 若干 意 見 』（ 原 語：『 関於 開 展

中小 学 校長 崗 位培 訓 的若 干 意見 』）、 1990 年．  

1 7中国 共 産党 中 央委 員 会に 直 属す る 事務 機 構。中 国共 産 党設 立 初期 か ら存 在 し 、

過去 に は中 央 秘書 庁 と称 し てい た 。  

1 8共産 党 中央 弁 公庁 『 幹部 人 事制 度 改革 の 深化 に 関す る 綱要 』 （原 語 ：『 深 化

幹部 人 事制 度 改革 綱 要 』）、 2000 年 . 

1 9「 日本 の 独立 行 政法 人 ，特 殊 法人 な どに 相当 す る組 織 は ，「 事 業単 位 」ある い
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度構 築 ：中 国 事業 単 位の 改 革 」『 法 学研 究 』、 第 90号 、 2011年 、 p.220．  

2 0「科 教 興国 」は、「 科学 技 術と 教 育 によ っ て国 を 興す こ と 」で あり 、1995 年 に

朱鎔 基 前国 務 院総 理 が提 唱 した 。 文部 科 学省 『 平成 20 年版 科 学技 術 白書 第 １
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語：『 関 於加 快 推進 事 業単 位 人事 制 度改 革的 意 見 』）、 2000 年 ．  

2 2人事 部 、教 育 部 『 学 校人 事 制度 改 革に 関 する 実 施意 見 』（原 語 ：『 関 於深 化 中

小学 人 事制 度 改革 的 実施 意 見 』）、 2003 年 ．  

2 3李霞「教 育 リー ダ ーの 選 任制 度 」（ 原 語：「 教育 領 導的 選 任制 度 」）陳永 明『 教
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育リ ー ダー シ ップ 学 』（ 原語：『 教 育領 導 学 』）、北京 大 学出 版 社、2010 年、p.258．  

2 4楊海 燕 「香 港 と中 国 大陸 の 校長 選 任制 度 の比 較 」（原 語 ：「 香 港與 内 地的 校 長
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2 5学歴 に つい て 、1986 年 5 月 19 日 に 国家 教 育部 に よる「 小 学教 員 職務 試 行条 例 」、
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第２章  校長評価の内容  

  

 

周知 の 通り 、評 価内 容 はす べ ての 評 価に とっ て なく で はな ら ない も ので あ る 。

評価 内 容は 評 価方 針 やそ の 性格 の 具現 化 であ り 、人 事 評価 の 生命 を 制す る 、と

いう こ とが で きる 。 しか も 、評 価 内容 は 評価 者 が業 務 実施 の 指針 と 内実 の みな

らず 、 評価 対 象者 に とっ て も、 課 せら れ た期 待 と役 割 や、 行 為調 整 への 暗 示だ

と言 っ ても よ いだ ろ う 。 こ の意 味 にお い て 、 評 価内 容 は対 象 者が 求 める 力 量に

影響 を 与え る こと が でき る 。こ う して 、 評価 内 容と 評 価対 象 者が 求 める 力 量と

の間 に 、必 ず どこ か で一 定 の共 通 性が あ る。 こ うし た 共通 性 が多 く の場 合 、外

部要 求 から 対 象者 自 身の 発 展意 識 への 転 換、 及 び積 極 的な 自 己改 善 が期 待 でき

るよ う にな る 。一 方 、共 通 性が 少 なく 、 又は 葛 藤性 が 多い 場 合、 対 象者 に 対す

るそ の 評価 の 現実 的 意義 が 疑わ し い。 そ れは 評 価内 容 設定 の 妥当 性 を判 定 する

重要 な 視点 の 一つ で もあ る 。  

本章 は まず 当 面中 国 にお け る校 長 評価 内 容に 関 する 政 策法 規 を整 理 し、 評 価

内容 の 制度 的 依拠 と その 特 徴を 明 らか に する 。 次 は 校 長・ 教 育局 担 当者 へ のア

ンケ ー ト調 査 によ っ て、 実 際の 各 地方 に おけ る 校長 評 価内 容 を分 析 し 、 更 に政

策法 規 と評 価 実態 と の関 連 性を 検 討す る 。最 後 には 校 長が 求 める 力 量を 考 察す

る上 に 、校 長 評価 に おけ る 評価 内 容の 妥 当性 及 び今 後 の改 善 点に 関 する 校 長と

教育 局 の意 見 につ い て検 討 する 。  

 

第１節  評価内容についての 法令の 定め方  

 

現行 の 法制 度 では 、 校長 評 価内 容 が真 正 面か ら 制定 さ れる こ とは な かっ た 。

それ に もか か わら ず 、 校 長 職務 と 評価 視 点に 関 する 法 制度 を 校長 評 価に お ける

評価 内 容の 指 導的 規 範と 考 えて よ い。 本 節は 校 長職 の 役割 責 任・ 評 価視 点 に関

する 法 制度 の 考察 を 通じ て 、評価 内 容に つい て の法 令 の定 め 方を 明 らか に する 。 

 

１ ． 役割 責 任 に 関 する 法 規  

 

封建 王 朝に お ける 学 校管 理 職 は 一 般教 員 （教 官 ）が 兼 務し て おり 、 主に 生 徒

指導 ・ 学業 評 価に 務 め、 学 校経 営 に関 わ る職 務 規定 が ほと ん ど見 ら れな い 。学

官の 出 現に つ れて 、 生徒 評 価や 科 挙推 薦 の職 務 権限 も 落ち て きた 。 それ は 当時
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の教 育 目標 や 学校 規 模等 に も関 わ って い ると 考 えら れ る。 だ が、 新 式学 校 の出

現、 特 に民 国 時代 か ら、 教 育目 標 ・教 育 内容 ・ 学校 規 模が 発 展す る と伴 に 、計

画的 ・ 組織 的 な学 校 経営 の 必要 性 が向 上 して き た。 こ うし た 状況 下 、民 国 教育

部は 校 長役 割 責任 を 「計 画 組織 ・ 行政 管 理・ 監 督指 導 ・外 部 連携 」 に定 め 、更

に教 務 課・ 総 務課 等 校内 管 理部 門 を設 定 する 方 針を 示 した 。 それ に 、教 授 ・学

正・ 教 諭か ら 総教 習 を経 て 、総 理 、監 督 、堂 長 、校 長 の称 号 変化 に も生 徒 指導

から 学 校経 営 への 校 長役 割 責任 の 基本 的 視点 の 変容 が 見ら れ るわ け であ る 。民

国時 期 の校 長 役割 責 任に は 一定 の 合理 性 があ る が、 資 本主 義 環境 下 の産 物 であ

り、 新 たな 社 会主 義 国家 に 踏襲 さ れる わ け で は ない 。 社会 主 義時 期 の校 長 役割

責任 に 関す る 新た な 規定 が 求め ら れて い た。 そ れに 対 して 、 国家 法 律上 の 論述

はあ ま りに も 抽象 的 であ る が 1、『 要 求』や『 小 学校 管 理規 程 』等国 家 教育 部 の

行政 法 規は 以 下の ご とく よ り子 細 に説 明 して い るこ と を首 肯 でき る 。  

 

（ １ ）『 要 求 』（ 1991 年 ）  

前章 で 挙げ た 、 1985年以 降 各地 で 「 地 方 党委 と 教育 行 政部 門 指導 下 の 校 長 責

任制 」 が導 入 され 、 1980年 代末 に 至っ て 、ほ と んど 全 て の 地 域や 学 校が 新 たな

校長 責 任制 の 定着 を 表明 し た 。 し かし 、 実際 に 校長 自 身の み なら ず 、多 く の教

育行 政 部門 等 は新 た な 校 長 責任 制 と従 来 の様 々 な 校 長 責任 制 との 差 異、 そ して

新た な 校長 責 任制 の もと に 校長 の 役割 責 任の 変 化を 十 分に 理 解で き ない 状 態に

あっ た 。こ の よう な 不明 確 な認 識 は、 学 校現 場 の職 務 実行 や 校長 評 価に 支 障を

きた し た。 そ れに 対 して 、 当時 の 国家 教 育委 員 会は 『 要求 』 を各 地 の教 育 行政

部門 に 伝達 し 、様 々 な校 長 の役 割 責任 を 子細 に 列挙 し た。  

①全 面 的に 共 産党 と 国家 の 教育 方 針、 政 策、 法 規を 貫 き、 自 覚し て 教育 方 針、

政策 、法規 に 背く 傾 向を 制 止す る。社 会 主義 の 学校 運 営理 念 を堅 持 し、徳・智 ・

体全 面 的に 発 展す る よう な 社会 主 義事 業 の建 設 者や 後 任者 の 育成 に 努め る 。教

育規 律 に従 い 、学 校 運営 を 展開 し 、学 校 教育 の 質を 向 上し 続 ける 。  

②断 固 に共 産 党の イ ンテ リ 政策 や 幹部 政 策を 執 行し 、教 職員 の 力量 を 活用 す る。

教員 の 政治 学 習と 校 務研 究 を組 織 し、 次 第に 教 員の 政 治思 想 、職 業 道徳 、 知識

専門 性 及び 教 育教 学 能力 を 向上 す る。 ク ラス 担 任、 中 青年 教 員、 中 堅教 員 の育

成を 重 視し 、 忠誠 性 と専 門 性が 兼 備す る 教員 組 織作 り に努 め る。 共 産党 組 織に

頼り 、積 極的 に 教職 員 の思 想 政治 を 指導 する 。自 覚的 に 党組 織 の監 督 を受 け る。

十分 に 民主 的 に発 揚 し、 学 校経 営 にお け る教 職 員会 議 の機 能 を重 視 し、 教 職員

の能 動 性、 積 極性 、 創造 性 の向 上 に努 め る。  

③全 面 的に 校 務を 司 る  

ア .道 徳 教育 を 指導 し 展開 す る 。道 徳 教 育を 優 位に し 、教育・管 理・服務・環 境
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の活 用 、道 徳 教育 の 計画 立 案や 中 堅チ ー ム作 り など 切 実な 措 置を 取 り、 た ゆま

ず生 徒 の思 想 、政 治 、道 徳 教育 を 強化 す る。  

イ .教 育 指導 を 指導 し 展開 す る。教 育指 導 を校 務 の中 心 に置 き 、国 家 に規 定 され

た教 学 計画 、 教学 大 綱に 従 い、 各 教科 を 設置 す る。 教 学規 則 で教 育 指導 を 展開

し、 教 育指 導 制度 を 作成 ・ 改善 し 、日 常 的な 教 育指 導 の管 理 を徹 底 する 。 教学

最前 線 に立 ち 、的確 に 教員 の 教育 指 導を 指導 し 、教育 指 導の 質 の向 上 に努 め る。  

ウ .体 育 、衛 生 、芸 術 、労 働 教育 及 び校 外 教育 活 動を 指 導し 展 開す る 。学 校 では

体育 、 衛生 、 芸術 、 労働 教 育及 び 校外 教 育活 動 の 活 発 的か つ 効果 的 な展 開 を確

保す る 。生 徒 が働 き なが ら 勉強 で きる よ うに 応 援す る 。生 徒 の労 働 教育 及 び労

働技 術 教育 拠 点を 設 立す る 。  

エ .学 校 総務 を 指導 し 展開 す る。徹 底に 勤 労と 節 約の 運 営原 則 を遵 守 し、総 務が

教育 指 導や 教 職員 の 服務 に つい て 堅持 す る 。厳 格 に学 校 資産 と 財務 を 管理 す る。

キャ ン パス の 環境 改 善に 努 め、 生 徒と 教 職員 の 生活 に 関心 を 有し 、 生徒 と 教職

員の 健 康を 確 保す る 。逐 次 、学 校 施設 や 教職 員 の待 遇 を改 善 する 。  

オ .党 組 織に 協 力し 、民 衆組 織 の活 動 を 応援・指 導す る 。組 合 、共 青 団 、少 先 隊

など の 民衆 組 織を 活 用し 、 学校 運 営や 生 徒育 成 の各 校 務に 積 極的 な 役割 を 果た

す。  

④学 校 教育 の 主導 的 役割 を 活用 し 、学 校 教育 、 家庭 教 育、 社 会教 育 の協 調 性・

一貫 性 を促 進 し、 協 力し 合 い、 良 好な 人 材育 成 環境 を 創設 す る。  

以上 、 政治 道 徳・ 組 織運 営 ・校 務 管理 ・ 社会 連 携等 の 役割 は 『要 求 』に 提 示

され 、民 国臨 時 政府 教 育部 が 公布 し た『 中学 規 程 』（ 1912 年 ）に おけ る 校長 役

割責 任 と比 較 する と 、役 割 上の 共 通性 が 多少 見 られ る が、 校 長役 割 責任 を 規定

する 特 別な 法 規と し て、 『 要求 』 は各 役 割責 任 の目 標 と内 容 につ い て、 よ り子

細に 示 した こ とが 特 筆に 値 する 。特に 、校務 に は道 徳 指導・教育 指 導及 び 体育 ・

衛生 ・ 芸術 ・ 労働 教 育・ 校 外教 育 活動 等 様々 な 教育 指 導内 容 の展 開 が含 ま れ 、

「徳 ・ 智・ 体 全面 的 に発 展 する よ うな 社 会主 義 事業 の 建設 者 や後 任 者の 育 成」

であ る 教育 方 針が 学 校教 育 運営 上 の具 現 化の 道 を示 し てい る とい え る 。 そ れだ

けで は なく 、 学校 資 産・ 財 務・ 校 内環 境 、生 徒 や教 職 員の 健 康・ 待 遇・ 教 員や

生徒 組 織の 確 保も 校 長が 務 める 校 務に 含 まれ た 。 『 要 求』 の 頒布 は 当時 や 現在

の学 校 経営 や 校長 責 任制 の 展開 に 重要 な 効果 を 果た し た。 し かし 、 役割 責 任の

構造 と 内容 に つい て 様々 な 課題 が まだ 残 って い る。 ま ず、 共 産党 や 国の 教 育と

人材 方 針・ 政 策を 強 調す る ため 、 学校 の 管理 や 経営 と 分け て 単独 に 記述 し 、こ

うし て 国家 施 策と 学 校経 営 との 関 連性 が 分断 さ れ、 校 長役 割 の 目 標 ・内 容 ・手

段が 混 同し た 。そ し て、 学 校経 営 ・教 員 育成 が 政治 ・ 徳育 を 中心 と し、 徳 育は

校長 の 学校 経 営計 画 の唯 一 の内 容 にな っ てし ま った 。 しか も 、一 律 化の 教 育、
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厳格 化 の資 産 ・財 務 管理 が 要求 さ れた 。 こう し て、 校 長 役 割 責任 の 「服 従 的」

な性 格 が顕 著 にな っ てき た ので あ る。  

 

（ ２ ）『 小 学 校 管 理規 程 』（ 1996 年 ）  

経営 理 念の 不 明確 や 規則 ・ 制度 の 不完 全 など 学 校経 営 課題 を 解決 す るた め 、

国家 教 育委 員 会は 1996 年 に『小 学 校管 理規 程 』 2を公 布し 、「 教育 政 策法 規・教

育理 論 ・自 己 修養 を 通じ 、 経営 水 準を 引 き上 げ 、 法 規 に従 い 学校 経 営を 展 開す

る」 と して 校 長の 職 能成 長 目標 と 以下 の 各役 割 責任 を 提示 し た。 ① 国家 の 教育

方針 を 貫き 、 教育 法 令法 規 と教 育 行政 部 門の 指 示や 規 程を 執 行し 、 教育 規 則 を

遵守 し 、教 育 の質 を 促進 す るこ と 。② 学 校の 発 展企 画 と学 年 や学 期 の実 行 計画

を作 成 し展 開 する こ と。 ③ 国の 関 連 法 規 と政 策 を遵 守 し、 教 職員 の 成長 に 関心

を持 ち 、教 職 員の 力 量を 活 用し 学 校経 営 を向 上 させ る と同 時 に、 教 職員 の 法的

利益 を 守る こ と。④ 学校 教 育の 主 導的 機 能の 活 用に よ り 、学 校教 育・家庭 教 育・

社会 教 育の 協 働性 を 促進 す るこ と によ っ て、 子 ども と 教員 の 良好 な 人間 関 係づ

くり で ある 。  

『要 求』に 示さ れ た役 割 責任 と 比較 し、1996 年『 小 学校 管 理規 程』は 従来 の

役割 構 造を 大 筋に 受 け継 い だ一 方 、共 産 党の 諸 方針 ・ 政策 の 執行 を 言及 し てお

らず 、 従来 単 純で あ った 徳 育計 画 を学 校 経営 全 般の 企 画と 年 度計 画 に改 め 、そ

して 教 職員 の 法的 権 益 の 重 視、 教 育内 容 や資 産 ・財 務 に関 す る 厳 格 な制 限 の取

消な ど 内容 上 の積 極 的な 変 化が 見 られ る 。『 小 学校 管 理規 程 』の公 布 によ っ て、

校長 の 役割 責 任は 「 服従 的 」な 政 治中 心 ・命 令 順守 か ら「 自 律的 」 な教 育 現場

中心 ・ 自主 経 営 中 心 への 移 行が 始 まる よ うな 感 触 が あ った 。 しか も 、『 小 学校

管理 規 程』 の 対象 者 が小 学 校長 に 限る に もか か わら ず 、中 学 校な ど 各校 種 にも

ある 程 度の 波 及力 が あっ た 。  

 

（ ３ ）そ の 他  

それ 以 外 、校 長 の役 割 責任 を 扱う 法 制度 もい く つあ る 。例え ば 、2006 年 9 月

教育 部 ・公 安 部・ 司 法部 ・ 建設 部 ・交 通 部・ 文 化部 ・ 衛生 部 ・工 商 総局 ・ 質検

総局 ・ 新聞 出 版 総 署 等各 中 央部 局 に作 成 ・頒 布 され た 『小 中 学幼 稚 園安 全 管理

条例 』 3の中 で は 、各 部 局の 安 全確 保 責任 を提 示 した ほ か、特 に「学 校 の 校 内 安

全業 務 リー ダ ー機 構 の設 立 及び 校 長責 任 制の 実 行 」（第 16 条 ）、及び「定 期 的に

教育 行 政部 門 の安 全 管理 研 修に 参 加す る 校長 義 務 」（ 第 44 条 ）を 規 定し た 。こ

うし て 、『要 求 』（ 1991 年 ）が 示 した「 生 徒と 教 職員 の 健康 を 確保 す る 」こ と に

より 明 確な 「 安全 管 理」 も 校長 の 重要 な 役割 責 任に な った 。 2008 年 12 月 『義

務教 育 学校 教 員業 績 給考 課 業務 に 関す る 指導 意 見 』4の公 布に よ って 、校 長に も
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う一 つ の職 務 が増 え た。 そ れは 校 内教 員 業績 給 考課 指 導グ ル ープ の 長と し て教

員業 績 給の 実 施を 徹 底す る こと で ある 。 こう し て、 教 員評 価 ・ 組 織 運営 等 の役

割責 任 が更 に 明ら か にな っ た。  

しか し 、『 小学 校 管理 規 程 』や『 小 中 学幼 稚園 安 全管 理 のあ り 方 』や『 義 務 教

育学 校 教員 業 績給 考 課業 務 に関 す る指 導 意見 』 等 の 法 制度 は 、校 長 職を 専 門対

象と す る法 規 では な く、学校 管 理全 般 に 関わ る 法規 で ある こ とか ら 、『 要 求』の

よう に 校長 役 割責 任 の具 体 的内 容 と実 現 方法 を 詳し く 解説 す るわ け でも な い。

それ 故 、『小 学 校管 理 規程 』が 求 め る現 実 的指 導 力が『 要求 』より 必 然的 に 低下

し、 ほ とん ど の研 究 者た ち は依 然 とし て 『要 求 』を 校 長評 価 の内 容 上の 指 針と

考え て いる 。 しか し なが ら 、 1991 年以 後 この 20 年間 、 自主 的 学校 経 営や 校 長

責任 制 の流 れ の中 で 、校 長 職へ の 役割 期 待が 向 上し 続 けて き たが 、 役割 責 任に

関連 す る専 門 法規 の 創設 や 更新 が 行わ れ てい な い。この た め 、『 要求 』は 依 然と

して 校 長役 割 責任 に 関す る 最も 子 細か つ 権威 的 な法 制 度で あ る。  

 

２ ． 評価 視 点 に 関 する 法 規  

 

1991 年 5 月『 普 通学 校 監督 指 導評 指 導 綱要 』 5は初 め て「 校 長の 職 務研 修 実

態・政 治思 想 素質 や 職務 能 力、党 組織 の 政治 的 核心 や 保障・監督 機 能 」（ 第 ２条

２項 ）を 監 督指 導 の内 容 に加 え てき た 。それ は 第１ 章 で述 べ た 1990 年校 長「 職

務研 修 合格 証 」制 度 の導 入 と関 連 して い る一 方 、内 容 上の 政 治的 傾 向が 明 かで

ある 。  

1992 年『意 見 』は「確 固 たる 政 治素 質 、道徳 と 才能 を 兼ね そ なえ 、比 較的 安

定し て いる 校 長陣 営 の創 設 」と い う校 長 任免 ・ 研修 ・ 考課 ・ 賞罰 ・ 待遇 等 の共

有し た 目的 か ら、 「 校長 評 価は 幹 部が 道 徳と 才 能を 兼 備し う ると い う規 律 に従

い 、校 長 の徳・能・勤・績 6を全 面 的に 考 査す る こと 」を 指示 し た。し かも 、そ

れに 対 して「 各 地が 地 方の 実 情に 基 づき 、具体 的 な評 価 基準 と 方法 を 設定 す る 」。

こう し た説 明 から 、評 価視 点 につ い て 、以 下三 つ の原 則 が提 示 され た 。第一 に 、

幹部 と して の 道徳 と 才能 が 中心 的 視点 。 そこ か ら、 校 長が 官 等（ 職 階） を 持っ

てい る 官員 と いう 歴 史的 性 格が 見 られ る 。第 二 に、 徳 ・能 ・ 勤・ 績 等多 角 的な

考察 の 実施 。 こう し た規 定 は校 長 職務 の 実現 の 道の 探 求や 提 示で あ り、 徳 とい

う内 的 資質 （ 政治 的 傾向 が 見逃 さ ない ） から 能 ・勤 ・ 績等 外 的職 務 状況 （ 専門

職化 動 向） を 含む 総 合的 な 評価 視 点へ の 転換 と して 、 画期 的 な意 義 があ る 。第

三に 、 評価 内 容に 関 する 地 方の 決 定権 。 即ち 、 各地 教 育行 政 機構 が 提示 し た評

価視 点 に基 づ き、 自 ら評 価 内容 の 開発 が 求め ら れる よ うに な った 。 それ に つい

て、 当 時分 権 式の 教 育行 政 体制 の 導入 が 最も 重 要な 背 景と し て挙 げ られ る 。  
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以上 、原則 ３ は各 地 区・県（ 市）に おけ る 独自 の 評価 内 容開 発 の素 地 を作 り 、

原則 １ と２ は 綱領 的 な内 容 提示 と なっ た 。そ れ らを 踏 まえ 、1990 年 代以 後 少な

いな が ら、 一 部の 都 市は 校 長評 価 視点 と 評価 内 容を 規 定し た 。そ の 中、 北 京市

西城 区 は道 徳・勤 勉・能力・業績（ 計９ 項 目 40 要 素）、上海 市 閘北 区 は素 質（ 11

条） と 業績 （ ６項 目 21 条 ） 、上 海 黄浦 区は 素 質（ 10 条） と 業績 （ 17 条 ） 、安

徽省 蕪 湖市 は 政治 素 質・能 力素 質・職 務 業績・地域 影 響力・身体 素 質等 12 項目

60 条を 評価 基 準と し て活 用 して い た。  

とこ ろ が、 1997 年『普 通 学校 監 督指 導 評 指導 綱 要（ 改 正案 ）』 7は「 校長 政 治

思想 素 質や 職 務能 力 」を 「 管理 層 の経 営 理念 ・ 政治 ・ 職務 能 力・ 指 導能 力 と態

度・廉 潔自 律 」に 改 め、そ して 、「 校長 責 任制 の 実態 」や「 団 結協 働 、党 や 政府

との 協 調性 」 など 校 長職 務 を学 校 監督 指 導の 評 価内 容 に加 え た。 こ のこ と から

明白 な 点と し て、 ① 校長 評 価が 学 校評 価 の重 要 な構 成 部分 で あり （ その 点 につ

いて 、『 意見 』 の延 長 線に あ ると 言 って もよ い ）、 ② 校 長責 任 制の 下 に、 共 産党

と政 府 は完 全 に学 校 教育 に 関与 し ない わ けで も なく 、 決定 権 者か ら 確保 者 への

立場 上 の転 換 が求 め られ 、 そし て 、そ れ に対 し て、 ③ 校長 が 学校 と 党や 政 府と

の協 働 ・協 調 の接 点 でな け れば な らな い 。 以 上 諸法 制 度の 中 、 政 治 中心 ・ 命令

服従 の 評価 視 点が 依 然 と 顕 著で あ った が 、経 営 理念 が 政治 よ り高 い 位置 に 置か

れて き たこ と にも 留 意す べ きで あ る 。  

そ の 後 、 2002 年 『 学 校 評 価 と 試 験制 度 改 革 に 関 す る 教育 部 の 通 知 』 8の 第 四

部分 「 学校 教 育の 質 の向 上 に有 利 な評 価 シス テ ムの 創 設」 に おけ る 校長 評 価視

点や 評 価内 容 につ い て、 「 法律 や 規律 を 守 り 、 的確 な 教育 理 念・ 一 定の 教 育科

学理 論・関連 学 科の 体 系か つ 着実 な 基礎 理論 と 専門 知 識・現 代 教育 技 術を 持 ち、

国内 外 教育 改 革の 動 向を 知 り、 開 拓・ 革 新精 神 や民 主 ・平 等 ・着 実 な態 度 、良

好な 組 織管 理 能力・折 衝能 力 を持 ち 、豊 富 な職 務 経験 や 高度 の 研究 能 力を 有 し、

カリ キ ュラ ム の規 定 に応 じ て各 校 務を 有 効に 管 理す る こと 」（ 第 12 条）が 提示

され た 。こ う した 規 定か ら 、学 校 教育 と 経営 に 関す る 校長 資 質・ 能 力、 特 に現

代の 教 育発 展 に関 連 する 知 識や 技 能の 掌 握 の 重 視な ど 評価 視 点の 転 換が 見 られ

る。 し かも 、 『要 求 』に 提 唱さ れ た「 経 営能 力 ・民 主 意識 」 など 在 職資 格 要件

を評 価 内容 に 導入 し たと 同 時に 、 従来 の 抽象 的 な校 長 在職 資 格要 件 によ り 具体

的な 判 別内 容 を与 え た。  

 前 述 して き たよ う に、1990 年 代 初期 に おい て は、校 長を 専 門対 象 にす る 法令

は校 長 の役 割 責任 と 評価 視 点を 子 細に 規 定し た が、 幹 部と し ての 道 徳素 質 、及

び政 治 思想 に 関す る 業務 能 力が 優 位に 置 かれ た 。1990 年代 後 半以 後 公布 さ れた

学校 管 理・評 価 や教 育 督導 等 の関 連 法令 は 直 截 的な 校 長評 価 法制 度 では な いが 、

現代 学 校教 育 ・経 営 理念 と 成果 を 採り 入 れ、 校 長評 価 の展 開 に新 た な視 点 を示
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した 。 それ で は、 現 実に 各 地で 行 われ た 校長 評 価が 如 何な る 評価 内 容を 採 り入

れる の か、 校 長が 求 める 力 量と 合 致し て いる の か、 そ して ど のよ う な改 善 が求

めら れ るの か 。そ れ につ い て 第 ２ ・３ 節 では そ れぞ れ 各県 の 実態 調 査に 基 づい

て考 察 する 。  

 

 

第２節  評価内容に関する実 態調査  

 

 校 長 評価 内 容の 研 究は 、 法規 定 のみ の 検討 に とど ま るわ け には い かず 、 その

実態 の 把握 が 欠か せ ない の であ る 。 本 節 は校 長 及び 教 育局 担 当を 調 査対 象 者と

して 、 中国 各 地に お ける 校 長評 価 の主 な 内容 と その 性 格、 及 び地 域 ・校 種 によ

って 評 価内 容 性格 上 の特 徴 を見 出 す上 で 、評 価 内容 に つい て の法 令 上の 規 定と

その 実 態と の 関連 性 を考 察 する 。  

 

１ ． 主要 評 価 内 容  

 

本研 究 は 10 分 野（１ 分 野（評 価 内容 ）に ２項 目（ 着眼 点 ）が設 置 され 、合 計

20 項目 ）の校 長 職務 に 関し て 、校長 と 教 育局 担 当者 に 対し て 、最近 自 分が 関 わ

る校 長 評価 に おけ る 評価 内 容に つ いて 答 えを 求 め て い た。  

統計 結 果に つ いて は 、図 2.2.1 が 示し た よう に 、 ま ず 回答 者 別に 見 ると （ １

の評 価 内容 で 複数 の 着眼 点 が選 択 され た とし て も、１ 回し か 採点 し ない ）、教育

局担 当 者は「 政治 道 徳 」（ 100%）・「 教育 指 導 」（ 100%）・「 経費 財 務」（ 94.1%）・「経

営計 画 」（ 82.4%）・「 学校 文 化 」（ 76.5%） 等を 主 な評 価 内容 と 答え 、 校長 は 「政

治道 徳 」（ 97.4%）・「 経 費財 務 」（ 93.9%）・「 教 育指 導 」（ 80.0%）・「 安 全衛 生 」（ 77.1%）・

「経 営 計画 」（ 71.6%）等 を 主な 評 価内 容 と回 答 して い た。  

次に 、 評価 内 容別 に 見て み ると 、 ①政 治 道徳 ・ 経費 財 務・ 教 育指 導 は最 も 重

要な 評 価内 容 であ り 、 80%～ 90%以 上の 校 長評 価 の中 で 設置 さ れて い る、 ② 安全

衛生 ・ 経営 計 画・ 組 織運 営 ・学 校 文化 も よく あ る評 価 内容 で ある 、 ほぼ 60%～

80%の校 長評 価 の中 で 設置 さ れて い る、③ 研修 参 加・地域 連 携・教員 評 価の 評 価

実施 率 は比 較 的低 く 、40%～ 60%の 校 長評 価の 中 で設 置 され る 状況 に ある 。以 上、

経営 理 念・組 織運 営・折衝 能 力等 1990 年 代後 半 以後 の 法制 度 に提 示 され た 評価

内容 も 校長 評 価に 採 り入 れ られ る 一方 、 政治 道 徳等 伝 統の 評 価視 点 が依 然 とし

て評 価 内容 の 中心 で ある こ とが 明 白で あ る。  

最後 に 、教 育 指導 ・ 経営 計 画・ 学 校文 化 ・研 修 参加 ・ 地域 連 携の 評 価実 施 率

に関 し て、 校 長が 意 識し た もの が 教育 局 より 大 きく 下 回る 。 言い 換 えれ ば 、教
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育局 は それ ら の評 価 内容 を よく 評 価し て いる と 思っ て いる の に対 し 、校 長 は評

価者 側 （教 育 局） の 重要 視 をそ れ ほど 感 じて い なか っ た。 し かも 、 留意 す べき

点は 、 こう し た評 価 内容 の 多く は 今日 自 律的 学 校経 営 の重 要 な構 成 であ る 。こ

うし た 評価 内 容の 強 化は 今 後 の 校 長評 価 のあ り 方と 言 える で あろ う 。そ れ につ

いて 、 第３ 節 で検 討 する 。  

 

図 2.2.1  評価 内 容 の 実 施率  

 

２ ． 評価 内 容 の 着 眼点  

 

校長 評 価の 機 能を 明 らか に する た め、 評 価内 容 その も のの 究 明が 無 論重 要 で

ある が 、よ り 的確 に 把握 す るた め に、 各 評価 内 容の 着 眼点 を 考察 し なけ れ ばな

らな い 。本 調 査は 評 価内 容 の着 眼 点に 関 して 、 予め 「 服従 的 」と 「 自律 的 」と

の２ 軸 から 項 目設 定 を行 う こと に した 。「 服従 的 」と「 自律 的 」着 眼 点 の分 類 法

につ い て 、「 服 従的 」着眼 点 は共 産 党ま た は教 育 行政 部 門の 幹 部管 理 及び 教 育方

針・ 命 令へ の 順守 を 強調 し 、特 に 政治 中 心主 義 と 正 統 的な 判 別基 準 を 特 徴 付け

てお り 、そ の 一方 、「 自律 的 」着 眼 点は 自 律的 学 校運 営 のも と に、校 長に 求 めら

れる 道 徳的 価 値の 自 覚と 実 践、 自 主的 経 営理 念 と管 理 手腕 を 強調 し 、特 に 包容

的な 道 徳理 解 力と 多 角的 な 判別 方 法を 特 徴付 け てい る 。 前 述 した よ うに 、 各評

価内 容 に関 し て 、「 自 律的 」着眼 点 の項 目 と「 服 従的 」着眼 点 の項 目 が１ つ ずつ

対応 的 に設 置 され た 。こ う して 、「 服従 的 」・「 自 律的 」着眼 点 に特 徴 づけ ら れる
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項目 を 選ん だ 校長 数・教 育 局担 当 者数 か ら、評 価内 容 ごと の 性格（「 服従 的 」あ

るい は 「自 律 的 」） を 把握 す るこ と がで きる と 考え る 。  

 

（ １ ）校 長 か ら 見 る 評 価 内 容 の 着眼 点  

まず 、 それ に 関す る 被評 価 者側 の 認識 を 見て み よう 。  

 

図 2.2.2  各評 価 内 容 の 着眼 点 （ 被 評 価 者 側 ）  

 

図 2.2.2 から 明ら か にな っ たこ と とし て 、被 評 価者 で ある 校 長か ら 見る と 、

①評 価 内容 ご とで は 、政治 道 徳・経費 財 務・安 全 衛生 に つい て 、「 服従 的 」着 眼

点が 圧 倒的 に 多く 、②研 修 参加・地 域 連 携・組 織運 営・経 営計 画 にも「 服従 的 」

着眼 点 が７ 割 を超 え 、③教 育 指導・教 員 評価・学 校文 化 にお い て 、「 自 律 的 」着

眼点 が 比較 的 に多 く なっ た が 、「 服従 的」着眼 点 がま だ 優位 を 立っ て いる 。④ 総

じて 、 各評 価 内容 に おけ る 「自 律 的」 着 眼点 が 「 服 従 的」 着 眼点 よ り非 常 に不

足し て いる わ けで あ る。  

 

（ ２ ）教 育 局 か ら 見る 評 価 内 容 の着 眼 点  

一方 、 評価 者 側で あ る教 育 局か ら 見れ ば 、① 評 価内 容 ごと で は、 政 治道 徳 ・

経費 財 務・安 全衛 生・地 域 連携 に つい て 、「自 律 的」着 眼点 で 校長 を 評価 し たと

答え た 教育 局 担当 者 が 僅 か ２割 ほ どで あ り、 恐 らく 担 当者 自 身も こ うし た 考察
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内容 に おけ る 着眼 点 の「 服 従的 」を 認 識 した で あろ う 。② 組 織運 営・学 校文 化 ・

研修 参 加・教 員 評価 に おい て は 、「自 律 的 」着眼 点 と「 服従 的 」着眼 点 との ほ ぼ

対等 的 な立 場 が見 ら れ、教 員 評価 に おい ては 、「 自律 的 」着 眼 点が 更 に「服 従 的」

着眼 点 を上 回 る。 言 い換 え れば 、 それ ら の評 価 内容 の 着眼 点 が特 に 「服 従 的」

でな い と教 育 局担 当 者が 思 って い た。 ③ 総じ て 、教 育 局か ら 見る と 、各 評 価内

容に お いて 「 自律 的 」着 眼 点が や はり 「 服従 的 」着 眼 点よ り 不足 し てい る が、

被評 価 者側 の 認識 と 比べ 、少 し緩 和 して いる よ うな 感 があ る（図 2.2.3 を 参 照）。 

 

図 2.2.3  各評 価 内 容 の 着眼 点 （ 評 価 者 側 ）  

 

 こ う して 、校 長ま た は教 育 局か ら 見る 評価 内 容の 着 眼点 の 差異 が 見え て くる 。

図 2.2.4 で示 すよ う に、評 価内 容 ごと に 見る と 、① 安 全衛 生 の着 眼 点に つ いて 、

「自 律 的」 と 思っ た 校長 の 割合 が 教育 局 担当 者 をや や 上回 り 、 ② 教 育指 導 ・経

営計 画 ・地 域 連携 等 評価 内 容の 着 眼点 に つい て 、校 長 と教 育 局担 当 者と ほ ぼ一

致す る 認識 が 見 ら れ 、③ 他 の政 治 道徳 ・ 経費 財 務・ 組 織運 営 ・学 校 文化 ・ 研修

参加・教 員 評価 等 多く の 評価 内 容の 着 眼 点に つ いて 、「自 律 的」と思 っ た校 長 の

割合 が 教育 局 担当 者 を下 回 り、 ④ 総じ て 、着 眼 点の 「 自律 的 」に 関 する 校 長の

認識 が 教育 局 担当 者 より 低 いこ と が分 か る。  
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図 2.2.4  「自 律 的 」 着 眼点 の 評 価 実 施 率 に 関す る 評 価 者 側と 被 評 価 者 側意 識  

 

熟考 す ると 、 上述 し た 評 価 内容 の 着眼 点 に関 す る評 価 者側 と 被評 価 者側 と の

認識 差 は真 実 な現 実 の反 映 でも あ るが 、そ の 裏 に 、「 自律 的」着 眼点 に 対す る 校

長た ち の切 な い願 い があ る だろ う 。そ れ につ い ては 、 第４ 章 で検 討 する 。  

 

３ ．「自 律 的 」 と 「服 従 的 」 着 眼 点と の 共 存  

 

 各 評 価内 容 にお い ては 、「 自 律的 」と「 服従 的 」着眼 点 の共 存 がで き るか 、こ

うし た 問題 意 識を 持 って 、 考察 し てみ る 。  

 

（ １ ）共 存 の 割 合  

量的 統 計か ら 見れ ば 、１ つ の 評 価 内容 に 対応 し た「 自 律的 」 と「 服 従的 」 着

眼点 の 両方 を 「は い 」と 回 答し て いた 校 長も 少 なく な い 。 表 2.2.1 から 明 らか

にな っ たこ と とし て 、①「 自律 的 」着眼 点が 設 けら れ る場 合 、「 服従 的 」着眼 点

と「 自 律的 」 着眼 点 と共 存 する 割 合は 平 均 48.6%であ り、 ② 「服 従 的」 着 眼点

が設 け られ る 場合 、「 服従 的 」着 眼 点と「 自律 的 」着 眼 点と 共 存す る 割合 は 平均

16.0%で あり 、③特 に 教育 指 導・学 校文 化・研修 参加・教員 評 価等 評 価内 容 につ

いて 、「 服 従的 」着 眼点 と「 自律 的 」着眼 点と 共 存す る 割合 が 高い 。つ まり 、そ
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れら の 評価 内 容に 関 して 、「 服 従的 」と「 自律 的 」との 間 に 、一部 の 中間 地 帯が

ある 。  

 

表 2.2.1  「服 従 的 」・「 自律 的 」 着 眼 点 共 存 の割 合 （ 校 長 調査 の 結 果 ）  

評 価 内 容  校 長 数  「 自 律 的 」 で の 割 合  「 服 従 的 」 で の 割 合  校 長 全 体 で の 割 合  

政 治 道 徳  7 25 . 0 %  2. 2 %  2. 0 %  

経 費 財 務  17 47 . 2 %  5. 6 %  4. 9 %  

教 育 指 導  55 44 . 7 %  26 . 4 %  15 . 9 %  

経 営 計 画  23 28 . 4 %  12 . 2 %  6. 7 %  

安 全 衛 生  13 25 . 5 %  5. 7 %  3. 8 %  

地 域 連 携  19 51 . 4 %  16 . 0 %  5. 5 %  

組 織 運 営  21 28 . 0 %  11 . 7 %  6. 1 %  

学 校 文 化  78 70 . 9 %  45 . 6 %  22 . 6 %  

研 修 参 加  40 88 . 9 %  24 . 7 %  11 . 6 %  

教 員 評 価  45 66 . 2 %  40 . 5 %  13 . 0 %  

平 均  31. 8  48 . 6 %  16 . 0 %  9. 2 2 %  

 

 し か し、そ れだ け で す べ ての 評 価内 容 にお け る「 自 律的 」着 眼点 と「服 従 的」

着眼 点 との 共 存が 多 いと 言 い切 れ ない 。 表 2.2.1 の統 計に も 校長 数 や割 合 等か

ら評 価 内容 間 の格 差 が見 ら れる 。 それ を 一層 明 らか に する た め 、「 着 眼点 共 存」

が「 自 律的 」で の割 合 とそ れ が「 服 従的 」での 割 合の 比 較が 一 つの 方 法で あ る。  

 

表 2.2.2  「着 眼 点 共 存 」が 「 自 律 的 」 と 「 服従 的 」 で の 割合 の 比 率  

評 価 内 容  「 自 律 的 」 で の 割 合 ： 「 服 従 的 」 で の 割 合  

政 治 道 徳  11. 4： １   

経 費 財 務  8.4： １   

教 育 指 導  1.7： １  

経 営 計 画  2.3： １  

安 全 衛 生  4.5： １  

地 域 連 携  3.2： １  

組 織 運 営  2.4： １  

学 校 文 化  1.6： １  

研 修 参 加  3.6： １  

教 員 評 価  1.6： １  

平 均  3:1  

 

表 2.2.2 で示 すよ う に 、 着 眼点 共 存に お いて 「 自律 的 」着 眼 点と 「 服従 的 」

着眼 点 での 割 合の 平 均比 率 は 3:1 であ る 。換 言 する と 、通 常 「 自 律 的」 着 眼点

が設 け られ た 場合 、「服 従 的」着 眼点 と「 自律 的 」着 眼 点と 共 存す る 割合 は 、「 服

従的 」 着眼 点 が設 け られ た 場合 の ３倍 で ある 。 もち ろ ん、 評 価内 容 別で こ うし

た割 合 の変 化 が見 ら れる 。 そし て 、 そ の 平均 割 合を 下 回る と 、当 該 評価 内 容の

着眼 点 が比 較 的に 「 自律 的 」で あ ると 判 断で き る。 今 回の 場 合、 学 校文 化 ・教

員評 価・教育 指 導 の 着 眼点 に 関し て 、「 自 律的 」な 性格 が 見ら れ る 。逆に 、そ の



72 

 

平均 割 合を 上 回る と 、当 該 評価 内 容の 着 眼点 が 比較 的 に「 服 従的 」 であ る こと

が判 断 でき る だろ う 。こ う した 意 味に お いて 、 今回 の 政治 道 徳・ 経 費財 務 の着

眼点 に 関し て は 、「 服従 的」な 性格 が 非常 に強 か った こ とが 分 かる 。言 い 換え れ

ば 、「 自 律的 」着眼 点 は、こ れま で の「服 従的 」着眼 点 に重 点 を置 い た 政 治 道徳 ・

経費 財 務に 関 する 評 価で は 背後 に 追い や られ 、 もし く は埋 没 しが ち だっ た 。 従

って 、 各評 価 内容 に おけ る 「自 律 的」 と 「服 従 的」 着 眼点 が 共存 す る可 能 性を

一概 に 論じ る こと が でき な い。 場 合に よ って 、 評価 内 容で 着 眼点 の 性格 が 基本

的 に 決 ま る こ と も あ る 。 以 下 は 、 政 治 道 徳 ・ 経 費 財 務 等 の 評 価 内 容 に お け る 、

「服 従 的」 着 眼点 が 圧倒 的 多い と いう 原 因を 一 考す る 。  

 

（ ２ ）政 治 道 徳 の 着眼 点 に お け る「 服 従 的 」 要因  

「服 従 的」 政 治道 徳 は校 長 の身 分 ・職 務 と 関 係 して い ると 思 われ る 。  

中国 建 国以 後 、学 校 が社 会 主義 人 材育 成 の最 重 要施 設 とい う 認識 か ら、 公 立

学校 長 の国 家 幹部 、一 定の 行 政等 級 を具 備す る 官員 と して の 身分 が 確認 さ れた 。

幹部 に 対す る 考査 基 準に つ いて 言 えば 、 当然 に 道徳 と 才能 の 兼備 が 望ま れ 、更

に道 徳 が才 能 以上 重 要視 さ れる 傾 向が 見 られ る 。例え ば 、2009 年 9 月 、共 産党

第十 七 期中 央 委員 会 第四 回 中央 委 員会 全 体会 議 の最 終 報告 に おい て は 、「 道 徳と

才能 を 兼備 し 、道 徳 が一 番 目だ 」 とい う 言わ ば 「道 徳 至上 」 の任 用 方針 を 立て

った 。 2011 年共 産 党誕生 90 周 年 の祝 賀 会談 で 、胡 錦 濤 元 主 席は 道 徳を 幹 部評

価に 対 する 重 要性 と して 次 のよ う に示 し た。 「 幹部 の 道徳 を 最重 要 の位 置 に置

き、 確 固た る 政治 信 念、 し っか り した 実 力、 格 別に 良 い業 績 、そ し て群 衆 の認

める 幹 部を 抜 擢・ 任 用し 、 徳を 持 って 精 神修 養 を積 む 、徳 を 持っ て 人を 納 得さ

せる 、 徳を 持 って 才 能を 統 率す る 、徳 を 持っ て 才能 を 促進 す る、 道 徳と 才 能が

兼備 す るよ う な任 用 方針 に 立つ 」 。即 ち 、幹 部 任用 ・ 評価 に つい て 、才 能 が重

要だ が 、才 能 以上 に 重要 な のは 道 徳で あ り、 そ して 、 こう し た道 徳 の根 底 と中

心は 確 固た る 政治 信 念に な って し まう 。 こう し て、 政 治 道 徳 が幹 部 評価 の 中の

重要 性 は共 産 党の 幹 部方 針 とし て 提示 さ れた 。  

本来 道 徳と い うも の は、 政 治道 徳 ・職 業 道徳 ・ 家庭 道 徳・ 社 会公 徳 等様 々 な

内容 を 包括 し 、広 義 の意 味 を持 っ てい る 。一 般 職業 者 に対 す る道 徳 評価 は 職業

道徳 に 重点 を 置く は ずだ と 言え 、 校長 が 幹部 に 所属 す るこ と によ っ て、 校 長道

徳評 価 の中 で は、 政 治立 場 と価 値 観・ 思 想品 行 を区 別 せず に 扱う よ うな 傾 向が

明ら か にな っ た。 換 言す る と、 校 長政 治 道徳 評 価で は 、政 治 と道 徳 が別 々 で考

査さ れ るわ け では な く、 一 体化 し た政 治 道徳 と して 扱 われ る イメ ー ジが 強 い。

それ は 更に 校 長の 党 員身 分 ・職 務 責任 と 政治 ・ 行政 上 の兼 務 と 相 反 に因 果 関係

が持 っ てい る こと に なる 。現 在、校 長 の 中の 共 産党 員 数か ら 見れ ば、84.8%の 比
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率（ 302 人 ）は 教員 や 大学 教 授（ 一 般 50%ごろ ）等党 政 機関 以 外の 知 識層 を 大幅

に超 え てい る 。そし て 、1993 年『中 華 人 民共 和 国教 育 法 』に よ ると 、業務 水 準

より 、 教員 政 治思 想 の確 保 が教 員 評価 ・ 賞罰 ・ 研修 の 最重 要 な目 的 と内 容 であ

る。 そ れに 対 して 、 校長 自 らの 政 治思 想 はむ し ろ教 員 政治 思 想を 確 保す る 前提

であ る 。即ち 、政治 思 想は 校 長職 務 責任 の 実行 に 必要 不 可欠 な もの と も言 え る。

しか も 、校 長 履歴 か ら見 れ ば、 県 城部 と 郷鎮 部 の多 く の優 秀 校長 は 地方 人 民代

表、 地 方政 治 協議 会 代表 を 兼務 し 、教 育 行政 機 構の 管 理職 を 兼任 し てい る 者も

いる 。こ うし た 政治 代 表権 や 行政 管 理職 にと っ て 、学 校 経営 の 専門 的 業務 知 識・

能力 以 外、 む しろ 共 産党 や 地方 行 政の 統 制を 擁 護・ 支 持す る よう な 確固 た る政

治立 場 が求 め られ る 。そ し て、 政 治代 表 や行 政 管理 職 等に な るこ と は、 校 長政

治道 徳 に対 す る高 度 的な 肯 定で も あり 、 同時 に より 高 度の 政 治自 覚 が求 め られ

るよ う にな る 。そ う いう 意 味に お いて 、 「服 従 的」 な 政治 道 徳は 当 然に 政 治道

徳評 価 の重 点 、そ し て 校 長 評価 に おけ る 重要 な 評価 内 容に な った の であ る 。 今

後、 才 能の 上 に道 徳 だと い う東 方 儒教 圏 の人 材 判断 法 則の 上 に、 道 徳に 政 治 道

徳が 取 って 代 わる こ との 合 理性 を 再検 討 する 必 要も あ る。  

 

（ ３ ）経 費 財 務 の 着眼 点 に お け る「 服 従 的 」 要因  

「服 従 的」 経 費財 務 は特 に 1980 年代 に おけ る 校長 責 任制 改 革、 そ して 2005

年以 後 義務 教 育無 料 化政 策 と関 連 して い る。  

校長 責 任制 下 、教 育 行政 部 門か ら 学校 の 予算 や 財務 等 の権 限 は大 幅 に学 校 に

委ね ら れる 。そ して 、校 長 は学 校 責任 者 、学校 に あっ て トッ プ リー ダ ーと し て、

経費 や 財務 の 決定 権 を持 っ てい る 。そ し て、 義 務教 育 無 料 化 政策 に よる と 、都

市部 ・ 農村 部 等す べ ての 義 務教 育 が全 面 的に 国 の 公 共 財政 の 確保 範 囲に 入 れ、

学校 の 債務 も 公共 財 政に よ って 返 済さ れ る。 し かし 、 以下 の よう な 事件 が よく

発生 し てい た 。 ① 学 校食 堂 や寄 宿 施設 の 補 助 金 と生 徒 が支 払 う料 金 をピ ン はね

した り 、教 育 参考 資 料・事 務 用品・建設 契 約等 支 出・債 務を 偽 って 報 告し た り、

その 分 を個 人 名義 の 口座 に 入れ る 汚職 行 為、 ② 校長 本 人と 財 務担 当 以外 の 人に

は学 校 の財 務 状況 が 不透 明 であ り 、多 く の場 合 経費 支 出前 に して も 決算 後 にし

ても 帳 簿内 容 は一 切 公開 さ れて い ない こ と、 ③ 学校 校 舎や 施 設の 建 設、 生 徒制

服や 教 育参 考 書 の 購 入、 生 徒補 助 金の 支 給等 に つい て の監 督 体制 が 足ら ず 、校

長は 教 職員 の 意見 に 耳を 貸 さず に 、す べ て自 ら の判 断 で実 行 する よ うな 租 税探

しの 温 床が で きあ が る。 教 育経 費 を占 用 ・転 用 する こ とは 、 当該 学 校の 日 常経

営へ の 妨害 だ けで な く、 最 終 的 に 公共 財 政に も マイ ナ スな 影 響を も たら す 。最

近、 こ のよ う な事 件 が続 々 メデ ィ アに 暴 き出 さ れ、 教 育現 場 にも 地 域社 会 にも

悪影 響 を与 え 、民 衆 の 学 校 と教 育 行政 部 門に 対 する 不 信感 と 不満 が 上昇 し てい
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る。  

その 流 れに 、 教育 局 が 「 服 従的 」 な経 費 財務 を 校長 評 価の 重 要な 評 価内 容 に

した の は、 教 育行 政 ・財 政 体制 の 要求 で もあ る し、 社 会民 衆 に応 じ た期 待 でも

ある 。 特に 、 ほと ん どの 学 校運 営 は金 銭 とど こ かに 繋 がっ て いる の で、 経 費財

務を 明 確に 把 握・ 監 督す る こと に よっ て 、学 校 運 営 全 体へ の コン ト ロー ル もで

きる よ うに な ると 思 われ る 。 そ れ 故、 多 くの 県 教育 局 は、 経 費財 務 に関 す る校

長職 務 を詳 細 に定 め 、厳格 に 考課 す る 。一 例と し て 、Ａ 県 の関 連 制度 に よる と 、

各学 校 に校 長 を隊 長 とす る 予算 指 導グ ル ープ が 設置 さ れ、 そ のグ ル ープ が 過去

数年 の 予算 実 行 分 析 をす る 上に 、 次年 度 の人 件 費・ 公 共経 費 ・予 定 プロ グ ラム

等予 算 を算 定 し、 更 に学 校 校務 会 議や 学 校管 理 職と の 相談 を 通じ て 、予 算 の初

稿を 教 育局 に 提出 す る。 教 育局 の 許可 を 得 た 後 、校 務 会議 ・ 管理 職 会議 等 民主

的監 督 下、 校 長が 予 算を 断 行し な けれ ば なら な い 。 以 上、 学 校予 算 の起 草 ・提

起・ 実 施等 各 段階 に おい て は、 校 長の 権 限と 責 任が 子 細に 規 定さ れ てい る 。こ

うし て 、目 標 管理 の 手法 で 校長 が 経費 財 務に 関 する 職 務へ の 厳格 査 定・ 問 責も

十分 可 能に な った 。  

しか し 、そ れ につ い て、 す べて の 学校 支 出が 予 算通 り に厳 格 に行 わ れる そ の

方針 の 導入 に よっ て 、 校 長 責任 制 に規 定 され た 校長 の 経費 と 財務 自 主権 が 形式

的な も のに な りが ち 、そ し て校 長 が資 金 支配 の 自主 権 限を 失 った 途 端に 、 予算

経費 の 受動 的 な実 行 者に 降 格し て いく と いう 懸 念を 示 した 研 究者 が 多い 。 しか

しな が ら、 現 実中 多 くの 校 長 評 価 の中 で 、「 服 従的 」 な経 費 財務 が 重要 な 評価

内容 と して 行 われ る こと か ら見 れ ば、 教 育局 に とっ て 、経 費 乱用 ・ 財務 崩 壊、

校長 汚 職・ 財 政喫 緊 等に 対 する 懸 念は 明 らか に 「部 下 」で あ る校 長 の経 費 財務

自主 権 を確 保 する 決 意を 超 える だ ろう 。  

 以 上 、政 治 道徳 ・ 経費 財 務が 最 も重 要 な 評 価 内容 と して 、 その 「 服従 的 」着

眼点 の 優位 が 疑問 を 呈す る こと な く 評 価 内容 全 体の 性 格傾 向 に重 大 な影 響 を与

えて い る証 左 であ る 。  

 

４ ． 学校 属 性 と 評 価内 容 の 着 眼 点  

 

以下 の 部分 は 上述 し た校 長 評価 に おけ る 評価 内 容と そ の着 眼 点の 総 体統 計 の

上に 、 評価 内 容の 着 眼点 と 学校 属 性と の 関連 性 につ い てで あ る。 校 長全 体 を対

象に し 、所 在 地域 ・ 校種 を 学校 属 性の 分 類法 と して 検 討 す る 。具 体 的に 、 地域

を県 城 部・ 郷 鎮部 ・ 農村 部 に、 校 種を 小 学校 ・ 中学 校 ・小 中 一貫 校 ・高 校 によ

る分 類 する 。  
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（ １ ）地 域 別 評 価 内容 の 着 眼 点  

まず 地 域と 「 服従 的 」・ 「 自律 的 」着 眼 点と の 関連 性 を見 て みよ う 。調 査 結

果は 地 域と「 服従 的 」着眼 点 との 関 連性 は表 2.2.3 に 示し た 。地 域 と経 費 財務 ・

教育 指 導・ 組 織運 営 ・教 員 評価 ・ 安全 衛 生・ 地 域連 携 ・学 校 文化 等 ７項 目 との

相関 係 数は １ % 水 準 で有 意 であ る 。  

 

表 2.2.3  地域 と 「 服 従 的」 着 眼 点 と の 相 関 係数  

  道徳1 経費1 教学1 計画1 安全1 地域1 組織1 文化1 研修1 評価1 

 

地

域 

Spearman の相関係数 -.082 -.176** -.178** .080 -.230** .319** -.272** -.420** .005 -.273** 

有意確率 (両側) .128 .001 .001 .138 .000 .000 .000 .000 .932 .000 

N 345 345 345 345 345 345 345 345 345 345 

**  相 関 係 数 は １ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

* 相 関 係 数 は ５ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

 

更に 、 こう し た７ 項 目を 各 地域 の 校長 評 価に お ける 評 価実 施 率の 高 低を 見 て

みよ う 。  

①経 費 財務・教 育指 導・組織 運 営・学 校 文化・教 員評 価 に関 し て 、「 服 従 的 」着

眼点 の 評価 実 施率 に つい て は、 県 城部 に 続い て 、郷 鎮 部・ 農 村部 の 順に な って

いる 。  

②安 全 衛生 に 関し て 、「 服 従 的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は 、郷 鎮 部（ 74.8%）

に続 い て、 農 村部 （ 70.8%）・県 城 部（ 46.7%）の 順に な って い る。  

③地 域 連携 に 関し て 、「服 従 的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は 、農 村 部（ 61.3%）

に続 い て、 県 城部 （ 22.8%）・郷 鎮 部（ 22.4%）の 順に な って い る。  

 

また 、 調査 結 果と し て 地 域 と「 自 律的 」 着眼 点 との 関 連性 を 表 2.2.4 に示 し

た。 地 域と 経 費財 務 ・教 育 指導 ・ 経営 計 画・ 組 織運 営 ・学 校 文化 ・ 研修 参 加・

教員 評 価等 ７ 項目 と の相 関 係数 は １ % 水 準で 有 意で あ り、 地 域と 地 域連 携 との

相関 係 数は ５ % 水 準 で有 意 であ る 。  

 

表 2.2.4  地域 と 「 自 律 的」 着 眼 点 と の 相 関 係数  

  道徳2 経費2 教学2 計画2 安全2 地域2 組織2 文化2 研修2 評価2 

 

地

域 

Spearman の相関係数 -.086 -.195** -.258** -.239** .064 .106* -.217** -.430** -.146** -.399** 

有意確率 (両側) .109 .000 .000 .000 .239 .049 .000 .000 .007 .000 

N 345 345 345 345 345 345 345 345 345 345 

**  相 関 係 数 は １ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

* 相 関 係 数 は ５ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

 

そこ で 、こ う した ８ 項目 を 各地 域 の校 長 評価 に おけ る 評価 実 施率 の 高低 か ら

見て み よう 。  
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① 経 費 財 務 ・ 教 育 指 導 ・ 経 営 計 画 ・ 学 校 文 化 ・ 研 修 参 加 ・ 教 員 評 価 に 関 し て 、

「自 律 的」 着 眼点 の 評価 実 施率 に つい て は、 県 城部 に 続い て 、郷 鎮 部・ 農 村部

の順 に なっ て いる 。  

②地 域 連携 に 関し て 、「自 律 的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は 、農 村 部（ 16.0%）

に続 い て、 県 城部 （ 8.8%）・ 郷鎮 部 （ 7.6%）の 順 にな っ てい る 。  

③組 織 運営 に 関し て 、「自 律 的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は 、郷 鎮 部（ 29.3%）

に続 い て、 県 城部 （ 28.3%）・農 村 部（ 5.7%）の 順に な って い る。  

以上 、「服 従 的」・「 自 律 的」着眼 点 の評 価 内容 が 各地 域 での 評 価実 施 率が あ る

程度 に 明ら か にな っ た。 そ こ で 、 各評 価 内容 の 「服 従 的 」・「 自律 的 」着 眼 点に

関す る 地域 間 の共 通 性と 相 違性 が 見ら れ るよ う にな っ た 。 ま ず、 共 通性 に つい

て、① 政治 道 徳に 関 して 、「 服従 的 」・「 自 律的 」着眼 点 の評 価 実施 率 が基 本 的に

不変 で あり 、 ②先 進 地域 ほ ど、 経 費財 務 ・教 育 指導 ・ 学校 文 化・ 教 員評 価 に関

して 、「 服従 的 」・「 自 律的 」 着眼 点 の 評 価実 施 率が 高 く、 ③ 地域 連 携に 関 して 、

「服 従 的 」・「 自律 的 」着 眼 点の 評 価実 施 率は 、 農村 部 に続 い て、 県 城部 ・ 郷鎮

部の 順 にな っ てい る 。以 上 の各 点 につ い て 、「 服 従的 」・「自 律 的」着 眼点 に 同様

な動 向 が見 ら れる （ 表 2.2.5 を参 照 ）。  

 

表 2.2.5  各評 価 内 容 の 着眼 点 に 関 す る 地 域 間の 差 異  

評 価 内 容  着 眼 点  特 徴  

政 治 道 徳  
「 服 従 的 」  

県 城 部 ＝ 郷 鎮 部 ＝ 農 村 部  
「 自 律 的 」  

経 費 財 務  
「 服 従 的 」  

県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  
「 自 律 的 」  

教 育 指 導  
「 服 従 的 」  

県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  
「 自 律 的 」  

経 営 計 画  
「 服 従 的 」  県 城 部 ＝ 郷 鎮 部 ＝ 農 村 部  

「 自 律 的 」  県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  

安 全 衛 生  
「 服 従 的 」  郷 鎮 部 ＞ 農 村 部 ＞ 県 城 部  

「 自 律 的 」  県 城 部 ＝ 郷 鎮 部 ＝ 農 村 部  

地 域 連 携  
「 服 従 的 」  

農 村 部 ＞ 県 城 部 ＞ 郷 鎮 部  
「 自 律 的 」  

組 織 運 営  
「 服 従 的 」  県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  

「 自 律 的 」  郷 鎮 部 ＞ 県 城 部 ＞ 農 村 部  

学 校 文 化  
「 服 従 的 」  

県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  
「 自 律 的 」  

研 修 参 加  
「 服 従 的 」  県 城 部 ＝ 郷 鎮 部 ＝ 農 村 部  

「 自 律 的 」  県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  

教 員 評 価  
「 服 従 的 」  

県 城 部 ＞ 郷 鎮 部 ＞ 農 村 部  
「 自 律 的 」  

 

次 に 、 相 違 性 に つ い て は 、 ① 経 営 計 画 ・ 研 修 参 加 に 関 し て 、 先 進 地 域 ほ ど 、

「自 律 的」着眼 点 の評 価 実施 率 が高 く な る一 方 、「 服 従的 」着 眼 点の 評 価実 施 率



77 

 

の地 域 差が 顕 著で な い 。② 安 全衛 生 に関 して 、「 服従 的 」着眼 点 の評 価 実施 率 は 、

郷鎮 部 に続 い て、農 村部・県城 部 の順 に なっ て いる が 、「自 律 的」着 眼点 の 評価

実施 率 の地 域 差が 顕 著で な い。 ③ 組織 運 営に 関 して 、 先進 地 域ほ ど 、「服 従 的」

着眼 点 の評 価 実施 率 が高 く なる 一 方 、「 自 律的 」着 眼 点に つ いて は、郷 鎮部 が 県

城部 を 上回 る （表 2.2.5 を 参照 ）。  

最後 に 、全 体 的に 見 れば 、 ５割 強 の項 目 に関 し て 、 先 進地 域 の実 行 が よ り 盛

んで あ る。残 りの 場 合 、同 様（ 25%）や「 農村 部 ＞県 城 部＞ 郷 鎮部 」（ 10%）等 様々

な組 合 せも 見 られ る 。要 す るに 、「 服従 的 」・「 自 律的 」着眼 点 は地 域 間で の 評価

実施 率 （重 視 度） の 格差 に おい て 明ら か にな っ た。  

にも か かわ ら ず、あ る地 域 にお い て 、「 服 従的 」・「自 律 的」着 眼点 の 評価 実 施

率が 共 にほ か の地 域 より 高 いこ と がよ く ある 。こ う して 、「自 律 的」着眼 点 の評

価実 施 率の 向 上に つ いて 二 つの 解 釈が 生 じる 。 単に あ る 評 価 内容 に 対す る 重視

度が 高 いか ら 、そ の 構成 部 分で あ る 「 自 律的 」 着眼 点 の評 価 実施 率 の向 上 が起

こっ た のか 、そ れと も 、「 自律 的 」な 評価 内容 へ の重 視 が「自 律 的 」着眼 点 の実

施率 向 上の 要 因な の か。 そ れを 実 証 す る ため に 、地 域 別の 「 自律 的 」着 眼 点が

当該 評 価内 容 全体 （ 「自 律 的」 着 眼点 と 「服 従 的」 着 眼点 の 合計 ） に占 め た割

合を 評 価内 容 ごと に 考察 す る必 要 性が あ る。  

 

図 2.2.5  地域 別 の 「 自 律的 」 着 眼 点 が 当 該 評価 内 容 全 体 での 割 合  

 

図 2.2.5 から 、後 進 地域 の 「自 律 的」 着 眼点 に 対す る 重視 度 が先 進 地域 よ り
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低か っ たこ と が分 か る。 県 城部 に おけ る 「自 律 的」 着 眼点 の もの は ほぼ 教 育指

導・ 経 営計 画 ・学 校 文化 ・ 教員 評 価等 評 価内 容 の半 数 を占 め てい る 。郷 鎮 部に

おい て も、 「 自律 的 」着 眼 点の も のが 教 育指 導 ・学 校 文化 ・ 経営 計 画 ・ 教 員評

価・地 域 連携 等 評価 内 容の 約 3～ 4 割 を 占め る 。一方 、農 村 部に お いて は 、「 自

律的 」 着眼 点 のも の が一 つ の 評 価 内容 の 25%を超 え るこ と もな か った 。 この こ

とか ら 、後 進 地域 ・ 特に 農 村部 は より 多 角的 ・ 柔軟 的 に校 長 を評 価 すべ き であ

るこ と が分 か る。 そ して 、 県城 部 ・郷 鎮 部に と って 、 更に 着 眼点 の 「自 律 的」

を向 上 させ る 余地 も ある 。  

 

（ ２ ）校 種 別 評 価 内容 の 着 眼 点  

以下 に 校種 と 「服 従 的 」・「 自律 的 」着 眼 点と の 関連 性 を見 て みよ う 。ま ず 、

調査 結 果と し て 校 種 と「 服 従的 」 着眼 点 との 関 連性 は 表 2.2.3 に示 す通 り であ

る。 校 種と 教 育指 導 ・安 全 衛生 ・ 組織 運 営等 ３ 項目 と の相 関 係数 は ５ % 水 準で

有意 で あり 、 地域 連 携・ 学 校文 化 ・教 員 評価 等 ３項 目 との 相 関係 数 は１ % 水準

で有 意 であ る 。  

 

表 2.2.6  校種 と 「 服 従 的」 着 眼 点 と の 相 関 係数  

  道徳1 経費1 教学1 計画1 安全1 地域1 組織1 文化1 研修1 評価1 

 

校

種 

Spearman の相関係数 .018 .069 .120* .060 -.135* -.329** .132* .274** .074 .178** 

有意確率 (両側) .744 .201 .026 .268 .012 .000 .014 .000 .168 .001 

N 345 345 345 345 345 345 345 345 345 345 

**  相 関 係 数 は １ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

* 相 関 係 数 は ５ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

 

更に 、 こう し た６ 項 目を 各 校種 の 校長 評 価に お ける 評 価実 施 率の 高 低か ら 見

てみ よ う。  

①組 織 運営・学校 文 化・教 員評 価 に関 し て 、「 服 従的 」着眼 点 の評 価 実施 率 につ

いて は 、高 校 に続 い て、 小 中一 貫 校・ 中 学校 ・ 小学 校 の順 に なっ て いる 。  

②教 育 指導 に 関し て 、「 服 従的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は、小中 一 貫校 に

続い て 、高 校 ・中 学 校・ 小 学校 の 順に な って い る。  

③安 全 衛生 に 関し て 、「 服 従的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は、小学 校 に続 い

て、 小 中一 貫 校・ 中 学校 ・ 高校 の 順に な って い る。  

④地 域 連携 に 関し て 、「 服 従的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は、小学 校 に続 い

て、 中 学校 ・ 小中 一 貫校 ・ 高校 の 順に な って い る。  

そし て 、調 査 結果 を 校種 と 「自 律 的」 着 眼点 と の関 連 性は 表 2.2.7 に示 す 通

りで あ る。 校 種と 経 費財 務 ・研 修 参加 等 ２項 目 との 相 関係 数 は５ % 水準 で 有意

であ り 、政 治 道徳 ・ 教育 指 導・ 経 営計 画 ・組 織 運営 ・ 学校 文 化・ 教 員評 価 等６
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項目 と の相 関 係数 は １ % 水 準で 有 意で あ る。  

 

表 2.2.7  校種 と 「 自 律 的」 着 眼 点 と の 相 関 係数  

  道徳2 経費2 教学2 計画2 安全2 地域2 組織2 文化2 研修2 評価2 

 

校

種 

Spearman の相関係数 .168** .138* .222** .286** -.041 -.046 .245** .290** .120* .275** 

有意確率 (両側) .002 .011 .000 .000 .446 .392 .000 .000 .026 .000 

N 345 345 345 345 345 345 345 345 345 345 

**  相 関 係 数 は １ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

* 相 関 係 数 は ５ % 水 準 で 有 意 (両 側 )。  

 

更に 、 こう し た８ 項 目を 各 校種 の 校長 評 価に お ける 評 価実 施 率 の 高 低か ら 見

てみ よ う。  

①教 育 指導・学 校文 化・研 修参 加・教員 評価 に 関し て 、「 自律 的 」着眼 点 の評 価

実施 率 につ い ては 、 高校 に 続い て 、小 中 一貫 校 ・中 学 校・ 小 学校 の 順に な って

いる 。  

②政 治 道徳・経費 財 務・経 営計 画 に関 し て 、「 自 律的 」着眼 点 の評 価 実施 率 につ

いて は 、小 中 一貫 校 に続 い て、 高 校・ 中 学校 ・ 小学 校 の順 に なっ て いる 。  

③組 織 運営 に 関し て 、「 自 律的 」着 眼 点の 評価 実 施率 に つい て は、小中 一 貫校 に

続い て 、中 学 校・ 高 校・ 小 学校 の 順に な って い る。  

 

表 2.2.8  「服 従 的 」・「 自律 的 」 に 関 す る 校 種間 の 関 連 性 特徴  

評 価 内 容  着 眼 点  特 徴  

政 治 道 徳  
「 服 従 的 」  高 校 ＝ 小 中 一 貫 校 ＝ 中 学 校 ＝ 小 学 校  

「 自 律 的 」  小 中 一 貫 校 ＞ 高 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

経 費 財 務  
「 服 従 的 」  高 校 ＝ 小 中 一 貫 校 ＝ 中 学 校 ＝ 小 学 校  

「 自 律 的 」  小 中 一 貫 校 ＞ 高 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

教 育 指 導  
「 服 従 的 」  小 中 一 貫 校 ＞ 高 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

「 自 律 的 」  高 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

経 営 計 画  
「 服 従 的 」  高 校 ＝ 小 中 一 貫 校 ＝ 中 学 校 ＝ 小 学 校  

「 自 律 的 」  小 中 一 貫 校 ＞ 高 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

安 全 衛 生  
「 服 従 的 」  小 学 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 高 校  

「 自 律 的 」  高 校 ＝ 小 中 一 貫 校 ＝ 中 学 校 ＝ 小 学 校  

地 域 連 携  
「 服 従 的 」  小 学 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 高 校  

「 自 律 的 」  高 校 ＝ 小 中 一 貫 校 ＝ 中 学 校 ＝ 小 学 校  

組 織 運 営  
「 服 従 的 」  高 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

「 自 律 的 」  小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 高 校 ＞ 小 学 校  

学 校 文 化  
「 服 従 的 」  

高 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  
「 自 律 的 」  

研 修 参 加  
「 服 従 的 」  高 校 ＝ 小 中 一 貫 校 ＝ 中 学 校 ＝ 小 学 校  

「 自 律 的 」  高 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  

教 員 評 価  
「 服 従 的 」  

高 校 ＞ 小 中 一 貫 校 ＞ 中 学 校 ＞ 小 学 校  
「 自 律 的 」  

 

こう し て 、「 服従 的 」・「 自律 的」着 眼点 の 評価 内 容が 各 校種 で の評 価 実施 率 が
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ある 程 度に 明 らか に なっ た 。各 「 服従 的 」・「 自 律的 」 着眼 点 に関 す る校 種 間の

共通 性 と相 違 性に つ いて は 、表 2.2.8 に 示す 通 りで あ る。  

最後 に 、全 体 的に 見 れば 、 ５割 強 の項 目 に関 し て、 高 校・ 小 中一 貫 校で の 実

行が よ り盛 ん で あ る 。残り の 場合 、同 様（ 30%）や「 小 学校 ＞ 中 学校 ＞ 小中 一 貫

校＞ 高 校 」（ 5%）等 様 々な 組 合せ も 見ら れる 。 要す る に 、「 服 従的 」・「自 律 的」

着眼 点 は校 種 間で の 評価 実 施率 （ 重視 度 ）の 格 差か ら 明ら か にな っ た。 に もか

か わ ら ず 、 地 域 と 着 眼 点 と の 関 連 性 と 同 じ よ う に 、 あ る 校 種 に お い て 、「 服 従

的 」・「 自 律的 」着眼 点 の評 価 実施 率 が共 に ほか の 校種 よ り高 い こと が よく あ る。

前述 し たよ う に、こう し た場 合 、「 自 律的 」着 眼点 の 評価 実 施率 の 向上 に つい て

二つ の 解釈 が 生じ る 。単 に ある 評 価内 容 に対 す る重 視 度が 高 いか ら 、そ の 構成

部分 で ある「 自律 的 」着 眼 点の 実 施率 の 向上 が 起こ っ た の か 、そ れ とも 、「 自律

的」 な 評価 内 容へ の 重視 が 「自 律 的」 着 眼点 の 評価 実 施率 向 上の 要 因な の か。

それ を 実証 す るた め に、校 種別 の「 自 律 的」着 眼点 が 当該 評 価内 容 全体（「 自律

的」 着 眼点 と 「 服 従 的」 着 眼点 の 合計 ） に占 め た割 合 を 評 価 内容 ご とに 考 察す

る必 要 性が あ る。  

 

図 2.2.6  校種 別 の 「 自 律的 」 着 眼 点 が 当 該 評価 内 容 全 体 での 割 合  

 

図 2.2.6 から 、中 学 校・ 小 学校 が 「自 律 的」 着 眼点 に 対す る 重視 度 が高 校 ・
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小中 一 貫校 よ り低 か っ た こ とが 分 かる 。 高校 に おけ る 、「 自 律的 」 着眼 点 のも

のは 教 育指 導 ・経 営 計画 ・ 学校 文 化・ 教 員評 価 等 評 価 内容 の 約半 数 を占 め た。

小中 一 貫校 に おい て も、 「 自律 的 」着 眼 点の も のが 教 育指 導 ・経 営 計画 ・ 地域

連携 ・ 組織 運 営・ 学 校文 化 ・教 員 評価 等 評価 内 容の 約 半数 を 占め た 。中 学 校に

おい て は、 「 自律 的 」着 眼 点の も のが 教 育指 導 ・経 営 計画 ・ 地域 連 携・ 組 織運

営・学 校文 化・教 員 評価 等 評価 内 容の 約 3～ 4 割 を占 め た。一 方、小 学校 に おい

ては 、 教育 指 導・ 学 校文 化 ・教 員 評価 以 外、 「 自律 的 」着 眼 点の も のが あ る評

価内 容 の 25%を超 え るこ と もな か った 。この こ とか ら 、小 中 学校 は より 多 角的 ・

柔軟 的 に校 長 を評 価 すべ き であ る こと が 分か る 。そ し て、 高 校・ 小 中一 貫 校に

とっ て 、着 眼 点の 「 自律 的 」を 向 上す る 余地 も ある 。  

要す る に、 地 域別 ・ 異校 種 によ り 、各 評 価内 容 にお け る着 眼 点の 性 格が 変 わ

って く る。 通 常農 村 部・ 小 学校 校 長と 比 べ、 城 鎮学 校 ・中 学 校（ 高 校・ 小 中一

貫校 を 含む ） 長に 対 する 着 眼点 の 「自 律 的」 に も留 意 すべ き であ る 。こ う した

意味 に おい て は、 校 長評 価 、特 に 農村 部 ・小 学 校長 評 価に お ける 評 価内 容 の着

眼点 の 改正 が 喫緊 の 課題 で あろ う 。  

以上 、 最も 顕 著な 特 徴と し て挙 げ られ る のは 、 何れ の 地域 ・ 校種 の 校長 評 価

内容 に おい て も 、「服 従 的 」着 眼 点の 勢 い 、そし て「 自 律的 」着 眼点 の 不備 で あ

ろう 。 特に 、 政治 道 徳・ 経 費財 務 等が 重 要な 評 価内 容 に関 し て、 着 眼点 の 「服

従的 」が 一層 目 立つ よ うに な って い る こ とが 分 かる 。一 般的 に 言え ば 、「服 従 的」

を評 価 内容 の 着眼 点 に置 き 、そ の 実現 を 目指 す 評価 活 動は 、 一人 ひ とり の 校長

を育 成 する こ とを 難 しく す るば か りか 、 結果 と して 校 長資 質 能力 の 低下 を 招く

こと に なる 。「服 従 的」着眼 点 は必 要 であ るが 、そ の 部分 は 相対 的 に占 め る割 合

は相 当 に少 な くし な い限 り 、自 律 的学 校 経営 、 校長 責 任制 に 主体 的 に対 応 し、

そこ に 生き る 校長 人 材を 育 成す る こと は でき な い。 総 じて 、 「服 従 的」 と 「自

律的 」 着眼 点 の評 価 実施 率 の格 差 はそ れ らが 校 長役 割 責任 と 評価 視 点な ど 法制

度で の 地位 格 差の 具 現化 で もあ る。つ ま り 、「 服従 的」着 眼点 を 支え る のは 校 長

を専 門 対象 に する 法 令（ 特 別法 に 相当 ） であ る 一方 、 「自 律 的」 着 眼点 を 支え

るの は 学校 教 育・ 経 営法 令 （言 わ ば一 般 法） で ある 。 評価 者 側に と って 、 一般

法よ り 特別 法 を優 位 に展 開 する の も 考 え られ る ので あ ろう 。  

 

 

第３節  校長が求める力量と の乖離  

  

学校 管 理現 場 にお い て、 様 々な 教 育や 管 理問 題 に直 面 する 校 長た ち は恐 ら く

最も 校 長職 の 困難 と 挑戦 を 感じ ら れる 人 であ ろ う。 こ うし た 意味 に おい て 、校
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長が 求 める 力 量は 必 然 的 に 校長 職 に要 請 され る 重要 な 力量 で ある 。 この よ うな

諸資 質 能力 を 十分 評 価 す る こと こ そ校 長 評価 の 真義 で はな い でろ う か。 校 長評

価が 必 要で あ る以 上 、や は り、 そ こに は 校長 の 合意 が 得ら れ るよ う な 評 価 内容

とし て 、ぜ ひ 整備 す べき で あろ う 。 第 １ ・２ 節 で示 す よう に 、中 国 にお け る校

長評 価 の評 価 内容 は 校長 職 に関 す る専 門 法 を 中 心に 制 定さ れ たも の であ り 、 政

治道 徳 ・経 費 財務 等 を重 視 し、 そ して 「 自律 的 」よ り 「服 従 的」 着 眼点 が 頻繁

に利 用 され て いる 。 こう し た評 価 内容 （ 着眼 点 を含 む ） が 今 日の 校 長職 に 要請

され る 力量 と 合致 し てい る のか 、 こう し た疑 問 を持 っ て、 本 節は 校 長が 求 め る

力量 を 見出 す 上で 、 校長 評 価に お ける 評 価内 容 との 比 較を 通 じて 、 今日 に おけ

る評 価 内容 の 問題 点 を見 出 した い 。 そ し て、 問 題解 決 に向 け て、 校 長と 教 育局

がど の よう な 意見 や 要望 を 持っ て いる か を考 察 する 。  

 

１ ． 校長 が 求 め る 力量 の 種 類  

 

ここ で は校 長 が求 め る力 量 の種 類 を見 出 す上 で 、こ う した 力 量の 種 類と 校 長

評価 に おけ る 評価 内 容と の 合致 程 度を 見 出し た い 。本 研 究の 実 態調 査 にお い て 、

理想 的 な校 長 資質 能 力に つ いて 校 長対 象 者に 尋 ね、 五 つの 括 弧で 記 入さ れ た能

力選 択 肢（計 20 項目 ）を 重要 性 の順 位 に よっ て それ ぞ れ５・４・３・２・１ 点

を与 え る。 各 選択 肢 の合 計 点数 で その 重 要性 が 判断 で きる よ うに な ると 考 えら

れる 。  

そも そ も、20 項目 の 能力 選 択肢 は 政治 道 徳・経 費財 務・教育 指 導・安 全衛 生 ・

経営 計 画・組 織 運営・学 校 文化・研 修参 加・地 域 連携・教 員 評価 等 10 つ の資 質

能力 か ら構 成 され た 具体 的 なも の であ る 。即 ち 、一 つ の資 質 能力 は ２項 目 の具

体能 力 から な る。 こ うし て 、二 つ ずつ の 項目 の 得点 を 足し 合 わせ る と 、 資 質能

力ご と の合 計 点数 、 即ち 各 資質 能 力 の 重 要性 を 判断 で きる と 考え た 。そ し て、

資質 能 力ご と の選 択 状況 を 図 2.3.1 に示 した 。 各資 質 能力 の 合計 点 数に つ いて

は、教育 指 導（ 941 点 ）・経営 計 画（ 874 点 ）が 最も 多 く、続 い て、政治 道 徳（ 630

点 ）・学校 文 化（ 561 点 ）・経 費 財務（ 532 点 ）・組織 運 営（ 429 点 ）・地 域 連携（ 336

点 ）・ 安 全衛 生 （ 321 点）・研 修 参加 （ 305 点）・教 員 評価 （ 256 点） の 順に な っ

てい る 。  

統計 結 果か ら 明ら か にな っ たこ と とし て 、  

①教 育 指導 に 関す る 資質 能 力は 現 在校 長 に最 も 求め ら れる 力 量で あ る。 第 １節

が挙 げ た、 教 育指 導 が法 制 度 の 中 で規 定 され た 校長 の 最も 重 要な 役 割責 任 では

ない か も知 れ ない が 、必 要 不可 欠 な役 割 の 1 つ であ る 。一 般 企業 経 営者 に 求め

られ る 資質 能 力と 異 なり 、 教育 指 導そ の もの が 現代 学 校経 営 と校 長 職務 で の位
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置も そ こか ら 見ら れ る。  

 

※ 縦 軸 の 単 位 は 得 点 数 で あ る 。  

図 2.3.1  校長 か ら 見 る 各資 質 能 力 の 重 要 性  

 

②経 営 計画 が 第２ 位 にあ る こと は 、学 校 発展 戦 略を 立 てよ う とす る 校長 の 経営

者意 識 が強 く なる 証 拠で あ る。 経 営計 画 とは 、 校長 個 人の 哲 学や 教 育理 念 と学

校の 持 つ歴 史 的な 学 校文 化 との 「 積」 で ある 。 経営 計 画が 明 確で な いと 、 人々

を引 っ 張っ て 行く の が難 し い。 校 長は そ の学 校 の実 態 や課 題 など に よっ て 、学

校文 化 に適 切 な経 営 計画 を 策定 す べき で ある 。 経営 計 画を 立 てる と き、 優 れた

学校 経 営者 は 、空 間 的に も 、時 間 的に も より 広 く、 長 く考 え 、更 に 現行 社 会の

価値 観 が重 要 であ る 。こ の 経営 計 画の 策 定、 執 行を 効 率的 に 行い 、 学校 の 活性

化、 個 性化 を 推進 し 、教 育 の質 を 向上 さ せて い る校 長 が高 く 評価 さ れる 。  

③政 治 道徳 が 教育 指 導と 経 営計 画 の後 に 付き 、第３ 位 にあ る こと は 、「 徳・能 ・

勤・ 績 」の 順 序で 定 めら れ た幹 部 考査 視 点と の 相違 が 明 ら か であ ろ う。 こ のこ

とか ら 、政 治 道徳 が 校長 に とっ て の 心 の 中の 転 落で あ るこ と が分 か る。 に もか

かわ ら ず、 ま だ重 要 不可 欠 な資 質 能力 の 一つ と して 認 可さ れ てい る 。 そ れ は伝

統的 な 儒教 文 化、 そ して 今 日校 長 の「 官 本位 」 意識 と も関 わ って い る。  

④学 校 文化 が 第４ 位 にあ る こと か ら、 校 長が 学 校風 土 （同 僚 性・ 自 律性 ・ 革新

性等 ） の重 要 視や 文 化的 リ ーダ ー シッ プ 9への 憧 れが 見 られ る 。  

⑤経 費 財務 は 学校 文 化 の 直 後の 第 ５位 に ある が 、合 計 点数 か ら見 れ ば、 ほ ぼ同

じ水 準 にあ る 。経 費 財務 能 力に 対 する 重 要視 は 校長 責 任制 実 施後 、 校長 が 経費

財務 の 責任 者 にな る こと と 関連 し てい る 。  
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⑥組 織 運営 が 第６ 位 にあ る 。そ も そも 中 国の 学 校に お いて 、 組織 運 営が あ まり

重視 さ れて い ない が 、自 律 的学 校 経営 の 流れ に（ 2000 年代 当 時の 日 本と 類 似し

1 0）、組織 的 な学 校 運営 を 行う 体 制 の 整 え が求 め られ る よう に なっ た 。学校 組 織

のリ ー ダー と して の 校長 は もち ろ んそ の 運営 の 中心 で ある 。  

⑦一 方 、地 域 連携 ・ 安全 衛 生・ 研 修参 加 ・教 員 評価 に 関す る 資質 能 力が 前 述し

た各 資 質能 力 ほど 校 長た ち に重 視 され て いな い 。  

こう し て、 校 長が 求 める 力 量と 校 長 評 価 内容 と の共 通 性・ 相 違性 が 見ら れ る

よう に なっ た （図 2.3.2 を 参照 ）。  

 

図 2.3.2  校長 が 求 め る 力量 と 校 長 評 価 の 評 価内 容 と の ラ ンク 対 比  

 

 図 2.3.2 か ら明 ら かに な った こ とと し て 、 ① 評価 内 容は 校 長が 求 める 力 量と

比べ 、 特に 政 治道 徳 ・経 費 財務 ・ 地域 連 携・ 研 修参 加 等を 重 要視 し てい る 。 ②

教員 評 価・ 安 全衛 生 ・組 織 運営 等 につ い ては 、 評価 内 容や 校 長が 求 める 力 量に

ほぼ 同 様な 位 置に あ る 。③ 校 長が 求 める 力量 は 評価 内 容と 比 べ 、よ り 学校 文 化・

経営 計 画・ 教 育指 導 を重 要 視し て いる 。 言い 換 えれ ば 、評 価 内容 が 比較 的 に運

営管 理 メカ ニ ズム の 確保 を 重視 す る一 方 、校 長 たち は 学校 教 育や 生 徒指 導 と直

接に 関 わる 職 務能 力 の向 上 を求 め る。 そ こか ら 、校 長 と教 育 局 と の 異な る 立場

も見 え られ る 。  
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２ ． 校長 が 求 め る 力量 の 性 格  

 

 本 研 究で は 、評 価 内容 と 同様 に 、校 長 の何 れ の資 質 能力 も 「服 従 的」 と 「自

律的 」 との 二 つの 具 体的 能 力（ 能 力選 択 肢） か らな っ てい る ので 、 各項 目 に対

する 統 計分 析 を通 じ 、校 長 が求 め る力 量 の基 本 性格（「 服従 的 」又 は「自 律 的 」）

が見 え てく る 。  

 

図 2.3.3  校長 が 求 め る 力量 の 性 格 の 割 合  

 

図 2.3.3 で示 すよ う に 、 ① 安全 衛 生を 除 き、 ほ とん ど の資 質 能力 に 関し て 、

校長 は 「服 従 的」 力 量よ り 「自 律 的」 力 量を 求 める 。 例え ば 、多 く の校 長 が求

める 政 治道 徳 力量 は 、品 性 とい う 道徳 的 価値 観 から 見 た人 間 の性 格 であ る 。即

ち、 誠 実さ ・ 包容 力 を持 ち 、自 己 抑制 を し、 優 れた 道 徳思 考 能力 を 活用 し 、相

手の 立 場に 立 って も のを 考 えら れ る能 力 や境 界 であ る 。 多 く の校 長 が求 め る経

費財 務 力量 は 、現 場 課題 の 解決 や 特色 あ る学 校 づく り のた め に、 自 主的 に 経費

を活 用 し、 従 来の 予 算財 務 を改 善 する 能 力で あ る。 ② その 中 、教 員 評価 ・ 研修

参加 ・ 学校 文 化・ 経 費財 務 に関 す る「 自 律的 」 力量 へ の 要 請 が極 め て高 い 。つ

まり 、 それ ら の分 野 に関 し て、 校 長が 自 らの 能 力や 経 営理 念 を生 か す強 い 意欲

が見 ら れる 。 以上 、 要す る に 、 校 長が 経 営者 と して の 自主 的 学校 経 営 意 識 の向
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上が 分 かる 。  

更に 、 当面 校 長評 価 にお け る評 価 内容 の 着眼 点 は「 自 律的 」 力量 へ の校 長 要

請に 応 えら れ るか ど うか に つい て 、図 2.3.3 を 見て み よう 。  

 

 

図 2.3.3  「自 律 的 」 校 長力 量 と 「 自 律 的 」 着眼 点  

 

 図 2.3.3 か ら明 ら かに な った こ とと し て 、 ① 政治 道 徳・ 経 費財 務 ・研 修 参加

につ い て、 校 長が 求 める 「 自律 的 」力 量 と評 価 内容 に おけ る 「自 律 的」 着 眼点

との 間 に、 そ れぞ れ 50%以 上の 格 差が あ り、 そ れら の 評価 内 容の 「 自律 的 」な

性格 の 向上 が 今後 評 価改 善 の急 務 であ る 。② 教 員評 価 ・学 校 文化 ・ 経営 計 画・

組織 運 営・地 域 連携 に つい て も 、そ れ ぞ れ約 30%～ 40%の差 異 があ り 、それ ら の

着眼 点 の改 善 も非 常 に必 要 であ る 。 ③ 安 全衛 生 と教 育 指導 に つい て 、校 長 が求

める 「 自律 的 」力 量 と評 価 内容 の 「自 律 的」 と の間 に 、 10%～ 20%の 差異 が 見ら

れる 。要す る に、校長 評 価の 各 評価 内 容 とし て 従来 の「服 従 的」着眼 点 から「 自

律的 」着 眼点 へ の移 行 が今 日 校長 資 質能 力向 上 の要 請 であ る 。校長 の「 自 律的 」

力量 は 当面 ま だ不 明 確な 自 律的 学 校経 営 と素 質 教育 方 法に 対 して 、 草の 根 的な

試み と して 、 極め て 重大 な 意義 が ある 。 一人 ひ とり の 校長 が 如何 な るビ ジ ョン

や教 育 指導 戦 略を 持 って 、 学校 文 化・ 学 校組 織 等を 指 導・ 統 率す る のか は 、中

国素 質 教育 の 成果 を 大き く 左右 す る と い える 。  
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３ ． 評価 内 容 の 改 正意 識  

  

 既 に 挙げ た 、校 長 の力 量 期待 が 校長 評 価に お ける 評 価内 容 によ っ て十 分 反映

され た とは 言 えな い 。 特 に 、校 長 が求 め る「 自 律的 」 力量 は 評価 内 容の 着 眼点

に応 え られ な かっ た 。 そ れ 故、 現 行校 長 評価 に おけ る 評価 内 容や そ の着 眼 点の

改善 方 向に つ いて 検 討す る 必要 性 が出 て くる 。 それ に 対し て 、一 人 ひと り の校

長が 現 行評 価 内容 と その 着 眼点 を どの よ うに 考 え、 校 長評 価 に対 し てど の よう

な願 い をも っ てい る かを 知 り、 評 価内 容 とそ の 着眼 点 の改 正 、校 長 評価 の 方途

に役 立 てる こ とが で きる 。 一方 、 教育 局 の考 え が現 実 に最 も 可能 な 方向 性 を 提

示し て いる 。「 理 想 」と「 現 実 」と の 間に 、どの よ うな 差 異が あ るの か 、それ を

把握 す るこ と が今 後 より よ い調 整 ・改 善 に導 け ると 考 えた 。 それ 故 に、 本 部分

は被 評 価者 側 であ る 校長 と 評価 者 側と し ての 県 教育 局 を対 象 とす る 調査 を 通じ

て、 そ れぞ れ が 評 価 内容 と その 着 眼点 に おけ る 必要 な 事項 や 改善 点 に関 す る意

見を 見 出す 上 で、 意 見上 の 葛藤 を 提示 す る。  

以下 校 長や 教 育局 担 当者 に 対し て 、 評 価 内容 と その 着 眼点 に おい て 必要 と 思

われ る 事項 や 改善 点 につ い て回 答 を求 め た。 そ の中 、 校長 に よく 言 われ た 評価

内 容 と そ の 着 眼 点 に 関 す る も の は 表 2.3.1 に 示 し 、 教 育 局 担 当 者 の 回 答 を 表

2.3.2 に示 し た。  

まず 、 校長 を 対象 と する 調 査の 結 果か ら 、次 の こと が 明ら か にな っ た。 ① ま

ず、 校 長の 独 特な 学 校経 営 理念 と スタ イ ルに 関 する 評 価の 導 入を 挙 げた 校 長が

121 人 と最 も 多い 。 続い て 、学 校 危機 管 理・ 決 断力 と その 有 効性 に 関す る 評価

の導 入 もよ く 挙げ ら れた 。 それ ぞ れは 「 自律 的 」な 経 営計 画 ・学 校 文化 ・ 組織

運営 ・ 安全 衛 生に 関 わる と ころ が 多い と 思わ れ る。 ② 経費 財 務に 関 して 、 評価

の柔 軟 化、 つ まり 経 費使 用 方法 ・ 内容 に 関す る 厳格 的 な限 定 から 、 活用 効 果に

対す る 総合 的 考察 へ の転 換 を挙 げ てい る 。 ③ 教 育指 導 に関 し て、 進 学人 数 ・進

学率 の 代わ り 、多 様 化か つ 特色 あ る素 質 教育 を 支え る よう な 評価 理 念と 評 価内

容を 挙 げて い る 。そ れ はあ る 意味 に おい ては 、「 自律 的 」な学 校 文化・経 営計 画・

教員 評 価に も 繋が っ てい る 。 ④ 政 治道 徳 に関 し て、 単 純な 政 治主 張 ・党 派 所属

では な く、 学 校運 営 ・教 育 管理 ・ 生徒 指 導と 関 連す る 道徳 者 ・思 想 家・ 文 化的

リー ダ ーと し ての 資 質に 関 する 評 価の 導 入を 挙 げて い る 。⑤ 組 織運 営 に関 し て、

魅力 的 な個 性 又は 豊 富な 経 験で 、 教員 組 織・ ス クー ル ベー ス 教員 研 修体 制 ・教

員福 祉 ・指 導 環境 の 改善 や 業務 積 極性 の 促進 等 に関 わ る評 価 の導 入 を挙 げ てい

る。 ⑥ 安全 衛 生に 関 して 、 生徒 へ の心 遣 い、 保 護の 熱 意と 行 動に 関 する 評 価の

強化 、 危機 管 理の 対 応体 制 そし て 事故 責 任に 関 する 明 確な メ カニ ズ ムの 導 入を

挙げ て いる 。  
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表 2.3.1  校長 が 必 要 と 思う 評 価 内 容 の 改 善 点  

改 善 点  校 長 数  

校 長 の 独 特 な 学 校 経 営 理 念 と ス タ イ ル に 関 す る 評 価 の 導 入  121  

素 質 教 育 評 価 の 多 様 化 （ 又 は 受 験 的 進 学 率 か ら 脱 出 ）  81 

経 費 使 用 評 価 の 柔 軟 化 （ 又 は 利 用 効 果 に 関 す る 考 察 の 導 入 ）  55 

組 織 運 営 に 関 す る 評 価 に お け る 新 視 点 の 導 入（ 教 員 組 織・研 修 体 制 等 ） 48 

政 治 道 徳 規 範 の 一 般 化 （ 又 は 他 人 に い い 影 響 を 与 え る 道 徳 水 準 ）  47 

危 機 管 理 と 決 断 力 に 関 す る 評 価 の 導 入 （ 又 は 危 機 対 応 体 制 の 作 成 ）  39 

生 徒 へ の 心 遣 い ・ 保 護 の 熱 意 と 行 動  22 

安 全 衛 生 の 事 故 責 任 に 関 す る 明 確 な メ カ ニ ズ ム の 導 入  16 

 

 そ し て、表 2.3.2 が示 し た結 果 から 、次の こ とが 明 らか に なっ た 。① 経 費財

務に 関 する 評 価の 細 目化・有 力化 を 挙げ た 教 育 局が 最 も多 く 、②安 全 衛生 に 関

する 評 価の 充 実、政 治道 徳 評価 の 徹底 が 続い た 。③ 一 方、教 育指 導・経 営 計画 ・

組織 運 営・政治 道 徳・学校 文 化・研修 参 加・地域 連 携 評 価 にお け る具 体 視点 の

改正 と 調整 に 関す る 検討 が 少な い 。  

 

表 2.3.2  教育 局 が 検 討 ・計 画 中 の 改 善 点 （ 教育 局 担 当 者 を対 象 ）  

改 善 点  教 育 局 数  

経 費 と 財 務 評 価 の 細 目 化 ・ 有 力 化  11 

学 校 安 全 衛 生 評 価 の 充 実 と 校 長 責 任 の 明 確 化  9 

政 治 道 徳 評 価 の 徹 底  7 

教 員 管 理 評 価 の 改 善 と 拡 大  5 

素 質 教 育 評 価 の 多 様 化 と 包 容 性  3 

政 治 道 徳 評 価 に 新 た な 評 価 方 法 の 導 入  1 

積 極 的 な 学 校 文 化 評 価 の 実 施  1 

※ 同 教 育 局 に 複 数 の 回 答 が あ る 場 合 、 一 つ に 統 合 す る 。  

 

以上 、 校長 と 教育 局 は、 確 かに 教 育 指 導 評価 の 多様 化 、安 全 衛生 ・ 組織 運 営

評価 の 充実 化 につ い て観 点 上の 類 似が あ るが 、 政治 道 徳 ・ 経 費財 務 など 評 価内

容の 着 眼点 の 改善 の 方向 性 から 、立 場上 の深 刻 な対 立 が 見 ら れる 。換 言す る と、

各評 価 内容 の 充実 ・ 多様 性 とい う 近い 改 善点 の 裏に 、 こう し た改 善 点を 創 り出

した 着 眼点（ い わゆ る 根本 理 念 ）が異 な っ てい る 。教育 局 は校 長 への 監 督管 理 、

特に 政 治思 想 ・経 費 使用 ・ 学校 安 全等 に 関す る 「服 従 的」 な 評価 内 容の 徹 底を

狙っ て いる 一 方、 校 長は 柔 軟的 ・ 多角 的 ・開 放 感が あ る 「 自 律的 」 な評 価 内容

を期 待 して い る。 し かし 留 意す べ きな の は、 今 日の 学 校経 営 は特 色 ある 学 校づ

くり を 目指 し てい る 。そ れ は共 産 党・ 教 育行 政 側の 指 令を 実 行す る 能力 だ けで

なく 、 自ら 学 び、 自 ら考 え 、主 体 的に 判 断し 、 経営 課 題を 解 決し 、 創造 す る能

力で あ る。 こ うし た 能力 の 育成 と すれ ば 、校 長 評価 は 校長 一 人ひ と りの 現 実に
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基づ き 展開 す べき も ので あ るか ら 、評 価 内容 の スタ ン ダー ド の存 在 を否 定 する

もの で はな い もの の 、そ れ はで き るだ け 弾力 的 なも の であ る こと が 望ま し い。

それ を 強く 意 識し な がら 、 自律 的 学校 経 営能 力 を 十 分 に反 映 でき る よう な 評価

内容 づ くり は 教育 局 の急 務 であ ろ う 。  

 

 

第４節  小括   

 

以上 の 実態 調 査結 果 はさ ら に次 の よう に まと め られ よ う。  

第１ に 、校 長 職の 関 連立 法 も不 足 して い る。 当 面校 長 評価 内 容と そ の着 眼 点

は、主 に 1990 年代 初 期校 長 職に 関 する 特 別法 に 従い 、自律 的 学校 経 営等 に 関す

る学 校 運営 関 連法 規 と新 た な校 長 期待 が 十分 に 反映 さ れて い ない 。  

第２ に 、何 れ の地 域 ・校 種 の学 校 の校 長 評価 に おい て 、評 価 者側 の 教育 局 は

概し て 政治 道 徳・ 経 費財 務 等評 価 内容 に 着目 す る。 政 治道 徳 ・経 費 財務 の 本来

の「 服 従的 」な 性 格傾 向 から 、着眼 点 の「 服従 的 」が 目 立つ よ うに な って い る。  

第３ に 、各校 長 評価 内 容に お いて も 、「 服 従的 」着 眼点 の 勢い 、そ し て「自 律

的」 着 眼点 の 不備 が よく 見 られ る 。  

第４ に 、自 律 的学 校 経営 が 重大 な 教育 課 題に な る今 日 にお い て、 校 長評 価 に

おけ る 多角 的 かつ 柔 軟的 な「 自律 的 」着 眼 点が 校 長た ち に強 く 期待 さ れて い る。  

最後 に 、以 上 の議 論 を前 提 に考 え ると 、 従来 単 に思 想 ・経 済 等の 服 従に 着 目

した 評 価内 容 は自 律 的学 校 経営 を 促進 す る方 向 で考 え なけ れ ばな ら なく 、 それ

に対 し て、 評 価者 側 の理 念 変革 が 求め ら れる こ とが 分 かる 。  

以下 、 今後 校 長評 価 内容 に 関し て 筆者 が 意図 す る考 え とし て 以下 の 点を 列 挙

でき る 。  

第１ に 、校 長 を教 育 行政 の 末端 や 幹部 と 見な す こと な く、 自 主的 経 営権 限 を

持つ 一 人前 の 学校 責 任者 と して の 立場 を 認識 す る 上 で 、政 治 道徳 を 一般 的 道徳

に、 厳 格な 経 費 制 限 を柔 軟 的な も のに 変 える こ とが 期 待さ れ る点 で ある 。  

第２ に 、現 代 社会 と 学校 発 展の 流 れに お いて 、 各地 域 ・校 種 の学 校 にお け る

教育 指 導・ 経 営計 画 ・組 織 運営 ・ 学校 文 化等 の 重要 性 や実 現 方途 の 多様 性 を認

識す る 上で 、多角 的・全 面 的校 長 評価 を 図 り な がら 、「 自律 的 」な 評 価内 容 の開

発・ 充 実が 求 めら れ る 点 で ある 。  

 第 ３ に、 当 然こ の ため に は、 教 育局 が 創意 ・ 工夫 を 凝ら し 、自 由 かつ 大 胆な

評価 内 容を 試 行的 導 入し な けれ ば なら な い。 一 方、 自 律的 学 校経 営 や校 長 職専

門基 準 など の 関連 研 究の 進 渉 も 望 まれ て いる 。  
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[第 ２ 章注 ] 

1例え ば 、『 教 育法 』（ 1995 年） に おい て 、「学 校 教育 や ほか の 経営 管 理の 責 任

が校 長 にあ る 」（ 第 30 条）と いう 提 示に 留ま っ てお り、「新 義 務教 育 法」（ 2006

年） で も「 各 学校 は 校長 責 任制 を 実施 す る 」 を 綱領 で 言及 し たが 、 具体 的 な 役

割責 任 を提 示 して い なか っ た。  

2国家 教 育委 員 会『 小 学校 管 理規 程 』（原 語 ：『 小 学管 理 規程 』）、 1996 年．  

3教育 部・公 安部・司 法部・建 設 部・交通 部・文化 部・衛生 部・工 商総 局・質 検

総局 ・ 新聞 出 版総 署 『小 中 学幼 稚 園安 全 管理 条 例 』（ 原 語：『 中小 学 幼稚 園 安全

管理办法 』）、 1996 年 . 

4教育 部『 義 務教 育 学校 教 員業 績 給考 課 業 務に 関 する 指 導意 見 』（ 原語：『 関 与 做

好義 務 教育 学 校教 師 績効 考 核工 作 的指 導 意見 』）、 2008 年 . 

5国家 教 育委 員 会『 普通 学 校監 督 指導 評 指 導綱 要 』（ 原語 ：『 普 通中 小 学校 督 導工

作指 導 綱要 』）、 1991 年．  

6徳が 校 長の 政 治思 想 道徳 、能 が校 長 職務 知識 と 能力 、勤 が校 長 の責 任 感と 意 欲

熱意 、 績が 校 長の 職 務業 績 と効 果 であ る こと 」 を指 摘 した 。 叶戦 修 「校 長 の考

課と 考 察 」（ 原 語：「 校長 的 考核 與 考査 」）『中 小 学管 理 』、 1998(2)、 p.13. 

7国家 教 育委 員 会『 普 通学 校 監督 指 導評 指 導綱 要 （改 正 案 ）』（ 原語 ：『 普通 中 小

学校 督 導工 作 指導 綱 要 』（ 修 改案 ））、 1997 年．  

8教育 部『 学 校評 価 と試 験 制度 改 革の 積 極 的な 推 進に 関 する 教 育部 の 通知 』（原

語：『 教育 部 関於 積 極推 進 中小 学 評価 與 考試 制 度改 革 的通 知』）[教 基 2002]26

号、 2002 年 . 

9中留 武 昭「 校 長の リ ーダ ー シッ プ スタ イ ルの 考 察  : 管 理技 術 的ス タ イル と 文

化的 ス タイ ル の対 立 と統 合 化」『 九州 大 学 教育 経 営学 研 究紀 要 』、1997 年 、pp.7-8．

を参 照 ．  

1 0学校 本 来の 目 的で あ る教 育 活動 の 実施 は 、教 職 員の 個 々 具 体 の活 動 に収 斂 さ

れる 側 面が 強 く 、他 の 組織 よ りも 組 織的 な運 営 を難 し くし て いる と 考え ら れる 。

学校 に 組織 マ ネジ メ ント の 発想 が 余り な いと の 指摘 が ある が 、こ の よう な 状況

にあ っ ては む しろ 当 然の 指 摘と も 言え る もの で あり 、 その 結 果と し て、 組 織や

業務 が うま く 整理 さ れて お らず 、 学校 の 運営 は 積み 上 げ方 式 とな っ てい る （し

たが っ て業 務 を「 捨 てる 」と いう こ とが なか な かな い ）の で はな い か 。し か し、

主体 的 な特 色 ある 学 校づ く りが 求 めら れ 、そ の ため の 学校 の 権限 の 拡大 が 図ら

れて い るな か では 、 学校 が 自ら そ の権 限 と責 任 を持 っ て適 切 に行 使 して い かな

けれ ば なら な い。 そ れを 実 現す る には 、 個々 の 教職 員 の活 動 をよ り 有機 的 に結

び付 け 、組 織 的な 学 校運 営 を行 う 体制 を 整え る こと が 必要 で ある 。 中央 教 育審
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議会 初 等中 等 教育 分 科会 等 『学 校 の組 織 運営 の 在り 方 につ い て（ 作 業部 会 の審

議の ま とめ ） 』、 2004 年 、 pp.1-2．  
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第３章  校長評価の活用  

 

 

本章 で は、 校 長評 価 が校 長 職へ の 影響 に つい て 制度 的 ・実 証 的考 察 を行 う 。

具体 的 に 、ま ず 中国 に おけ る 校長 評 価 の 活用 に 関す る 方針 と 関連 制 度を 整 理し 、

制度 上 の校 長 評価 の 活用 法 とそ の 性格 を 考察 す る。 続 いて 、 校長 評 価歴 等 の調

査・ 分 析を 通 じ、 校 長評 価 の校 長 職の キ ャリ ア パタ ー ン へ の 現実 的 影響 を 検証

し、 更 にそ れ らの 結 果と 関 連制 度 から 見 る評 価 の活 用 法を 合 わせ な がら 分 析を

行う 。 最後 は 校長 や 教育 局 担当 者 それ ぞ れの 立 場か ら 評価 活 用の 適 切性 及 び今

後の 改 善点 に つい て 検討 を 進め る こと と する 。  

 

 

第１節  評価活用についての 法令と 関連制度  

 

 本 節 では 校 長評 価 の活 用 に 関 す る今 日 の方 針 政策 と 関連 制 度を 考 察す る 。  

 

１ ． 評価 活 用 の 方 針  

 

中国 建 国以 後 、最 初 の、 そ して 唯 一の 校 長評 価 の活 用 方針 を 全面 か つ明 確 に

示し た 国の 法 令は 、1992 年 の『意 見 』で ある 。『 意 見』の 第三 部 分「考 課 」と

第四 部 分「 賞 罰」 に つい て は、 評 価活 用 を解 説 して い る。 ま ず、 「 考課 」 にお

いて は 、「 考 課に よ って 、 学校 経 営に 適 任し 、 業績 が ある 者 は全 員 継続 的 に校

長職 を 担当 す るこ と がで き 、か つ 校長 職 に適 任 でな い 者を 迅 速に 調 整す る 」方

針を 示 した 。 しか し 、 「 調 整」 の 内実 や 方法 、 即ち 不 適任 者 に対 す る対 策 につ

いて は 明示 さ れて い なか っ た。  

そし て 、「 賞 罰」 に おい て は、 校 長評 価 の結 果 が表 彰 ・奨 励 ・処 分 の根 拠 で

ある こ とを 示 した 。具体 的 に は、「 学校 経営 に おけ る 、社 会 主義 経 営 方向 1や 教

育方 針 を貫 き 、教 育 改革 の 深化 や 教育 の 質の 向 上に 努 め、 徳 ・智 ・ 体等 全 面的

に発 達 した 生 徒の 育 成に 業 績が あ る校 長 に、 各 地は 多 様な 形 で表 彰 や奨 励 を実

施す る 。特に 多 大な 貢 献や 優 れた 評 価を 獲得 し た校 長 に 、国 家 教育 委 員会 は『 全

国優 秀 校長 』 の称 号 ・賞 状 や証 書 を授 与 し、 優 秀校 長 個人 の 功績 や 経験 を 有力

に宣 伝 する 」 。繰 り 返し に なる が 、要 す るに 表 彰人 事 のた め の資 料 作成 の 一環

とし て 、評 価 が行 わ れる と いう こ とで あ る。  
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一方 、 「職 務 怠慢 や 職権 乱 用で 国 ・学 校 ・民 衆 の利 益 を損 害 した 校 長に 、 具

体的 な 状況 に よっ て 、関 連 規定 に 従い 処 分す る 。特 に 厳重 な 場合 、 法的 責 任を

追究 す る」 。 以上 、 表彰 や 奨励 の 具体 的 な措 置 が示 さ れた 一 方、 懲 罰措 置 につ

いて の 説明 が 何と 言 って も 曖昧 模 糊で あ る。 法 違反 の 場合 、 法的 責 任を 追 究す

るこ と は各 職 業や 世 間の 常 識で あ るが 、 法規 を 犯さ な い 不 適 任校 長 に対 し て、

「具 体 的な 状 況に よ って 関 連規 定 を適 用 する 」 とい う 誤魔 化 しか ら 、当 時 にお

いて 校 長職 に 対す る 懲罰 措 置の 不 備が 分 かる 。 「考 課 」に お ける 「 調整 」 とい

う言 葉 の使 用 と同 様 な ト リ ック が 感じ ら れる 。 こう し た賞 罰 不対 等 の方 針 下 、

校長 表 彰制 度 の迅 速 的な 成 立と 比 べ、 懲 罰措 置 の制 度 的発 展 が比 較 的に 遅 かっ

た。 に もか か わら ず 、『 意 見』 は 「賞 」 ・「 罰 」と い う 評 価 活用 に 関す る 根本

的な 方 針の 提 示に お いて は 、画 期 的な 意 義が あ る。  

2000 年 に入 り 、共産 党 中央 組 織部・人 事 部が 公 布し た『 事業 単 位人 事 制度 改

革 の 推 進 に関 す る 意 見 』 2に お い て は 、「 雇 用 以 後 の管 理 改 善 を 通 じ 、 契 約 制の

実効 を 確保 し 、関 係 者の 積 極性 の 向上 を 実現 す るた め 、 考 課 制度 の 改善 が キー

であ り 、考 課 の結 果 を再 契 約・ 解 約・ 加 給・ 昇 進・ 賞 罰等 の 根拠 に すべ き であ

るこ と 」（第 ４ 条） が 提示 さ れた 。 こう した 方 針を 踏 まえ 、 2003 年 人事 部 ・教

育 部 が 公 布 し た 『 学 校 人 事 制 度 改 革 に 関 す る 実 施 意 見 』 3に は 、「 校 長 任 期 が 一

回 3～ 5 年間 、再 任 可、任期 内 の目 標 責任 を明 確 し、断固 に 校長 考 課方 法 を改 善

し、 職 務考 課 を強 化 し、 考 課の 結 果を 賞 罰・ 再 任用 ・ 解雇 の 重要 な 根拠 と して

活用 す る」 方 針を 示 した 。 それ ら に基 づ いて 、 任期 制 ・業 績 給に 基 づく 校 長懲

罰制 度 も漸 次 設立 さ れて き た。 以 下は 、 表彰 制 度・ 契 約制 度 ・給 与 制度 等 諸制

度の 展 開と そ の性 格 を明 ら かに す る。  

 

２ ． 校長 表 彰 制 度  

 

前述 し たと お り、 校 長表 彰 は校 長 評価 の 重要 な 活用 方 法で あ る。 当 面 国 レ ベ

ルの 校 長表 彰 は主 に 中央 教 育行 政 機構 で ある 教 育部 （ 元国 家 教育 委 員会 ） 等が

行う 全 国優 秀 教員 、教育 工 作 者表 彰 と中 国に お ける 歴 史が 最 も長 く（ 1979 年 ）、

規 模 が 最 大 な 全 国 的 教 育 学 会 で あ る 中 国 教 育 学 会 （ The Chinese Society of 

Education， CSE）が 行う 全 国優 秀 校長 審 査で あ る。  

 

（ １ ）全 国 優 秀 教 員 ・ 教 育 工 作 者表 彰  

第１ 章 が挙 げ た 、全 国 優秀 教 員 、全国 優 秀 教育 工 作者 表 彰は 国 家教 育 委員 会・

人事 部・教 員 組合・小 中学 校 及び 幼 稚園 教員 奨 励基 金 会 が 1986 年 か ら協 働 に実

施し た 全国 的 な教 員 表彰 活 動で あ る。 最 初の 関 連制 度 にお い ては 、 校長 の 立場
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が言 及 され て いな か った 。そ の後 、1998 年頒 布 され た『 教員 と 教育 工 作者 奨 励

規定 』 によ っ て、 全 国優 秀 教員 ・ 模範 教 員の 取 得対 象 者は 各 校種 に おけ る 専任

教員 、 全国 優 秀教 育 工作 者 ・教 育 シス テ ム先 進 工作 者 の取 得 対象 者 は校 長 ・教

育行 政 機関 幹 部と 教 育機 関 の指 導 者に 限 定さ れ た。 即 ち、 同 『規 定 』は 全 国優

秀校 長 賞を 設 立し て ない が 、校 長 を 全 国 優秀 教 育工 作 者・ 教 育シ ス テム 先 進工

作者 賞 の対 象 に特 定 した こ と は 実 際に 『 意見 』 の奨 励 方針 を 貫い た とい え る。  

同『規 定 』の「推 薦 申告 方 法 」の中 、「 評 価が 指 導現 場 の教 員 に偏 重 し 、… 学

校と 教 育行 政 機関 の 管理 者 、即 ち 学校 長 とほ か の管 理 者の 割 合は 推 薦人 数 全体

の 10％ 以下 に する こ と」が 規 定さ れ た。にも か かわ ら ず、多く の 場合、中 国に

おい て は、 校 長も 多 くの 場 合に 生 徒指 導 に務 め るの で 、専 任 教員 を 特定 対 象と

する 全 国優 秀 教員 ・ 全国 模 範教 員 賞等 の 取得 も 可能 で ある 。  

 

（ ２ ）全 国 優 秀 校 長審 査  

2005 年 から 校 長を 特 定対 象 とす る 表彰 制 度で あ る「 全 国優 秀 校長 審 査 」は 中

国教 育 学会 等 によ っ て年 １ 回に 行 われ る 。そ れ は初 め て校 長 職に 限 定 す る 全国

的表 彰 であ っ た。 そ の趣 旨 につ い て、 全 国数 多 くの 校 長に 対 話交 流 がで き るよ

うな プ ラッ ト ホー ム を提 供 し、 教 育業 績 の開 示 、管 理 経験 の 普及 、 更に 基 礎教

育の 発 展成 果 の提 示 等と 学 会の 審 査方 針 や各 通 知に 提 示さ れ た 。 具 体的 な 推薦

申告 方 法に つ いて 、市・県 の指 名 又は 学 校 の自 主 的申 告 は認 め られ る 。ただ し 、

学校 自 主的 申 告の 場 合、 地 方 教 育 行政 機 構の 同 意が 必 要と な る。 即 ち、 地 方教

育行 政 機構 の 判断 ・ 選別 ・ 推薦 の 上に 、 受賞 者 を最 終 的に 決 定す る 段取 り は全

国優 秀 教員 、 全国 優 秀教 育 工作 者 表彰 と ほぼ 同 様で あ る。 こ れか ら 見れ ば 、こ

うし た 表彰 制 度は 単 なる 民 間 的 活 動で は なく 、 地方 教 育行 政 機構 の 関与 と 管理

も非 常 に重 要 な部 分 であ る 。  

2005 年 以来 、「 全国 優 秀校 長 審 査 」の 規 模と 影 響力 が 上昇 し つつ 、現 在 30 カ

省以 上 はそ れ に参 加 して い る。 各 年の 受 賞者 数 は多 少 異な る が、 大 体毎 年 校長

10 人が「よ い 校長 ト ップ 10」を 受 賞し 、そし て 小学 校・中 学 校長 各 百人 ぐ らい

が優 秀 校長 を 受賞 し た 。中 国 教育 学 会は 年末 に 北京 人 民大 会 堂で 授 賞式 を 開き 、

受賞 者 に賞 状 とメ ダ ルを 授 与し 、 そし て 各メ デ ィア を 通じ 受 賞者 リ スト を 開示

する 。し か し、前述 し た全 国 優秀 教 員 、教育 工 作者 表 彰と 異 なる 点 につ い ては 、

「全 国 優秀 校 長 審 査 」に は 物質 的 な奨 励 が含 ま れて い ない 。  

 

（ ３ ）そ の 他  

2009 年 、中 国 教育 報 と中 国 教育 新 聞オ ン ライ ン 等 の 諸 機構 に よ っ て 提起 さ れ

た全 国 教育 改 革革 新 賞に も 、「 全 国教 育 改 革革 新 傑出 校 長賞 」と「全 国 教育 改 革
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革新 優 秀校 長 賞」 が 設置 さ れ、 二 年ご と に学 校 教育 や 管理 革 新に 関 する 優 れた

業績 が ある 小 中学 校 長 等 に 授与 す るこ と にな っ た。 し かし 、 新た な 賞と し て、

完成 度 にし て も影 響 力に し ても 、 先述 し た二 つ の表 彰 制度 に 及ば な い。  

一方 、各 地に 地 元の 校 長を 表 彰 する 制 度 も相 次 いで き た 。現 在 ほと ん ど 各省・

自治 区・直 轄 市の 教 育行 政 機構 は 中堅 校 長（ 原 語：骨 幹校 長 ）・優 秀 校長 又 は傑

出し た 校長 選 出等 様 々な 表 彰制 度 を導 入 した り して 、 こう し た表 彰 を実 行 して

いる 県 ・市 レ ベル の 教育 局 も数 多 い。 そ れに つ いて は 、次 節 で考 察 する 。 上述

した 各 校長 表 彰制 度 は校 長 評価 の 活用 方 針の 具 現化 と 補足 と して 、 評価 活 用を

有力 的 に支 え る 効 果 が期 待 され る 。  

 

３ ． 任期 付 契 約 制 度  

 

第１ 章 が挙 げ た、 中 国建 国 以後 、 校長 が 幹部 と して 扱 われ て いる 。 こう し た

流れ の 中 、『 意 見』 に おい て も、「 学校 経 営の 性 格を 考 慮 し 、 そし て 校長 職 の安

定性 を 確保 す るた め、小 中学 校 は一 般 的 に任 期 制を 導 入し な い 」（ 第一 部 分）こ

とを 規 定し た 。「 通 常、校長 が 重大 な ミス を犯 さ ない 限 り、免職 さ れる こ とが な

か っ た 4」。 そ れは 長 い 時 期 に 渡 っ て 、 校 長 高 齢 化 ・資 質 能 力 の 低 下 及 び 懲 罰措

置が 不 備の 重 要な 原 因で も ある 。  

2000 年 に入 り 、現 職 幹部 の 資質 問 題と し て、特 に優 秀 人材 を 幹部 に 導入 す る

こと が 国に よ って 重 視さ れ た 。党 中 央公 布の『 幹 部人 事 制度 改 革の 深 化の 綱 要』

5（ 2000 年 ）に は 、「昇 降 格・出 入 が可 能 にな り 、有効 的 激励・ 厳格 的 監督・ 競

争採 用 ・活 力 に満 ち た任 用 メカ ニ ズム を 創設 す る」 幹 部人 事 制度 改 革の 基 本理

念と「 現 行の 幹 部身 分 終身 制 を廃 止 し 、全面 的 に契 約 制を 導 入す る 」(20 条 )事

業単 位 人事 制 度改 革 の任 務 が提 示 され た 。そ れ を踏 ま え 、『 教 育改 革 と発 展 に関

す る 国 務 院 決定 』 6（ 2001 年 ） は「 校 長 契 約 制 を 導 入し 、 校 長 の 在 職 資 格 を 明

確し 、 次第 に 校長 公 募・ 就 職競 争 のメ カ ニズ ム を確 立 する 。 そし て 、校 長 任期

制を 導 入し 、再 任 回数 に 制限 が ない 」と いう 指 示を 下 した 。2003 年人 事部・教

育部 は 共同 で 校長 任 免制 度 の改 善 を各 地 に要 求 し 、「 積 極的 に 校長 契 約制 を 導入

し、 校 長の 抜 擢 任 用 にお い て、 民 主の 拡 大と 競 争体 制 の導 入 に務 め る。 次 第に

（教 育 ）系 統 内部 ま た全 社 会で の 公募 、 対等 的 競争 ・ 厳格 的 考察 ・ 競争 採 用の

校長 任 用を 展 開し 」、「 校 長任 期 が一 回 3～ 5 年 間、再任 可 、任 期 内の 目 標責 任 を

明確 し 、断 固 に校 長 考課 方 法を 改 善し 、職務 考 課を 強 化し 、考課 の 結果 を 賞罰 ・

再 任 用 ・ 解 雇の 重 要 な 根 拠 と し て 活 用 す る 」 7諸 方 針 を再 強 調 し た 。 2005 年 に

至る ま で、任 期を 一 回 3～ 5 年間 、数回 再 任可 の 校長 契 約制 を 各地 域 や学 校 に導

入し て きた 8。2010 年前 後、多 くの 省・県 は地 域 内基 礎 教育 学 校の 均 衡 的 発 展 ・
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学校 経 営活 性 化を 目 指し 、 校長 人 事異 動 制度 を 導入 し 、更 に 数回 再 認可 の 国家

方針 を 同校 に 一回 再 任の 上 限に 改 めた 。  

任期 付 契約 制 度 の 提 出は 過 去安 定 して い た校 長 職に 再 任免 の 必要 性 と可 能 性

を提 示 する こ とに よ って 、 『意 見 』に お ける 懲 罰措 置 に関 わ る空 白 部分 を 埋め

なが ら 、あ る 意味 に おい て は、 校 長に 対 する 認 可手 段 とし て 、奨 励 の形 式 と範

囲を 拡 大し た 。 そ れ に対 し て、 複 数の 研 究は 契 約制 と 任期 制 を 校 長 モチ ベ ーシ

ョン の 向上 に 役立 つ のを 提 示し た 。一 方 、 新 た な任 期 付契 約 制度 の 下に 、 対象

者の 提 出・考査・審 査 や認 可 権限 が 依 然 とし て 行政 側 にあ る こと か ら 、「 それ が

ただ 委 任制 の 末端 で 、形 式 的に 契 約を 交 わす 手 続き を 加え る 仕業 だ けで あ る 」

とい う 批判 の 声も あ る。 し かし 、 こう し た批 判 は実 に 任期 付 契約 制 度 を 高 く要

求し た わけ で あろ う 。 そ も そも 校 長契 約 制と 校 長任 期 制は 幹 部人 事 制度 が 安定

型か ら 競争 型 への 移 行の 下 に誕 生 し、 い わば 幹 部人 事 制度 改 革の 一 環或 い はそ

の延 長 線に あ るも の なの で ある 。 学校 側 やほ か の教 育 関係 者 の 発 言 権・ 影 響力

向上 な ど校 長 任免 の 関与 方 式よ り 、校 長 人事 異 動の 可 能性 、 そし て ある 意 味で

は校 長 評価 の 意義 や 実効 性 を提 示 した の は 今 回 導入 さ れた 校 長任 期 付契 約 制度

の最 も 重大 な 価値 で あろ う 。 委 任 制が 幹 部と し ての 校 長身 分 と緊 密 に繋 が るも

のな の で、 こ うし た 身分 が 保有 し てい る 限り 、 任期 付 契約 制 度 の 導 入だ け で 委

任制 の 取消 を 達成 す るこ と はも は や無 理 であ ろ う。 校 長の 幹 部身 分 改革 は 任期

付契 約 制度 よ り抜 本 的な 変 革と し て、 現 在僅 か 一部 の 地域 で 試行 さ れる 。 こう

した 変 革が 校 長評 価 にど の よう な 変化 と 改善 を 与え る のか 、 それ に つい て は、

第４ 章 で検 討 する 。  

以上 、契 約制 と 任期 制 の提 起 は 校長 評 価 に重 要 な活 用 方法 を 示し 、過 去 の『意

見』 に とっ て 特に 懲 罰方 法 上の 重 大な 革 新と 補 足に な った 。  

 

４ ． 校長 給 与 制 度  

  

第１ 章 が挙 げ た 、中 国 建国 以 後 、各職 業・職種 に おい て「 大 鍋飯 」（ 仕 事ぶ り

や能 力 に関 係 なく す べて の 人の 待 遇が 一 律で あ るこ と ）体 制 が確 立 した 。 1980

年代 改 革開 放 以後 、 「労 働 に応 じ て分 配 する 」 原則 が 国有 企 業か ら 地方 企 業・

民営 企 業へ と 漸次 展 開さ れ 、そし て 1990年代 以 後市 場 経済 体 制の 深 化に つ いて 、

漸く 学 校な ど の事 業 単位 に 影響 を もた ら した 。  

こう し て、 校 長の 収 入は 大 きく 公 共教 育 経費 の 構成 で ある 給 与と 手 当、 そ し

て学 校 経営 収 入の 校 内配 分 等三 つ の部 分 から な る。 そ の中 、 手当 は 国・ 省 ・県

（市 ） に定 め られ た 各生 活 補助 金 ・職 務 手当 と 奨励 金 から な り、 地 方の 財 政に

よっ て 決ま っ た部 分 が大 き い。 学 校経 営 収入 の 校内 配 分は そ の名 の 示す 通 り、
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公共 教 育経 費 の範 囲 に属 さ なく 、 各学 校 経営 の 収益 状 況と 校 内配 分 制度 に 決め

られ る 。給 与 は行 政 職階 又 は教 員 職務 称 号に 決 定さ れ る固 定 給（ 70%）と「 労働

に応 じ て分 配 する 」社 会主 義 分配 原 則下 の変 動 給（ 30%）に 分け ら れ（『 機関 と

事業 単 位従 業 員の 給 与制 度 改革 に 関す る 国務 院 通知 』 9、1993年 ）、収 入 の最 も

重要 な 構成 で ある 。 以下 、 校長 給 与制 度 の性 格 を簡 明 に検 討 する 。  

 

（ １ ）固 定 給  

『小 中 学校 が 「事 業 単位 工 作者 給 与制 度 改革 方 案」 を 貫徹 す る実 施 意見 』 1 0

（ 1994年） に よる と 、各 校 種の 校 長 や 他 の学 校 行政 職 の固 定 給は 各 学校 の 実情

によ っ て、 ３ ～６ 級 の職 員 職務 等 級給 与 の基 準 に参 照 する よ うに な った （ 表

3.1.1を 参照 ） 。  

 

表 3.1.1  校長 等 学 校 行 政職 の 等 級 給 与 （ 1993年 基準 ）  

等 級  ラ ン ク  学 校 と 個 人 属 性  職 務 等 級 給 与 額  

三 級  

二 檔  重 点 高 校 ・ 中 高 一 貫 校 ・ 24学 級 以 上 の 高 校 長  
235～ 430元  

（８ランク含む） 一 檔  
他 の 重 点 高 校・中 高 一 貫 校・ 24学 級 以 上 の 中 学 校 、大

規 模 の 実 験 小 学 校 長 （ 三 級 二 檔 学 校 の 副 校 長 ）  

四 級  

二 檔  
他 の 中 学 校 ・ 実 験 小 学 校 長 （ 三 級 一 檔 学 校 の 副 校 長 、

三 級 二 檔 学 校 の ミ ド ル リ ー ダ ー ）  180～ 372元  

（10ランク含む） 
一 檔  

県 以 上 都 市 の 完 全 小 学 、郷 中 心 完 全 小 学 校 長 。中 学 校 、

実 現 小 学 校 副 校 長 、 三 級 一 檔 学 校 の ミ ド ル リ ー ダ ー  

五 級  郷 鎮 完 全 小 学 校 長 、県 以 上 都 市 の 完 全 小 学 校 の 副 校 長  
160～ 486元  

（８ランク含む） 

六 級  他 の 小 中 学 校 行 政 職  
145～ 336元  

（８ランク含む） 

※『 小 中 学 校 が「 事 業 単 位 工 作 者 給 与 制 度 改 革 方 案 」を 貫 徹 す る 実 施 意 見 』（ 1994年 ）、

国 務 院 『 機 関 ・ 事 業 単 位 勤 務 者 の 給 与 制 度 改 革 に 関 す る 通 知 』（ 1993年 ） を 参 考 し 、 筆 者

が 作 成 。  

 

しか し なが ら 、通 常 行政 職 階或 い は教 員 職務 称 号 （ 第 １章 ３ 節の 関 連部 分 、

表 1.3.1を参 照 ）に 相 応し た 固定 給 の選 択 は校 長 の個 人 的な 判 断次 第 であ る 。も

ちろ ん 、高 職 階校 長 は行 政 職階 を 選び 、 高職 務 称号 校 長は 職 務称 号 を選 ぶ ので

ある（ 二種 類 の賃 金 への 適 用か ら 、校長 職身 分・給 与 管理 の 混乱 も 見ら れ る ）。  

 

（ ２ ）業 績 給 制 度  

最近 、校 長業 績 給の 導 入は 評 価活 用 に対 する 新 たな 方 向性 の 提示 に も見 え る 。

1998年 前ま で 、業績 給 がま だ 明確 に 提出 され て いな い が 、校 長 給与 の 可変 性（ 変

動給 ） は既 に 法制 度 に確 立 され た 。 校 長 業績 給 の前 身 であ る 変動 給 は前 述 した

1993年 以後 事 業単 位 給与 体 制改 革 の流 れ のも と 、職 階 ・職 務 称号 ・ 年功 序 列等

の収 入 制限 を 緩和 し 、従 業 員の 報 酬と 貢 献度 と の関 連 性を 向 上さ せ るた め に導
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入さ れ たも の であ っ た。 伝 統的 な 固定 給 と比 べ 、可 変 な部 分 とし て 、変 動 給が

校長 職 への 激 励 効 果 とし て 期待 さ れて い た 。  

2008 年 人力 資 源社 会 保障 部・財 政 部・教 育部 が 調査 研 究や 意 見聴 取 に基 づ き 、

作 成 し て き た 『 義 務 教 育 学 校 に 業 績 給 を 導 入 す る 指 導 意 見 』 1 1は 国 務 院 に 通 過

され 、 公布 さ れた 。 その 中 、 校 長 変動 給 の代 わ りに 、 校長 業 績給 が 正式 に 提起

され た 。そ し て、 校 長自 ら 自分 の 給与 額 を決 定 する こ と（ そ れが 腐 敗汚 職 の種

と思 わ れる ）を避 け るよ う に 、「 学 校内 部 に起 草 され る 基準 が 主管 部 門の 同 意を

経て 、学校 に 実行 さ れる 」（ 第二 部 分の １ 、２ )教 職員 業 績給 と 異な り 、「 校 長業

績給 は 人事 ・ 財政 部 門が 確 定し た 業績 給 の総 額 の範 囲 内、 各 主管 部 門が 校 長考

課結 果 の全 体 を見 据 えて 決 定す る 」（第 二 部分 の ４ )。2010 年 教育 部 人 事課 副 課

長呂 玉 剛は 、各省 教 育行 政 機構 の 責任 者 と会 談 した 時 、「校 長 業績 給 は上 級 教育

行政 機 構、 つ まり 学 校主 管 部門 が 行政 考 課に 基 づき 、 支給 さ れる も ので あ り、

学校 内 部で 行 われ る こと で なく 、 学校 内 部教 員 給与 の 総量 を 占め て いな い 」 と

の指 示 を下 し た。 そ れは 各 地方 教 育財 政 や学 校 実情 に 大き な 格差 が ある た め、

国や 国 家教 育 部 が こ れか ら も校 長 業績 給 の計 算 方法 を 特定 す るつ も りが な く、

主に 地 方教 育 行政 機 構の 判 断に 任 され る こと を 意味 し てい る 。こ う して 、 校長

業績 給 は学 校 の枠 組 みの 中 で決 定 され る 一般 教 員の 業 績給 と 異な り 、地 方 教育

行政 機 構の 校 長評 価 によ っ て決 定 され る 性格 が 明ら か にな っ た。 あ る意 味 にお

いて は 、校 長 業績 給 の提 起 が行 政 的評 価 の日 常 化、 評 価活 用 の実 効 化に 対 する

強調 に も見 え る。 現 在 、 各 地方 が 自ペ ー スで 校 長業 績 給を 導 入で き るよ う にな

った 。 校長 業 績給 の 導入 状 況、 そ して 校 長業 績 給と 評 価 活 用 との 関 連性 に つい

ては 、 第２ 節 で考 察 する 。  

 

 

第２節  評価活用に関する実 態調査  

 

評価 活 用の 研 究は 、 法規 定 のみ の 検討 に とど ま るわ け には い かず 、 その 実 態

の把 握 が欠 か せな い 。実 際 、評 価 活用 の 方針 と 関連 制 度が 作 成さ れ た上 で 、 校

長評 価 がど の よう に 活用 さ れて い るの か 。校 長 評価 が 校長 職 のキ ャ リア パ ター

ンへ の 現実 的 影響 を 確か め るた め に、 本 節は 教 育局 担 当者 に 対す る 調査 を 行う

上で 、 校長 経 歴と 意 識調 査 等を も とに 分 析を 進 める 。  

 

１ ． 教育 局 担 当 者 の意 識  

 

 校 長 評価 の 基本 的 な 活 用 法を 知 るた め に、 ま ず各 県 の教 育 局担 当 者に 回 答を
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求め た 。そ の 結果 を 表 3.2.1 で示 して い る。  

 

表 3.2.1  校長 評 価 の 活 用（ 教 育 局 担 当 者 ）  

項目 記入者数 

学校また校長表彰の根拠 88.2% 

学校人事異動の参考 76.5% 

業績給の根拠 35.3% 

行政指導職への抜擢の参考 29.4% 

指導提言 17.6% 

学習・研修体制と内容の改善 5.9% 

 

表 3.2.1 から 明ら か にな っ たこ と とし て 、校 長 評価 の 人事 ・ 給与 ・ 表彰 ・ 指

導・研修 上 の反 映 は、地方 に よっ て 温 度 差が み られ る 。「 校 長評 価 をど の よう に

活用 す るの か 」と い う質 問 に関 し ては 、 教育 局 担当 者 の 9 割 近く が 「学 校 また

校長 表 彰の 参 考 」、７ 割以 上 が「 学 校人 事 異動 の 考察 」と回 答 して い た。こ の結

果は 、 関連 法 令と 制 度に 従 い、 校 長表 彰 ・ 人 事 異動 ・ 業績 給 が校 長 評価 に よく

利用 さ れる 活 用方 法 であ る こと が 分か る 。当 面 各県 に おけ る 各関 連 制度 の 導入

状況 に つい て 、表 3.2.2 で 示す よ うに 、 ほと ん どの 県 は契 約 制と 任 期制 を 導入

して お り、 県 優秀 校 長表 彰 或い は 校長 を 対象 者 とす る 県優 秀 教員 表 彰の 実 行率

も高 い。こ のこ と から 、『意 見』が 各地 の 教育 行 政機 構 に忠 実 に実 行 され た こと

が分 か る。一 方 、「 業 績給 の 根拠 」と回 答 して い た教 育 局担 当 者は 35.3%で あり 、

「校 長 業績 給 」の 導 入率 と 比べ 、 かな り の格 差 が見 ら れる 。 即ち 、 校長 評 価は

「校 長 業績 給 」の 根 拠と し て活 用 され て いな い 場合 が 多い 。  

 

表 3.2.2  各県 に お け る 関連 制 度 の 導 入 状 況 （教 育 局 担 当 者）  

 校長契約制 校長任期制 県優秀校長表彰 
県優秀教員表彰 

（校長が対象者） 
校長業績給 

はい 100% 92.9% 85.7% 42.9% 71.4% 

いいえ 0% 7.1% 14.3% 57.1% 28.6% 

総計 100% 100% 100% 100% 100% 

※ 同 県 に 複 数 の 回 答 が あ る 場 合 、 一 つ に 統 合 す る 。  

 

更に 、「 業績 給 の 根 拠 では な い」と 回答 し てい た 教育 局 担当 者 に理 由 を尋 ね る

と 、「 慣例 が 給与 の ３割 で ある か ら、慣例 に従 う しか な い 」、「校 長 不満 の 源で あ

る収 入 格差 を 避け る 方針 」と答 え た。一 方 、「 業 績給 の 根拠 」と回 答 して い た教

育局 担 当者 に その メ カニ ズ ムを 尋 ねる と 、「職 階 の変 化 で業 績 給増 が 発生 す る」

と答 え た人 が 多い 。 この こ とか ら 、校 長 評価 が 直接 に 業績 給 に影 響 を与 え るよ

り、 職 階と い う仲 介 を通 じ て、 業 績給 に 影響 を 与え る こと が 通常 で ある こ とが

分か る 。つ ま り、 各 教育 局 は校 長 評価 と 業績 給 との 関 連措 置 上の 差 異が 実 際に
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小さ く 、た だ 間接 的 決定 が 根拠 で ある か どう か に関 す る語 彙 認識 上 の差 異 であ

る。 こ の意 味 にお い ては 、 次節 に おけ る 職階 変 化 と 校 長評 価 との 関 連性 検 討は

業績 給 と校 長 評価 と の関 連 性の 説 明と 見 ても よ い。  

そし て、表 3.2.1 で示 す よう に 、「 行 政指 導職 へ の抜 擢」と 回答 し てい る のは

３割 近 く 、「 優 れた 校 長を 教 育・文 芸・体 育関 係 の行 政 指導 者（ま た 下級 行 政の

地方 副 長）に 抜擢 す る」傾 向も 見 られ る 。イ ン タビ ュ ーの 中 、「元 校 長は 現 在の

教育 局 副局 長 だ 」、「 元校 長 は現 在 の副 県 長だ 」「 今の 教 育局 副 局長 や 課長 は そも

そも 重 点高 校 の校 長 であ っ た」 と 述べ た 教育 局 担当 者 や校 長 が十 数 名い る 。 そ

れに 対 して 、「教 育 局と 関 係が よ く て 、出 世し た い県 城 部・郷鎮 部 校長 の 抜擢 さ

れる 可 能性 が 高い 」 との 声 もあ る 。  

しか も 、今 回 調査 し た 校 長 対象 者 の中 、 教育 行 政機 構 の副 長 ・課 室 主任 ・ 職

員経 歴 を持 つ 人も 少 なく な く、 同 時に 県 教育 局 の副 局 長・ 副 主任 職 等を 務 める

校長 も 十数 名 いる 。 県教 育 局と 県 城部 学 校と の 間、 数 回転 職 経歴 を 持 つ 校 長も

数人 い る。 地 方人 民 代表 ・ 地方 政 治協 議 会 代 表 ・党 派 の地 方 リー ダ ーに 選 ばれ

た校 長 数な ら 更に 多 い。 幹 部身 分 や行 政 職階 が 校長 職 と行 政 指導 職 にこ う した

双方 向 異動 上 の便 宜 を与 え た こ と も考 え られ る 。  

にも か かわ ら ず、 校 長職 の 魅力 が 行政 指 導職 以 上或 い は行 政 指導 職 に相 当 す

ると は 言い 切 れな い 。 校 長 管理 権 限が 大 きく て も、 そ の管 理 範囲 は 通常 一 校に

限ら れ る 。そ れ と比 べ 、行 政 指導 職 はよ り 広い 管 轄範 囲 で影 響 力を 持 って い る。

それ は 行政 指 導者 に なる こ とが 出 世の 道 に見 ら れる 理 由で あ る。 ま た、 職 階や

個人 期 待等 様 々な 原 因で 、 校長 職 と行 政 指導 職 との 転 職や 兼 任が 主 に県 城 部・

郷鎮 部 にお け る行 政 等級 が 特に 高 い数 校 に限 ら れ、 決 して 主 流で は な い 。 今回

のア ン ケー ト 調査 か ら見 れ ば、 こ の５ 年 間行 政 指導 職 から 校 長へ 転 職し た ケー

スも た だ 1%程 度で あ った 。 それ 故 、本 研 究は そ れに 重 点を 置 いて い ない 。  

ほと ん どの 校 長は や はり 学 校管 理 職、 特 に 当 該 学校 の 副校 長 から 抜 擢・ 任 命

され る 。調 査 の結 果 とし て 、 こ の ５年 間 初任 者 校長 の 中、 同 校で 副 校長 歴 を持

つ比 率 は９ 割 を超 え た。 そ れは 中 国学 校 運営 体 制と 関 わっ て いる 。 通常 一 定規

模以 上 の学 校 に、 校 長と 主 任職 と の間 、 一名 か ら数 名 の副 校 長が 配 置さ れ る。

数名 の 場合 、 一般 教 育・ 政 治指 導 ・文 芸 体育 ・ 栄養 衛 生・ 一 般勤 務 等役 割 分担

が明 確 に規 定 され 、 それ ら の副 校 長た ち もそ れ ぞれ 教 学副 校 長・ 政 治副 校 長・

文体 副 校長 等 に名 付 け て 区 分さ れ た 。 各 副校 長 は通 常 自身 の 職務 範 囲で 職 責を

果た し 、お 互 いに 干 渉は し ない 。この 数 人の う ちに 、学歴・能力・業 績・年 齢 ・

人望 等 を教 育 行政 機 構が 総 合的 に 判断 し ・任 命 する 。 特に 、 日常 事 務や 校 務全

般を 統 括す る 常務 副 校長 を 配置 す る場 合 もあ る 。こ う して 、 常務 副 校長 は 実際

に校 長 に次 ぐ ナン バ ーツ ー や第 一 副校 長 であ り 、校 長 後任 者 の 第 一 選択 肢 でも
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ある 。 特に 、 県城 部 ・郷 鎮 部校 長 の職 階 が比 較 的 高 い こと か ら、 無 職階 の 平教

員や 管 理職 か らス ト レー ト に校 長 職に 昇 進す る こと で はな く 、校 長 職よ り やや

低い 職 階を 持 つ副 校 長職 を 経由 し 、再 び 校長 へ 昇進 す れば 、 職階 上 の壁 も 低く

なっ た 。低 職 階校 長 が高 い 行政 等 級の あ る学 校 へ転 勤 する 多 くの 場 合に 、 まず

副校 長 を務 め 、数 カ 月や １ 年が 経 てま た 校長 に 任命 さ れる こ とも そ のわ け であ

る。 だ が、 最 近ネ ッ ト上 の 公募 の 実施 又 は校 長 決定 権 を学 校 に 任 す よう な 教員

公選 の 採用 例 も少 な いな が らも 増 えて き た。 い ずれ に して も 、初 任 者校 長 は基

本的 に 管理 経 験が 豊 か で 、 学校 事 情に 詳 しい 者 であ る 。  

一方 、 校長 評 価を 「 指導 提 言 」・「 学習 ・ 研修 体 制と 内 容の 改 善」 に 活用 し た

と回 答 して い た 教 育 局担 当 者は 少 ない 。 この こ とか ら 、評 価 が僅 か に 校 長 の職

能成 長 を主 な 目的 と する こ とが 分 かる 。 それ に つい て は、 第 ３節 で 検討 す る。  

 

２ ． 人事 異 動 の 実 態と 特 徴  

 

校長 評 価結 果 の開 示 度が 低 い こ と から（ 第３ 節 で検 討 ）、こ こで は、学 校人 事

異動 と 校長 評 価の 関 連性 を 見出 す ため 、 校長 の 最近 ５ 年間 の 異動 歴 と そ の 前後

にお け る校 長 評価 の 実施 率 との 関 連性 を 考察 す る。 こ れに よ って 、 校長 評 価と

各種 類 の人 事 異動 と の関 連 性が 判 断で き ると 思 われ る 。そ し て、 あ る意 味 にお

いて は 、校 長 評価 の 人事 異 動上 へ の活 用 法も 見 られ る よう に なる 。  

 

（ １ ）初 任 者 校 長 への 評 価  

今回 の 調査 に よる と 、 現 在 の中 国 にお い ては 、 校長 と して の 平均 在 職年 数 は

8.29 年 であ り、同 校に お ける 平 均在 職 年 数は 約 3.84 年 であ る。ま ず、表 3.2.3

で示 し た、 2007 年 以 後任 命 され た 校長 は 22.3%で、 つま り 約５ 人 に１ 人 が最 近

５年 間 で任 命 され た 者 で あ る。 そ して 、 地域 別 で見 る と、 農 村部 続 いて 、 郷鎮

部・ 県 城部 の 順に な って い る。  

 

表 3.2.3  校長 の 在 職 年 数  

地域 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

5 年以上在職 81.5% 78.2.% 73.6% 77.7.% 

入職 5 年間 18.5% 21.8.% 26.4% 22.3% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

 こ の こと か ら、 初 任者 校 長評 価 （こ こ にい う 初任 者 校長 評 価は 初 任者 校 長に

限っ て いる 特 別な 評 価制 度 で な い ）、特 に 農村 部 にお け る初 任 者校 長 評価 は 校長

評価 の 重要 な 構成 で ある こ とが 分 かる 。 本研 究 は、 初 任者 評 価に 関 して 、 2007
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年以 後 任命 さ れた 初 任者 校 長 を 調 査対 象 とし て 考察 を 行う 。 その 結 果と し て、

初 任 1 年 目 の評 価 実施 率 は 81.8％ であ り 、初任 3 年 間 評価 の 平均 実 施率 は 44.6%

であ り、何 れも 校 長全 員 を対 象 とす る 校 長評 価 の平 均 実施 率（ 39.0%）を超 え て

いる 。 この こ とか ら 、校 長 評価 が 初任 者 校長 へ の重 視 が分 か る。 し かも 、 初任

者校 長 が学 校 運営 に 適切 な 力量 を 持っ て いる か どう か 、そ れ を確 認 しょ う とい

う評 価 機構 の 意図 も 明ら か に感 じ られ る 。特 に 、県 城 部に お いて 、 初任 者 校長

は全 員 初任 １ 年間 で 評価 を 受け 、 初任 3 年間 評 価の 平 均実 施 率も 54.2%であ り

（つ ま り、3 年間 に 平均 2 回 の評 価 を受 ける こ と ）、何 れも 県 城部 校 長全 員 を対

象と す る校 長 評価 の 平均 実 施率 （ 39.9%）を 大 幅に 超 えて い る 。 こ のこ と から 、

県城 部 にお け る初 任 者校 長 の割 合 が低 く ても 、 初任 者 校長 に 対す る 評価 が 非常

に重 要 視さ れ てい る こと が 分か る 。 そ れ につ い て、 県 城部 学 校教 育 管理 の 質へ

の重 視 、高 職 階校 長 職の 資 質確 保 等が 理 由と し て挙 げ られ る 。 一 方 、郷 鎮 部と

農村 部 初任 者 校長 に 対す る 評価 の 強化 は 今後 の 課題 で ある 。  

 

表 3.2.4  初任 者 校 長 の 評価 実 施 率 （ 2007 年 以後 の 初 任 者 校 長が 対 象 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

初任年 100% 71.9.% 75.0% 81.8% 

初任 3 年間平均 54.2% 41.9% 41.4% 44.6% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

※ 初 任 3 年 未 満 の 場 合 、 一 定 の 比 率 に 換 算 す る 。  

 

（ ２ ）異 動 者 へ の 評価  

表 3.2.5 で示 すよ う に 、2007 年～ 2012 年 間校 長 人事 異 動の 割 合は 74.3%で あ

る。 そ して 、 地域 別 異動 者 の割 合 につ い ては 、 郷鎮 部 続い て 、県 城 部・ 農 村部

の順 に なっ て いる 。  

 

表 3.2.5  校長 人 事 異 動 の割 合 （ 2007 年 ～ 2012 年 間）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

在職 5 年以上者 74.7% 86.1% 69.2% 78.0% 

在職 5 年間者 74.1% 50.5％ 41.9％ 53.3％ 

全体 74.6% 80.4％ 65.0％ 74.3％ 

※ 校 長 在 職 5 年 未 満 の 場 合 、 一 定 の 比 率 に 換 算 す る 。  

 

在職 年 数と 地 域別 の クロ ス 分析 の 結果 、 郷鎮 部 や農 村 部に お いて は 、在 職 ５

年以 上 者と 在 職５ 年 間者 の 異動 割 合の 差 が特 に 大き い 。在 職 5 年 以 上者 の 異動

率は 在 職５ 年 間者 よ り高 い こと は 、在 職 ５年 間 者は ま だ人 事 部・ 教 育部 が 規定

した 任 期内 （ 一回 に ３～ ５ 年間 ） にあ る こと が 理由 と して 挙 げら れ る。 一 方、
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この ５ 年間 、 在職 ５ 年以 上 校長 人 事異 動 の割 合 が 78.0%に達 成し た のは 、 過去

「退 職 まで 一 校で 務 める 」 校長 の イメ ー ジが 変 わっ た こと を 示し 、 そし て 校長

任期 付 契約 制 度の 効 果に も 見え る 。  

更に 、 校長 人 事異 動 年の 評 価実 施 率か ら 見れ ば 、 確 か に初 任 年の 評 価実 施 率

に及 ば ない が 、何 れ の地 域 にお い ても 校 長評 価 の平 均 実施 率 を大 き く超 え てい

る。 こ のこ と から 、 異 動 直 後の 校 長に 対 する 考 査の 厳 しさ が 分か る 。 そ し て、

異動 後 の校 長 が該 当 学校 の 運営 に 適切 な 力量 を 持っ て いる か どう か 、そ れ を確

認し ょ うと い う評 価 機構 の 意図 も 明ら か に感 じ られ る 。 一 方 、異 動 前年 に 行う

評価 の 実施 率 が校 長 評価 の 平均 実 施率 と ほぼ 同 様で あ るこ と から 見 れば 、 校長

の異 動 先学 校 への 適 格性 を 考慮 す る上 で の計 画 的な 人 事異 動 体制 は まだ 完 成さ

れて い ない 。 特に 郷 鎮部 に おい て は、 異 動前 年 に行 う 評価 の 実施 率 が同 地 域校

長評 価 の平 均 実施 率 を下 回 る。 そ れに 関 して は 、人 事 異動 割 合の 高 まり が 異動

前年 の 評価 実 施率 に マイ ナ スな 影 響を 与 えた こ とも 一 つの 原 因と し て 考 え られ

る。 今 後、 校 長任 期 付契 約 制度 を 確保 す る上 で 、計 画 的な 異 動体 制 と事 前 的校

長評 価 との 連 動 が 期 待さ れ てい る 。  

 

表 3.2.6  校長 人 事 異 動 の評 価 実 施 率  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

異動年 46.9% 56.9% 48.3% 52.1% 

異動前年 45.3% 36.2% 45.0% 40.8% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

 

 表 3.2.7 で 示し た 、校 長 人事 異 動は 通 常に 一 般異 動 と昇 進 異動 か らな る 。全

体的 に 見る と 、一 般 異動 、 即ち 校 長の 職 階が 変 化し な い ま ま 異な る 勤務 校 への

人事 異 動（ 転 勤） は 異動 総 数の 76.3%を 占め 、 転勤 を 伴い 、 低職 階 から 高 職階

へと 昇 って ゆ く校 長 昇進 異 動（ 昇 格昇 進 ）は 23.8%を 占め て いる 。 第１ 章 が挙

げた よ うに 、 中国 校 長に 特 有な 幹 部身 分 や行 政 職階 制 度が あ るの で 、こ う した

校長 職 内の 昇 進異 動 が可 能 にな っ てい る だろ う 。そ し て、 第 １節 で 前述 し たよ

うに 、 新た な 職階 給 与が 教 員 職 務 給与 よ り高 い 場合 、 昇進 異 動 が 固 定給 増 を伴

って い る。 実 際 、 固 定給 と 業績 給 （変 動 給） の 関連 係 数（ 7:3）を 考 慮に 入 れ、

固定 給 増を 給 与全 体 の上 昇 にも 見 える 。 一方 、 職階 の 降下 は 校長 を 懲罰 す る意

味を 含 み、 恐 らく た だ理 論 的な 可 能性 が 存在 し てお り 、今 回 の調 査 対象 に はこ

うし た ケー ス がな か った 。 留意 す べき は 、職 階 の高 さ につ い ては 、 通常 県 城部

に続 い て、 郷 鎮部 ・ 農村 部 の順 に なっ て いる 。 だが 、 その 他 に校 種 ・学 校 の歴

史・ 教 育の 質 等様 々 な要 因 も挙 げ られ る 。 本 研 究は 職 階そ の もの よ り、 職 階変

化と 校 長評 価 との 関 連性 に 重点 を 置く こ とに す る。 そ れ故 、 学校 別 の校 長 職階
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が形 成 した 原 因を 深 く検 討 しな い 。  

 

表 3.2.7  人事 異 動 の 性 格（ 2007 年 ～ 2012 年 間）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

一般異動 70.3％ 86.2% 63.3% 76.3% 

昇進異動 29.7% 13.8% 36.7% 23.8% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

 職 階 変化 と 校長 評 価と の 関連 性 を検 討 する 前 に、 ま ず一 般 異動 と 校長 評 価と

の関 連 性を 見 てみ よ う。 表 3.2.8 で示 す よう に 、一 般 異動 年 の評 価 実施 率 は校

長 評 価 の 平 均 実 施 率 を 大 き く 超 え て い る 。 し か も 、 異 動 年 の 評 価 実 施 率 （ 表

3.2.6 を参 照 ）と 比 べて も 、や や 高い の であ る 。こ の こと か ら 、 一 般異 動 した

直後 の 校長 に 対す る 評価 の 厳し さ も見 ら れる 。 一方 、 一般 異 動前 年 の評 価 実施

率は 異 動前 年 の評 価 実施 率 （表 3.2.6 を 参照 ） 又は 校 長評 価 の平 均 実施 率 と比

べ、 か なり 低 いの で ある 。 この こ とか ら 、一 般 異動 前 の校 長 評価 が 重要 視 され

てい な いこ と が分 か る。 今 後、 一 般異 動 体制 と 事前 的 校長 評 価と の 連動 が 期待

され る 。  

 

表 3.2.8  一般 異 動 の 評 価実 施 率  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

異動年 48.9% 59.0% 50.0% 54.6% 

異動前年 37.8% 32.0% 36.8% 34.4% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

 

 一 方 、表 3.2.8 か ら明 ら かに な った こ とと し て 、 昇 進異 動 年の 評 価実 施 率は

校長 評 価の 平 均実 施 率を 上 回る が 、一 般 異動 の 場合 ほ ど高 く はな い 。 逆 に 、昇

進異 動 前年 の 評価 実 施率 は 異動 前 年の 評 価実 施 率（ 表 3.2.6 を参 照 ）や 校 長評

価の 平 均実 施 率を 大 幅に 超 え て い る。 こ のこ と から 、 昇進 異 動者 に 対す る 事前

的評 価 が評 価 機構 に 重要 視 され て いる こ と が 分 かる 。 それ は 昇進 異 動評 価 と一

般異 動 評価 と の間 、 最も 顕 著な 差 異と し て挙 げ られ る 。更 に 、 各 地 域が 校 長の

昇進 異 動に 対 する 慎 重さ も 感じ ら れる 。 本章 第 １節 が 前述 し たよ う に、 昇 進異

動が 多 くの 場 合、 給 与増 を 伴う こ とを 考 慮に 入 れ、 昇 給前 の 評価 実 施率 が 非常

に高 い とも 言 える 。  

 

表 3.2.9  昇進 異 動 の 評 価 実 施 率  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

異動年 42.1% 43.8% 45.5% 43.9% 

異動前年 63.2% 62.5% 59.1% 61.4% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 
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 そ し て 、2006 年～ 2012 年 間昇 進 した 経 歴が あ る校 長 はこ う した 経 歴が な い校

長よ り 、評 価 実施 率 が非 常 に高 い ので あ る。 地 域 別 で 見て も 、ほ ぼ 同様 な 現象

があ る 。こ の こと か ら、 昇 進者 （ 候補 者 ）に 対 する 評 価は 校 長評 価 の重 要 な構

成で あ るこ と が分 か る。 一 方、 昇 進者 と の比 較 で、 昇 進或 い は昇 進 予定 リ スト

に入 っ てい な い校 長 に対 す る評 価 が不 足 して い る。 こ のこ と から 、 校長 全 員は

同様 な 評価 チ ャン ス を与 え られ て いな い こと が 分か る 。 評 価 の利 用 とい う 観点

から す れば 、 人事 異 動後 安 定性 確 認、 そ して 上 位者 が 昇進 の ため の 資料 と して

利用 さ るほ か は、 校 長の 職 能成 長 のた め の評 価 とは な って い ない 。 こう し て、

校長 評 価の 強 烈な 査 定主 義 色彩 が 感じ ら れる 。  

更に 、 昇進 異 動で 経 済発 達 地域 ・ 高等 級 学校 へ の人 材 結集 と 後進 地 域・ 低 等

級学 校 の人 材 流失 に 留意 す べき で ある 。 職階 ・ 給与 が 地域 ・ 学校 等 級に 決 定さ

れる こ とか ら 、校 長 評価 の 昇進 異 動は 実 際に 地 域間 ・ 学校 間 校長 人 材の 「 第二

次配 分 」効 果 を果 た した 。 校長 に とっ て 、 経 済 発達 地 域・ 高 等級 学 校に 異 動 し

たら 、 収入 待 遇の 向 上は 言 うま で もな く 、学 校 経営 資 源・ 社 会人 脈 ・各 表 彰の

受賞 率 も飛 躍 的に 伸 びて い る。 そ れこ そ 査定 評 価の 魅 力 で あ ろう 。 地方 教 育行

政機 構 にと っ ても 、 人的 資 源と 物 的資 源 の最 適 な組 み 合わ せ を果 た すよ う な方

法で あ る。 し かし 、 後進 地 域と 低 等級 学 校の 発 展に と って む しろ 重 大な 打 撃を

受け る 。要 す るに 、 昇進 異 動上 の 評価 活 用は 客 観的 に 経済 発 達地 域 ・高 等 級学

校の 優 勢を 確 保す る 一方 、 地域 間 ・学 校 間の 教 育公 平 にダ メ ージ を 与え て いる

とい え よう 。  

 

表 3.2.10  昇進 者 と 非 昇 進者 の 評 価 実 施 率 （ 2006 年～ 2012 年 間 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

昇進者 57.9% 51.0% 50.8% 53.2% 

非昇進者 34.9% 39.8% 30.0% 35.8% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

 

 最 後 に、2006 年 以 後５ 年 連続 人 事異 動 して い なか っ た校 長 に対 す る評 価 実施

率を 表 3.3.11 で示 し てい る 。県 城部・郷 鎮部・農 村 部等 の いず れ の地 域 にお い

て、 未 異動 者 に対 す る評 価 実施 率 は校 長 評価 の 平均 実 施率 を 下回 っ てい る 。 こ

のこ と から 、未 異動 者 に校 長 評価 が 重要 視さ れ てい な いこ と が分 か る 。し か し、

異動 し ない 限 り、 校 長評 価 の意 義 が 本 当 に減 少 して い くの か 、校 長 評価 は 異動

しな い （予 定 ない ） 校長 に 何を で きる の か。 そ れに つ いて は 、第 ３ 節で 検 討す

る。  
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表 3.2.11  未異 動 者 の 評 価実 施 率 （ 2006 年 ～ 2012 年 間 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

未異動者 34.2% 31.3% 26.7% 30.3% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

 

（ ３ ）校 長 評 価 と 人事 異 動 と の 関連 構 造  

校長 評 価と 人 事異 動 と の 関 連性 を 更に 明 らか に する た め、 以 上初 任 者・ 一 般

異動 者 ・昇 進 異動 者 ・未 異 動者 及 び校 長 全体 の 評価 率 に 基 づ き、 初 任か ら 退職

まで 15 年間 在 職し（通 常 15 年 前後 ）、４年 目・８ 年目（昇 進・昇 給 ）・ 12 年 目

に異 動 した 校 長（通 常 3～ 5 年１ 回 に異 動 ）のキ ャ リア 評 価曲 線 を作 っ てみ よ う。 

 

図 3.2.1  中国 15 年 間 在 職校 長 の 評 価 曲 線  

 

図 3.2.1 で示 すよ う に 、 校 長キ ャ リア ラ イフ か ら見 れ ば、 初 任 1 年 目、 一 般

異動 年 、昇 進 異動 （ 昇給 ） 前後 が 評価 率 のピ ー クで あ り、 そ の数 値 が大 体 他の

各年 度 の倍 で ある 。 つま り 、校 長 評価 は 異動 （ 新任 ） の妥 当 性 検 証 や昇 進 者の

選出 を 特に 重 視し て いる 。  

 

図 3.2.2  各地 域 在 職 校 長の 評 価 曲 線  
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そし て 、図 3.2.2 か ら明 ら かに な った こ とと し て 、 ① 県城 部 は新 任 校長 評 価

を特 に 重要 視 して お り、 ② 新任 校 長評 価 以外 、 ほか の キャ リ ア時 期 にあ る 校長

を対 象 とす る 校長 評 価に つ いて 、 郷鎮 部 の実 施 率が よ り高 く 、 ③ 農 村部 が 行う

何れ の キャ リ ア時 期 にあ る 校長 を 対象 と する 校 長評 価 の実 施 率は 県 城部 ・ 郷鎮

部よ り 低か っ た。 ④ にも か かわ ら ず、 各 地域 に おけ る 校長 評 価が 類 似し た パタ

ーン を 示し 、 初任 1 年目 、 一般 異 動 年 、 昇進 異 動（ 昇 給） 前 後が 評 価率 の ピー

クで あ る。 つ まり 、 図 3.2.1 で示 した 中 国校 長 キャ リ アの 評 価曲 線 に 一 定 の普

遍的 意 義が あ る。  

 要 す るに 、 校長 評 価と 校 長キ ャ リア の 関連 性 から 見 ると 、 ①人 事 任命 の 妥当

性検 証 、② 昇 進・ 昇 給の 資 料提 供 が校 長 評価 の 最も 重 要な 役 割と し て挙 げ られ

る。 言 うま で もな く 、人 事 評価 制 度の 対 象が 人 間で あ る限 り 、 そ う した 評 価過

程に お いて 、 むし ろ 校長 が 現在 つ いて い る職 務 をど の 程度 こ なし て いる か 、 そ

の課 題 や努 力 すべ き 方向 、 更に 潜 在能 力 の判 別 まで を 包括 し てい る 可能 性 が 十

分あ る 。し か し、 そ れは あ くま で も人 事 ・任 命 権者 か ら見 る 効率 的 管理 （ 学校

管理 と 人事 管 理） の ため で あろ う 。  

 

３ ． 校長 表 彰 の 実 態と 特 徴  

 

既述 の ごと く 、中 国 にお い ては 、 国・ 省 ・県 な ど各 レ ベル の 優秀 校 長表 彰 も

あり 、多 くの 優 秀教 員 表彰 も 校長 を 重要 な対 象 者と し て扱 う こと に なっ て いる 。

国や 地 方等 様 々な 校 長表 彰 の価 値 や困 難 度は 当 然に 異 なっ て いる 。 にも か かわ

らず 、 本節 は 各表 彰 の差 異 はさ て おき 、 単な る 表彰 年 と評 価 の時 期 ・比 率 との

関連 性 を通 じ て、 校 長表 彰 と校 長 評価 と の 関 係 を考 察 する 。 ある 意 味に お いて

は、 校 長評 価 の校 長 表彰 で の活 用 も見 ら れる よ うに な る。  

まず 、地 域別 の 校長 表 彰率 を表 3.2.12 で 示し て いる 。校 長表 彰 率に つ いて は 、

県城 部 続い て 、郷 鎮 部・ 農 村部 の 順に な って い る。 県 城部 で はこ の ５年 間 で平

均的 に １人 に 1 回 以 上、 郷 鎮部 で は約 2.5 人に １人 が 表彰 さ れた 。 それ に 対し

て、 農 村部 に おい て 、 こ の ５年 間 ４人 に １人 し か 表 彰 され て いな か った 。 この

こと か ら、 県 城部 校 長が 郷 鎮部 ・ 農村 部 校長 よ り 表 彰 され る 可能 性 が高 い とい

うこ と が分 か る。  

 

表 3.2.12  地域 別 の 校 長 表彰 率 （ 2007 年 ～ 2012 年）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

表彰 119 60 27 206 

一人当たり 1.29 0.41 0.25 0.60 
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 表 3.2.13 で 示す よ うに 、何れ の 地域 に おい て も、表 彰 年（ 過去 １ 年間 ）の 評

価実 施 率は 校 長評 価 の平 均 実施 率 を大 幅 に上 回 る。 表 彰率 が 比較 的 に低 い 郷鎮

部・ 農 村部 に おい て は、 表 彰年 の 評価 実 施率 と 校長 評 価の 平 均実 施 率と の 差が

特に 大 きい 。 そこ か ら、 郷 鎮部 ・ 農村 部 の校 長 表彰 に 対す る 重視 が 見ら れ る。

そし て 、表 彰 年又 は 前年 （ 過去 ２ 年間 ） の評 価 実施 率 は９ 割 に近 い 。そ れ から

見れ ば 、ほ と んど の 表彰 者 は表 彰 前の ２ 年間 で 何ら か の校 長 評価 を 受け た 。校

長評 価 は表 彰 獲得 の 重要 な 前提 で ある こ とが 分 かる 。 また 、 評価 者 は先 入 的に

表彰 者 （ま た 推薦 者 ） を 設 定し 、 評価 す る傾 向 も見 ら れる 。  

 

表 3.2.13  校長 表 彰 に 関 する 評 価 実 施 率  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

表彰年 60.5％ 66.7% 63.0% 62.6% 

表彰年又は前年 90.0％ 85.0％ 96.3％ 89.3％ 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

 

更に 、表 3.2.14 で示 し た表 彰 者と 未 表 彰者 の 評価 実 施率 を 見よ う 。 2006 年

～ 2012 年間 少 なく と も１ 回 表彰 さ れた 校 長に 対 する 評 価実 施 率は 43.1%で ある

一方 、未 表彰 者 に対 す る評 価 実施 率 は 34.1％で あっ た 。そし て 、こう し た現 象

は何 れ の地 域 にお い ても あ る程 度 存在 し てい る 。 特 に 農村 部 にお い て 、 表 彰者

は未 表 彰者 よ り 重 要 な対 象 者と し て扱 わ れて い るこ と が分 か る。  

 

表 3.2.14  表彰 者 と 未 表 彰者 の 評 価 実 施 率 （ 2006 年～ 2012 年 間 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

表彰者 42.1% 41.5% 47.3% 43.1% 

未表彰者 36.9% 37.5% 30.4% 34.1% 

全体（参照） 39.9% 41.1% 34.8% 39.0% 

 

こう し て、 校 長表 彰 率が 地 域に よ って 異 なる が 、 何 れ の地 域 にお い て も 、 未

表彰 者 より 表 彰者 を 対象 と する 評 価実 施 率が 高 いと い う傾 向 が見 ら れる 。  

以上 の 結果 か ら、 校 長評 価 が主 に ①昇 進 ・昇 給 ・表 彰 の 根 拠 、② 人 事任 命 の

妥当 性 検証 等 の管 理 目的 に 利用 さ れて い る。 こ のこ と から 、 校長 評 価の （ 学校

管理 と 人事 管 理の た めの ） 査定 機 能が 明 確に 分 かる 。 しか も 、評 価 者側 が 評価

前、 事 前に 昇 進・ 昇 給・ 表 彰対 象 者を 特 定し た 先入 意 識が 評 価の 公 正性 と 評価

意義 に マイ ナ ス な 効 果を も たら す こと に も留 意 すべ き であ る 。 こ う して 、 校長

評価 が 昇進 ・ 昇給 ・ 表彰 合 法化 の ため の 形式 的 な程 度 の位 置 付け と され て いる

懸念 も ある 。 その 改 善策 に 関し て は、 終 章で 検 討す る 。さ て 、校 長 評価 が 査定
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機能 で 校長 の キャ リ アパ タ ーン に 構造 的 な変 化 づく り 以外 、 柔軟 的 な変 化 を与

えら れ るの か 。それ に 関す る 校長 と 教育 局の 考 え に つ いて 、第 ３節 で 考察 す る。  

 

 

第３節  評価活用に関する校 長期待  

 

校長 は 現在 の 評価 活 用を 適 切と 感 じて い るの で あろ う か。 そ れに 対 して 、 教

育局 は どの よ うに 考 えて い るの で あろ う か。 本 節で は 、校 長 評価 の 活用 に つい

て 、 校 長 と 教 育 局 担 当 者 に 対 す る ア ン ケ ー ト と イ ン タ ビ ュ ー 調 査 1 2を も と に 分

析を 行 った う えで 、校 長評 価 をよ り 校長 の能 力 開発 や 職能 成 長に 役 立て る ため 、

どの よ うな 活 用法 を 行う 必 要が あ るか の 手が か りを 把 握す る 。  

 

１ ． 校長 に よ る 査 定的 評 価 活 用 の受 容 度  

 

調査 に よる と 、61.2%（ 211 人）の 校長 が「評 価 活用 が 不適 切 」と 答 え 、86.7%

の校 長 が「 現在 の 評価 が 自分 の 職能 成 長 に役 立 たな い 」（ 186 人）や「 ど ちら と

もい え ない 」（ 113 人 ）と回 答 して い た 。詳し く 見れ ば 、前述 し た人 事 異動・職

階変 化 ・表 彰 等 の 評 価活 用 に対 す る「 反 対」 や 「ど ち らと も いえ な い 」 と 回答

して い た校 長 は 71.9%（ 248 人）、 81.1%（ 280 人 ）、 73.3%（ 253 人 ） であ り 、そ

して 勤 勉手 当 ・ 業 績 給与 に 評価 結 果の 導 入に 賛 成す る 態度 を 示し た 校長 は 単に

各々 32.5%（ 112 人）、19.7%（ 68 人 ）に過 ぎな い 。しか も 、評価 結 果で 経 営権 限

の変 化 ・教 職 への 降 格・ 同 一校 任 期数 の 増減 ・ 行政 官 への 昇 進・ 校 長指 導 者へ

の兼 任 が決 ま るこ と への 反 対数 も 多か っ た。 こ のこ と から 、 校長 に よる 査 定的

評価 活 用の 受 容度 は かな り 低い と いえ 、 校長 評 価で 人 事が 左 右さ れ るこ と に対

する 校 長た ち の抵 抗 感が 明 らか に 見ら れ る。 人 事・ 給 与・ 表 彰の 査 定も 校 長評

価の 目 的の 一 つで は ある が 、こ れ がす べ て で あ るべ き では な い だ ろ う。 こ うし

て、 先 行研 究 を踏 ま え、 能 力開 発 に使 う 校長 評 価の 実 態と 課 題を 摘 出す る 必要

性が 出 てく る 。  

だが 、 如何 に して 校 長評 価 にお け る「 能 力開 発 」と い うも の を捉 え る の か 。

そも そ も、 能 力開 発 を目 指 す人 事 評価 は 被評 価 者の 成 長に 生 かし 、 役立 た せる

評価 類 型と し て、 査 定だ け を目 的 とす る 評価 よ り、 正 式や 非 正式 の パイ プ でフ

ィー ド バッ ク ・ 教 育 指導 等 の実 現 を重 要 視 す る こと が その 特 徴と し て挙 げ られ

る。 そ れ故 に 、本 研 究は 「 正式 ― 非正 式 」・「 フ ィー ド バッ ク ―教 育 指導 」 との

二軸 か ら「 能 力開 発 」の 性 格を 捉 えて み る。  
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能 力 開 発 的 校 長 評 価 の 性 格 と 分 類  

 

図 3.3.1  能力 開 発 に 向 ける 校 長 評 価 の 活 用 方法  

 

「正 式 ―非 正 式 」・「 フィ ー ドバ ッ ク― 教 育指 導 」と の 二軸 に 沿っ て 、意 見 交

換・ 結 果開 示 ・指 導 提言 ・ 研修 改 善の 充 実度 か ら 能 力 開発 の 完成 度 を判 明 する

こ と が で き る と 考 え た 1 3。 従 っ て 、 本 研 究 は 意 見 交 換 ・ 結 果 開 示 ・ 指 導 提 言 ・

研修 改 善を 着 眼点 と して 、 当面 中 国校 長 評価 活 用に お ける 能 力開 発 の実 態 と課

題を 検 討す る 。  

 

２ ． 意見 交 換 の 実 態と 期 待  

 

意見 交 換は 評 価中 や 評価 後 等評 価 の各 段 階で も 行わ れ 、 評 価 活用 に 非常 に 役

立つ 活 動で あ る。 評 価者 が 被評 価 者一 人 ひと り の対 話 を通 じ て、 個 々の よ さを

認め 、 生か し 、励 ま すと い った 支 援的 コ ミュ ニ ケー シ ョン を 取り 入 れ、 し かも

親和 的 雰囲 気 を構 築 でき る かど う かに よ って 、 評価 機 能も 変 容し て くる と 考え

られ よ う。 意 見交 換 する こ とな し に助 言 を与 え よう と した り 、最 初 に討 論 なく

して よ き評 価 者た り 得よ う とし た りす る こと は もは や 考え ら れな い 。そ し て、

必要 に よっ て は 、OJT、Off・ JT を 通じ 本 人の ウ ィー ク ポイ ン トを 補 強す る こと

もで き るし 、 新し い 目標 に 向け て の自 己 啓発 に よる 能 力向 上 意欲 に も結 び 付く

わけ で ある 1 4。  

それ に つい て 、校 長 は「自 分 が戸 惑 うこ との 契 機」や「 評価 者 の理 解 を得 る 」

や「 評 価者 か ら率 直 な感 想 を得 る 」等 メ リッ ト が挙 げ られ る 。 そ し て、 評 価者
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にと っ ては 「 緊張 の 空気 を 追い 払 う」 や 「細 部 への 問 い詰 め 」や 「 現実 背 後の

経営 理 念や 動 機の 判 明」 等 メリ ッ トが 挙 げら れ る。 要 する に 、 意 見 交換 は 評価

者が 的 確な 判 断を 出 せる よ う に な るた め の必 要 方法 で あり 、 そし て 被評 価 者で

ある 校 長に と って も 、十 分 話し 合 うこ と によ り 、 理 解 ・納 得 を得 る こと が やる

気を 起 こさ せ る基 盤 とな る 。  

にも か かわ ら ず 、 図 3.3.2 か ら 明ら か に なっ た こと と して 、「 評価 者 との 意

見交 換 が少 な い」 と 思っ て いる 校 長は 最 も多 く 53.9％で あ り 、「 ど ちら と もい

えな い 」や「少 な い 」と思 っ てい る 校長 合わ せ て 41.2％で あ る 。一 方 、教育 局

担当 者 に「 校長 と の意 見 交換 が 多い 」と思 って い る人 は 58.8%であ り 、「 少 ない 」

と思 っ てい る 人は 11.8%に 過ぎ ず 、校 長 と教 育 局担 当 者の 認 識上 の 格差 が 顕著

であ る 。こう し た認 識 上の 格 差が 今 後意 見交 換 の改 善 に 不 利 であ る 。教育 局 担

当者 に とっ て 、特 に 校長 が 持っ て いる 認 識を 理 解し な くて は なら な い。  

 

図 3.3.2  意見 交 換 の 充 実度 に 関 す る 校 長 と 教育 局 担 当 者 の意 識  

 

そし て 、表 3.3.1 で 示し た 、地 域 別で 見 ると 、 農村 部 にお け る「 評 価者 と の

意 見 交 換 が 少 な い 」 と 思 う 校 長 の 割 合 が 特 に 高 い 。 県 城 部 と 郷 鎮 部 に お い て 、

「評 価 者と の 意見 交 換が 多 い」 と 思っ て いる 校 長の 割 合は 農 村部 を 大幅 に 超え

って い るが 、依 然と 20％程 度 に過 ぎ ない 。この こ とか ら 、何れ の 地域 に おい て

も、 校 長と 評 価者 と の意 見 交換 の 不足 が 深刻 な 課題 で ある 。  

 

表 3.3.1  評価 者 と の 意 見交 換 の 充 実 度 （ 校 長が 対 象 ・ 地 域別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

多い 21.7% 19.7% 10.4% 17.4% 

どちらともいえない 35.9% 26.5% 25.5% 28.7% 

少ない 42.4% 53.7% 64.2% 53.9% 

総計 100% 99.9% 100.1% 100% 

※ 端 数 調 整 の た め 、 各 項 目 の 総 計 が 100％ で な い 場 合 も あ る 。  

 

そ れ に つ い て 、「 評 価 者 が 書 面 検 査 、 報 告 聴 取 を 重 視 し 、 対 等 な 交 流 ・ 対 話

に興 味 がな い 」、「短 い 視察 時 間に も 、自 分や 周 りの 教 職員 と 連携 せ ず形 式 的な

もの に なっ て いた 」等 不 満が 語 られ た。それ 故、教 育局 担 当者 に とっ て、評 価
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の直 接 当事 者 の視 点 を通 し て学 校 運営 の 課題 を 探る こ とな し に、精 度の 高 い 評

価及 び 適切 な 指導 意 見・研 修改 善 は可 能 であ ろ うか 。そし て 、評 価 過程 か ら直

接当 事 者の 一 方で あ る校 長 を排 除 する 評 価者 は 、学 校 運営 に 関す る より 深 い知

識と よ り確 か な理 解 に基 づ いて 、評価 の 現実 か ら評 価 改善 を 試行 す る可 能 性を

閉ざ し、他 律的・規 制 的な「 評価 改 善策 」の 数々 を 校長 評 価に 取 り入 れ るこ と

にな る とは 言 えな い 。こ う して 、校長 を 排除 す る評 価 者は 、結果 的 に自 分 自身

をも 評 価改 善 の過 程 から 排 除し て いる こ とに 気 付か な くて は なら な い。  

調査 に よる と 、約 71.3％ の校 長 は「 評 価 者と も っと 意 見交 換 した い 」、地 域

別に 見 ると 、農 村 部校 長 の割 合 が特 に 高 いと い うこ と が分 か る。それ に つい て 、

「評 価 者と の 意見 交 換が 少 ない 」が 当 然 理由 と して 挙 げら れ る。し かし 、留意

す べ き 点 は 、「 評 価 者 と も っ と 意 見 交 換 し た い 」 と 回 答 し て い た 校 長 は 「 評 価

者と の 意見 交 換が 少 ない 」 と回 答 した 校 長よ り 多か っ た。 例 えば 、 合計 57.6%

の県 城 部校 長 は「 評価 者 との 意 見交 換 が 多い 」又 は「 ど ちら と もい え ない 」と

思 っ て い た の に 、 ６ 割 以 上 の 者 は 「 評 価 者 と も っ と 意 見 交 換 し た い 」。 そ れ か

ら見 れ ば 、意 見 交換 が 足り な くな い と思 って い る校 長 にも 、更 なる 多 く意 見 交

換し た い者 も 多く 存 在す る 。  

 

表 3.3.2  評価 者 と も っ と 意 見 交 換 す る 意 欲 （校 長 が 対 象 ・地 域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

意欲ある 71.7% 66.0% 78.3% 71.3% 

意欲がない 28.3% 34.0% 11.7% 28.7% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

 そ こ で 、 充 実 度 と 改 善 意 欲 と の 関 係 を 一 層 明 ら か に す る 必 要 性 が 出 て く る 。

充 実 度 と 改 善 意 欲 の ク ロ ス 分 析 の 結 果 に つ い て 言 え ば 、「 評 価 者 と の 意 見 交 換

が多 い 」と 思 って い る校 長 にも 約 36.7%の人 は 「評 価 者と も っと 意 見 交 換 した

い 」 と 回 答 す る 。 一 方 、「 ど ち ら と も い え な い 」 や 「 評 価 者 と の 意 見 交 換 が 少

ない 」 と思 っ てい る 校長 の 中、 そ れぞ れ 67.7％ と 82.8％ の人 は 「評 価 者と も

っと 意 見交 換 した い 」と 回答 し てい る（ 表 3.3.3 を参 照 ）。この 結 果を 見 ると 、

意見 交 換充 実 度が 少 ない ほ ど 、そ の 改善 意欲 が 高く な り 、そ れ 故一 定 水準 以 上

の意 見 交換 を 確保 す る必 要 性が 分 かる 。  

 

表 3.3.3  充実 度 と 改 善 意欲 と の ク ロ ス 分 析 （校 長 が 対 象 ）  

 多い どちらともいえない 少ない 全体 

意欲ある 36.7% 67.7% 82.8% 71.3% 

意欲がない 63.3% 32.3% 18.2% 28.7% 

総計 100% 100% 100% 100% 
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幸い 、 多く の 教育 局 担当 者 も意 見 交換 向 上の 必 要性 を 感じ て おり 、 図 3.3.3

で示 す よう に 、「校 長 とも っ と意 見 交換 す る必 要 が あ る 」と 思 って い る教 育 局担

当者 は 70.6%、「な い 」と 思 って い るの は 29.4%に過 ぎな い 。  

 

図 3.3.3  意見 交 換 向 上 に関 す る 校 長 と 教 育 局担 当 者 の 意 欲  

 

以上 、意見 交 換の 充 実度 に 関す る 校長 と 教育 局 担当 者 の意 識 につ い ては か な

りの 格 差が あ るが 、意見 交 換の 向 上は 校 長と 教 育局 担 当者 と の 共 通 の願 い とも

言え よ う。 こ の事 実 から 評 価現 場 の交 流 向上 が 期待 さ れて く る 。  

 

３ ． 結果 開 示 の 実 態と 期 待  

 

評価 の 結果 を 、被 評 価者 に フィ ー ドバ ッ クす る こと は 、事 態 の改 善 、つ ま り

自己 目 標の 調 整や 職 務の 自 己改 善 に必 要 であ る 。結 果 開示 は 校長 に 直接 的 に今

まで の 業績 や 問題 点 を示 す 方法 と して 、学校 経 営に 対 する 自 己認 識 が深 化 して

いく 上 で重 要 とな り、そ して 今 後の 自 己 改善 に 繋が っ てい る と思 わ れる 。一 方 、

人事 に 関わ る こと 等 を理 由 にし て、非 公 開性 を 採る た めに 、秘 密 主義 が 貫か れ 、

被評 価 者で あ る校 長 の立 場 とし て は、ま すま す 不信 感 をつ の らせ る 結果 と なっ

たこ と も仕 方 のな い こと で ある 。  

評 価 結 果 が 開 示 さ れ な い と 、「 評 価 の 正 し さ と 公 平 性 が 信 用 し に く い 」、「 や

はり 自 己の 実 力や 弱 点が 分 から な い 」、「 どの よ うに 改 善す れ ばい い のか を 知ら

ない 」と語 っ た校 長 が多 い 。確 か に、自 己に 対 して 何 らか の 評価 が 行わ れ た以

上 、そ れ を公 開 して も ら っ て 、ど んな 点 で努 力 すれ ば よい か を教 え ても ら いた

いと 考 える の は、 当 然 の こ とで あ る 1 5。に もか か わら ず 、図 3.3.4 で示 す よ う

に 、 教 育 局 担 当 者 の 中 に は 、「 評 価 結 果 の 開 示 度 が 高 い 」 と 思 っ て い る 人 は 少

な く 、 そ う 思 っ た 校 長 の 割 合 と あ ま り 変 わ ら な い 。 そ し て 、「 低 い 」 と 思 っ て

いる 教 育局 担 当者 は 29.4%であ り 、校 長 より や や低 い 。「 ど ち らと も いえ な い 」

と思 っ てい る 教育 局 担当 者 は 47.1%で あ り、 校 長よ り 高い 。 この こ とか ら 、 評

価 結 果 の 開 示 度 に 関 す る 校 長 と 教 育 局 担 当 者 の 意 識 に は 一 定 の 共 通 性 が あ る

が 、校 長 が教 育 局担 当 者よ り 開示 度 の不 足を 感 じて い たこ と が分 か る 。そ れ に
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関し て 、教育 局 担当 者 が自 分 の立 場 から 、比較 的 に保 守 的な 評 価を 行 う傾 向 も

理由 と して 考 えら れ る 。要 す るに 、当 面 評価 結 果開 示 度の 低 下が 校 長評 価 の課

題の 一 つで あ る。 酒寄 1 6（ 1990 年）は「 人 事考 課 は、効果 の 結果 を フィ ー ド バ

ック す ると こ ろに 意 義が あ るの で ある 。効果 の 結果 を フィ ー ドバ ッ クし な かっ

たな ら ば 、人 事 考課 と して の 効用 は 全く 薄れ 、そ れは 単 なる 格 差を つ ける た め

の用 具 にし か 過ぎ な いも の とな っ てし ま うだ ろ う」と 言っ て いた 。つま り 、公

開し な い人 事 評価 は 査定 型 評価 で ある と しか 考 えら れ ない 。そ して 、評 価 結果

が校 長 に非 開 示と な り、校 長側 か らす る と何 を どう 判 断さ れ てい る かも 分 から

ない た め 、職 能 向上 の ため の 指針 な いし 契機 と はな ら ない ば かり か 、上記 の よ

うに 不 信感 の 根源 に もな っ てい る 。  

 

図 3.3.4  評価 結 果 の 開 示度 に 関 す る 校 長 と 教育 局 担 当 者 の意 識  

 

表 3.3.4 で示 すよ う に 、郷 鎮 部・農村 部 にお け る 評 価 結果 の 開示 度 が不 足 し

てい る と思 っ た校 長 の割 合 が多 い 。一 方 、多 く の県 城 部校 長 は「 ど ちら と もい

えな い 」と 思 って い た。こ のこ と から 、地域 別 校長 に 評価 結 果の 開 示度 に 関す

る認 識 上の 差 異が 見 られ る 。  

 

表 3.3.4  評価 結 果 の 開 示度 （ 校 長 が 対 象 ・ 地域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

高い 29.3% 21.1% 27.4% 25.2% 

どちらともいえない 37.0% 33.3% 31.1% 33.6% 

低い 33.7% 45.6% 41.5% 41.2% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

そし て 、表 3.3.5 から 明ら か にな っ たこ とと し て 、約 64.1％ の 校長 は「 開示

度を 向 上し て くれ て 欲し い 」と 望 む。地 域別 に 見る と 、郷 鎮 部と 農 村部 で の割

合が 特 に高 い 。それ か ら見 れ ば 、郷鎮 部 と農 村 部に お ける 評 価開 示 度の 向 上が

特 に 必 要 で あ る 。 そ し て 、「 開 示 度 を 向 上 し て く れ て 欲 し い 」 と 回 答 し た 校 長

は「 評 価結 果 の開 示 度が 低 い」と 回答 し てい た 校長 よ り多 か った 。それ か ら見

れば 、評 価結 果 の開 示 度が 低 くな い と思 って い る校 長 にも 、開 示度 の 向上 を 求

める 人 もた く さん い る。  
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表 3.3.5  開示 度 を 向 上 する 意 欲 （ 校 長 が 対 象・ 地 域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

意欲ある 53.3% 68.7% 67.0% 64.1% 

意欲がない 46.7% 31.3% 33.0% 35.9% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

 更 に 、 開 示 度 と 改 善 意 欲 の ク ロ ス 分 析 の 結 果 、「 評 価 結 果 の 開 示 度 が 高 い 」

と思 っ てい る 校長 に も約 37.9％ の 人は「 開示 度 を向 上 して く れて 欲 しい 」と 望

む。一方 、「 ど ちら と もい え ない 」や「開 示度 が 低い 」と 思 って い る校 長 の中 、

それ ぞ れ 66.4％と 85.9％ の 人は「開 示 度 を向 上 して く れて 欲 しい 」と 望 む（ 表

3.3.6 を参 照 ）。その 結 果か ら 見る と 、開 示度 が 低い と 思う 校 長ほ ど 、開示 度 の

向上 を 強く 求 め、一 定水 準 以上 の 開示 度 の確 保 が必 要 だと 思 われ る こと が 分か

る。  

 

表 3.3.6  開示 度 と 改 善 意欲 と の ク ロ ス 分 析 （校 長 が 対 象 ）  

 高い どちらともいえない 低い 全体 

意欲ある 37.9% 66.4% 85.9% 64.1% 

意欲がない 62.1% 33.6% 14.1% 35.9% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

そし て 、「開 示 度を 向 上し て くれ て 欲し い 」と 思 って い る校 長 に更 に 開示 範 囲

につ い て尋 ね る と 、「 被 評価 者 に開 示 」に 賛成 し た校 長 は 69.8%であ り 、県 城 部

と郷 鎮 部に お ける そ の割 合 が特 に 高い 。「校 内 開示 」 に賛 成 した 校 長は 22.4%、

地 域 別 で 見 る と 顕 著 な 差 異 が な い 。「 社 会 開 示 」 に 賛 成 し た 校 長 は 最 も 低 く の

7.8%で ある （ 表 3.3.7 を参 照 ）。  

 

表 3.3.7  校長 評 価 の 開 示範 囲 に 対 す る 期 待 （校 長 が 対 象 ・地 域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

被評価者に開示 75.5% 75.2% 59.8% 69.8% 

校内開示 20.4% 19.8% 26.8% 22.4% 

社会開示 4.1% 5.0% 13.4% 7.8% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

一 方 、「 開 示 度 の 向 上 に 励 む 」 に 「 は い 」 と 回 答 し て い た 教 育 局 担 当 者 の 割

合 は 41.2％、「 いい え 」と 回 答し て いた 教育 局 担当 者 の割 合 は 58.8%。即 ち 、

そ れ 以 上 の 開 示 度 の 向 上 に 否 定 的 な 態 度 を 持 つ 教 育 局 担 当 者 の 割 合 は 校 長 よ

り 大 幅 に 超 え た 。 否 定 の 理 由 と し て 、「 校 長 か ら の 批 判 が 来 る と 、 困 る 」、「 一

人ひ と り校 長 の面 子 を立 て 、世間 の 盲目 的な 比 較を で きる だ け避 け る 」が よ く
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挙げ ら れる 。し か し、表 3.3.7 で示 すよ うに 、開 示 範囲 の 拡大 と 比べ 、よ り 具

体的 な 結果 内 容の 本 人開 示 が期 待 され た 。これ で 、面 子や 盲 目的 な 比較 と いう

教育 局 担当 者 の心 配 も避 け られ る だろ う 。  

 

図 3.3.5  開示 度 向 上 に 関す る 校 長 と 教 育 局 担当 者 の 態 度  

 

また 、弥 富 1 7（ 1988 年 ）は企 業 人事 評 価の 結果 開 示の 前 提条 件 につ い て 、「 第

一に は 、評価 責 任の 所 在が 明 確で な けれ ばな ら ない し 、評価 の 基準 が 十分 客 観

的で 、被評 価 者に も 納得 で きる も ので な けれ ば なら な い」と 話し た 。こ の よう

に考 え てく れ ば、校 長評 価 結果 の 開示 度 向上 に 対す る 多く の 教育 局 担当 者 の反

発が 理 解で き る。当 面評 価 責任 も 明確 で なく 、客観 的・納 得 でき る よう な 評価

基準 も ない の で、安易 に 公開 す ると、確 か に校 長 から 批 判さ れ る可 能 性が 高 い 。

それ 故 に 、客 観 的な 評 価内 容 と基 準 、評 価者 と して の 高い 評 価能 力 及び 責 任体

制の 明 確化 が 求め ら れる 。  

 

４ ． 指導 提 言 の 実 態と 期 待  

 

有効 な 指導 提 言が 不 得意 分 野や ウ ィー ク ポイ ン トを 見 通す 上 で、妥 当な 改 善

策や 方 法指 導 など を 校長 本 人に 提 示す る 重要 な 方法 で あり 、校長 の 職能 成 長に

向け る 改善 に 結び つ くわ け であ る 。能力 開発 的 評価 活 用に 関 して 、特 に重 要 な

こと は 、対 被 評価 者 関係 と して 、もし も 評価 成 績が 悪 かっ た 場合 は 、今 後 どう

いう 点 で努 力 すれ ば よい か を 、具 体 的に 本人 に 説明 し 、話し 合 いを し なが ら 校

長を 教 育し 育 てて い くこ と も、 評 価者 の 重要 な 責務 で ある 。  

ここ で は、評 価関 係 者の 校 長に 対 する 指 導提 言 の状 況 と改 善 意欲 を 考察 し た 。

図 3.3.6 か ら明 ら かに な った こ とと し て 、「指 導 提言 の 充実 度 が高 い 」と 思 っ

て い た 教 育 局 担 当 者 が 多 い 一 方 、 そ う し た 校 長 が 非 常 に 少 な い 。 78.3%の 校 長

は「ど ち らと も いえ な い 」或い は「 低い 」と思 っ てい た 。こ のこ と から 、評 価

者 と 被 評 価 者 は 指 導 提 言 の 充 実 度 に 関 す る 認 識 上 の 差 異 が 顕 著 で あ る こ と が

分か る 。  
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図 3.3.6  指導 提 言 の 充 実度 に 関 す る 校 長 と 教育 局 担 当 者 の意 識  

 

そし て 、 表 3.3.8 で示 す よう に 、地 域 で 見る と 「 指 導 提言 の 充実 度 が低 い 」

と思 っ てい た 農村 部 校長 の 割合 が 特に 高 い 。一 方 、県城 部 と郷 鎮 部に お ける「 ど

ちら と もい え ない 」と思 っ た校 長 が多 い 。そ れ から 見 ると 、農村 部 校長 に 対す

る指 導 提言 の 充実 化 が特 に 深刻 な 課題 で ある 。  

 

表 3.3.8  指導 提 言 の 充 実度 （ 校 長 が 対 象 ・ 地域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

高い 28.2% 20.4% 17.9% 21.7% 

どちらともいえない 39.1% 44.2% 29.2% 38.3% 

低い 32.6% 35.4% 52.8% 40.0% 

総計 99.9% 100% 99.9% 100% 

※ 端 数 調 整 の た め 、 各 項 目 の 総 計 が 100％ で な い 場 合 も あ る 。  

 

そし て 、約 82.9％の 校 長は「 指 導提 言 の 充実 度 を向 上 して く れて 欲 しい 」と

望む 、地 域 別に 見 ると 、顕 著 な差 異 が存 在し な い 。この こ とか ら、何 れの 地 域

にお い ても 、評価 者 から 指 導意 見 をも ら いた い とい う 校長 た ちの 心 情が 分 かる 。

その 割 合は「 指 導提 言 の充 実 度が 低 い 」と思 っ てい た 校長 の 割合 を 大幅 に 超え

た 。 こ の こ と か ら 、 指 導 提 言 の 充 実 度 が 足 り な く な い と 思 っ て い た 校 長 に も 、

充実 度 の向 上 を求 め る 者 も 多く 存 在す る 。  

 

表 3.3.9  指導 提 言 の 充 実度 を 向 上 す る 意 欲 （校 長 が 対 象 ・地 域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

意欲ある 83.7% 83.7% 81.1% 82.9% 

意欲がない 16.3% 16.3% 18.9% 17.1% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

 更 に 、 指 導 提 言 の 充 実 度 と 改 善 意 欲 の ク ロ ス 分 析 の 結 果 、「 指 導 提 言 の 充 実

度が 高 い 」と 思 って い る校 長 に も約 64.0％の 人 は「指 導 提言 の 充実 度 を 向上 し

て く れ て 欲 し い 」 と 望 ん で い る 。 一 方 、「 ど ち ら と も い え な い 」 や 「 充 実 度 が

低い 」と 思っ て いる 校 長の 中 には 、各 々 90.2％と 86.2％の 人 は「指 導 提言 の 充

実度 を 向上 し てく れ て欲 し い 」と考 え た（表 3.3.10 を参 照 ）。充実 度 が「 ど ち
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らと も いえ な い 」と 思っ て いた 校 長は「 低い 」と思 っ てい た 校長 よ り 指 導 提言

の充 実 度の 向 上を 求 める こ とは 、指導 提 言の 有 効性 を 感じ て いた こ とが 理 由と

して 挙 げら れ る 。一 方 、充 実度 が「 低い 」そし て「 意 欲が な い 」校 長 に意 見 を

聞 く と 、「 学 校 現 場 を 知 ら な い 上 の 人 に い い 指 導 を く れ る わ け が な い 」 と 軽 蔑

的に 回 答し て いた 。  

 

表 3.3.10  指導 提 言 の 充 実度 と 改 善 意 欲 と の クロ ス 分 析 （ 校長 が 対 象 ）  

 高い どちらともいえない 低い 全体 

意欲ある 64.0% 90.2% 86.2% 82.9% 

意欲がない 36.0% 8.8% 13.8% 17.1% 

総計 100% 100% 100% 100% 

 

そし て 、評 価 者に 対 する 改 善意 見 （表 2.3.6） と合 わ せて み ると 、 教育 局 だ

けで な く、 元 校長 ・ 現職 校 長・ 教 職員 ・ 教育 専 門家 等 多く の 教育 関 係者 か ら改

善意 見 の提 示 が求 め られ て いる と いう こ とが 分 かる 。  

 一方 、図 3.3.7 で示 した 、教育 局 担 当者 に は 、「 指 導提 言 の充 実 性向 上 に励 む 」

に「 は い」 と 回答 し てい た 教育 局 担当 者 の割 合 は 70.6%で、 校長 ほ ど意 欲 が高

くな い 傾向 が 見ら れ る 。「 い いえ 」と 回答 して い た 教 育 局担 当 者 に 多 くの 人 は「評

価経 験 がま だ 浅く て 、 た だ 数時 間 の考 察 で、 学 校現 場 の実 情 もよ く 分か ら なく

て、 有 効な 指 導や コ メン ト が 出 せ ない と 思う 」 等か ら 、指 導 提言 に 戸惑 い ・自

信の な さを 感 じて い る 。 そ れゆ え 、有 効 な指 導 提言 が 行え る とい う 自信 を 持て

るよ う に、 評 価者 た るも の 自ら を 磨く こ とで あ る。 そ れに 対 して 、 評価 者 研修

や検 討 会体 制 の補 強 、及 び 校長 評 価の 時 間的 充 実 が も ちろ ん 必要 で 、そ し て 豊

富な 経 験・ 専 門知 識 等を 持 って い る 元 校 長・ 現 職校 長 ・教 職 員・ 教 育専 門 家等

の関 与 も一 つ の方 法 とし て 挙げ ら れる 。  

 

図 3.3.7  指導 提 言 の 充 実性 向 上 に 関 す る 校 長と 教 育 局 担 当者 の 態 度  

 

以上 、 指導 提 言の 充 実度 に 関す る 校長 と 教育 局 担当 者 の意 識 につ い ては か な

りの 格 差が あ るが 、 指導 提 言の 向 上は 校 長と 教 育局 担 当者 と の共 同 な願 い とも

言え よ う。 今 後評 価 現場 の 指導 提 言の 増 加が 期 待さ れ るだ ろ う。   
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５ ． 研修 改 善 の 実 態と 期 待  

 

能力 開 発と の 関連 性 から 見 れば 、前述 し た意 見 交換・結 果 開 示・指 導提 言 は

あく ま でも 自 己啓 発 の援 助 であ る が 、そ れら と 比べ 、研 修は む しろ よ り体 系 的

な学 習 目標 と 過程 を 特徴 付 けて い る 。適 切な 研 修内 容 や方 法 の応 用 が校 長 能力

開発 に 対し て 重要 性 を持 つ こと は 言う ま でも な い 。そ の 上に 、評 価 に基 づ いた

研修 改 善が 特 に高 い 現実 的 意義 が ある と 思わ れ る。校 長評 価 が今 後 個々 の 校長

の育 成 体制・研 修改 善 に活 用 され る こと がで き るな ら ば 、そ の 能力 開 発的 な 性

格が 一 層明 ら かに な るだ ろ う。  

以下 、研修 改 善の 実 施状 況 と今 後 の評 価 に基 づ いた 研 修 改 善 の必 要 性と 可 能

性を 考 察し た。図 3.3.8 から 明 らか に な った こ とと し て 、「研 修 改善 が 少な い 」

と 思 っ て い た 教 育 局 担 当 者 も 校 長 も 多 か っ た 。 そ し て 、「 研 修 改 善 が 多 い 」 と

思っ て いた 校 長が 非 常に 少 ない 。こ のこ とか ら 、校長 研 修改 善 の不 足 が明 ら か

に感 じ られ る 。  

 

図 3.3.8  当面 研 修 改 善 に関 す る 校 長 と 教 育 局担 当 者 の 意 識  

 

そし て 、表 3.3.11 で 示し た 、地 域 別で 見 ると 、農村 部 にお け る「 研 修改 善 の

充実 度 が低 い」と 思う 校 長の 割 合が 特 に 高い 。県 城 部と 郷 鎮部 に おい て も 、「 研

修改 善 の充 実 度が 高 い」と 思っ て いる 校 長の 割 合 が 10％未 満 であ っ た。こ のこ

とか ら、何 れの 地 域に お いて も、研 修 改 善の 不 足 が 深 刻な 課 題で あ る 。「 研修 内

容が 校 長た ち の要 求 や課 題 から 遠 く離 れ てい る 」、「 研 修が 学 術的 で 、学 校 現場

の改 善 に役 立 たな い 」 等 不 満が 語 られ た 。  

 

表 3.3.11  研修 改 善 の 充 実度 （ 校 長 が 対 象 ・ 地域 別 ）  

 県城部 郷鎮部 農村部 全体 

高い 8.7% 5.4% 0.9% 4.9% 

どちらともいえない 37.0% 29.3% 15.1% 27.0% 

低い 54.3% 65.3% 84.0% 68.2% 

総計 100% 99.9% 100.1% 100.1% 

※ 端 数 調 整 の た め 、 各 項 目 の 総 計 が 100％ で な い 場 合 も あ る 。  
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調査 に よる と、約 ８割 の 校長 は「 評 価 に 基づ く 研修 改 善の 向 上」を求 め、地

域 別 に 見 る と 、 農 村 部 校 長 の 割 合 が 特 に 高 い と い う こ と が 分 か る （ 表 3.3.12

を参 照 ）。農 村 部校 長 の当 面 研修 へ の不 満は そ こか ら も見 ら れる 。  

 

表 3.3.12  評価 に 基 づ く 研修 改 善 の 意 欲 （ 校 長が 対 象 ・ 地 域別 ）  

 県 城 部  郷 鎮 部  農 村 部  全 体  

あ る  67. 4 %  81 . 0 %  89 . 6 %  80 . 0 %  

な い  32. 6 %  19 . 0 %  10 . 4 %  20 . 0 %  

総 計  100 %  10 0 %  10 0 %  10 0 %  

 

 そ し て 、 充 実 度 と 意 欲 の ク ロ ス 分 析 の 結 果 に つ い て 言 え ば 、「 研 修 改 善 の 充

実度 が 高い 」と 思っ て いる 校 長 にも 約 58.9％の 人は「 評 価に 基 づく 研 修 改善 の

向上 」を 求 める 。一 方 、「 どち ら とも い え ない 」や「研 修 改善 の 充実 度 が低 い 」

と思 っ てい る 校長 の 中 、各 々 65.6％ と 87.2％の 人は「 評 価に 基 づく 研 修 改善 の

向上 」を 望 む（ 表 3.3.13 を参 照）。この 結果 を 見る と、研 修改 善 の充 実 度が 低

いと 思 う校 長 ほど 、評 価に 基 づく 研 修改 善の 向 上 に 関 する 意 欲が 高 い 。こ の こ

とか ら 、評 価 に基 づ く研 修 改善 の 必要 性 が分 か る。  

 

表 3.3.13  充実 度 と 意 欲 との ク ロ ス 分 析 （ 校 長が 対 象 ）  

 多い どちらともいえない 少ない 全体 

意欲ある 58.9% 65.6% 87.2% 80.0% 

意欲がない 41.1% 34.4% 12.8% 20.0% 

総計 100% 100% 100% 100% 

  

 そ し て、 教 育局 担 当者 に 「 評 価 に基 づ いた 研 修 改 善 の必 要 性」 に つい て 回答

を求 め ると 、 その 結 果と し て 図 3.3.9 で 示す よ うに 、 圧倒 的 に多 く の教 育 局担

当者 も 「評 価 に基 づ いた 研 修 改 善 の必 要 性が 高 い」 と 回答 し てお り 、そ の 割合

が校 長 より 上 回る 。 この こ とか ら 、 一 人 ひと り の校 長 評価 を 校長 研 修に 活 用す

る教 育 局の 切 ない 期 待が 分 かる 。 つま り 、評 価 に基 づ いた 研 修改 善 の必 要 性に

つい て 、校 長 と教 育 局と の 間 に 、 ほぼ 一 致す る 見解 が 見ら れ る。  

 

図 3.3.9 評価に基づいた研修改善の必要性に関する校長と教育局担当者の意識 
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 に も かか わ らず 、 イン タ ビュ ー の中 、 多く の 校長 が 「評 価 に基 づ いた 研 修 改

善の 可 能性 」に 懸念 を 示し た 。そ の中 、「 研修『 派 遣機 構 』で ある 教 育行 政 機構

が校 長 研修 の 目標 と 内容 に 関心 を 持た な く、 研 修者 数 さえ 確 保す れ ば万 事 修了

だ 」、「 研修 は ある 意 味に お いて は 、教 育 長 功 績 の蓄 積 で、 研 修現 場 で形 式 風が

旺盛 だ 」、「 私 たち に も慣 れ てき た よ 。 観 光や 気 分転 換 など 遊 び半 分 で県 城 や都

市で 研 修・見学 に 参加 す る 」と述 べ て い た校 長 もい る。教 育局 担 当者 の ほう は 、

「校 長 や学 校 の課 題 が別 々 であ る 一方 、 研修 機 構が 用 意で き る課 程 と講 師 の制

限も あ る 」、「 教員 研 修経 費 の制 限 で、 少 人数 の 研修 体 制が 導 入し 難 く、 一 人ひ

とり の 校長 に 相応 し い研 修 内容 が 想像 以 上困 難 だ」 等 と回 答 して い た。 以 上、

経費 ・ 課程 （ 指導 者 ） 及 び 内的 の 官僚 主 義等 が 研修 改 善困 難 の原 因 とし て 挙げ

られ る 。こ の こと か ら、 評 価に 基 づい た 研修 改 善を 実 現す る 困難 度 が感 じ られ

る。  

以上 の 結果 か ら、 当 面校 長 評価 に おけ る 意見 交 換・ 結 果開 示 ・ 指 導 提言 ・ 研

修改 善 の不 足 、即 ち 能力 開 発的 評 価活 用 の不 備 が分 か る。 こ のよ う に、 単 に査

定を 評 価の 指 針や 機 能に し 、校 長 評価 を 教育 行 政 機 構 の管 理 手段 と して 扱 うこ

とに 、 本当 に 校長 評 価の 真 意と 価 値が あ る の か 。校 長 評価 を 単な る 教育 行 政機

構の 管 理根 拠 とし て 扱う 局 面か ら 解放 さ せ、 今 日の 満 足と と もに 明 日へ の 希望

を湧 か しめ る よう な 「校 長 のた め 」の 評 価体 制 を導 く ため 、 どの よ うな 改 善や

変革 が 必要 な のか 。 それ に つい て 、第 ４ ・５ 章 で検 討 する 。  

 

 

第４節  小括   

 

以上 の 制度 研 究や 実 態調 査 結果 か ら 次 の よう に 摘録 で きよ う 。  

第１ に 、中 国 にお け る校 長 評価 の 活用 は 法制 度 の常 識 から 考 えれ ば 極め て 不

備な も のの よ うに 思 われ る 。し か も、 そ うし た 法令 や 制度 は 単に 教 育行 政 機構

に人 事 管理 の 硬直 的 な規 則 を与 え 、校 長 の職 能 成長 や 自己 改 善に 導 ける 柔 軟な

開示 ・ 補佐 ・ 指導 体 制に 関 する 説 明が 不 足し て いる 。  

第２ に 、教 育 行政 機 構 が こ うし た 法令 に 従い 、 校長 評 価を 人 事管 理 の一 環 と

して 扱 い、 そ して 評 価結 果 を人 事 異動 ・ 表彰 制 度に つ なげ る こと を 、第 一 義的

な目 的 とせ ざ るを 得 ない 。 言い 換 えれ ば 、校 長 評価 の 査定 主 義 的 色 彩が 強 烈で

ある 。そ れに 対 して 、否定 的 態度 を 示す 校 長が 多 いと い う結 果 が示 さ れて い る。  

第３ に 、従 来 から も 異動 ・ 給与 ・ 表彰 な ど処 遇 への 査 定に 使 われ て いた が 、

前述 の よう に 結果 非 開示 で 、校 長 は評 価 者に ど う評 価 され て いる の かも 分 から
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ない 状 況の も のが 多 かっ た こと は 事実 で ある 。 しか も 、異 動 者と 非 異動 者 ・昇

進者 と 非昇 進 者・ 表 彰者 と 非表 彰 者と の 間に 、 評価 機 会の 差 別的 配 分が 存 在し

てい る こと か ら 、 現 行の 校 長評 価 は公 正 ・客 観 的な も の ま で 程遠 い 。  

最後 に 、そ の 上で 、 評価 中 の意 見 交換 、 評価 後 の 指 導 提言 も 不足 し てお り 、

研修 改 善が 更 に手 の 届か な いも の であ っ た。 校 長た ち は意 見 交換 ・ 結果 開 示・

指導 提 言・ 研 修改 善 等職 能 成長 や 自己 改 善に 関 する 評 価活 用 の 欠 陥 を感 じ なが

ら、 更 なる 改 善を 求 めて お り 、 教 育局 も 一定 の 危機 感 を持 っ てい た が、 そ れら

の実 現 には ま だま だ 多く の 課題 が 残っ て いる 。  

以下 、 今後 校 長評 価 の 活 用 に関 し て筆 者 が意 図 する 考 えと し て以 下 の点 を 列

挙で き る。  

第１ に 、こ れ まで の 校長 評 価は 、 ほと ん ど査 定 のた め だけ に 使わ れ てき た 。

評価 の 能力 開 発機 能 を忘 れ たり 放 置し て おい て 校長 を 評 価 す ると い うこ と は、

明ら か に矛 盾 した 行 為と 言 わざ る を得 な い 。 評 価効 果 を向 上 させ る ため に 、 校

長評 価 が単 な る人 事 管理 の 硬直 な 手段 か ら職 能 成長 や 自己 改 善の 突 破口 に 変え

なけ れ ばな ら ない 。 つま り 、こ れ から の 校長 評 価は 、 評価 関 係者 の コミ ュ ニケ

ーシ ョ ン・ チ ャン ネ ルを 深 め、 よ り能 力 開発 に 直結 し たも の とし 、 劣っ て いる

人を 引 き上 げ 、優 秀 な人 は 一層 伸 展 し て もら お うと い う目 的 に活 用 して い くべ

きで あ る。  

第２ に 、こ の こと は 同時 に 、よ り 客観 的 な評 価 基準 や 適切 な 評価 責 任体 制 の

導入 を 通じ 、 従来 の 校長 評 価が 守 秘的 で あっ た もの か ら 、 本 人へ の フィ ー ドバ

ック を 十分 に 行う 方 向へ 、 相対 評 価か ら 絶対 評 価へ と 進み 、 納得 の いく 公 平性

の強 い もの を 実現 す るこ と をね ら いと す る。  

最後 に 、上 述 した 校 長評 価 の能 力 開発 機 能や そ の風 土 の醸 成 は決 し て簡 単 な

こと で はな く 、校長 と 評価 者 が 理 解 し合 い 、双 方 の共 同 努力 が 求め ら れ て い る。

そし て 、何 よ り法 制 度の 改 正と 評 価機 構 の体 制 改革 が 必要 で ある 。  
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国務 院 関於 機 関和 事 業単 位 工作 人 員工 資 制度 改 革問 題 的通 知 ）、 1993 年 . 

1 0人事 部 ・国 家 教育 委 員会 『 小中 学 校が 「 事業 単 位工 作 者給 与 制度 改 革方 案 」

を貫 徹 する 実 施意 見 』（ 原 語： 『 中小 学 貫徹 「 事業 単 位工 作 人員 工 資制 度 改革

方案 」 的実 施 意見 』 ）、 1993 年 . 

1 1人力 資 源社 会 保障 部 ・財 政 部・ 教 育部 『 義務 教 育学 校 に業 績 給を 導 入す る 指

導意 見 』（原 語 ：『 関 於義 務 教育 学 校実 施 績効 工 資的 指 導意 見 』）、 2008 年 ．  

1 2イン タ ビュ ー 調査 の 手続 き につ い ては 、 第１ 節 で前 述 した 各 省の イ ンタ ビ ュ

ー対 象 者の 中 から 、 それ ぞ れ５ ・ ６人 の 校長 及 び２ ・ ３人 の 教育 局 担当 者 、計

17 人の 校長 と ７人 の 教育 局 担当 者 を抽 出 した 。  

1 3指導 提 言・ 研 修改 善 が直 接 な能 力 開発 向 けの 活 動で あ る点 に つい て は言 う ま

でも な い。 意 見交 換 につ い て、 被 評価 者 であ る 校長 に とっ て も、 十 分話 し 合う

こと に より 、 理解 ・ 納得 を 得る こ とが や る気 を 起こ さ せる 基 盤と な り、 そ して
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シス テ ム的 に はい か に優 れ た人 事 考査 制 度で あ って も 、能 力 開発 と いう 目 的を
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第４章  校長評価機能の再考  

 

 

第２ ・ ３章 は それ ぞ れ 校 長 評価 に おけ る 「服 従 的」 な 評価 内 容 と 査 定的 評 価

活用 を 明ら か にし た 。実 際 に、 二 者に は 緊密 な 関係 が 見ら れ る。 本 章は こ うし

た校 長 評価 の 構造 と その 課 題を 見 出し 、 更に 今 日の 試 行施 策 の位 置 、 限 界 、展

望に つ いて 考 察を 行 うこ と にす る 。  

 

 

第１節  「統治型」評価の構 造と課 題  

 

校長 評 価 機 能 を改 善 する た めに 、 評価 実 態、 特 にそ の 課題 を 明ら か にし な け

れば な らな い 。 第 ２ ・３ 章 は既 に 評価 実 態を 検 討し た が、 そ こで は こう し た評

価の 課 題を 考 察す る 。そ し て、 そ の課 題 を深 く 理解 で きる よ うに 、 予め こ うし

た校 長 評価 の 構造 を 考察 す る必 要 があ る 。そ れ 故、 本 節は 校 長評 価 の 構 造 と課

題に 焦 点を あ て考 察 を進 め る こ と にす る 。  

 

１ ．「統 治 型 」 評 価の 構 造 と 機 能  

 

法令 上 又は 社 会通 念 上 、 教 育行 政 機構 は 学校 に 対す る 指揮 命 令権 と 行政 検 査

権を 握 る。 特 に県 教 育局 は 、ほ と んど す べて の 小中 学 校と 校 長の 主 管機 構 とし

て 、校 長 の任 命・異動・表 彰（又 は 推 薦）・給与 等 の決 定 権を 持 って い る 。そ も

そも 、 人管 理 にお い て、 人 事評 価 は基 軸 にな る シス テ ムと し て位 置 づけ ら れて

おり 、 それ に 、校 長 の職 務 遂行 が 学校 行 政管 理 の重 要 な査 定 内容 で ある の で、

校長 評 価が あ る意 味 で不 可 避で あ るが 、 校長 人 事管 理 と学 校 行政 管 理を 支 える

必要 性 が出 て くる 。 校長 評 価の 制 度が な くと も 、県 教 育局 が 小中 学 校と 校 長の

主管 機 構 で あ る限 り 、何 ら かの 評 価は 必 ず行 っ てい る 。県 教 育局 が 校長 評 価の

主導 権 者で あ るな ら 尚更 で ある 。 県教 育 局 は 、 この よ うな 関 係か ら 、こ の 校長

評価 に よっ て 、第 一 線の 正 確な 仕 事の 情 報を 掌 握で き るこ と にな る し、 ま たそ

れを 資 料と し て、 人 事管 理 と学 校 行政 管 理を 推 進す る こと が でき る よう に なる

わけ で ある 。 要す る に 、 評 価機 構 が県 教 育局 で ある 限 り、 教 育行 政 官署 と して

の立 場 から 査 定と い う校 長 評価 の 主要 機 能が 決 まっ て いる 。  

現在 、教 育局 の 評価 統 治が「 必 要な い 」と考 え る校 長 は 73.9％で あ る 。そ し
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て、約 49.3％と 62.9％ の 校長 は 教育 督 導 機構 の 連携・第 三 者機 関 の創 設 を「 必

要あ る 」と 思 って い る（ 表 4.1.1 を参 照 ）。  

 

表 4.1.1  評価 機 構 に 対 する 改 善 意 見 （ 校 長 が対 象 者 ）  

項 目  必 要 あ る  

教 育 局 の 評 価 統 制 が 必 要 で な い  73. 9 %  

教 育 督 導 機 構 の 連 携  49. 3 %  

第 三 者 機 関 の 創 設  62. 9 %  

 

そこ で 、評 価 機構 の 変化 が 可能 な のか 、 とい う こと に つい て 触れ て みた い 。

現在 、 教育 局 以外 、 学校 や 校長 に 総合 的 評価 を 施せ る 行政 機 構が 少 なく 、 衛生

部門 ・ 治安 部 門は 非 常に 限 られ た 業務 範 囲で 校 長の 学 校運 営 を考 察 する だ けで

あり 、 教育 督 導機 構 は地 方 教育 と 学校 教 育の マ クロ コ ント ロ ール に 務め 、 下級

教育 行 政機 構 を監 督 する 機 能も あ るが 、 定期 的 に各 学 校長 の 業務 考 課 を 実 施す

る余 裕 がほ と んど な い（ 教育 局 に附 属 す る場 合 も多 い ）。し かも 、い わ ゆる 封 建

時期 官 等の 現 代版 で ある 校 長職 階 や幹 部 身分 が 消え て いな い 限り 、 何れ の 民間

の第 三 者機 関 と行 政 側以 外 の教 育 関係 者 が校 長 評価 へ の関 与 は幹 部 管理 規 則に

違反 の 嫌疑 が あり 、 体制 上 の壁 が 相当 高 い。 そ して 、 中国 社 会に お いて は 、営

利型 会 社以 外 の NPO 等民 間 組織 、 特に 公 共事 業 に関 わ る民 間 組織 の 発展 が 時代

に遅 れ る。 そ れ故 、 一部 の 校長 や 教育 研 究者 は 教育 局 から 独 立的 な 第三 者 専門

評価 機 構の 出 現を 強 く求 め るが 、 今ま で 関連 体 制と 実 践上 の 動向 が まだ 現 れて

いな か った 。 要す る に、 当 面 評 価 機構 変 化の 可 能性 が 低く 、 県教 育 局が 校 長評

価を 主 導す る 局面 が 揺る が ない 。 そし て 、 校 長 評価 に よっ て 人事 管 理と 学 校行

政管 理 を推 進 する と いう こ とも 、 必須 の こと と 言わ ね ばな ら ない で あろ う 。  

第１ 章 が挙 げ た、 県 教育 局 が教 育 長や 局 内職 員 を評 価 者と し て評 価 現場 に 派

遣す る ので あ る 。 こ のよ う な県 教 育局 課 室が メ イン と する 評 価者 構 成に つ いて

も、 内 的な 必 要性 と 合理 性 が存 在 して い るわ け であ る 。 計 画 上・ 組 織上 の 便宜

はさ て おき 、 前述 し た査 定 機能 を 支え る メカ ニ ズム が 最も 肝 心だ と 言え よ う。

他の 評 価者 が 査定 用 の資 料 収集 の 意識 と 熟練 度 につ い て、 も ちろ ん プロ で ある

教育 局 職員 に 及ば な いだ ろ う。 し かも 、 評価 者 は大 体 業務 範 囲が 校 長業 務 と重

なっ て いる も のが あ る課 室 から 評 価者 の 選出 自 体に 「 何か が 評価 内 容と な るべ

き」 と いう 潜 在的 ・ 先入 的 な認 識 （ 権 威 主義 の 基盤 に も見 え る） が 含ま れ る。

それ は 校長 の 任命 ・ 異動 ・ 評価 を 担当 す る人 事 課以 外 、 計 画 財務 課 ・党 委 ・紀

律検 査 課 等 諸 課室 が 常に 校 長評 価 に関 与 する こ との 理 由と し て挙 げ られ る 。 つ

まり 、 ある 意 味に お いて は 、こ う した 評 価者 構 成が そ もそ も 「服 従 的」 な 評価

内容 の 実行 す る意 図 を含 ん でい る だろ う （図 4.1.1 を 参照 ）。  
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図 4.1.1  通常 の 「 統 治 型」 評 価 構 造  

 

一方 、 主な 評 価 内 容 の設 定 理由 に つい て は第 ２ 章で 検 討し た よう に 、 政 治 道

徳で 道 徳を 粉 飾し 入 れ替 え るこ と が校 長 の官 員 身分（ 職 階制 ）と関 連 して い る。

そし て 厳格 な 経費 と 財務 評 価で 学 校現 場 に財 政 権限 委 譲後 の 操舵 力 を補 う 意図

で、 教 育局 の 手が 直 接に 届 かな い とこ ろ に、 校 長評 価 とい う 間接 的 な手 段 を利

用し て コン ト ロー ル する こ とで あ り、 一 般教 育 行政 と の相 互 補完 的 性格 が ある

等、 こ こで は 再び 取 り扱 わ ない 。 留意 す べき は 、政 治 道徳 ・ 経費 財 務等 「 服従

的」な 評価 内 容 を 過 度に 強 調す る こと は 必然 と 教育 指 導・組 織運 営・学校 文 化・

地域 連 携・教 員 評価 等 比較 的「 自 律的 」な 評価 内 容 へ の 関心 不 足を 引 き起 こ し、

評価 基 準が 設 定さ れ てい な い場 合 は特 に そう で ある 。 なぜ だ とい う と、 あ え て

基準 と 言え ば 、着 眼 点が あ った ぐ らい の もの で はな か った だ ろう か 。着 眼 点は

評価 者 全員 に 評価 の 価値 原 点、 つ まり 評 価者 に 求め る 理念 ・ 立場 ・ 哲学 、 そし

て具 体 的 に 「 どう い う側 面 から あ る資 質 能力 や 業績 を 判別 す るの か 」を 伝 え る

機能 が ある 。 しか し 、 中 国 校長 評 価関 連 制度 で は、 校 長の 役 割責 任 や 評 価 内容

梗概 し か定 め られ な く、 具 体的 な 着眼 点 がは っ きり 規 定さ れ てい な かっ た 。だ

から こ そ、 教 育局 側 の評 価 者は 各 評価 内 容 に 関 して 、 自身 の 判断 で 行わ ざ るを

得な く 、そ し て職 務 の影 響 を受 け 、ど ち らか と いう と 、常 々 正統 的 ・保 守 的な

観点 で 判断 を 下し た 。そ れ は現 実 中 の 校 長評 価 にお け る 「 服 従的 」 な評 価 内容

が「 自 律的 」 なも の より 圧 倒的 に 多か っ たと い うこ と の重 要 な原 因 の一 つ であ

る。 も ちろ ん 、明 確 な着 眼 点さ え あれ ば 「自 律 的」 な 評価 内 容 が 達 成で き ると

いう わ けで は ない 。 着眼 点 その も の も 「 服従 的 」や 「 自律 的 」な 性 格等 に 分け

られ 、 その 実 現に も 様々 な 現実 的 条件 の 整え が 必要 で ある 。 しか し 、着 眼 点が

設定 さ れな け れば 、 教育 局 が主 導 する 校 長評 価 が必 然 に 「 服 従的 」 な評 価 内容

の沼 に 陥っ て しま う 。  

しか も 、 各 課 室の 中 で実 務 を担 当 して い るも の にと っ ては 、 各 評 価 内容 の 全
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面実 施 もも ち ろん 重 要で は ある が 、ま ず それ よ りも 、 年中 行 事と し て苦 労 させ

られ て いる こ とに 直 接役 立 つよ う な（ 専 門分 野 とも 言 える ）、評価 内 容 を 確 立す

るこ と が、 順 序で も あり 、 それ ら に先 行 して 解 決さ れ なけ れ ばな ら ない 問 題と

いう べ きで あ る。 そ れ故 、 過去 の 特定 期 間に お いて 校 長が 各 課室 評 価者 の 担当

分野 で の能 力 や勤 務 実績 を 実証 的 に把 握 し、 評 定す る もの が 優先 的 であ る 。こ

うし て 、 評 価 内容 の 「服 従 的」 な 性格 が 一層 明 らか に なっ た 。 そ し て、 こ うし

た評 価 活用 に つれ て 、査 定 主義 も 更に 強 化さ れ る（ 図 4.1.1 を参 照 ）。  

要す る に、 教 育局 が 主導 す る校 長 評価 に おけ る 、査 定 主義 と 権威 主 義の 自 己

強化 、 そし て 「服 従 的」 な 評価 内 容 と 査 定的 評 価活 用 がお 互 いに バ ック ア ップ

する よ うな 協 働関 係 が見 ら れる 。 教育 局 各課 室 職員 が メイ ン とす る 評価 者 構成

はこ う した 評 価確 保 のカ ギ だと 言 って も 過言 で はな い 。この よ うな 評 価者 構 成 、

評価 内 容 、 評 価活 用 の確 立 はあ く まで も 教育 局 の校 長 人事 管 理と 学 校行 政 管理

要求 に 適応 し てい る わけ で ある 。  

序章 が 挙げ た 、 本 研 究は 価 値判 断 とし て の評 価 の原 点 に立 ち 、 評 価 主体 ・ 評

価内 容 ・評 価 活用 な ど諸 要 素か ら 校長 評 価機 能 を掴 む こと に する も ので あ る 。

そし て 、 今 ま での 検 討に よ って 、 現行 中 国校 長 評価 の 諸要 素 があ る 程度 明 らか

にな っ た 。 一 言で い えば 、 中国 校 長評 価 は県 教 育局 の 校長 人 事と 学 校行 政 の一

環と し て、 人 事諸 課 が実 施 する 、 共産 党 また は 教育 行 政機 構 の幹 部 管理 及 び教

育方 針・命 令 への 順 守を 基 本内 容 とし 、人事 異 動（ 給 与 ）・表 彰に 資 料提 供 する

ため の 評価 で ある 。 こう し た評 価 は む し ろ権 威 主義 下 の必 要 な資 質 能力 と 褒賞

措置 の 樹立 を 通じ 、 正統 的 ・ 画 一 的な 校 長像 の 維持 と 確保 を 主要 な 機能 と して

いる 。 一人 ひ とり の 校長 が こう し た校 長 像の ま ま動 け ば 、 権 威主 義 の基 盤 や源

流で あ る共 産 党や 教 育行 政 機構 の 統治 力 は む し ろ更 な る強 固 的な も のに な るは

ずで あ る。こう し た意 味 にお い ては 、現 行の 校 長評 価 を機 能 面か ら 見れ ば 、「 統

治型 」 評価 だ と言 わ ざる を 得な い 。 以 下 、現 行 の校 長 評価 を 「統 治 型」 評 価と

称呼 す る。  

 

２ ．「統 治 型 」 評 価 の 課 題  

 

校長 人 事管 理 や学 校 行政 管 理に 活 用で き るよ う な 「 統 治型 」 評価 は 一見 効 率

的で あ るが 、 以下 の 様々 な 課題 が ある 。  

 

（ １ ）疎 遠 な 評 価 関係  

図 4.1.1 から 明ら か にな っ たこ と とし て 、教 育 局各 課 室の メ ンバ ー をメ イ ン

とす る 評価 者 構成 は 「統 治 型」 評 価 の 重 要な 支 柱で あ る。 彼 らに と って 、 たと
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え平 等 的な 立 場で 校 長と 対 話や 意 見交 換 をし よ うと し ても 、 組織 （ 課室 ・ 教育

局）の 目標 に 責任 を 果た さ ざる を 得な い 。そ れ で、自 分が 担 当す る 業務（「 服従

的」 な 評価 内 容） の 査定 に 引き 寄 せら れ 、ほ か の 評 価 すべ き 内容 や 評価 活 用法

等を お ろそ か にす る 可能 性 が高 い 。 そ し て、 教 育局 各 課室 の メン バ ーが 必 ずし

も学 校 運営 や 校長 管 理の 全 般や 評 価の 目 的を 理 解す る わけ で はな く 、特 に 必要

な評 価 者研 修 が足 り ない 場 合、 校 長力 量 や業 績 を適 切 に評 価 する こ とが 困 難と

なる 。 そし て 、 表 4.1.2 か ら明 ら かに な った こ とと し て 、 ほ とん ど の場 合 、 評

価者 研 修は た だ評 価 前の 準 備会 議 と評 価 後の 調 整会 議 に限 り 、評 価 者の 指 導研

修・ 評 価の 点 検や 再 評価 は ほぼ 実 行さ れ てい な かっ た 。こ う して 、 個々 の 評価

者が そ れぞ れ 一部 の 現象 に 惑わ さ れて 校 長業 務 の全 体 と本 質 が見 え なく な る可

能性 が 高い 。  

 

表 4.1.2  評価 の 事 前 準 備と 再 評 価 に 関 す る 実行 状 況（教 育 局 担 当 者が 対 象 者 ） 

評 価 の 事 前 準 備 と 再 評 価  教 育 局 数  

評 価 者 資 格 課 程  0% 

定 期 的 な 評 価 指 導  28. 6 %  

評 価 前 の 準 備 会 議  92. 9 %  

評 価 後 の 調 整 会 議  64. 3 %  

評 価 に 対 す る 点 検 や 再 評 価  7.1 %  

※ 同 教 育 局 に 複 数 の 回 答 が あ る 場 合 、 一 つ に 統 合 す る 。  

 

要す る に、 評 価者 の 選出 と 研修 準 備体 制 には 校 長評 価 の全 般 、 校 長 の根 底 に

ある 考 え方 も 理解 せ ず 、目 先 の業 務 のみ に熱 中 する よ うな 危 険を 内 蔵し て いる 。

教育 局 職員 が 所属 す る課 室 の業 務 を重 視 する あ まり 、 或い は 学校 管 理や 評 価に

関す る 専門 知 識・経 験の 不 備 に よ り 、評 価内 容 が一 層「服 従 的 」な も のに な り、

意見 交 換・ 指 導提 言 能力 も 一層 欠 乏状 態 にな っ てし ま う 。 一 方、 た とえ 被 評価

者で あ る校 長 はよ り 多く の 指導 提 言を 得 たく て も、 相 手が 自 己の 能 力と 業 績を

評価 し 、異 動 ・昇 進 ・表 彰 の決 定 者で あ るこ と を強 く 意識 し たら 、 率直 に 自己

が抱 え てい る 問題 と 欠陥 を 開示 で きる で あろ う か 。「 人 間は 、社会 人 とし て も組

織人 と して も 、自 己 主張 を 持っ て おり 、 常に 「 認め ら れた い 欲望 」 を持 っ てい

る」 1。つ まり 、恐ら く 誰で も 高い 評 価を 取得 す る期 待 を持 ち 、特 に 評 価が 人 事

と表 彰 の切 り 札で あ る場 合 、あ る 意味 で 校長 の キャ リ アパ タ ーン を 左右 す るほ

ど、 非 常に 重 要な 結 果を も たら す もの で もあ る 。今 後 、業 績 給と 評 価 活 用 との

関連 性 向上 に つれ て （当 面 の中 国 では 、 どち ら か と 言 えば 、 変動 給 より 固 定給

的な 考 え方 が とら れ てい る ）、毎 回 の校 長 評価 は 必然 的 に年 間 の給 与 に直 接 的な

影響 を 与え る 。評 価 者に と って も 、校 長 を評 価 した 結 果 に よ り等 級 分 け な けれ

ばな ら ない 。 こう し て、 評 価が 校 長へ の プレ ッ シャ ー の上 昇 と 予 見 でき る 。更
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に、 校 長と 評 価者 の 間 に 、 平等 的 な対 話 ・指 導 メカ ニ ズム の 実現 が 一層 困 難に

なっ て しま う かも し れな い 。  

前述 し たよ う に 、 校 長評 価 が 教 育 局職 員 に統 治 され る 限り 、 権威 ・ 査定 主 義

の流 行 や、 能 力開 発 が疎 外 され る こと に なる わ けで あ るか ら 、評 価 者に 信 頼が

おけ な いと 考 える よ うに な るの も 当然 の こと で ある 。 それ に 対し て 、評 価 者構

成の 改 革が 必 要だ と 思わ れ る。 調 査に よ ると 、 元校 長 ・教 育 専門 家 ・教 職 員・

現職 校 長の 関 与を「 必 要あ る 」と 思 って い る校 長 の割 合 は何 れ も半 分 を超 え た。

８割 近 くの 校 長は 評 価者 の 専門 性 を期 待 して い る（ 表 4.1.3 を参 照 ）。そ れ らの

願い を 、 よ く 考え て 見れ ば 、校 長 は長 期 的・ 教 育的 ・ 継続 的 視野 か ら評 価 する

こと を 切望 し てい る ので あ り 、 心 底に は 「参 加 型評 価 」を 実 施し て 貰い た いと

の、 切 なる 願 望が そ こに 表 明さ れ て い る こと に ほか な らな い 。  

 

表 4.1.3  評価 者 構 成 に 対す る 改 善 意 見 （ 校 長が 対 象 者 ）  

項 目  必 要 あ る  

教 職 員 評 価 の 制 度 化  73. 6 %  

現 職 校 長 の 関 与  59. 4 %  

元 校 長 の 関 与  93. 0 %  

教 育 専 門 家 の 関 与  88. 1 %  

保 護 者 の 関 与  39. 1 %  

地 域 住 民 の 関 与  23. 8 %  

評 価 者 の 専 門 化  76. 8 %  

 

以上 、 県教 育 局 が 主 導す る 校長 評 価に 数 多く の 非行 政 的・ 専 門的 人 材の 関 与

は、 草 の根 的 に評 価 現場 か ら 権 威 ・査 定 主義 を 緩和 す る よ う な有 効 方法 の 一種

だと も 考え ら れる 。 参加 型 評価 に よっ て 、 対 話 指導 が より 頻 繁そ し て積 極 的 な

ると 、 被評 価 者と し ての 校 長は 自 らこ う した 有 用な 評 価を 受 けた い ので は ない

だろ う か、 と いう 期 待感 を 生み 出 す。 特 に現 職 校長 に とっ て 、評 価 者と し ての

経歴 は 評価 の 目的 ・ 内容 ・ 要求 に つい て より 明 確な 理 解の み なら ず 、他 の 校長

の管 理 経験 と 教訓 を 学び と るこ と もで き る。 し かし 、 それ を 実現 す るた め に、

校長 評 価機 能 に関 す る各 県 教育 局 の認 識 の転 換 が求 め られ る 。 そ れ に関 し て、

次章 が 検討 す る。  

 

（ ２ ）自 律 的 力 量 への 弾 圧  

校長 評 価に つ いて 、 その 機 能を 実 現す る 前提 と して 評 価内 容 の果 た す役 割 は

大き い 。 評 価 内容 に より 、 校長 の 資質 能 力や 勤 務状 況 の良 否 を判 定 し、 そ の原

因を 究 明す る こと が 基本 に なる 。 この こ とか ら 、適 切 な 評 価 内容 の 作成 が 校長

評価 の 前提 で ある こ とが 分 かる 。 もち ろ ん、 今 日各 地 で実 施 され て いる 評 価内
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容の す べて が 、校 長 評価 に 合わ な いと ま では 言 うこ と はで き ない 。 校長 評 価 内

容は 、ここ 20 数年 の 歴史 の 中で 、それ な りの 改 善と 工 夫が 重 ねら れ てき た こと

も事 実 だか ら であ る 。し か し、 素 質教 育 より 政 治道 徳 や 財 務 能力 を 重 視 す ると

か 、評 価 内容（ の 着眼 点 ）がど ち らか と いう と 、「 服従 的 」な性 格 が強 い 等 、沢

山の 課 題が い まだ 残 って い る。  

人は 恐 らく 誰 でも 、 与え ら れた 評 価制 度 の下 で 最大 の 評価 を 得る べ く行 動 す

る傾 向 があ る 。そ れ 故、 政 治道 德 ・経 費 財務 等 に対 す る厳 格 たる 管 理・ 束 縛を

特徴 づ ける 権 威・ 査 定主 義 の下 に 、校 長 が評 価 機構 で ある 県 教育 局 の出 先 機関

とし て 働き が ち で あ り 、教 育 行政 機 構 の 代理 人 とし て のイ メ ージ が 強化 さ れた 。

こう し た校 長 評価 は 分権 的 教育 行 政体 制 と校 長 責任 制 の趣 旨 に反 す るの み なら

ず、 自 主的 学 校経 営 の流 れ にお け る校 長 の 能 力 開発 に とっ て も不 利 であ る 。 周

知の よ うに 、 校長 は 児童 生 徒の 教 育と い う住 民 の福 祉 を増 進 する こ とを 目 的と

する 施 設的 管 理者 で ある こ とか ら 、権 力 的作 用 をも 含 む一 般 行政 の 目的 に 供せ

られ る 施設 ― ―行 政 官署 の 管理 職 や金 銭 的利 益 を獲 得 する 会 社企 業 の経 営 者と

は異 な る。 政 治道 徳 や財 務 能力 等 があ く まで 教 育と い う福 祉 の増 進 を図 る 手段

であ る 。そ れ らを 強 調し す ぎる と 、 評 価 内容 上 の権 威 主義 の 拡大 す る懸 念 され

る。  

今よ り 以上 の 評価 機 能を 果 たす た めに 、 校長 評 価は 被 評価 者 の心 に 共鳴 を 引

き起 こ すべ き であ る 。こ の ため 、 評価 内 容 が 被 評価 者 の基 本 的な 価 値観 念 の構

造に 対 応し て おり 、 しか も 、被 評 価者 に 認可 さ れる も ので な けれ ば なら な い。

第２ 章 が 挙 げ た、 当 面校 長 が期 待 する 力 量と 校 長 評 価 の評 価 内容 と の間 に 、合

致し て いな い 部分 が 実に 多 かっ た 。 特 に 、評 価 内容 と 比べ る と、 ① 校長 が より

教育 指 導・ 経 営計 画 ・学 校 文化 を 重要 視 して お り（ 図 2.3.2 を参 照 ） 、 そ して

②「服 従 的 」力 量 以上 に 、「 自律 的 」力量 を憧 れ てい る 。この こ とか ら 、単な る

行政 部 門の 代 理人 か ら教 育 指導 者 ・自 主 的経 営 者へ の 役割 転 換を 求 め、 自 主的

経営 計 画・ 教 育指 導 を通 じ て、 自 律的 学 校経 営 に 手 腕 を発 揮 しよ う と思 う 校長

が多 く なっ た こと が 分か る 。 こ う した 動 向の 中 、 教 育 指導 ・ 経営 計 画・ 学 校文

化な ど 「自 律 的」 な 評価 内 容の 重 点化 は 校長 が 優れ た 教育 指 導者 ・ 学校 経 営者

とし て の成 長 、そ し て学 校 が真 に 児童 生 徒の 福 祉を 増 進す る こと を 目的 と する

施設 に なる こ との 有 力的 な 確保 で ある 。  

要す る に 、「 自律 的」な 評価 内 容 へ の 転換 が校 長 たち の 願望 で ある 。こ れ から

絶え ず 自ら 経 営計 画 ・教 育 指導 ・ 学校 文 化・ 教 員評 価 等諸 能 力を 開 発し 続 ける

校長 を 高く 評 価し 、 それ に よっ て 更に 校 長の 能 力開 発 を推 進 する こ とが 能 力開

発機 能 の充 実 にと っ ても 効 果的 で ある 。  

にも か かわ ら ず、 ど のよ う に 当 面 の政 治 道徳 ・ 経費 財 務 な ど 評価 内 容の 「 服
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従的 」 な性 格 を緩 和 する の かは 重 大な 課 題で あ る。 そ れに 対 して 、 法制 度 や 教

育行 政 機構 認 識の 転 換が 必 要で あ る。  

 

（ ３ ）原 資 制 限 と 非公 開 か ら 由 来す る 不 満 と 不信  

異動 ・ 昇進 ・ 表彰 を 活用 法 とす る 「統 治 型」 評 価 は 、 配分 す る原 資 が前 提 と

なっ て いる 。 そし て 、職 階 制は そ の原 資 の性 格 と配 分 方式 を 決め て いた 。 一言

でい え ば 、 職 階が 高 いほ ど 、給 与 等待 遇 も高 く なる 。 ある 意 味に お いて は 、職

階が 最 も重 要 な原 資 であ る 。し か し、 空 いて い る 先 進 地域 ・ 高等 級 学校 の 校長

ポス ト （高 職 階） が とて も 少な く 、そ こ でど う して も 人事 評 価は 相 対評 価 にな

らざ る を得 な い。 相 対評 価 は 絶 対 評価 の よう に 能力 の 絶対 的 な高 さ や特 性 を捉

える の でな く 2、誰が 誰 より 優 れて い ると 劣っ て いる と かを 比 べ 、相 対 的に 校 長

の能 力 や業 績 の評 価 を追 い 求め る 。相 対 評価 で は所 詮 、人 材 育成 を 促す も のと

はな り えな い 。 他 人 との 比 較で 相 対的 優 劣が 仮 に“ 公 正” に 決定 さ れた と して

も、 そ れは 人 を自 己 育成 へ と動 機 づけ る 力を 持 たな い 。特 に 、相 対 評価 の 下で

は、 こ の「 ち ょっ と の差 」 が問 題 であ っ て、 当 人に と って は 実益 （ 損） の 額よ

り も 心 理 的敗 北 感 が こ た え る の だ 3。「 人 よ り ち ょ っと 劣 る 」 で 昇 進 ・ 昇 給 不可

と評 価 され た 校長 は 、自 己 育成 ど ころ か 、不 満 と疎 外 感を 持 ち、 は け口 の ない

スト レ スを 内 攻さ せ てい く 。し か も、 絶 対評 価 では 、 評価 者 の主 観 的判 断 に頼

る部 分 が 実 に 多く 、 特に 現 在客 観 的な 評 価基 準 と責 任 体制 の 不備 の 場合 、 常々

被評 価 者の 不 信を 招 致す る 。  

更に 、 教育 局 職員 が 行う 校 長評 価 が常 に 人事 関 係の 重 要資 料 とし て 、内 申 で

人事 課 長や 教 育長 に 提出 し 、非 公 開を 原 則と す るこ と にな っ てい る 。し か し、

評価 の 結果 が すぐ に 昇進 （ 増給 ） や受 賞 に現 れ るよ う な人 事 管理 体 制で は 、そ

れを 非 公開 に する こ と自 体 、 あ り 得な い と 言 わ なけ れ ばな ら ない 。 それ を 無理

に、 非 公開 の 原則 （ 秘密 主 義） を 守り 抜 こう と すれ ば 、そ れ はむ し ろ校 長 の不

安を 助 長す る ばか り でな く 、ま す ます 教 育局 に 対す る 不信 感 をつ の らせ る だけ

であ る 。 こ れ では 、 公正 な 評価 と なる わ けが な く、 能 力開 発 の手 立 とな る わけ

がな い 。 現 在 、 55.7％の 校 長が 評 価へ の 点検 の 制度 化 を「 必 要」 と 思っ て いる

こと が こう し た不 信 感の 表 現で も ある 。  

 

（ ４ ）昇 進 異 動 に よる 公 平 性 へ の損 害  

教育 領 域に お いて 、 経済 領 域に 相 応し い 効率 主 義が 適 用し な い場 合 が少 な く

ない 。 高い 効 率は 必 ずし も 良い 効 果を 引 出す わ けで は ない 。 優秀 な 校長 人 的資

源を 経 済発 達 地域 ・ 高等 級 学校 に 注入 す るこ と は 、 後 進地 域 ・低 等 級学 校 の学

校経 営 にと っ て、 大 きな 被 害を 蒙 るこ と にな る かも し れな い 。後 進 地域 ・ 低等
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級学 校 にお い ては 、 優秀 な 校長 の 育成 が とて も 非常 に 困難 な こと で ある 。 せっ

かく 学 校経 営 が好 転 の気 配 を示 し たが 、校長 人 事異 動 でそ の 活気 が 沈滞 し たら 、

後進 地 域・ 低 等級 学 校で の 校長 育 成に 対 する 自 信と 志 気が 低 下し て しま う 。 し

かし 、 職階 を 原資 と する 「 統治 型 」評 価 がこ う した 教 育不 公 平を 引 き起 こ す 人

事異 動 を促 進 して い るこ と は相 違 ない 。  

上記 （ ３） と （４ ） から 見 れば 、 職階 に 関わ ら なく 新 たな 「 原資 」 の開 発 、

客観 的 な評 価 基準 と 責任 体 制 を 作 成す る 上で 開 示性 の 向上 は 今後 の 課題 と して

挙げ ら れる 。 新た な 「原 資 」と 言 うと 、 ポス ト や給 与 構造 が もち ろ ん必 要 な構

成で あ るが 、「 対話 」・「指 導 」・「 研 修」等 校長 の 能力 開 発を 促 進で き るよ う な新

原資 の 認識 も 重要 で ある 。 第３ 章 が挙 げ たよ う に、 評 価を 単 なる 異 動・ 昇 進・

表彰 の 根拠 や 付属 に なる こ とに 反 対し 、 意見 交 換・ 結 果開 示 ・ 指 導 提言 ・ 研修

改善 等 職能 成 長や 自 己改 善 に関 す る評 価 活 用 の 欠陥 を 深く 感 じな が ら、 そ の改

善を 求 めて い る校 長 が特 に 多い 事 実で あ った 。 評価 活 用に 関 する 対 話・ 開 示・

指導 メ カニ ズ ムの 実 現 こ そ 、評 価 機構 が 校長 の 信頼 を 取り 戻 し、 そ して 能 力開

発を 徹 底す る 意思 表 現の 重 要な 方 式と 実 行方 法 であ る 。  

上述 し たよ う に 、 「 統治 型 」評 価 には 様 々な 課 題が あ る。 さ て、 今 後改 善 の

道が ど こに あ るの か 、そ れ につ い て、 次 節に 当 面の 校 長評 価 機能 に 関す る 主要

な試 行 と検 討 を見 て みよ う 。  

 

 

第２節  校長評価の構造と機 能の今 日的動向  

 

前節 は 現行 の 校長 評 価の 構 造と 課 題を 検 討し た が、 具 体的 な 変革 ・ 推進 方 法

がま だ 不明 確 であ る 。そ れ に対 し て、 本 節は 校 長職 級 制と 専 門職 基 準等 の 中国

校長 評 価の 今 日的 動 向を 検 討す る と同 時 に、 校 長評 価 の基 本 形態 と その 特 徴・

課題 ・ 行方 等 を考 察 する 。  

 

１ ． 評価 制 度 の 基 本形 態  

  

ここ で は 、前 述 した「 統 治型 」評 価の 構 造・性 格・課題 に 基づ き 、「 権威 主 義

4」対「合 理 主義 5」評 価 内容 、「 査定 主 義 」対「能 力 開発 主 義 」評価 活 用と い う

二軸 か ら、 校 長評 価 制度 を ①「 統 治型 」（「服 従 的」 な 評価 内 容 ― 査 定的 評 価活

用 ）、②「 組 合型 」（「 服従 的 」な評 価 内容 ―能 力 開発 的 評価 活 用 ）、③「 結 果型 」

（「自 律 的」 な 評価 内 容 ― 査 定的 評 価活 用 ）、 ④ 「開 発 型」（「 自律 的 」な 評 価内

容― 能 力開 発 的評 価 活用 ）等 四 つの 形 態 に分 け（ 図 4.2.1 を参 照 ）、こ うし た 座
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標系 の 中で 、 今日 校 長評 価 制度 の 機能 に 関す る 新た な 動向 を 掴ん で みよ う 。  

 

図 4.2.1  校長 評 価 制 度 の基 本 形 態  

 

各基 本 形態 の 性格 に つい て 、以 下 に 簡 略 に説 明 する 。  

①「 統 治型 」 評価 と いう の は、 評 価者 が 非常 に 束縛 的 な 評 価 内容 で 被評 価 者

の過 去 の業 績 を評 価 し、 そ の結 果 を人 事 ・給 与 ・表 彰 等 「 賞 」・「 罰 」 に 使 うこ

とで あ る。 こ うし た 評価 形 態の 特 徴に つ いて 言 えば 、 権威 主 義下 の 「服 従 的」

な評 価 内容 と 査定 的 評価 活 用 に よ り、 共 通的 能 力・ 業 績 の 査 定を 主 要な 機 能と

し 、従 来 行政 官 庁 と 企 業内 部 の従 業 員人 事考 課 がそ の 典型 例 とし て 挙げ ら れる 。

そし て 、前述 し たよ う に、中 国校 長 評価 も 大体 こ うし た 評価 形 態に 属 して い る。

こう し た評 価 の欠 点 や課 題 につ い て 、 多 く検 討 した か ら、 こ こで は 再び 取 り扱

わな い 。  

②「 組 合型 」 評価 と いう の は、 評 価者 が 非常 に 束縛 的 な 評 価 内容 で 被評 価 者

の能 力 と業 績 を評 価 した が 、そ の 結果 を 評価 者 の（ 特 定の 評 価内 容 に関 す る ）

能力 開 発に 活 用す る こと で ある 。 こう し た評 価 形態 の 特徴 に つい て 言え ば 、 権

威主 義 下の 「 服従 的 」な 評 価内 容 と能 力 開発 的 評価 活 用に よ り、 共 通的 資 質能

力の 開 発 を 主 要な 機 能と し 、 専 門 職組 合 内部 の 能力 評 価が そ の典 型 例と し て挙

げら れ る。 し かし 、 中国 に おけ る 校長 （ 又は 教 職員 ・ 管理 職 等 ） 組 合の 発 展が

遅れ て いる の で 、こ う した 評 価に 必 要な 現実 的 な土 台 が む し ろ存 在 して い ない 。 

③「 結 果型 」 評価 と いう の は、 評 価者 が 比較 的 に 「 自 律的 」 な評 価 内容 で 多

角的 に 被評 価 者過 去 の業 績 を評 価 し た が 、その 結 果を 人 事・給 与・表彰 等「 賞」・
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「罰 」 に使 う こと で ある 。 こう し た評 価 形態 の 特徴 に つい て 言え ば 、 合 理 主義

下の 評 価内 容 と査 定 的評 価 活用 に より 、 自律 的 能力 と 業績 の 査定 を 主要 な 機能

とし 、 すぐ れ た能 力 を持 つ 生徒 を 対象 と する 大 学 特 別 入試 （ 特に 近 年、 一 部の

大学 長 の自 主 的決 定 権 （ 募 集数 の ５％ ） も決 ま った ） がそ の 典型 例 とし て 挙げ

られ る 。後 述 の中 国 上海 市 で今 試 行中 の 校長 職 級制 も その 形 態に 属 して い る こ

とか ら 、職 級 制を 検 討 す る 上で 、 こう し た評 価 制度 の 利点 と 限界 を 見出 す こと

にす る 。  

④「 開 発型 」 評価 と いう の は、 評 価者 が 比較 的 に 「 自 律的 」 な評 価 内容 で 多

角的 に 被評 価 者の 能 力と 業 績を 評 価し 、 その 結 果を 更 に評 価 者の （ 多元 的 な ）

能力 開 発に 活 用す る こと で ある 。 こう し た評 価 形態 の 特徴 に つい て 言え ば 、 合

理主 義 下の 評 価内 容 と能 力 開発 的 評価 活 用に よ り、 自 律的 資 質能 力 の開 発 を主

要な 機 能と し 、職業 適 性診 断 がそ の 典型 例と し て挙 げ ら れ る 。「人 間 の能 力 」は、

もと も と「 潜 在」 し てい て 目で 見 るこ と がで き ない 。 そし て また 、 よく 言 われ

るよ う に「 無 限の 可 能性 」を秘 め てい る と考 え られ る もの で ある 。さら に 、「人

間の 能 力」 は 時間 と いう 不 思議 な もの に よっ て 、時 々 刻々 消 され て ゆく 性 質を

もっ て いる と いう こ とで あ る 6。こ う した 人間 の 能力 に 対し て 、より 自 律的 な 理

想的 資 質・ 校 長像 に 従い 、 適切 な 時点 で 潜在 し てい る 校長 の 資質 能 力を 発 掘す

るの は 「開 発 型」 評 価 の 目 標で あ る。 後 述の 中 国校 長 専門 職 基準 の 検討 が こう

した 目 標を 狙 って い るが 、 実現 ま で様 々 な課 題 が残 っ てい る 。中 国 校長 専 門職

基準 へ の考 察 と共 に 、「開 発 型」校 長評 価 のメ ッ リト と 困難 性 を見 出 すこ と にす

る。  

留意 す べき 点 は、 こ れら の ４種 の 基本 類 型は 、 必ず し も個 々 の具 体 的評 価 活

動と １ 対１ の 対応 関 係を 持 つわ け では な い。 た とえ 「 開発 型 」評 価 の場 合 にし

ても 、査 定 に活 用 され る 可能 性 があ り、逆に「統 治 型」評価 の 場合 、完全 に「 自

律的 」 な評 価 内容 と 能力 開 発上 の 活用 方 法を 講 じて い ない と 断言 で きな い 。 評

価活 動 に従 っ た 各 機 能の 比 重に 一 定の 格 差 は 存 在す る こと か ら 、 相 対的 な 観念

で「 権 威主 義 」と 「 合理 主 義 」、「 査定 主 義」 と 「能 力 開発 主 義」 を 把握 す るこ

とが 肝 心で あ る 。以 下 、「 結果 型 」校 長評 価と「 開 発型 」校 長 評価 に 関わ る 試行

と検 討 を考 察 する 。  

 

２ ．「結 果 型 」 評 価へ の 考 察 ― 校 長職 級 制 の 性格 と 限 界 7―  

 

「結 果 型」 評 価 の 構 造と 機 能、 性 格と 限 界を 見 出し 、 今後 中 国校 長 評価 に 適

切す る かど う かを 見 極め る ため に 、校 長 職級 制 の試 行 を見 て みよ う 。  

既に 挙 げた 、校 長職 階 制が「 服 従 的 」な 評価 内 容（政 治 道徳 ）、原 資制 限 及び
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教育 不 公平 等 の 元 凶 であ る 。そ れ に対 し て、 校 長職 級 制 （ 以 下、 PPGS） が 今ま

で従 来 の 職 階 制に 対 する 最 も徹 底 的な 改 正と 言 って も 過言 で はな い 。PPGS は今

日の 社 会的 な 要請 と 、既 存 の校 長 職階 制 の批 判 的な 見 直し の 中で 、「 校長 が 官員

から 専 門職 へ 移行 す る」 期 待を も って 作 られ た 新た な 校長 等 級制 度 の枠 組 みで

ある 。2010 年、「 PPGS の推 進 」は 今後 10 年間 の 中国 の 教育 ガ イド ラ イン で ある

「国 家 中長 期 教育 改 革と 発 展企 画 綱要 （ 2010－ 2020）」（共 産 党中 央 と国 務 院に

よっ て 公布 さ れた ） によ っ て指 示 され た 。そ れ に従 っ て、 同 年の 「 国家 教 育体

制改 革 につ い て実 験 的試 行 の通 知 」（国 務院 事 務局 に よる 公 布） は PPGS を 中国

全地 域 の重 要 な教 育 試行 プ ログ ラ ムに 位 置づ け 、し か も上 海 市を 模 範地 域 に設

定 し た 8。 こ こで 、 上 海 市 を 例 と し て 、 PPGS が 校 長評 価 に 与 え る 影 響 と 制 限 を

見て み よう 。  

 

（ １ ）変 革 土 台 ― 校長 等 級 制 度 の移 行 ―  

1990 年代 校 長評 価 制度 化 以降 、 この 20 年間 、 地方 的 な校 長 評価 改 革試 行 が

少な く ない が 、学 界 や地 域 社会 の 期待 に 応え な かっ た こと が ほと ん どで あ る。

その 裏 には 伝 統的 な 「校 長 行政 職 階制 」 の束 縛 が見 逃 せな い 。 校 長 職階 が 評価

への 悪 影響 に つい て 言え ば 、 ① 政 治道 徳 等 「 服 従的 」 な評 価 内容 の 重要 視 と自

律的 学 校経 営 能力 を 初め と する 諸 力量 へ の軽 視 、②昇 給 は主 に 昇進（ 職階 向 上）

に頼 る ので 、 評価 活 用の 原 資制 限 が明 ら かに な る、 ③ 反っ て 、行 政 的評 価 体制

（評 価 機構 と 評価 者 等） を 強固 し た。 し かし 、 軽率 に 「校 長 行政 職 階制 」 を廃

止し た ら、 校 長等 級 が急 に フラ ッ トに な って お り、 給 与も 年 功参 照 ・一 律 化に

なる の は間 違 いな い 。こ う して 、 校長 評 価の イ ンセ ン ティ ブ も低 く なる 懸 念が

ある 。 つま り 、諸 刃 の剣 で ある 校 長行 政 職階 制 には 確 かに 様 々な 欠 点あ る が、

校長 職 の身 分 ・キ ャ リア パ ター ン を提 示 でき 、 昇進 ・ 昇給 な ど優 遇 の客 観 的な

依拠 と なり 、 最低 限 の向 上 意欲 と 業務 能 力を 確 保す る 機能 も 付い て いた と 思わ

れる 。それ か ら見 れ ば 、伝 統 的な 職 階の 欠陥 を 克服 す る同 時 に、校 長職 の 身分 ・

キャ リ ア パ タ ーン を 提示 で き、 昇 進・ 昇 給な ど 優遇 の 客観 的 な依 拠 にも な れる

新た な 校長 等 級制 度 の開 発 が必 要 であ る 。  

東部 沿 海の 先 進都 市 であ る 上海 市 は 1990 年代 校長 評 価を 導 入し た 途端 に 、既

に校 長 に専 門 職と し ての 性 格が 有 する 新 たな 等 級を 付 与す る 可能 性 につ い て検

討し 始 めた 。1993 年 の 市教 育 業務 大 会で 、当時 の 市長 黄 菊は「 小 中学 校 長 等 級

体制 を 設定 す る」 と いう 提 案を 出 し た 。 そこ で 、 等 級 体制 と いう も のは 、 伝統

の行 政 職階 の 序列 と 異な る 校長 職 特有 の 専門 序 列で あ り、 つ まり 後 程構 想 され

た PPGS であ る 。  

PPGS は 処長・科長・股長 な ど幹 部 身分 や 官等 の 意味 が 含ま れ た職 階 名を 一 変
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し、 主に 1 級～ 4 級 （ 各級 の 下に 1・ 2・ 3 など 数字 で 標記 さ れる 複 数の 等 が置

く、 図 4.2.2 を参 照 ）の 数 字型 で 校長 等 級を 表 現し 、 数字 の 順番 通 りに 昇 級す

るの が 基本 で ある 。 こう し て、 校 長 職 階 制と 異 なる 新 たな 等 級制 度 が作 成 され

た。  

 

図 4.2.2  校長 等 級 制 度 の移 行  

 

1994 年 、 PPGS は 先ず 市 内二 区 （静 安 ・ 蘆湾 区 9）で 実 験的 に 先導 試 行さ れ 、

1999 年 には 第 2 ス テ ッブ と して 市 内八 区 （黄 浦 区・ 南 市区 ・ 楊浦 区 ・閘 北 区・

徐匯 区 ・嘉 定 区） で 拡大 試 行さ れ 、更 に 『教 育 改革 の 深化 と 素質 教 育の 全 面的

な展 開 につ い ての 決 定 』（ 共 産党 中 央・ 国務 院 頒布 、 1999 年 ）と 『 上海 市 で校

長職 級 制度 の 導入 に つい て の実 施 意見 』（ 共産 党 委員 会 組織 部 、上 海 市教 育 委員

会等 公 布、 2000 年 ） を契 機 に、 試 行段 階 から 全 面的 な 実施 段 階に 移 行し た 。  

新た な 校長 等 級制 度 の下 、 校長 評 価に ど のよ う な変 化 が起 こ った の か。 以 下

が評 価 内容 と 活用 等 の面 か ら見 て みよ う 。  

 

（ ２ ）「 自 律 的 」 な評 価 内 容  

従来 の 校長 評 価制 度 では 、校 長評 価 の仕 組み や 着眼 点 が示 さ れる こ とも な く 、

その 時 期に な ると 県 教育 局 人事 課 から 各 課室 の 評価 者 に 評 価 内容 を 伝え （ 又は

評価 表 の配 布 等 ）、評 価者 は 詳し く 理解 で もな い 評価 内 容 に 基 づい て 校長 評 価に

参加 し た。 こ れな ど では 、 校長 評 価を 行 うこ と には 間 違い は ない が 、こ れ だけ

では 校 長評 価 制度 と して 完 全に 機 能し て いる と は言 え ない 。 校長 職 級制 の 下、

先ず 評 価基 準 とい う 規範 的 評価 内 容 ・ 着 眼点 ・ 行動 基 準が 明 確に さ れ、 評 価者
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が十 分 理解 す るう え で評 価 を行 う こと に なる の で、 評 価内 容 とそ の 着眼 点 等さ

えよ く 理解 せ ずに 軽 率に 校 長を 評 価す る こと が 大部 免 れ ら れ るだ ろ う 。  

そし て 、「服 従 的」か ら「 自 律的 」への 性 格転 換 が評 価 内容 に おけ る 重要 な 特

徴と し て挙 げ られ る 。表 4.2.1 が 示 した よう に 、評価 基 準は 6 項目 に 大別 さ れ、

各項 目 はま た 採点 内 容と し ての 2 小項 目 に分 解 され 、計 12 小 項目 で ある 。形式

上 、 欧 米 流 の 専 門 職 を 解 釈 す る 方 法 を 採 用 し 、 ア メ リ カ 校 長 協 会 の 専 門 基 準

(ISLLC2008 な ど )及 びイ ギ リス 国 立校 長 養成 大 学（ National College for School  

Leadership, NCSL） の 校 長 資 格 （ National Professional Qualification for 

Headship, NPQH）に も近 い 形態 が 見え る 。  

 

表 4.2.1   PPGS 評 価 項 目 と 内容 1 0 

項 目  小 項 目 （ 採 点 内 容 ）  行 動  

経 営

理 念  

教 育 方 針 を 貫 き 、「 資 質 教 育 」を 実 施 し 、「 第 二 回 カ リ キ ュ ラ ム 改 革 」

を 推 進 し 、 教 育 法 規 を 守 り 、 道 徳 的 に 学 校 を 経 営 す る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

教 育 理 論 の 学 習 と 科 学 研 究 を 重 視 し 、理 論 を 活 用 し 、積 極 的 に 現 代

学 校 教 育 の 実 践 と 探 索 を 実 行 す る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

学 校

管 理  

自 主 的 に 設 定 し た 校 則 に 沿 っ て 学 校 を 管 理 し 、各 組 織 の 役 割 権 限 ・

業 務 プ ロ セ ス を 明 確 化 す る 上 で 、 効 率 的 に 運 営 さ せ る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

学 校 の 自 律 か つ 自 主 的 発 展 を 目 指 し 、長 期・中 期・短 期 的 な 企 画 を

作 り ・ 実 施 す る こ と に よ っ て 、 学 校 の 教 育 力 を 向 上 さ せ る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

教 育

指 導  

民 族 精 神 と 生 命 指 導 綱 要 に 依 拠 し 、徳 育 を 重 視 し 、よ い 学 校 文 化 ・

教 育 風 土 、 そ し て 教 員 と 児 童 生 徒 の 優 れ た 品 性 と 行 動 を 導 く こ と 。 

A 指 標  

B 指 標  

自 主 的 に 地 方 カ リ キ ュ ラ ム を 改 善 す る こ と に よ り 、教 育 の 革 新 を 促

進 し 、 学 校 管 理 ・ 生 徒 指 導 の 質 を 確 保 す る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

教 員

育 成  

人 材 導 入・教 員 研 修・校 内 研 修 を 重 視 し 、理 想 的 な 教 員 の 構 成・優

れ た 教 育 研 究 の 雰 囲 気 ・ 教 員 の 専 門 的 資 質 能 力 の 発 展 に 努 め る 。  

A 指 標  

B 指 標  

学 校 文 化 を 重 視 し 、 校 内 の 協 働 性 を 促 進 す る こ と 。  
A 指 標  

B 指 標  

資 質

能 力  

教 育 理 論 能 力 と 成 果 、自 己 革 新 の 理 念 と 成 果・学 校 経 営 と 教 育 の 能

力 と 成 果 ・ 教 育 課 題 の 研 究 能 力 と 成 果 。  

A 指 標  

B 指 標  

正 直・勤 勉・公 正・民 主 の 人 格 を 有 し 、教 員 と 児 童 生 徒 に 信 頼 さ れ

る 。  

A 指 標  

B 指 標  

業 績

成 果  

学 校 改 革 と 革 新 の 成 果 に 基 づ き 、個 性 的 な 運 営 モ デ ル を 作 り 、同 校

種 間 の 模 範 的 な 存 在 に な る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

社 会 的 に 評 価 さ れ 、特 に 学 生 育 成 に つ い て 保 護 者・地 域 住 民・就 職

企 業 ・ 上 級 学 校 に 評 価 さ れ 、 関 連 部 門 か ら 受 賞 さ れ る こ と 。  

A 指 標  

B 指 標  

 

各項 目 を順 番 に見 て みる と、第 一に 、「経 営理 念」は 中国 の 教育 方 針と 政 策中

心 ・ 上 海 市 の 教 育 改 革 方 向 ・ 法 律 精 神 と 倫 理 道 徳 1 1の 厳 守 な ど 共 通 面 を 示 し な

が ら 、 地 域 学 校 ・ 生 徒 の 個 性 に 応 じ た 自 主 的 な 経 営 方 策 1 2を 可 能 に す る 。 第 二

に 、「 学 校管 理 」に つ いて 、穏健 な 運営 を 維持 す るよ う に学 校 規則・管理 組 織な

ど制 度 面の 改 善を 図 りな が ら、 よ り活 発 的・ 緩 和的 ・ 段階 的 な企 画 の作 成 を提

唱す る 。第三 に 、「 教 育 指導 」は 道徳 教 育 1 3と学 科 課程 1 4の 両立 に 注目 し てい る 。
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道徳 教 育に つ いて は 、受験 勉 強の 風 潮で 形骸 化 にな っ た道 徳 教育 に『 民族 』・『 生

命』 な ど新 た な意 義 を注 ぎ 、従 来 の政 治 中心 ・ 共産 主 義か ら 現代 社 会の 公 民道

徳と 生 きる 力 を育 む 視点 の 転換 が 見逃 せ ない 。第四 に 、「 教 員 育成 」は 人材 導 入・

校内 研 修制 度 を作 成 し実 施 する 同 時に 、 積極 的 な学 校 文化 と 教職 員 の協 働 性を

促 進 す る こ と で あ る 1 5。 経 営 理 念 ・ 学 校 管 理 ・ 教 育 指 導 ・ 教 員 育 成 の 役 割 責 任

に関 す る職 務 要求 は 、校 長 に関 わ る最 も 重要 な 能力 と して 提 示・ 解 説す る こと

が全 中 国の 先 頭を 切 ると 言 え、 今 日上 海 市の 校 長職 の 中心 的 な役 割 期待 を も明

らか に なっ た 。そ し て、 周 知の と おり 、 リー ダ ーと し ての 校 長が な すべ き こと

の第 一 は、 何 より も 自ら が あず か る学 校 が果 た すべ き 使命 あ るい は 達成 す べき

目 的 ・ 目 標 を 見 定 め る こ と で あ る 1 6。 し か し 、 戦 後 時 期 、 特 に 冷 戦 後 か ら 国 の

公的 権 利に よ って 推 進さ れ た学 校 教育 改 革の 中 で、 伝 統的 な 学校 決 定の 範 囲に

ある 学 校教 育 ・課 程 分野 に 国家 意 思の 影 響が 及 ぶこ と から 、 カリ キ ュラ ム ・課

程の 展 開・ 指 導方 法 ・教 科 書・ 評 価方 法 は主 に 技術 専 門家 の 協力 の 下に 、 政治

と 行 政 管 理 の プ ロ セ ス に 応 じ て 作 ら れ る も の に な っ た 1 7。 ち な み に 、 国 が 学 校

教育 を 左右 す る動 向 は諸 国 の共 通 点だ と もい え る。 地 方分 権 のア メ リカ に おい

ても 、『 マサ チ ュー セ 共通 学 習 内容 』など 州レ ベ ルの 基 準も あ るし 1 8、新 たな『 国

家カ リ キュ ラ ム基 準 』も 多 州に 導 入さ れ た。 中 央集 権 的な 行 政形 態 の中 国 にお

いて は 、そ の 性格 が さら に 強か っ た。 し かし 、 地方 分 権・ 学 校自 律 の流 れ に、

校長 の 自主 的 学校 運 営能 力 が徐 々 に重 視 され て きて お り、 学 校運 営 のす べ てを

行政 命 令に 従 うこ と では な く 、自 主 的運 営で 教 育方 針 と政 策 を実 現 する 同 時に 、

学 校 の 経 営 特 色 を 創 る こ と は 今 日 の 方 向 と な っ て き た 。 そ れ を 目 指 す 第 1～ 4

項目 が 制度 以 外に 経 営方 策 ・管 理 企画 ・ キャ リ キュ ラ ム改 善 ・職 場 文化 を 強調

する こ とは PPGS を 特 徴づ け るこ と であ り、それ ま での「服 従 的」な 学校 運 営か

ら「 服 従的 」 と「 自 律的 」 との 並 行型 学 校経 営 へ順 調 に移 行 させ る ため の 校長

の新 た な役 割 責任 を 提示 し てい る 。  

そし て 、「資 質 能力 」と「 業 績成 果 」は 前 述し た 役割 責 任で 定 義さ れ る ４ 項 目

と多 少 違い 、 具体 的 な役 割 分野 に 関わ り なく 総 合的 な 性格 を 有し 、 それ ぞ れ研

究分 野 と実 践 分野 に おけ る 全般 的 な業 績 ・影 響 力に 焦 点を 当 て考 察 して お り 、

特に 一 つの 形 式に 固 執し な く、 個 々の 独 創 的 な 学校 経 営理 論 と実 践 成果 を 重視

する こ とは 、 より 「 自律 的 」な 性 格が 見 られ る 。  

そし て 、 留 意 すべ き は 、 政 治道 徳 ・経 費 財務 に 関す る 伝統 校 長評 価 の 評 価 内

容が 設 置さ れ ず、一方 、多 く の 評 価 項目 に「 自主 的 」・「 自律 的 」・「 個 性的 」・「 革

新 」・「 探索 」 等語 彙 が使 わ れ 、 こ うし た 新た な 着眼 点 から 、 評価 内 容 の 「 自律

的」 な 性格 も ある 程 度明 ら かに な った 。 要す る に、 伝 統的 な 政治 道 徳・ 財 務経

費等 を 中心 と する 「 服従 的 」な 評 価内 容 が自 律 的 学 校 経営 ・ 教育 指 導・ 教 員育
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成等 を 中心 と する 「 自律 的 」な 評 価内 容 に変 わ って い く。 こ のこ と から 、 PPGS

評価 基 準が 規 範的 評 価内 容 を示 し たが 、 実際 に 従来 不 文律 の 評価 内 容 よ り 、自

律的 ・ 柔軟 的 であ る こと が 分か る （図 4.2.3 を参 照 ）。し か し、 PPGS が主 に 行

政側 に よっ て 作成 さ れた の で、 行 政側 の 立場 や 意思 が 少な く ても 残 って い る。

それ に つい て は、 特 に業 績 成果 の 中、 学 校が 模 範的 な 存在 や 関連 部 門か ら 受賞

歴等 が 強調 さ れる こ とか ら 見ら れ る。  

 

（ ３ ）査 定 的 評 価 活用  

PPGS は 校長 の 申告 か ら始 ま り、た だし 、昇級 申 告に 一 定の 年 功が 依 然と し て

不可 欠 であ り 、通 常 に 4 級・3 級・2 級・1 級・特級 申 告者 に それ ぞ れ 1－ 2 年 ・

3－ 5 年・6－ 8 年・9－ 12 年・13 年 以 上の 校長 職 歴が 求 めら れ る 。た だ し 、上海

市の 学 校賞 を 受賞 し た学 校 の校 長 ある い は個 人 賞を 受 賞し た 校長 は 自己 申 告の

上に 、 区教 育 委員 会 の許 可 ・推 薦 を得 た 場合 、 破格 の 昇級 が 可能 で ある 。  

評価 結 果は 先 ず 校 長 （申 告 者） が 昇級 可 能か ど うか を 判定 す る依 拠 とし て 活

用さ れ る。 各 小項 目 の得 点 につ い ては 、 行動 指 標と 申 告者 と の合 致 程度 に よっ

て、 1~10 点 を申 告 者に 与 える 。計 12 小 項目 で 、満 点は 120 で あ る。 特 に、 学

校経 営 の地 方 間・ 学 校間 の 公平 性 を促 進 する た めに 、 上海 市 郊外 の 崇明 県 ・金

山区・南匯 県・奉 賢 区・青 浦 区・松 江区 など 10 区の 農 村部 に おけ る 県級 以 下の

学校（低 等 級学 校）の特 級 申告 者 は 6 点 の特 別 加点 を もら え る 。『 B 指 標』で合

計点 数が 108・ 96・ 84・ 72 点 以上 の 申告 者は そ れぞ れ 2 級 1 等・ 2 級 2 等・ 2

級 3 等 ・ 2 級 4 等 の 専門 職 級に 当 たる 。『 A 指標 』で 合 計点 数 が 108・ 96・ 84 点

以上 の 申告 者 はそ れ ぞれ 特 級・1 級 1 等・1 級 2 等の 専 門職 級 に当 た る 1 9。2000

年以 降 、 3 年毎 に およ そ 30 人の 校 長（ 書記 ） は特 級 校長 （ 書記 ） に評 定 され 、

200 人 ほど の 校長 （ 書記 ） は 1 級 校長 （ 書記 ） に評 定 され て きて い る。  

続い て 、 PPGS の昇 進 は加 給 と 繋 が って いる 。「 上海 市 校長 職 級給 与 制度 の 暫

定的 な 方法 」（ 略称 「 給与 方 法」） によ っ て、 全 市範 囲 で校 長 職級 給 与制 度 は実

行さ れ てき て いる 。 校長 職 級給 与 制度 の 目標 は 校長 の 経営 能 力、 業 績な ど によ

り判 断 し、 そ の処 遇 など に 差が つ くこ と にな る こと で ある 。 職級 給 与は 基 礎給

与・級 等給 与 と業 績 給与 な ど三 つ の部 分 から な る 。（ 表 2 を 参 照）そ の中 、基礎

給与 は 教員 職 務称 号 ・管 理 者特 別 手当 ・ 地方 物 価手 当 から な り、 基 本的 不 変な

部分 で ある 。 それ に 対し て 、級 等 給与 は 完全 に 職級 と 校種 に 定め ら れる も ので

ある 。 業績 給 与は 基 礎給 与 と級 等 給与 に リン ク させ ら れな が ら、 ま た学 校 規模

や勤 務 業績 に 関わ る もの で 、た と え同 一 校種 と 級等 の 校長 で あっ て も、 職 務遂

行能 力 や職 務 の困 難 度お よ び責 任 の度 合 いに よ って 業 績給 与 額が 異 なる 。 それ

に、 業 績給 与 額は 一 般的 に 基礎 給 与と 級 等給 与 額の 合 計の 20%~70%であ る （具
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体的 な 計算 公 式は 表 2 を 参 照す る ）。一 方 、校 長 の給 与 がそ も そも 各 区の 教 育財

政に 負 担さ れ るも の で、 各 区 教 育 行政 機 構 は 区 教育 手 当を 校 長に 支 給す る 権限

ある い は伝 統 を持 っ てお り 、所 在 区の 財 政状 況 によ り 級等 給 与と リ ンク さ れた

地方 教 育手 当 てを 支 給す る こと は 多い （ 表 4.2.2 は閘 北区 の 場合 ）。  

 

表 4.2.2  上海 市 閘 北 区 の中 学 校 長 職 級 給 与 表 2 0（単 位 ： 人 民元 ）  

校 長 職 級  
職 級 給 与  地 方 教 育  

手 当  級 等 給 与  基 礎 給 与  業 績 給 与  

特 級  710   

 

 

 

 

国 家 と 上 海 市 に 規

定 さ れ た 金 額 。  

 

（ 基 礎 給 与

＋ 級 等 給 与 ）

× [学 校 規 模

値 ＋ 30% （ 業

績 評 定 値

α ） ] 

 

・学 校 規 模 値

は 約 30% ～

40%。  

 

・ 0⋜α ⋜1  

45 0 0  

1 級  
1 等  63 0  25 0 0  

2 等  57 0  20 0 0  

2 級  

1 等  53 0  15 0 0  

2 等  49 0  14 0 0  

3 等  45 0  13 0 0  

4 等  41 0  12 0 0  

3 級  

1 等  38 0  11 0 0  

2 等  35 0  10 0 0  

3 等  32 0  90 0  

4 等  29 0  80 0  

4 級  
1 等  27 0  70 0  

2 等  25 0  60 0  

 

 以 上 、職 級 制の 下 に、 校 長職 級 の向 上 につ れ て、 昇 給が 発 生し て いる 。 これ

は従 来 職階 制 下の 昇 給メ カ ニズ ム （昇 進 異動 に 関わ る ）を 抜 本的 に 変え た 。新

たな 昇 給メ カ ニズ ム の利 点 とし て 挙げ ら れる の は、 先 進地 域 や高 等 級学 校 の校

長ポ ス ト と い う原 資 制限 の 緩和 で ある 。 つま り 、 職 級 制の 下 に、 昇 進異 動 が行

われ て いな い 場合 、 昇給 も 可能 で ある 。 そし て 、各 職 級校 長 の割 合 が事 前 に規

定さ れ たに も かか わ らず 、 教育 行 政機 構 はそ の 比率 の 調整 を 通じ て 、原 資 制限

を更 に 緩和 す るこ と がで き るよ う にな っ た 。例 え ば 、2004 年『上 海 市教 育 委員

会の 校 長職 級 認定 に つい て の追 加 意見 』 によ る と、 各 区に は 各職 級 の校 長 につ

いて 以 下の よ うな 比 率を 保 つべ き であ る 。具 体 的に 、 中学 校 長に つ いて 、 1～ 4

級の 比 率は 2:4:3.5:0.5 で、 小 学校 長 の 1～ 4 級 の比 率は 1.5:4.5:3.5:0.5 で

ある (そ れぞ れ にあ わ せて 10)。そ して 、特級 校 長の 上 限は 1 級校 長 の 20％ であ

る 2 1。そ れは 改 定前 の 比率 （ 1:5:3.5:0.5）に 比 べ、 1 級の 校 長の 比 率は 向 上 さ

れて お り、 特 級校 長 の容 量 制限 の 一般 的 増加 も 生じ る 2 2。  

 以 上 、職 階 制 評 価 が主 に 評価 ・ 職級 ・ 給与 の 連動 に 着眼 し てい る が、 従 来の

「統 治 型」 評 価に 比 べ、 原 資（ 職 級・ 給 与） の 充実 度 ・柔 軟 性が 一 つの 特 徴と

して 挙 げら れ る。 に もか か わら ず 、査 定 主義 の 性格 が ほと ん ど変 化 して い なか

った 。  
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（ ４ ）課 題 と 限 界  

「統 治 型」評 価 の 諸 欠点 と 改善 期 待に 参 照す る と 、「 自 律的 」な評 価 内容・原

資 制 限 の 緩 和 ・「 一 辺 倒 」 昇 進 で の 不 公 平 の 克 服 が 「 結 果 型 」 評 価 で あ る こ の

PPGS の 利点 と して 挙 げら れ る。 し かし 、 また 様 々な 課 題が 残 って い る。  

① 年 功・ 旧 績 の 影 響  

PPGS の 専門 職 級・業績 評 定・職 級給 与 は 競争 原 理の 導 入・強 化を 図 りな が ら、

年功 序 列の 影 響を 排 除し た わけ で はな い 。年 功 序列 と 職級 の 相関 係 数は 0.736

で、強い 相 関関 係 があ る 証拠 で ある 。そ れに 対 して 、90.6%の校 長 は過 酷 な年 功

要求 に 不満 あ る。 理 由と し て、 よ く言 及 され た こと は 、経 験 を経 て 良好 に 勤務

する だ けで ほ ぼ自 動 的に 進 等と か 、各 職 級は 申 告者 に 特定 の 年功 要 件を 厳 しく

求め ら れる と か。 校 長に と って 、 一歩 一 歩に 当 該級 の 最高 等 に付 く 前に 、 一般

的に 昇 級の 申 告資 格 が入 手 でき な い。 そ れ故 に 、新 任 校長 か ら 1 級 校長 に 昇進

する ま でに は 短く ても 10 年 ‐ 15 年以 上 かか っ てい る 。換 言 する と 、業 績 評定

とし て も、 完 全に 能 力・ 業 績に 決 めら れ では な く、 年 功が 決 定的 な 要件 で もあ

る。 更 に、 地 方 教 育 行政 機 構 の 判 断に 任 せら れ る 3・ 4 級の 業 績審 査 につ い て、

多数 の 教育 行 政機 構 は審 査 基準 を 明確 に 規定 し てい な いか ら 、職 歴 5 年 以 下の

新任 校 長に 対 して 、 区審 査 にお い て年 功 序列 の 色彩 が より 強 く残 っ てい る こと

であ る 。  

現行 の PPGS 評 定は 自 己申 告 をも と に展 開し た もの な ので 、能力・業 績に 自 信

持っ て いな い 校長 が 恐ら く 申告 さ え出 さ ない だ ろう 。 本人 申 告し な けれ ば 、職

級評 定 も行 わ なく 、 降級 の 不良 結 論に な らな い のも 当 然で あ ろう 。 それ と 『職

級の 下 がり も でき る 』の PPGS の 本 音と ず れて い る。そ れ故 に 、近 年 の能 力・業

績が よ くな い 校長 も 年功 ・ 旧績 で 現職 級 を保 有 でき る 。  

将来 的 には 業 績評 定 を一 層 活用 し 、年 功 的・ 一 律的 な 昇進 ・ 給与 体 系を 見 直

し、 職 責・ 能 力・ 業 績を よ り反 映 でき る より 専 門職 的 な等 級 ・給 与 カー ブ に改

めて い くこ と も検 討 課題 で ある 。  

② 公 平性 向 上 の 困 難  

地域 間 ・学 校 間公 平 性へ の 確保 と 促進 は 校長 人 事管 理 、そ し て査 定 的評 価 活

用の 目 標で な けれ ば なら な い。 し かし 、 PPGS の 下に 、 都市 部 の 86.2%の校 長と

82.4%の 学校 管 理職 は 僻地 校 に異 動・昇 進 した く ない 。農村 部 にお け る農 村 校に

再任・昇進 し たい 校 長と 管 理職 が それ ぞ れ 33.3%と 28.6%で、それ に 対し て 都市

部に 異 動・ 転 進し た い農 村 部の 校 長と 管 理職 が それ ぞ れ 54.2%と 42.9%であ る。

一方 、 元重 点 校と 普 通校 か ら課 題 校へ 異 動し た い校 長 と管 理 職は そ れぞ れ 僅か

に 21.1%と 14.3%であ る。そ れに 対 して 、課題 校 から 元 重点 校 と普 通 校に 異 動し

たい 校 長と 管 理職 は 同じ く 80.0%であ る 。  
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実際 に 、『職 級 評定 が 僻地 校 ・課 題 校に 傾斜 す べき 』 とい う PPGS の 方針 下 、

関連 措 置は 以 下の 二 つに 止 まる 。 一つ は 、現 行 の職 級 評定 の 条目 に よっ て 、郊

外 10 区 の農 村 部に お ける 県 クラ ス 以下 の 学校 の 特級 校 長申 告 者に 6 点の 加 点を

与え る こと で ある 。 しか し 、各 区 にお け る年 に 僅か 1~2 人 の 校長 が 特級 校 長に

昇級 で きる こ とか ら 見れ ば 、それ は エリ ート 校 長を 対 象に す る非 常 措置 で あり 、

校長 全 体の モ チベ ー ショ ン の向 上 に著 し く効 か ない こ とが 自 明視 さ れる 。ま た、

特級 校 長申 告 には 13 年以 上 の校 長 職歴 が必 要 であ り 、そ の 時す で に 50 代 後半

で、 退 職に 迫 られ る 校長 の 異動 意 欲が 恐 らく 高 くは な いだ ろ う。 そ して 、 加点

が都 市 部か ら 転入 し てき た 校長 に 限ら ず 、農 村 部当 地 の校 長 も対 象 にな れ るの

で、 転 入者 は 依然 に 対等 的 な競 争 に直 面 しな け れば な らな い 。し か も、 新 たな

学校 職 場・教 育行 政 や地 域 住民 な ど環 境 要因 を 考量 に 入る と 、転 入 者に と って 、

「逆 差 別」に陥 る 恐れ も 高い 。そ れ に 対 して 、81.1%の校 長 は加 点 対象 に 気に し

てい る 。  

もう 一 つは 、 各区 に 職級 別 比率 の 維持 義 務を 有 する 。 既に 触 れた よ うに 、 職

級別 の 校長 の 定員 数 が決 ま った も のな の で、 必 要な 得 点を 得 た申 告 者全 員 は昇

級に な れる わ けで は ない 。 その 際 、点 数 に基 づ く昇 進 の絶 対 基準 は 同僚 競 争に

特徴 づ けら れ る相 対 基準 に 引っ 繰 り返 っ てし ま って 、 業績 評 定の 客 観性 と 背離

して お り、 そ して 年 功と 連 動す る こと に より 効 率化 に 妨げ る 重要 な 原因 に もな

る。そ して 、この よ うな 単 発の イ ベン ト 的な 昇 級措 置 のも と に 、「 僻 地・課 題校

への 異 動を た だ昇 級 のス テ ップ に し、 昇 級し た 後間 も なく 都 市部 に 戻ろ う 」と

する 考 え方 を 校長 に 伝え が ち 、僻 地・課 題 校に と って 短 期的 な 活性 化 を促 す「 カ

ンフ ル 剤」 以 上の 効 果を 持 ち合 わ せな い こと は 明白 で あろ う 。今 後 に向 け て、

職級 別 比率 を 設置 し たこ と の有 効 性・ 正 当性 に つい て 一層 検 討し て いく 必 要が

ない わ けで も ない 。  

PPGS の「脱 行 政職 階 」が校 長 の身 分 保障 にマ イ ナス と なる こ とは 確 かで あ り 、

人材 確 保の た めの 補 償措 置 を講 じ すべ き であ る こと が よく 指 摘さ れ た。 ち なみ

に、優遇 措 置の 水 準は PPGS 成 功 のキ ー と 言え る。そ れ故 に、職 級給 与 の基 本 理

念は 従 来の 給 料（ 基 本給 与 ・業 績 給与 ） の額 を 変更 せ ず、 そ れに 新 たな 額 （級

等給 与 ）の 配 分を す るの で ある 。しか し 、79.2％の 校 長は PPGS の 下 に、地 区間

の収 入 差別 の 拡大 を 指摘 し 、さ ら に 84.9%の校 長 は現 在 の収 入 に不 満 。 PPGS が

金銭 的 誘因 を 校長 の 業績 や 職級 の 向上 の 行動 に 動機 付 ける こ とを 目 的と し てい

るか ら 、誘 因 とし て の機 能 を発 揮 しえ る 額が 保 証で き るか が 課題 と なる 。 現行

の PPGS の中 で 、上 海 市に 規 定さ れ た部 分 は級 等 給与 と 基礎 給 与だ け であ り 、そ

れに つ いて 各 級等 間 の格 差 は大 き くな い 。例 え ば、 中 学校 長 の場 合 、職 級 毎の

級等 給 与の 月 給の 差 異は た だ 30 人 民元 ぐら い であ る 。そ の 一方 に 、業績 給 与や
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地方 教 育手 当 は確 か に校 長 職級 と リン ク され た が、 そ の計 算 方法 や 支給 額 の対

応に つ いて は 各区 で 割れ て いる 。この た め、PPGS は 校 長全 体 にと っ て給 料 の上

積み に なっ た と言 っ ても 、 各区 負 担の 支 給体 制 の下 に 、実 際 の加 給 額は 地 域の

経済 や 税収 に 大き く 関わ っ てい る ので あ る。 優 れた 財 政に 恵 まれ る 中心 部 の各

区教 育 行政 機 構 は 積 極に 地 方教 育 手当 と 業績 評 定値 α など 優 遇措 置 を活 用 でき

るが 、 財政 不 良に あ る僻 地 の各 区 教育 行 政機 構 は高 額 の校 長 業績 給 を講 じ るこ

とは で きな い 。それ 故 に 、級等 間 より 、地 区間 の 給与 格 差の ほ うが 顕 著で あ り、

公平 に 遠さ が って き てい る 。地 方 に問 わ ず校 長 全員 の 意欲 や 業績 の 向上 の 行動

に動 機 付け る ため に 、国 や 上級 地 方行 政 部門 は 各地 の 経済 状 況に よ って 支 援を

講じ る 補助 金 制度 の 健全 さ が必 要 であ ろ う。 そ れが 実 現さ せ られ て いる 筋 道に

対す る 注意 深 い視 線 を今 後 も欠 か すこ と がで き ない で あろ う 。特 に 、『僻 地 教育

促進 法 』・『 教 職給 与 特別 法 』・『 学 校管 理 職手 当 て特 別 法』 な ど校 長 給与 優 遇に

関わ る 専門 法 規の 頒 布が 期 待さ れ てい る 。  

しか も 、課 題 校か ら 業績 評 定を 異 にす る ほど の 違い を 見出 す こと は 難し い 。

PPGS の 中、学 校現 場 の最 高 責任 者 であ る 校長 の リー ダ ーシ ッ プが 常 に学 校 経営

成果 で 表現 さ れる も のな の で 、校 長 業績 と学 校 経営 成 果と の 重な る 部分 が 多い 。

校長 業 績を 対 象と す る評 価 は実 際 に強 固 な学 校 評価 の 性格 を 帯び て いる 。 教育

委員 会 が学 校 経営 成 果を そ のま ま に校 長 業績 に 換算 す れば 、 校長 業 績給 は 教育

質の 優 れた 地 方・ 学 校に 傾 斜し が ちで あ り、 僻 地・ 課 題校 の 校長 に とっ て はか

なり 不 利な 位 置 に 置 かれ て いる 。 それ に 対し て 、 67.9%の校 長は PPGS の 業 績評

定と 学 校評 価 との 混 同を 厳 しく 指 摘し た 。今 後 、先 導 的に 各 学校 の 教育 水 準・

管理 困 難度 を 評定 す る上 で 、学 校 改善 の 相対 程 度に よ り校 長 業績 を 判断 す るの

は重 要 であ ろ う。  

以上 、 職級 制 評価 は 過去 「 統治 型 」評 価 にお け る 「 校 長出 世 ＝昇 進 異動 」 の

旧公 式 を破 り 、 校 長 個々 人 が 先 進 地域 や 高等 級 学校 に 異動 し なく て も出 世 がで

きる よ うな 道 を示 し た。 こ の意 味 にお い ては 、 地域 間 ・学 校 間格 差 の拡 大 防止

に果 た せる か もし れ ない が 、既 存 して い る格 差 の減 少 ・緩 和 に 役 立 てる と は言

えな い 。  

③ 相 対評 価 の 残 留  

職級 制 評価 は 原資 （ 職級 ・ 給与 ） の充 実 度・ 柔 軟性 向 上を 促 進し た が、 各 職

級・ 給 与の 割 合が 依 然に 定 め ら れ た。 つ まり 、 絶対 評 価の ウ ェイ ト が過 去 より

大き く なっ た が、 絶 対評 価 後の 相 対評 価 は避 け ざる を 得な く 、 相 対 的優 劣 の比

較の 下 に 、「ち ょ っと の 差 」で 落 ちる 校 長 が 決 し て少 な くな い だろ う 。こう し て 、

「統 治 型」 評 価 に お ける 被 評価 者 の不 満 ・不 信 感、 及 び自 己 啓発 ・ 自己 育 成 を

欠く こ とが 解 決で き るは ず がな い 。  
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④ 能 力開 発 が 不 足  

最後 に 言う ま でも な く 、こ う した PPGS は あく ま でも 金 銭に 依 存し た もの で あ

り 、そ れ が昇 進 と給 与 の決 め 手と し て飽 きる こ とな く 日常 繰 り返 さ れて い るが 、

能力 開 発 の 措 置が ほ とん ど 講じ ら れて い ない か ら、 一 部の 生 活豊 か な校 長 にと

って 大 きな イ ンセ ン ティ ブ にな ら ない だ ろう 。 1990 年 代以 降 、「 金 銭的 報 酬は

内的 モ チベ ー ショ ン を損 な う」 成 果主 義 の否 定 論は 相 次 い で きた 。 これ か ら 、

内的 モ チベ ー ショ ン を喚 起 でき る よう な より 豊 富な 優 遇措 置 と能 力 開発 の 組み

合わ せ につ い て検 証 して い く必 要 もあ る 。  

もう 一 つ留 意 すべ き は 、 現 在に お いて は 高職 級 申告 者 を対 象 とす る 評価 に 、

より 的 確な 査 定を 果 たす た め、 参 加型 評 価者 構 成の 傾 向が 既 に見 ら れる 。 2 級

以上（ 2 級・1 級・特 級）の 昇級 申 告者 へ の評 価 につ い ては 、市（ 区 ）校 長 評価

指導 事 務局 に 任命 さ れた 市 （区 ） 専門 評 定委 員 会で 実 施さ れ る。 こ うし た 専門

評定 委 員会 が 通常 、 委員 長 1 人 を 含む 11~17 人 から な り、 共 産党 と 教育 行 政指

導者・優秀 校 長・教 育専 門 家の 代 表数 が それ ぞ れ全 体 の 1/3 を占 め る 2 3。一 方 、

3 級・4 級申 告 者へ の 審査 は 依然 と して 、区教 育 委員 会 の人 事 部に 設 置さ れ てき

た区 校 長評 価 指導 事 務局 に よっ て 行わ れ る。 こ うし た 参加 型 評価 者 構成 は 主に

「自 律 的」 な 評価 内 容 の 下 に、 主 観評 価 の誤 差 を和 ら げ、 的 確な 査 定（ 評 価者

資質 の 確保 ） のた め であ り 、査 定 主義 の 枠組 み を崩 せ るど こ ろか 、 それ を 更に

強固 な もの に なる よ うな 手 段で あ る。 被 評価 者 にと っ て、 評 価者 が 依然 と して

自分 の 異動 ・ 昇進 ・ 表彰 の 決定 者 であ る 限り 、 率直 に 自分 が 抱え て いる 問 題の

提出 や 平等 な 対話 が 期待 し 難い 。   

以上 、 モチ ベ ーシ ョ ン 喚 起 や意 見 交換 の 不足 、 それ に 前述 し た相 対 評価 の 欠

陥な ど 様々 な こと か ら見 れ ば 、PPGS の 能 力開 発 機能 が かな り 不足 し てい る 、と

言わ ざ るを 得 ない 状 態に あ る。  

 

図 4.2.3  校長 職 級 制 下 の「 結 果 型 」 評 価 構 造  

 

 こ れ まで 述 べ た よ うに 、職階 の 代わ り に職 級 を導 入 した 現 在の PPGS は 、比較
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的に 「 自律 的 」な 評 価内 容 、全 方 位型 で 、経 営 理念 ・ 学校 管 理・ 教 育指 導 ・教

員育 成 ・資 質 能力 ・ 業績 成 果等 多 くの 項 目を 含 む評 価 表を 作 成し 、 各教 育 関係

者と 協 働的 に 評価 し てい る 。し か し、 査 定 上 の 活用 （ 職級 ・ 給与 ） には 詳 細に

過ぎ て 、 相 対 的評 価 を完 全 に脱 出 せず 、 そし て 校長 能 力開 発 の目 的 に具 体 的に

資す る には 検 討を 欠 くと い うジ レ ンマ に 陥っ て いる 。 それ 故 、評 価 に当 た る校

長は 評 価が 職 能成 長 に役 に 立つ と いう 実 感を 得 られ な いま ま 、い た ずら に 徒労

感を 募 らせ て いる の であ る 。  

今日 、 眼前 の 効率 の みに 目 を奪 わ れて 本 来の 目 標を 見 失い が ちに な る、 と い

った 現 代社 会 の文 化 的病 が 、教育 の 世界 にも 深 く浸 透 しつ つ ある と いっ て よい 。

この よ うな 状 況で は 、校 長 評価 機 能が 、 結局 的 には 、 目先 の 業績 （ 効率 ） を目

指す 動 きの 先 兵的 役 割を 果 たし か ねな く 、潜 在 能力 の 発掘 と 育成 に 導か な かっ

た。 し かし 、 それ に つい て は 、「 結 果型 」評 価 とし て の PPGS の限 界 かも し れな

い。  

 

３ ．「開 発 型 」 評 価へ の 展 望 ― 専 門職 基 準 の 意義 と 困 難 性 ―  

 

今か ら 見れ ば 、 既 に 長い 時 間を か けて 組 織化 ・ 制度 化 され て いる 「 統治 型 」

評価 を 捉え 直 し、再構 築 する と いう こ と は決 し て容 易 では な い 。「 開発 型」評 価

が遠 く ある 存 在な の に、 校 長専 門 職基 準 の検 討 がそ れ に接 近 する 一 つの 可 能性

を示 し た。 以 下は 「 開発 型 」評 価 に連 結 する 基 準の あ りか た を検 討 する こ とに

した い 。  

留意 す べき こ とは 、 こう し た 校 長 専門 職 基準 （ 以下 、 基準 ） の最 も 重要 な 意

義が 新 たな 評 価内 容 の作 成 だけ で はな く 、方 案 作成 過 程に あ る他 の 教育 関 係者

の参 加 （タ ー ゲッ ト ・グ ル ープ の 変化 ） 及び 、 可能 な らば 、 それ と 関連 す る 今

後基 準 に基 づ いた 評 価実 施 と評 価 活用 に おけ る 、各 教 育関 係 者の 参 加形 態 の転

換に あ る。 言 い換 え れば 、 基準 に 関す る 検討 は 「開 発 型」 評 価を 目 指す 重 要な

基礎 的 作業 と して 、 今後 全 般的 な 評価 活 用の 改 善に １ つ重 要 な 方 向 性を 提 示 し

た。 し たが っ て 、 ま ず基 準 の検 討 ・作 成 過程 を 見る 必 要が あ る 。  

 

（ １ ）基 準 の 検 討 と作 成  

ここ で は 、基 準 の検 討 と作 成 過程 を 考察 する 上 で 、そ の 性格 と 特徴 を 見出 す 。  

① 基 準の 提 起  

自主 的 学校 経 営そ の もの が 普遍 化 し始 め た上 海 市に お いて 、 市内 校 長研 修 事

業の 高 度化 を 目指 す 上海 師 範大 学 現代 校 長研 修 セン タ ー（ 校 長研 修 セン タ ーと

略 ） は 自 ら 基 準 構 想 を 孕 ん で き た 。 2007 年 末 、 第 五 回 全 国 教 師 教 育 学 会 大 会
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（於 ・ 上海 師 範大 学 ）に お いて 、 前述 の 陳永 明 教授 （ 校長 研 修セ ン ター 主 任、

学会 研 究委 員 ）は基 準 構想 に つい て 馬立 会長 に 提出 し 、初検 討 が行 わ れた 。2008

年１ 月 、校 長 研修 セ ンタ ー で作 成 され た 『新 世 紀の 校 長資 質 につ い ての 全 国サ

ンプ リ ング 調 査票 』、『基 準 の研 究 計画 』、『校 長 資質 向 上の 比 較研 究 』、『 学 会と

上海 師 範大 学 との 協 働に よ る校 長 研修 を 実施 す る可 能 性に 関 する 報 告 』、『 全国

の優 れ た研 修 資源 を 整合 し た校 長 研修 モ デル の 創設 ― 学会 と 上海 師 範大 学 の協

働的 校 長研 修 実施 案 ―』 等 、５ 点 の企 画 書が 教 師教 育 学会 と の協 議 の対 象 とな

った の であ る 。  

教師 教 育学 会 は諸 計 画報 告 書を 検 討し た 上、 校 長研 修 セン タ ーと の 協議 を 認

め、 教 育部 人 事課 （ 人事 課 と略 ） に「 中 国校 長 専門 職 基準 研 究」 の 申告 書 を提

出し た。2008 年 ３ 月人 事 課は「引 続 き校 長の 養 成・研修 を 推進 し …新 た な体 制・

モデ ル を利 用 し、研 修効 果 を向 上 させ る 」こ と を本 年 度の『 業 務要 点 』に 加 え、

学会 に 再 検 討 の指 示 を下 し た。そ の指 示 に応 え 、４ 月 18 日 に 学会 の 第一 回 基準

検討 会（ 於・上 海師 範 大学 ）が開 催 され 、陳永 明 教授 、華 東 師範 大 学教 育 経 済 ・

経営 学 府の 魏 志春 教 授を 含 む学 校 経営 専 門家 ・ 学者 と 近隣 地 区の 優 秀校 長 計十

数名 を 集め 、 調査 対 象の 特 徴（ 地 域・ 校 種・ 職 業分 類 ）と 人 数、 主 な内 容 、ス

ケジ ュ ール な ど調 査 計画 に つい て の枠 組 みを 作 成し 、 再び 人 事課 に 報告 し た。  

５月 14 日、 人 事課 は 報告 の 審査 後 、『 中 国校 長 専門 職 基準 研 究』 項 目設 立 を

許可 し 、「当 該 項目 が 教育 部 人事 課 の直 接 的な 指 導下 、教師 教 育学 会 に委 託 運営

され る こと 」を 規定 す る と と もに 、「 総 課 題グ ル ープ・指 導グ ル ー プ・事 務 局 ・

調査 班 ・基 準 開発 班 から な る組 織 構成 」 を提 示 した 。  

② 調 査作 業  

調査 と 基準 開 発が 研 究基 盤 であ り 、そ れ を効 果 的に 実 施す る ため に 調査 班 と

基準 開 発班 の 適切 な 構成 と 資質 は とり わ け重 要 であ る 。特 に 、第 一 回基 準 検討

会に 提 示さ れ た「 11 省（ 日本 の 都道 府 県 行政 に 相当 ）計 2.5 万 人の 校 長へ 調 査

票を 配 分・ 回 収す る 作業 」 は決 し て容 易 でな く 、回 収 率と 時 間の 確 保に は 学会

のみ に よる 調 査で は 難し く 、調 査 過程 へ の各 地 教委 の 参加 を 必要 と して い た。

そ れ 故 、 2008 年 ７ 月 、「 全 国 校 長 サ ン プ リ ン グ 調 査 及 び 基 準 研 究 作 業 企 画 会 」

（於 ・ 上海 師 範大 学 ）が 人 事 課 の 指示 に 沿っ て 学会 で 開催 さ れた 。 教育 部 副部

長李 衛 紅 、人 事 課副 課 長魏 士 強、総 合課 長 王光 彦 など 国 家教 育 部官 員 が出 席 し、

当日 出 席し た 調査 班（北 京 市・上 海市・江蘇 省・広 東 省な ど 11 省 の 教委 代 表者

から 構 成）に具 体 的な 作 業指 示 を出 し た 。特 に 、「 各省 教 委が 優 れた 人 材を 選 抜

する と とも に 、独 立 の調 査 指導 組 織の も と、 省 教委 の 幹部 に 組長 を 担当 さ せ、

組長 を 支え る 事務 局 が調 査 の状 況 や問 題 を迅 速 的に 教 師教 育 学会 に 報告 ・ 相談

すべ き 」な ど の具 体 策は 魏 士強 副 課長 に よっ て 強調 さ れた 。 会議 終 了前 、 学会
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事務 局 は当 該 企画 会 の参 加 者意 見 を踏 ま えて 作 成し た 調査 票 を各 省 の教 委 代表

者に 配 布し た 。調 査 票は 概 ね学 校 基本 状 況・ 個 人基 本 状況 ・ 専門 資 質・ 経 営業

績等 ４ 部分 か らな り 合計 53 項目 で ある 。教育 部 人事 課 はす べ ての 調 査票 を 回収

した 後 11 月 末ま で に教 師 教育 学 会事 務 局に 郵 送す る こと を 各省 の 教委 代 表者

に命 じ た。  

一方 、 基準 開 発に は 諸外 国 の現 行 制度 ・ 先行 研 究や 自 国の 校 長の 関 連状 況 な

ど様 々 な工 夫 が必 要 であ る 。そ の ため 、 教師 教 育学 会 は外 国 比較 教 育研 究 が盛

んで い る上 海 市の ２ つの 大 学の 研 究チ ー ム（ 上 海師 範 大学 校 長研 修 セン タ ーと

華東 師 範大 学 教育 経 済・ 経 営学 府 ）に 依 頼し 、 独自 に 諸外 国 校長 専 門職 基 準に

関す る 研究 と 国内 校 長及 び 教育 関 係者 イ ンタ ビ ュー を 実施 さ せた 。 研究 の 中心

部分 で ある 基 準構 造 をで き る限 り 検討 す るに は 、利 便 性を 図 り、 同 都市 内 での

基準 開 発班 を 選ぶ 理 由の 一 つで も ある 。2008 年 ５月 か ら僅 か ３か 月 間 、上 海 師

範大 学 で５ 回 の学 会 基 準 検 討会 、 そし て 各基 準 開発 班 内部 の 少人 数 の会 合 を何

度も 重 ねる こ とに よ り、 イ ンタ ビ ュー の 展開 方 式・ 内 容構 成 ・司 会 者と 両 基準

開発 班 の基 準 構造 （ A 案 ・ B 案） に つい て精 査 した の であ る 。  

同時 期 、 各 基 準開 発 班は 積 極的 に 基準 研 究を 推 進し て きた 。 校長 研 修セ ン タ

ーの 場 合、 2008 年 ９ 月ま で 、筆 者 がア メ リカ ・ イギ リ ス・ ド イツ ・ フラ ン ス・

日本 等 先進 諸 国の 校 長人 事 制度 比 較研 究 を完 成 した 2 4。 10 月 から ２ か月 間 、 雲

南省・吉 林省・広 東 省・上 海 市計 32 校の 校長 を 対象 と した マ ン・ツ ー・マ ンイ

ンタ ビ ュー 、そし て 12 月 上 海市 内 で行 っ た校 長・書 記 、ミド ル リー ダ ー、学 生、

保護 者 など 地 域住 民 、教 育 行政 指 導者 を 対象 と した 座 談会 式 のイ ン タビ ュ ーを

終え た 。華 東 師範 大 学教 育 経済 ・ 経営 学 府も ア メリ カ ・イ ギ リス ・ オー ス トラ

リア の 校長 専 門職 基 準に つ いて の 制度 研 究、 そ して 上 海市 ・ 北京 市 ・重 慶 市の

校長 20 名 のイ ン タビ ュ ーを 完 了し 、 2009 年 3 月 、関 連 研究 結 果報 告 書を 学 会

事務 局 に提 出 した 。  

各基 準 開発 班 の報 告 書も 学 会の 指 導グ ル ープ に よっ て 点検 さ れた 後 、総 課 題

組に 集 約さ れ 、更 に 全国 11 省の 校 長サ ン プリ ン グ調 査 結論 報 告と 統 合さ れ 、最

終報 告 書の 形 で 2009 年 9 月に 人 事課 に 提出 さ れて き た。 人 事課 に 任命 さ れた

15 人の 教育 専 門家 か らな る 評価 グ ルー プ は『 中 国校 長 専門 職 基準 研 究』最 終報

告書 を 査読 し た後 、12 月 に 北京 で 審査 会 を開 催 した 。評価 グ ルー プ は総 課 題組

の総 括 報告 聴 取・ 関 連資 料 審査 ・ 意見 交 換を す るこ と によ り 、当 該 研究 を 高く

評価 し てい る 。  

③ そ の性 格 に つ い て  

ア ． 連携 体 制 の 形 成  

当面 、画 然と し た支 配 的な 政 府姿 勢 は影 をひ そ めて い ると い った ほ うが よ い 。
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換言 す れば 、 政府 に よる 一 方的 な 政策 を 避け 、 柔軟 な 指導 を 通じ て 、他 組 織体

への 分 権化 を 図ろ う とし て いる と いえ よ う 。学 会 が 政 策 作成 に おけ る「仲 介 人」

みた い な 役 割 機能 に 留意 す べき で ある 。 校長 研 修セ ン ター に 提起 さ れた 校 長専

門職 基 準の 提 案、 各 調査 と 基準 研 究の 成 果は す べて 学 会を 通 して 人 事課 に 転送

され 、 人事 課 の目 標 ・任 務 も学 会 で柔 軟 に研 究 参加 者 に伝 達 ・分 担 され た 。さ

らに 、 学会 は 推進 会 議運 営 ・関 係 者招 待 ・研 究 成果 評 価等 の 連携 体 制下 で 研究

の質 保 障を 果 たし た 。こ う した 役 割転 換 によ っ て、 人 事課 は 政策 作 成の 段 階設

定・ 任 務分 担 ・最 終 評価 な どの 方 面で 指 導監 督 だけ に 専念 で きた の であ る 。  

イ ． 競合 的 研 究 環 境づ く り  

複数 の チー ム に同 様 な研 究 任務 を 分担 さ せ、 そ の研 究 計画 を 比較 し ・評 価 す

るこ と は競 合 体制 の 導入 を 目指 す こと に なる 。帰結 と して 、各 研究 枠 組・手 法・

結論 の 共通 点 と相 違 点、 個 々の 研 究の 独 創性 と 課題 を 発見 で き、 更 に研 究 全体

の視 角 と方 法 の充 実 を促 進 する こ とに な る。 そ して 、 単に 一 時的 に 特定 研 究の

質保 障 の手 法 では な く、 長 期に 及 ぶ競 合 的な 環 境作 り で研 究 者に 間 断な く 省察

させ る 波及 効 果 も 期 待で き る。 そ れは 企 業界 で よく 利 用さ れ る方 法 であ る が、

教育 界 での 活 用 例 が 極め て 少な い 。そ の 転機 と して 、 基準 開 発の 質 を保 障 する

ため に 、校 長 研修 セ ンタ ー と華 東 師範 大 学教 育 経済 ・ 経営 学 府の 両 チ ー ム はそ

れぞ れ 基準 開 発作 業 を任 さ れ、 独 自に 外 国比 較 研究 や アン ケ ート 調 査・ 座 談会

など を 運営 し た。 推 進検 討 会が 同 じ時 間 帯で 会 場を 分 けて 実 施さ れ るこ と も可

能な 限 り各 基 準開 発 班の 独 創性 ・ 持ち 味 を持 た せる 学 会の 発 想か ら のス ト ラテ

ジー で あっ た 。  

ウ ． 大規 模 実 態 調 査  

最も 重 要な の は、 大 規模 な 校長 実 態調 査 の実 施 であ っ た。 ア ンケ ー ト調 査 は

北京 市・上 海 市・江 蘇 省・広 東省 な ど 11 省 で行 わ れ、数 万人 の 回答 を も らっ た 。

そし て 、各 基 準開 発 班も 独 自に 地 域調 査 やイ ン タビ ュ ーを 実 施し て きた 。 基準

は実 態 調査 の 上に 作 成さ れ たも の と言 っ ても 過 言で は ない 。 校長 が 職能 成 長意

欲と 資 質能 力 が非 常 に重 要 視さ れ てい る 。あ る 意味 に おい て は、 こ うし た 基準

が教 育 現場 に おけ る 数多 く の校 長 の知 恵 と成 果 であ る 。  

 

（ ２ ）基 準 の 構 造 案  

次は 、基 準内 容 を見 て みよ う 。校 長 研修 セ ンタ ー の報 告 書 で は 、「学 び の組 織 」

とい う 学校 の 根本 的 な性 格 から 、 校長 の 専門 領 域（ 価 値リ ー ダー ・ 学習 リ ーダ

ー・ 組 織リ ー ダー ） と役 割 （発 展 目標 の 設定 者 ・学 習 文化 の 形成 者 ・教 員 育成

者・革 新人 材 の推 進 者・内 部 組織 の 経営 者・外 部環 境 との 調 整者 ）を 縦列 と し、
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また 信 念、 知 識、 運 営等 三 方面 を 横列 の 分析 視 点と し 、各 役 割の 要 件を 表 現す

るこ と で、 専 門職 基 準（ Ａ 案） を 提示 し たの で ある （ 表 4.2.3 を参 照 ）。  

 

表 4.2.3  校長 専 門 職 基 準（ Ａ 案 ） の 構 造  

専 門  
領 域  

専 門 的  
役 割  

専 門 的 要 件  

信 念  知 識  運 営  

価 値  
リ ー ダ

ー  

学 校 発
展 の 計
画 者  

① 時 代 に 即 応 し た 理
念  
② 教 育 科 学 発 展 理 念  
③ リ ー ダ ー た る 優 秀
な 人 格  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 基 本 的 な 学 校 改 革
方 向  
② 現 代 学 校 管 理 知 識  
③ 学 校 事 情 に 適 合 し
た 卓 越 性 追 求  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 学 校 ビ ジ ョ ン の 構
築  
② 素 質 教 育 進 展 の 企
画  
③ 教 員 ・ 生 徒 の 目 標
実 現 の 確 保  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

学 習 文
化 の 形
成 者  

① 学 校 文 化 を 継 承 ・
発 揚 す る 意 欲  
② 教 学 環 境 の 充 実 ・
完 備 へ の 献 身  
③ 情 報 文 化 へ の 関 心  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 異 文 化 理 解  
② 生 涯 学 習 習 慣  
③ IT 活 用 能 力  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 伝 統 と 革 新 の 発 揚  
② 学 習 共 同 体 の 構 築  
③ 新 世 紀 の 文 化 体 現  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

学 習  
リ ー ダ

ー  

教 員  
育 成 者  

① 風 通 し の よ い 教 員
文 化 の 提 唱  
② 教 学 と 規 範 両 立 の
信 念  
③ 公 正 公 平 な 対 応 態
度  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 心 身 と も に 健 康 な
人 材 育 成  
② 教 学 と 科 学 研 究 の
レ ベ ル ア ッ プ  
③ 教 員 の メ ン タ ル ヘ
ル ス  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 職 能 成 長 の 促 進  
② 公 正 か つ 客 観 的 な
評 価 体 系 の 構 築  
③ 教 員 の 健 全 な 居 場
所 設 定  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

革 新 人
材 の 推
進 者  

① 自 主 的 な 革 新 意 識
と 態 度  
② 先 進 的 な 教 学 理 念  
③ 人 材 育 成 方 策 の 刷
新 意 欲  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 人 材 育 成 と 能 力 開
発  
② 人 材 真 正 評 価  
③ 新 た な 価 値 ア プ ロ
ー チ の 提 示  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 教 員 ・ 生 徒 の 能 力
促 進 の た め の チ ー ム
力  
② 新 た な 教 学 方 法 の
探 究  
③ 授 業 変 革 の ル ー ル
づ く り  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

組 織  
リ ー ダ

ー  

内 部 組
織 の 管
理 者  

① 人 的 資 源 の 開 発 意
識  
② 人 間 性 重 視 の 経 営
理 念  
③ 特 色 あ る 校 内 研 修
の 重 視  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 価 値 ・ 道 徳 リ ー ダ
ー の 発 揚  
② 現 代 学 校 経 営 ス ト
ラ テ ジ ー  
③ 生 徒 ・ 教 員 へ の 支
援  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① リ ー ダ ー 体 制 の 改
善  
② 有 効 な 規 範 の 確 立  
③ 組 織 マ ネ ジ メ ン ト
の 確 立  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

外 部 環
境 と の
調 整 者  

① 健 全 な 雰 囲 気 作 り
の 重 視  
② 良 質 な 教 育 資 源 の
整 備  
③ 連 携 に 基 づ く 地 域
貢 献  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 学 校 内 外 と の 連 携
推 進  
② プ ラ ス イ メ ー ジ つ
く り  
③ 地 域 資 源 の 活 用  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 生 産 ・ 学 習 ・ 研 究
の 複 合 プ ロ グ ラ ム へ
の 参 加  
② 学 校 ・ 家 庭 ・ 地 域
社 会 と の 連 携  
③ 特 色 あ る 人 材 育 成
拠 点 の 構 築  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

※ 出 典 ： 陳 永 明 『 小 中 学 校 長 専 門 職 基 準 の 解 説 』 北 京 大 学 出 版 社 、 2011 年 、 247 頁 。  

 

一方 、 華東 師 範大 学 教育 経 済・ 経 営学 府 の報 告 書 で は 、校 長 職の 中 核的 目 標

と基 本 の職 責 に基 づ き、 校 長の 専 門的 資 質（ 個 人資 質 と職 業 資質 ） と関 連 分野

を導 き 、さ ら に職 業 関連 分 野（ 学校 発 展 計画・徳 育 推 進力・テ ィ ーチ ン グ指 導 ・
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学校 教 員育 成・組 織 力向 上・公共 関 係協 調 ）に 必要 な 知識・能 力要 件 を列 挙 し、

専門 職 基準 （ Ｂ案 ） を作 成 した （ 表 4.2.4 を参 照 ）。  

 

表 4.2.4  校長 専 門 職 基 準（ B 案 ） の 構 造  

個 人 資 質  職 業 資 質  

構 成  要 件  構 成  
要 件  

知 識  能 力  

教 育
思 想  

① 教 育 事 業 へ
の 忠 誠 心  
②「 科 学 的 発 展
観 」 の 遂 行  
③ 「 生 徒 が 主
体 」と い う 経 営
理 念  
④ … ⑥ の 要 件
は 略  

学 校 発
展 計 画  

① 国 家 教 育 法 規 、 党 ・
政 府 の 教 育 方 針 と 政
策  
② 政 府 教 育 行 政 機 構
の 施 策 や 規 則  
③ 国 内 外 の 政 治 ・ 経
済 ・ 社 会 の 現 状  
④ … ⑦ の 要 件 は 略  

① 学 校 の 中 長 期 発 展 目 標
と 計 画 の 作 成 ・ 実 施  
② 学 校 日 常 計 画 と 実 施 案
の 確 定  
③ 学 校 革 新 に 向 け た 教 員
と 生 徒 へ の 鼓 舞  
④ … ⑤ の 要 件 は 略  

徳 育 推
進 力  

① 党・政 府 に よ る 学 校
徳 育 に 関 す る 方 針 や
政 策  
② 教 員 職 業 道 徳 の 基
本 原 則 と 規 範  
③ 生 徒 思 想・道 徳 形 成
の 性 格 と 規 則  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 学 校 徳 育 事 業 の 体 制 確
立 、 人 材 育 成 の 環 境 づ く
り  
② 職 業 道 徳 の 制 度 や 措 置
の 設 定 と 維 持  
③ 教 育 指 導 に お け る 徳 育
効 果 促 進 、 教 員 へ の 指 導  
④ … ⑭ の 要 件 は 略  

経 営
理 念  

 
 
 
 
① 国 家 の 教 育
政 策 と 法 規 の
遵 守  
② 民 主 ・ 平 等 ・
参 加 の 強 調  
③ 信 頼・コ ミ ュ
ニ ケ ー シ ョ
ン・協 働 の 提 唱  
④ … ⑩ の 要 件
は 略  

テ ィ ー
チ ン グ
指 導  

① 国 家 教 育 行 政 機 構
の 学 科 設 置 と 関 連 基
準  
② 学 校 教 育 の 質 保 障
体 系 の 原 理 と 構 造  
③ 教 育 指 導 と 管 理 の
基 本 原 則 と 秩 序  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 国 定 教 科 基 準 の 遵 守  
② 学 校 教 育 秩 序 と 教 育 行
政 機 構 の 要 求 と の 調 和  
③ 教 育 指 導 に お け る 模 範
的 位 置  
④ … ⑮ の 要 件 は 略  

学 校 教
員 育 成  

① 教 員 専 門 職 の 性 質  
② 職 能 成 長 の ス テ ッ
プ と 要 件  
③ チ ー ム ワ ー ク に よ
る 職 能 成 長 の 意 義 と
方 略  
④ … ⑥ の 要 件 は 略  

① 職 能 成 長 の 要 件 設 定  
② 業 績 評 価 制 度 の 確 立 と
実 施  
③ 職 能 成 長 を 図 る 制 度 と
措 置 の 設 定 ・ 実 施  
④ … ⑨ の 要 件 は 略  

価 値
追 求  

 
 
 
① 公 正 ・ 廉 潔 ・
効 率 の 行 為 規
範 の 厳 守  
② 教 員 ・ 生 徒 ・
保 護 者 の 権 利
保 護  
③ 有 効 な 指 導
実 践 や 業 績 の
評 価  
④ … ⑥ の 要 件
は 略  

組 織 力
向 上  

① 党 組 織 と 教 員 代 表
会 議 の 地 位 と 機 能  
② 学 校 内 部 組 織 の 構
成 と 管 理 規 則  
③ 学 校 組 織 改 善 の 原
則 と 方 略  
④ … ⑩ の 要 件 は 略  

① 国 家 教 育 法 規 や 地 方 政
策 の 遵 守  
② 公 正 ・ 進 歩 ・ 協 力 ・ 開
放 の 学 校 文 化 の 創 設  
③ 民 主 的 ・ 科 学 的 な 学 校
裁 量 と 監 督 メ カ ニ ズ ム  
④ … ⑮ の 要 件 は 略  

公 共 関
係 協 調  

① 地 域 社 会 の 歴 史 、文
化 、伝 統 、現 状 と 動 向  
② 地 域 社 会 の 人 的・物
的 資 源 と そ の 活 用  
③ 保 護 者 ・ 地 域 社 会 ・
関 連 組 織 と の 連 携 方
略 と 方 法  
④ … ⑧ の 要 件 は 略  

① 保 護 者 ・ 地 域 社 会 ・ 関
連 組 織 と の 連 携 関 係 構 築  
② 学 校 ・ 保 護 者 ・ 地 域 社
会 に よ る 生 徒 発 達 へ の 共
通 理 解  
③ 生 徒 理 解 に 向 け た 保 護
者 へ の 指 導 ・ 援 助  
④ … ⑬ の 要 件 は 略  

※ 出 典 ： 魏 志 春 ・ 高 耀 明 『 校 長 専 門 職 基 準 研 究 』 北 京 大 学 出 版 社 、 2010 年 、 219 -2 2 6 頁

に 基 づ き 筆 者 が 作 成 。  
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以上 、「 学び の 組織 」（Ａ 案 ）や 「 校長 職 の中 核 的目 標 と基 本 の職 責 」（Ｂ 案 ）

とい う 視座 か ら、 異 なる 専 門職 基 準構 造 が形 成 され た 。 B 案 は専 門 的資 質 を個

人資 質 と職 業 資質 に 分け 、 職業 資 質に 関 して 主 に信 念 ・知 識 ・能 力 など 内 的属

性に 着 目し て いる の に対 し 、 A 案 は個 人 資質 の 項目 を 含ま な い一 方 、内 的 属性

のみ な らず 、 外部 表 現で あ る運 営 行為 を 要件 と して 提 示し て いる 。 内容 面 にお

いて は、新 たな 価 値ア プ ロー チ・革新 人 材・ IT 技 術・現代 経 営ス ト ラテ ジ ーな

ど経 営 者の 特 性に 着 目し た A 案に 比 べ、 B 案では 共 産党 と 政府 の 教育 法 規・ 方

針・ 政 策・ 基 準等 へ の認 識 や遵 守 が強 調 され て おり 、 行政 側 の意 図 を反 映 した

校長 イ メー ジ が相 対 的に 強 いと 言 える 。にも か かわ ら ず、経 営計 画・教育 指 導・

教員 育 成・ 文 化形 成 ・組 織 力向 上 ・地 域 連携 等 評価 内 容 と 着 眼点 に つい て 、 多

くの 共 通点 を 看取 で きる 。 この こ とか ら 、「自 律 的」 な 基準 理 念も 見 られ る 。  

 

（ ３ ）基 準 の 活 用  

2010 年 5 月 、人事 課 は学 会 の研 究 成果 と 評価 グ ルー プ の意 見 に基 づ き、基 準

につ い ての 研 修試 行 案を 提 示し た 。当 該 研修 試 行案 は 「校 長 専門 職 基準 の 内容

を検 証 する た め、 教 育部 が 基準 に 関す る 研修 を 試行 展 開す る 」と い う目 標 を説

明し た 上、研 修試 行 の時 間（後 半 年 ）・対 象（ 試 行地 域 の教 育 行政 指 導者 と 校長

全体 ）・ 費用 負 担方 式 （主 に 省負 担 ）と 内容 構 成（「 説 明」・「 研究 」・「行 動 」な

ど 3 つ の構 成 部分 が 漸次 展 開す る ）を 提 示し て いる 。  

しか も 、2010 年 9 月 、人 事課 か ら「基 準 研修 カ リキ ュ ラム 開 発事 業 を加 速 す

る通 知」が 公布 さ れた 。そ の 中 、「 校長 専 門職 基 準に 基 づい た 専門 的 資質 を 有す

る校 長 が今 年 人事 課 の重 点 事業 で あり 、国家 教 育体 制 改革 の 試行 計 画で も ある 」

との モ ット ー で校 長 専門 職 基準 研 修の 重 要性 を 提示 し た。また 、「説 明」部 分の

担当 、 校長 専 門職 基 準提 出 の背 景 ・意 義 ・目 標 （校 長 職の 現 状と 課 題を 基 底 ）、

外国 の 校長 専 門化 発 展と 方 向性 、校 長職 に必 要 な資 質 能力 の 校長 た ちへ の 伝達 、

そし て 全国 小 ・中 校 長研 修 セン タ ー（ 国 家教 育 部に 直 轄さ れ る国 の 校長 研 修施

設）と の協 力 によ る 、校長 に 必要 な 各資 質能 力 を深 く 検討 し・養 成 す る「 研 究」

部分 を 推進 す るこ と につ い て、 人 事課 は 基準 開 発班 と 協定 書 を交 わ した の であ

る。  

 

（ ４ ）評 価 改 善 へ の展 望  

従来 の 校長 評 価は 、 総じ て 査定 の ため に 行わ れ てき た とい う 経過 も あっ て 、

活用 も 査定 だ けに 限 られ 、 他の 指 導研 修 に使 う とい う こと も ほと ん どな か った

し、 ま して や 能力 開 発に 活 用す る など と いう こ とは な かっ た とみ て 間違 い はな

かろ う 。一方 、現 段 階の 専 門職 基 準 研 修 試 行を 通 じて 校 長専 門 職基 準 の内 容（ 科
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学性 ・ 妥当 性 ・実 用 性・ 有 効性 等 ） が 証 明・ 改 善さ れ てい く につ れ 、よ り 広域

的な 養 成・ 研 修の 展 開が 予 想 で き る。 さ らに 、 各研 修 施設 の 整備 と 受講 の 普及

後、 基 準が 評 価中 の 活用 も 期待 で きよ う 。 こ こ では 、 今後 基 準が 校 長評 価 に 与

えら れ る 可 能 な影 響 を見 て みよ う 。  

① 評 価内 容 の 適 切 性向 上  

基準 は 先進 な 理論 と 外国 比 較研 究 、そ し て国 内 経済 ・ 教育 環 境の 異 なる 国 内

11 省で のサ ン プリ ン グ調 査・イ ン タビ ュ ー・座 談会 な ど に 基 づい て 作成 さ れた

もの で ある 。 基準 作 成 後 、 基準 開 発班 ・ 国の 校 長研 修 施設 で 一連 の 試行 研 修を

通じ て この 効 果を 予 測す る 方法 も 導入 さ れて い る 。 こ うし て 、受 講 者の 職 能成

長と 意 見聴 取 から 基 準の 適 切性 が 再び 確 かめ ら れ、 基 準の 再 改善 も でき る よう

にな る 。つ ま り、 こ うし た 基準 が 「生 き もの 」 とも 言 える 。 要す る に 、 理 論・

調査 ・ 研修 実 践等 に 基づ い た 基 準 が各 地 の校 長 評価 に より 体 系的 ・ 現場 的 ・時

代的 な 評価 内 容 を 提 示す る こと が でき る 。 こ う した 意 味に お いて は 、基 準 内容

は校 長 職級 制 の評 価 構造 に おけ る 教育 局 が作 成 した 評 価内 容 より 「 自律 的 」な

性格 が 見ら れ る。 基 準の 検 討が 確 かに 従 来教 育 局の 封 鎖的 な 評価 内 容 に 挑 んだ

が（ 次の ② を参 照 ）、最 終的 に 基準 を 評価 内容 に 導入 す るの か、ま たど れ ぐら い

基準 に よっ て 評価 内 容 を 改 正す る のか は 、主 に 地方 教 育行 政 機構 の 判断 次 第で

ある（ 図 4.2.4 を参 照 ）。こ うし た 意味 に おい て は、地 方 教 育 行政 機 構 、特 に県

教育 局 が 「 開 発型 」 評価 の 重要 性 に対 す る認 識 の深 化 は基 準 活用 の 前提 で あ ろ

う。  

 
図 4.2.4  校長 専 門 職 基 準下 の 「 開 発 型 」 評 価構 造 の 展 望  

 

② 評 価者 関 与 意 欲 の向 上  

 基 準 が実 態 調査 と 解析 研 究の 上 に作 成 され た もの で ある 。 それ は 基準 の 開発

者・ 協 力者 で ある 教 育研 究 者と 小 中学 校 長が 教 育行 政 機構 よ り、 基 準内 容 とそ

の趣 旨 に詳 し く分 か る も 可 能で あ るこ と を意 味 して い る 。更 に 、基 準の 検 討（又

は研 修 、 次 の ③を 参 照） を 契機 に 、 校 長 等よ り 多く の 教育 関 係者 が 校長 に 求め
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る力 量 や 評 価 内容 の あり 方 を思 考 し始 め てい た 。 こ う して 、 従来 教 育局 が 評価

内容 に 関す る 疑問 を 置く 余 地も な い権 威 性が 崩 れ、 教 育局 は 遂に 前 述し た 基準

が校 長 評価 へ の導 入 や評 価 者構 成 の調 整 を考 え なけ れ ばな ら な く 、 評価 者 の資

質要 求 ・構 成 に も 巨 大な 変 化が 起 きる か もし れ ない 。 その 際 、教 育 研究 者 と校

長等 教 育関 係 者が 重 要な 評 価者 と して 校 長評 価 に関 与 する 可 能性 が 高く な る。

そし て 、職 級 制以 上 の評 価 者の 関 与意 欲 が 予 測 でき る だろ う 。し か し、 そ れに

つい て も、 教 育行 政 の管 理 方式 、 そし て 県教 育 局と 教 育界 と の力 量 関係 に 関わ

って い る。  

③ 評 価者 研 修 の 導 入と 強 化  

前述 し たよ う に 、現 在 基準 が 先ず 校 長研 修の 指 導内 容 とし て 活用 さ れて い る 。

それ は 校長 が より 多 くの 経 営と 評 価に 関 する 知 識の 獲 得に 役 立ち 、 彼ら が 評価

者と し ての 活 躍に 知 識上 の 確保 を 与え る（前 文の ② ）。そ れだ け では な く、研修

指導 者 に対 し ても 、 校長 指 導経 験 の積 む 、そ し て今 後 多く の 校長 評 価者 に 関連

指導 を 行う た めの 経 験と 技 能の 蓄 積で あ る。 換 言す る と、 こ うし た 基準 研 修は

単に 顕 在な 被 評価 者 の育 成 でな く 、 潜 在 的な 評 価者 及 び評 価 者育 成 のた め の研

修組 織 と人 的 資源 （ 指導 者 ）の 開 発で も ある 。 更に 、 基準 の 作成 機 構が 同 時に

校長 研 修に 努 める の で 、一 定 時期 お きに 基準 の 改正（ PDCA サ イ クル ）も 可能 に

なる（図 4.2.4 を 参照 ）。今 後、評 価者 資 質向 上 を目 指 す特 別 研修 が もち ろ ん重

要な 課 題で あ るが 、如 何に 各 地の 評 価者 研修 に 必要 な 公共 財 源を 確 保す る のか 、

そし て 如何 に して 評 価者 研 修を 制 度化 に する の か、 い まだ 検 討の 余 地が 残 って

いる と いえ る 。  

④ 対 話・ 指 導 的 体 制 の 形 成  

上述 し た ② と ③の 改 善に つ れて 、 校長 評 価に お ける 対 話・ 開 示・ 指 導及 び 評

価に 基 づい た 研修 改 善 が き っと 多 くな る だろ う 。な ぜ なら ば 、参 加 型評 価 者構

成が 従 来の 査 定主 義 の緩 和 に役 立 て、 そ して 研 修が 評 価者 と 被評 価 者に 対 話 ・

開示 ・ 指導 の 必要 性 と方 法 に関 す る共 通 認識 と 意欲 を 与え な がら 、 評価 者 と被

評価 者 から の フィ ー ドバ ッ クに 基 づ い て 改善 を 果た せ る の で ある 。 こう し て、

研修 ― （実 践 ）改 善 ―研 修 のサ イ クル の 成立 、 つま り 、評 価 結果 や 評価 関 係者

の意 見 の活 用 、有 用 性の 高 いも の とし て 研修 プ ログ ラ ムの 改 善な ど に直 接 結び

付く こ とが 期 待さ れ てい る とい え る。 も ちろ ん 、 そ れ に対 し て、 校 長研 修 機構

と研 修 指導 者 の高 度 的専 門 資質 と 情熱 意 欲 が 強 く求 め られ る 。  

⑤ 公 平性 の 向 上  

最後 、 基準 は 「統 治 型 」・「 結果 型 」評 価 のよ う に 人 事 異動 を 鼓吹 し てい な い

が、 前 述し た 各点 を 通じ 、 全員 能 力の 促 進で よ り普 遍 的意 義 上の 地 域間 ・ 学校

間教 育 公平 性 の向 上 に 繋 が るも の であ る 。こ う した 方 法は 確 かに 一 見に 迅 速な
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人事 異 動 （ 実 際に 様 々な 壁 があ る ） よ り 時間 や 工夫 が 掛か る が、 非 常に 着 実 で

堅実 な 方法 と して 期 待さ れ てい る ので は ない だ ろう か 。  

 

 

第３節  小括  

 

以上 の 実態 調 査な ど の研 究 結果 は さら に 次の よ うに ま とめ ら れよ う 。  

第１ に 、 教 育 局が 主 導す る 校長 評 価に お ける 、 査定 主 義と 権 威主 義 それ ぞ れ

の自 己 強化 と 相互 強 化が 一 定の 必 然性 あ る 。に も かか わ らず 、現 行 の「統 治 型」

評価 に は疎 遠 な評 価 関係 ・ 硬直 な 評価 内 容 ・ 原 資制 限 と非 公 開か ら 来す 不 信・

昇進 異 動が 公 平性 へ の損 害 など 様 々な 課 題が あ る。  

第２ に 、評価 内 容と 評 価活 用 とう い 二軸 から 、校 長評 価 を ①「 統 治型 」、②「組

合型 」、 ③「 結 果型 」、④ 「 開発 型 」等 四 つの 形 態に 分 ける と 、中 国 校長 評 価は

基本 的 に 「 統 治型 」 構造 と 機能 に 所属 す るこ と が分 か る。 校 長職 級 制の 試 行に

よっ て、校 長評 価 の歩 み は 、「 自律 的」な 評価 内 容と い う方 向 へ少 し ずつ 動 きつ

つあ る とい っ てよ い 。そ こ から 、 新た な 「結 果 型」 校 長評 価 の 構 造 と機 能 が見

られ る よう に なっ た 。 に も かか わ らず 、 校長 職 級制 が 新た な 評価 構 造と し て、

様々 な 課題 が 残っ て いる 。  

最後 に 、 一 方 、校 長 専門 職 基準 の 検討 で 「開 発 型」 評 価の 動 向も 微 かに 見 ら

れる よ うに な った 。 しか し 、 校 長 専門 職 が校 長 評価 の 中で 活 用さ れ るか ど うか

懸念 が ある 。 それ に 関し て 、政 府 ・ 教 育 行政 機 構 と 研 修機 構 の協 働 が必 要 不可

欠で あ る。  

上述 し た検 討 に関 し て筆 者 が意 図 する 考 えと し て以 下 の点 を 列挙 で きる 。  

第１ に 、万古 不 変の 人 事評 価 はな い 。あ らゆ る 時点 、あ らゆ る 地域 、あ ら ゆ

る学 校 で共 通 した 、最 適な 校 長評 価 は存 在し な い 。発 展 的・診断 的・形成 的 評

価が 日 々盛 ん にな っ てい る 際に 、恐ら く 誰で も 、評 価 が単 な る行 政 部門 の 管理

道具 に なる こ とに 不 適切 だ と思 っ てい る だろ う 。特 に、今 日の 情 報化 時 代に は

学校 経 営・教 育指 導 環境 は 絶え ず 大き く 変化 し てお り 、学 校 の裁 量 権限 の 拡大

が重 要 な特 徴 であ り、従 来 教 育 行政 機 構 が学 校 のビ ジ ョン と 戦略 を 作っ た 時代

はも う 大き く 変わ っ たか ら、校 長は 環 境 変化 に 適応 し うる よ うに 絶 えず 能 力を

開発 し てい か なけ れ ばな ら ない 。それ 故 に、単 に教 育 行政 側 の統 治 のた め でな

く、校 長の 能 力開 発 まで も 目的 と して い る評 価 が求 め られ る 。こ の ため に 、従

来の 評 価制 度 を脱 皮 して 、激 変 する 時 代 にお け る学 校 経営 環 境と 校 長職 能 開発

に 適 切 な 評 価 内 容 と 指 導 体 制 を 開 発 せ ざ る を 得 な い 事 情 が 生 ま れ て き た わ け

であ る 。  
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第２ に 、第 １ 章が 挙 げた 、中国 校 長評 価 歴史 か ら見 れ ば、評 価と 人 事行 政 の

分離 後 、評 価 の怠 慢 や人 事 の不 調 が常 常 発生 し た。よ く考 え れば 、人 事 決 定や

学校 管 理決 定 に必 要 な資 料 を与 え るこ と さえ で きな い 校長 評 価は 、間 違 いな く

一 定 の 欠 陥 が あ る もの で あ る 。「 査 定 か ら 能 力 開 発 へ 」 の 意味 は 、 特 別 に 査 定

がい け ない と いう こ とで は ない 。今ま で と「 服 従的 」な 評 価内 容 の査 定 に 偏重

した た めに 、も う一 つ の側 面 、すな わ ち「 自律 的 」力量 の 開発・活 用と 人 事評

価の 連 結が 希 薄で あ った こ とは 否 めな い とい う こと だ。こ のよ う に考 え てく れ

ば、校 長評 価 は単 に 到着 目 標達 成 の評 価 に終 始 する こ とで な く、校 長が 抱 える

問題 発 見的 、病理 的 発想 の もと 診 断的・形成 的 性格 の 強い 評 価様 式 でな け れば

なら な いこ と は、お のず か ら明 ら かな こ とで あ る。言 い換 え れば 、完 全 に 査定

機能 を 解消 す るで は なく 、一 方 的な 規 制 査定 主 義 に 能 力開 発 主義 の 導入 が キー

ポイ ン トで あ る。  

最後 に 、そ う した 流 れを 踏 まえ な がら 、査定 の 適切 性 と能 力 開発 を 同時 に 追

求し て いく と いう の が、現在 中 国校 長 評 価に 課 せら れ た課 題 では な いだ ろ うか 。

これ か ら、評 価内 容 と評 価 活用 を 妥当 に 組み 合 わせ て 、よ り 効果 の ある 校 長評

価を 実 施し て いく こ とが 求 めら れ る。わ れわ れ は、校 長評 価 機能 の 在り 方 につ

いて 考 える 際 、い つ でも 、こ う した 点 に つい て 十分 な 注意 を 払わ な けれ ば なら

ない で あろ う 。し か し、評価 機 能の 在 り 方 の 実 現ま で たく さ んの 努 力が 必 要で

ある 。困 難だ け ど 、その 実 現の 可 能性 を 信じ 、努 力し な けれ ば なら な い 。従っ

て、 次 章は 校 長評 価 機能 の 改善 に 、政 策 的な 提 案を 挙 げる 。  
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終 章  総括  

―中国校長評価機能転換の基本構想―  

 

 

中国 校 長評 価 制度 と 機能 に 関す る 研究 と して 第 １章 か ら第 ４ 章ま で 考察 を 行

った 。  

近年 、 自律 的 学校 経 営の 下 に、 校 長を 取 り巻 く 環境 や 校長 に 対す る 期待 や 要

望も 変 化し 、 求め ら れる 経 営内 容 や業 績 につ い ても 必 然的 に 高度 な もの へ と移

行し て いる と 言え る 。そ の よう な 状況 の 中で 、 今後 の 学校 経 営に と って よ り良

いも の とな る ため に 、校 長 評価 を どの よ うに 展 開し て いけ ば よい の かの 糸 口を

探る こ とが 重 要で あ ると 考 えた 。  

本研 究 の目 的 は、 校 長評 価 制度 に 関連 し た現 実 背景 、 実態 と 動向 の 調査 ・ 検

討を 通 じて 、 評価 機 能の 問 題点 と 改善 策 の提 示 を探 求 する こ とに あ った 。 中国

にお け るこ れ まで の 校長 評 価研 究 は、 評 価機 能 の改 善 は唱 え られ て きた が 、そ

の必 要 性と 方 向性 の 実証 を 多角 的 に行 っ た こ と がほ と んど な く、 こ の視 座 から

のア プ ロー チ によ り 評価 機 能の 改 善の 行 方を 見 出す こ とが 重 要で あ ると 考 えた 。

今後 の 校長 評 価の あ り方 を 定め る ため に 、考 察 ・分 析 ・提 示 を行 っ た。  

 

第１節  研究から得られた結果・示唆  

  

 本 研 究か ら 得ら れ た結 果・示唆 を 、「序 章 」に 列 挙し た 研究 目 的ご と に示 せ ば、

次の よ うに な る。  

 

１ ． 校長 評 価 機 能 を取 り 巻 く 背 景と 体 制  

  

本研 究 の第 １ 課題 は 、 評 価 制度 の 導入 背 景と 体 制構 造 の考 察 を通 じ て、 校 長

評価 制 度と 機 能の 形 成要 因 と歴 史 的必 然 性を 見 出す こ とで あ る。 考 察の 結 果、

校長 評 価制 度 の導 入 背景 と 体制 構 造を 知 るこ と によ り 、今 日 的「 統 治型 」 校長

評価 の 形成 要 因と 歴 史的 必 然性 が ある の かを 確 認で き た。 形 成要 因 は大 別 する

と、 校 長専 門 職化 、 教育 行 政体 制 の転 換 、教 員 評価 の 制度 化 など が 校長 評 価の

前提 条 件で あ る。  
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具体 的 に見 る と、建 国後 30 年余 り を経 て 、集 権 的教 育 行政 体 制と 学 校経 営 体

制の 下 に、校 長の 経 営権 限 と地 方 教育 行 政機 構 の積 極 性が 弾 圧さ れ た。1980 年

代後 半 から 、 校長 専 門職 化 ・分 権 的教 育 行政 体 制・ 教 員評 価 の制 度 と実 践 が進

んで い く中 、 今日 的 校長 評 価体 制 が確 立 され た 。に も かか わ らず 、 校長 の 幹部

身分 ・ 職階 、 そし て 教育 行 政機 構 と校 長 との 従 属関 係 、査 定 的教 員 評価 制 度の

影響 が 続き 、 行政 的 機構 を 基盤 と する 評 価体 制 、及 び 校長 職 の上 官 であ る 教育

局側 の 評価 者 構成 と 相互 に バッ ク アッ プ して い る。 こ うし た 導入 背 景と 体 制構

造は こ れか ら 実証 す る今 日 の「 統 治型 」 校長 評 価の 根 源だ と 言っ て もよ い 。  

 

２ ． 校長 評 価 内 容 の性 格  

 

 本 研 究の 第 ２の 課 題は 、 評価 内 容に 関 する 法 制度 と 実態 考 察を 行 うこ と で、

今日 的 校長 評 価機 能 を見 出 すこ と であ る 。   

 

（ １ ）法 制 度 に お ける 評 価 機 能  

考察 の 結果 、1990 年 代初 期 にお い ては 、校長 を 専門 対 象に す る法 令 は校 長 の

役割 責 任と 評 価視 点 を子 細 に規 定 した が 、幹 部 とし て の道 徳 素質 、 及び 政 治思

想に 関 する 業 務能 力 が優 位 に置 か れた 。1990 年 代後 半 公布 さ れた 学 校管 理・評

価や 教 育督 導 等の 関 連分 野 の法 制 度は 漸 次現 代 学校 教 育の 経 営理 念 と成 果 を採

り入 れ 、新 た な評 価 内容 と 性格 を 示し た 。に も かか わ らず 、 対象 者 の特 定 や論

述の 充 実度 等 いま だ 不足 な こと か ら、 完 全に 従 来の 校 長職 専 門法 令 に 取 っ て代

わる 立 場で は なか っ た。 要 する に 、校 長 評価 、 校長 職 に関 す る専 門 法令 は ほと

んど 10 数年 前 公布 さ れた も ので あ り、「 服従 的 」な 評 価内 容 を支 え る立 場 が明

確で あ る。  

 

（ ２ ）実 態 考 察 か らみ る 評 価 機 能  

また 、 ほと ん ど各 地 域・ 校 種の 校 長を 対 象と す る評 価 は校 長 専門 法 令の 趣 旨

を踏 襲 し 、「 服 従的 」な評 価 内容 を 断行 す る。そ れに つ いて 、政治 道 徳で 道 徳を

粉飾 し 入れ 替 える こ とが 校 長の 官 員身 分 （職 階 制） と 関連 し てお り 、そ し て厳

格な 経 費と 財 務考 査 で学 校 現場 に 財政 権 限委 譲 後の 操 舵力 を 補う 意 図で 、 地方

教育 局 の手 が 直接 に 届か な いと こ ろに 、 校長 評 価と い う間 接 的な 手 段を 利 用し

てコ ン トロ ー ルす る こと で あ る 。 しか も 、政 治 道徳 ・ 経費 財 務等 「 服従 的 」な

評価 内 容を 過 度に 強 調す る こと は 必然 と 「自 律 的」 な 評価 内 容へ の 関心 不 足を

引き 起 し、 評 価内 容 の「 服 従的 」 な性 格 が目 立 つよ う にな っ てい る 。  
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（ ３ ）評 価 内 容 と 力量 期 待 と の 乖離  

こう し て、 何 れの 地 域・ 校 種の 校 長が 求 める 力 量と 評 価内 容 との 間 、必 要 な

資質 能 力に 関 する 認 識上 の 乖離 が よく 見 られ る 。 し か し、 今 後の 評 価内 容 の改

善す る 方向 に つい て 、校 長 と教 育 局と の 立場 上 の深 刻 な対 立 が ま だ 見ら れ る。

教育 局 は校 長 への 監 督管 理 、特 に 政治 思 想・ 経 費・ 安 全等 に 関す る 「服 従 的」

な評 価 内容 の 徹底 を 狙っ て いる 一 方、 校 長は 柔 軟で ・ 多角 的 な「 自 律的 」 な評

価内 容 を期 待 して い る。 評 価者 側 と被 評 価者 側 の認 識 格差 を 克服 し なけ れ ば 、

「自 律 的」 な 評価 内 容は 導 入し に くい で あろ う 。  

 

３ ． 校長 評 価 活 用 の特 徴  

 

本研 究 の第 ３ の課 題 は、 評 価活 用 に関 す る法 制 度と 実 態考 察 を行 う こと で 、

今日 的 校長 評 価機 能 を見 出 すこ と であ る 。  

 

（ １ ）法 制 度 に 見 える 評 価 機 能  

校長 評 価の 法 制度 に おい て は、 評 価活 用 に関 し て、 単 に不 適 任者 調 整・ 優 秀

者表 彰 ・法 的 責任 の 追究 等 方法 を 定め 、 校長 表 彰制 度 ・任 期 付契 約 制・ 業 績給

等関 連 制度 も ほと ん どこ う した 「 賞 」・「 罰」 方 針の 下 に設 立 され て きた 。 しか

し、 各 法制 度 は単 に 教育 行 政機 構 に人 事 管理 の 硬直 な 規則 を 与え 、 校長 の 職能

成長 や 自己 改 善に 導 く柔 軟 な補 佐 ・指 導 体制 に 関す る 説明 が 不足 し てい る 。  

 

（ ２ ）実 態 考 察 に 見え る 評 価 機 能  

こう し た状 況 下 、教 育 行政 機 構も た だ校 長評 価 を人 事 管理 の 一環 と して 扱 い 、

評価 結 果を 人 事異 動 ・表 彰 制度 に つな げ るこ と を、 第 一義 的 な 評 価 目的 と して

いる 。しか も 、何れ の 地域 に おい て 、経 験 者よ り 初任 者 、未 異 動者 よ り異 動 者、

一般 異 動者 よ り昇 進 異動 者（昇 給 者 ）、未 表彰 者 より 表 彰者 を 対象 と する 評 価実

施率 が 高い と いう 傾 向が 見 られ る 。そ れ らは 査 定 的 評 価活 用 に焦 点 を当 て た。  

 

（ ３ ）評 価 活 用 と 校長 期 待 と の 乖離  

それ に 対し て 、校 長 は意 見 交換 ・ 結果 開 示・ 指 導提 言 ・研 修 改善 等 職能 成 長

や自 己 改善 に 関す る 評価 活 用 の 欠 陥を 痛 感し な がら 、 強く 改 善を 求 めて い る。

一方 、教 育局 側 の問 題 意識 が 校長 ほ ど強 烈で な い が 、一 定の 改 善要 望 を示 し た。

この よ うに 、 能力 開 発上 の 活用 に 関す る 認識 が 校長 自 身の 間 にも 、 教育 局 にも

浸透 し てい く こと に よっ て 、 い ま まで 以 上の 評 価活 用 への 期 待は 着 実に 高 まっ

てい く であ ろ う。  
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４ ． 機能 別 校 長 評 価の 基 本 形 態 と今 日 的 動 向   

 

本研 究 の第 ４ の課 題 は、 校 長評 価 機能 の 基盤 で ある 評 価構 造 とそ の 課題 、 行

方を 見 出す こ とで あ る。  

 

（ １ ）機 能 別 校 長 評価 形 態 の 区 分  

万古 不 変の 人 事評 価 はな い 。あ ら ゆる 時 点、 あ らゆ る 地域 、 あら ゆ る学 校 で

共通 し た、 最 適な 校 長評 価 は存 在 しな い 。し か しな が ら、 単 に教 育 行政 側 の統

治の た めで な く、 校 長の 能 力開 発 まで も 目的 と して い る評 価 が求 め られ る 。 本

研究 で は 、「 権 威主 義 」対 「 合理 主 義」 評価 内 容 、「 査 定主 義 」対 「 能力 開 発主

義」 評 価活 用 とい う 二軸 か ら、 校 長評 価 を① 「 統治 型 」、② 「 組合 型 」、 ③ 「結

果型 」、④「 開 発型 」等四 つ の形 態 に分 け た。そ して 、従来 の「統 治 型」校 長評

価に は 、疎 遠 な評 価 関係 、 硬直 な 評価 内 容、 原 資制 限 と非 公 開か ら 生起 す る 不

信、 昇 進異 動 が公 平 性へ の 損害 等 マイ ナ ス面 を 含ん で いる 。  

 

（ ２ ）校 長 職 級 制 に見 る 「 結 果 型」 評 価 の 機 能と 限 界  

現在 上 海市 が 実行 し てい る 校長 職 級制 は「 結果 型 」校 長 評価 で あり 、「 統治 型 」

評価 と 比べ 、 経営 理 念・ 学 校管 理 ・教 育 指導 ・ 教員 育 成・ 資 質能 力 ・業 績 成果

等「 自 律的 」 な評 価 内容 の 設定 が 特徴 と して 挙 げら れ る。 そ して 、 従来 の 職階

制を 克 服し 、 校長 に とっ て 異動 せ ずに 昇 進・ 昇 給が 可 能な の で、 伝 統 的 な 校長

評価 の 原資 制 限と 公 平性 損 失を あ る程 度 減少 さ せた 。 しか し 、職 級 別の 固 定比

例・ 業 績給 の 地域 財 政へ の 依存 が 残っ て いる こ とか ら 、根 本 的に 原 資と 公 平性

課題 を 解決 で きる わ けが な い 。そ して 、「 結果 型 」に 強 い査 定 主義 が あり 、能力

開発 の 目的 に 具体 的 に資 す る措 置 がほ と んど な く、 評 価者 と 被評 価 者と の 間の

親密 な 協働 関 係を 築 くこ と も期 待 し難 い 。つ まり 、「結 果 型」を特 徴 とす る 校長

職級 制 は「 自 律的 」 な評 価 内容 の 導入 に 有効 な もの で あり 、 評価 活 用に つ いて

も 、「 統 治型 」 と比 べ 一定 の 改善 を 果た した が 、「結 果 型」 の 欠陥 を 克服 す るわ

けで な い。  

 

（ ３ ）校 長 専 門 職 基準 が 示 し た 「開 発 型 」 評 価の 可 能 性  

それ に 対し て 、現 在 検討 中 の校 長 専門 職 基準 が 一つ の 発展 方 向で あ るか も し

れな い 。大 学 （校 長 研修 機 構） 主 導の 、 大規 模 の校 長 実態 調 査に 基 づき 作 成さ

れた 基 準が 校 長評 価 の中 で 活用 さ れる と 、 評 価 内容 の 適切 性 向上 ・ 評価 者 の関

与意 欲 向上 ・ 評価 者 研修 の 導入 ・ 対話 と 指導 的 体制 の 形成 等 諸方 面 の改 善 が期
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待さ れ る。それ に 、「 開 発型 」と し ての 基 準評 価 は根 本 的に 原 資の 制 限か ら 脱出

でき る 上に 、 地域 ・ 校種 に 関わ ら ずす べ ての 校 長の 職 能成 長 を促 進 する と いう

とこ ろ に教 育 公平 性 の向 上 にも プ ラス に なり 、「 統治 型 」と「 結果 型 」評 価 の固

有的 な 欠陥 を 補う こ とが で きる 。 しか し 、そ れ らを 達 成す る ため に 、 県 教 育局

の「 開 発型 」 評価 の 重要 性 に対 す る認 識 の深 化 、 地 方 教育 行 政の 管 理方 式 及び

県教 育 局と 教 育界 と の力 量 関係 の 変化 、 評価 者 研修 に 必要 な 公共 財 源の 確 保等

がい ま だ課 題 の克 服 等の 前 提条 件 とし て 挙げ ら れる 。  

以上 、 本研 究 の第 １ ～４ 章 は評 価 の導 入 背景 と 体制 構 造・ 評 価内 容 ・評 価 活

用・改 善 動向 に 焦点 を あて て 今日 に おけ る中 国 校長 評 価制 度 と機 能 を考 察 した 。

底流 の 基本 的 考え 方 は、校 長評 価 は「統 治型 」から「 結 果型 」・そ し て「開 発 型」

への 移 行が 求 めら れ ると い うこ と であ る 。こ の よう な 観点 か ら 、 以 下第 ２ ・３

節は 校 長評 価 制度 と 機能 の 改善 に 関す る 基本 構 想と 今 後の 研 究課 題 を 指 摘 して

おき た い。  

 

 

第２節  中国校長評価機能転換の基本構想  

 

日進 月 歩の 時 代に 適 応す る ため 、 高度 的 な 資 質 能力 を 持つ 校 長を 育 成す る こ

とは 、 中国 の 教育 事 業を 発 展さ せ るた め の重 要 な戦 略 的目 的 であ る 。 本 研 究の

最後 に 、歴 史 ・実 態 研究 の 成果 に 基づ き 、中 国 の国 情 に即 し て現 代 化・ 世 界・

未来 に 目を 向 ける べ き新 た な校 長 評価 の 確立 を 次の よ うに 構 想し て みた い 。  

 

１ ． 新た な 校 長 評 価確 立 の 前 提 条件  

  

中国 の 新た な 校長 評 価は 二 つの 側 面か ら 取り 上 げる こ とが 必 要で あ ろう 。 そ

の一 つ は評 価 制度 の 側面 で あり 、も う一 つは そ こに 流 れる 校 長像 の 側面 で ある 。

この 二 つは 決 して 別 々の も ので は なく 、 校長 評 価制 度 の根 底 に校 長 像が あ り、

校長 像 によ っ て校 長 評価 制 度が 作 られ る べき も ので あ る。 し かし 、 この 両 者は

今ま で の中 国 で常 に 一体 の もの と して 発 展し 、 運用 さ れて き たわ け では な い。

その 意 味に お いて 、 中国 に おけ る 校長 評 価の 機 能転 換 は、 こ の両 面 から 考 えて

いく 必 要が あ る。 ま ず、 新 しい 校 長像 を 樹立 す べき で ある 。  

 

（ １ ）新 し い 校 長 像の 樹 立  

 校 長 評価 制 度の あ り方 を 構想 す るた め に、 最 も重 要 なの は その 目 的、 即 ちそ

の制 度 によ っ て産 出 され る 校長 の 理想 像 をは っ きり さ せる こ とで あ る。 校 長像
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が明 確 にさ れ 、確 認 され て いな か った な らば 、 校長 資 質能 力 や校 長 評価 は 曖昧

にな っ てし ま う。 言 い換 え れば 、 校長 の 理想 像 が明 確 にな っ て初 め てそ う した

資質 能 力を 促 進す べ き新 た な校 長 評価 の 検討 が 可能 と なる か らで あ る。 ま た、

校長 評 価制 度 を利 用 する 者 （校 長 志望 者 や教 員 ）は 校 長の 理 想像 と とも に 現実

像に も 規定 さ れて い る。 そ して 利 用者 の 実態 が 逆に 校 長評 価 制度 を 規定 し てい

る。 例 えば 、 校長 職 が公 募 制に な ると 、 校長 志 望者 が 増え 、 これ が 校長 評 価の

あり 方 を動 か す一 因 とな る と言 え る。   

以上 の 理由 に 従い 、 新し い 校長 像 の樹 立 につ い て、 次 のよ う に提 言 した い 。  

① 専 門的 資 質 能 力 の明 確 化  

ア． 過 去の 学 校経 営 観・ 校 長像 へ の反 省 ：時 代 の変 化 に対 応 する 新 しい 校 長像

の樹 立 は、 前 述の よ うに 極 めて 重 要な こ とで あ る。 中 国校 長 評価 制 度の 改 革が

困難 で あっ た こと の 背景 に は、 中 国伝 統 文化 の 中に あ る非 常 に堅 固 な潜 在 意識

があ る 。こ の 潜在 意 識が 中 国人 の 観念 的 変化 、 社会 の 発展 に 抑圧 的 な影 響 を及

ぼし て いる 1。校 長評 価 改革 に は心 底 から の学 校 経営 観 の転 換 が必 要 であ る 。ま

た、 政 治・ 経 済体 制 の改 革 に伴 い 、伝 統 的校 長 像に も 大き な 変化 が 起こ ら なけ

れば な らな い 。即 ち 、今 ま での 学 校経 営 観・ 校 長像 を 深く 反 省し な けれ ば 、こ

れか ら の校 長 像と 校 長評 価 にお け る 評 価 内容 を 明確 に する こ とが 難 しい と 言え

る。  

イ． 新 しい 中 国的 校 長像 の 探究 ： 従来 の よう に 中国 的 校長 像 を外 国 に求 め るこ

とも 困 難で あ り、 新 しい 校 長像 は 中国 の 教育 関 係者 が 自ら 創 り上 げ てい く ほか

ない で あろ う 。中 国 では 校 長と し ての 政 治道 徳 を大 事 にし 、 道徳 的 模範 ・ 統率

を重 ん じて き た。 校 長評 価 の改 革 に際 し て、 従 来政 治 道徳 観 にお け る消 極 的な

もの を 否定 し なが ら 、積 極 的な も の （ 人 柄・ 品 性等 ） を発 揚 すべ き であ る 。ま

た、 諸 外国 の 校長 資 質・ 専 門職 基 準研 究 の成 果 を認 識 しな が ら、 校 長像 を 中国

の風 土 に即 し て、 確 立す べ きで あ ろう 。  

ウ． こ れか ら の校 長 像の 構 造： 社 会の 変 化と 自 律的 学 校経 営 の著 し い進 行 の中

で問 わ れて い る現 代 に生 き る校 長 像を 探 求す る 必要 が ある 。 自律 的 学校 経 営に

向け て の校 長 像を 構 想す る こと は 、非 常 に重 要 なこ と であ る と同 時 に難 し いこ

とで も ある 。 現代 の 中国 に おけ る 普遍 的 で妥 当 性の あ る校 長 像を 求 めて い くた

め、 日 本教 育 経営 学 会が 開 発し た 専門 職 基準 の 構造 を 参考 と する こ とが 望 まれ

る。当 該基 準 は 、現 代 社会 に おけ る「多 様 で複 雑 な」校 長職 務 と役 割 の現 実 下、

校長 像 を「 教育 活 動の 組 織化 の リー ダ ー 」と 捉え 、「学 校 の 共 有 ビジ ョ ンの 形 成

と具 現 化」 を 中心 と する ７ つの 資 質能 力 を示 し 、 す べ ての 資 質能 力 が協 働 的 性

格を 持 ち、校 長の（ 校内・家 庭・地 域と の）折 衝・連 携力 を 重ん じ る 。そ し て、

本研 究 第２ 章 で挙 げ た諸 校 長力 量 を図 表 化し て 、校 長 像の 一 例を 次 に示 し てみ
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よう（ 図 5.2.1 を参 照 ）。そ こで 、校長 像 が様 々 な資 質 能力 か らな り 、各 資 質能

力が 連 動す る 上で 、 教育 指 導と 経 営計 画 を高 い 視点 か ら止 揚 統合 し たの が 校長

のリ ー ダー シ ップ 能 力で あ る。  

 
図 5.2.1 中国 校 長 が 求 め る力 量 の 構 造 （ 本 調 査を も と に 筆 者作 成 ）  

 

② 校 長身 分 の 再 確 立  

ア． 官 員身 分 から の 脱出 ： 校長 の 法的 身 分に つ いて 明 確な 合 意形 成 を得 ら れな

いま ま 今日 に 至っ て いる 。 給与 の 系列 （ 教員 ま たは 官 員の 給 与基 準 に参 照 する

こと ） から 見 れば 、 中国 の 校長 は 教員 と 官員 と の二 重 身分 を 持っ て いる 。 この

ため 、 一部 校 長の 官 本位 意 識が 強 く、 一 般教 員 に上 か らの 目 線だ と 感じ さ せて

しま う 。そ し て、 保 護者 や 地域 社 会に と って も 、校 長 が官 的 性格 の 強い 存 在で

ある 。こ うし て 、学 校の ビ ジョ ン 共有・折 衝連 携 等が 主 に命 令 服従 的 に行 わ れ、

教員 た ちの 対 等的 な 参加 意 識が 薄 かっ た 。こ う した 実 態を 改 変し な けれ ば 、時

代に 適 応で き る新 し い校 長 像を 樹 立す る こと が でき な い。 従 って 、 教員 ・ 地域

社会 の 意欲 と 積極 性 を引 き 出す た め、 校 長は 官 員身 分 から 脱 出す べ きで あ る。

まず 、 現在 試 行中 の 校長 職 級制 を 参考 に しな が ら、 校 長の 身 分と 給 与系 列 を 抜

本的 に 手直 し し、 ど うし て も新 た な校 長 身分 と 給与 の 仕組 み づく り を急 が なく

ては な らな い 。  

イ． 専 門的 権 威の 樹 立： 官 員身 分 が従 来 、現 在 の校 長 権威 に おけ る 重要 な 源で

ある 。 官員 身 分か ら 脱出 す る際 に 、如 何 に校 長 権威 を 築い て いく か は、 肝 心な

課題 で ある 。 専門 的 な学 習 共同 体 であ る 学校 に おい て 、単 に 教員 考 課の 上 に、

教員 業 績給 ・ 手当 を 決定 す る 職 位 （職 務 ・機 能 ）の 権 威だ け でな く 、新 た な専

門（ 教 育・ 指 導） 的 ・人 格 （勤 勉 ・奉 献 ・無 私 ） の 権 威で 教 員を 統 率す べ きで

ある 。 一人 ひ とり の 校長 に 対し て 、絶 え ず自 ら の専 門 資質 や 能力 を 磨き 、 日常
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的な 行 動や 対 話、 指 導等 で 教職 員 の職 能 成長 を 促進 す るこ と が必 要 であ る 。  

ウ． 校 長と し て学 校 経営 に 務め る 専門 職 ： 校 長 職階 制 や行 政 機構 任 命 等 従 来の

人事 管 理伝 統 から 、 一部 の 校長 を 含む 多 くの 人 々は 校 長を 単 に 教 育 行政 の 末端

機構 と して 見 てい る 。し か し、 自 律的 学 校経 営 、特 色 ある 素 質教 育 目標 を 実現

する た め 、校 長 は学 校 経営 に 務め る 専門 職で な けれ ば なら な い 。そ れ に関 し て、

改善 策 が不 揃 いと は 言え ず、就 任前 必 須 な「 職務 研 修合 格 証」制度 は 20 年 を も

超え て 実行 さ れ、2000 年 以 後校 長 公募 制・学校 推薦 制 を試 行 導入 す る地 方 も 急

増し て きた 。 しか し 、各 制 度・ 政 策が 貫 徹で き ない 実 情を 見 逃せ な い。 そ れに

対し て 、地 方 政府 や 教育 行 政機 構 の管 理 理念 と 方法 の 改善 、 及び 監 督体 制 の確

立が 求 めら れ る。  

 

（ ２ ）教 育 審 議 会 体制 の 創 設  

 中 国 にお い ては 、 自律 的 学校 経 営の 進 行に つ れて 、 学校 経 営や 管 理職 の あり

方等 問 題へ の 注目 度 が日 々 上昇 し 続け て いる 。 日本 で は中 央 や各 地 方の 教 育審

議会 を はじ め 、国 立 大学 協 会、 国 や地 方 の教 育 学会 ・ 教育 経 営学 会 など 、 各種

の有 力 な研 究 ・審 議 機関 が 当面 の 学校 経 営や 管 理職 の あり 方 を真 剣 に取 り 上げ

てい る 。審 議 会に よ って 学 校経 営 や校 長 等学 校 管理 職 のあ り 方を 検 討す る こと

は、 中 国に と って 重 要な 課 題で あ る。 今 まで 専 門家 の 意見 が あま り 重視 さ れな

かっ た こと か ら、 教 育行 政 体制 ・ 学校 経 営体 制 ・学 校 課程 等 改革 に おい て 政策

的失 敗 が多 か った 。 従っ て 、政 府 は教 育 と社 会 各分 野 の専 門 家が 参 加す る コン

サル テ ィン グ 、審 議 、ア セ スメ ン トな ど の機 構 を設 置 し、 学 校経 営 ・管 理 職育

成と 評 価の 方 針・ 政 策・ 発 展計 画 など に つい て コン サ ルテ ィ ング な どに 提 出さ

せ 、こ れ によ っ て民 主 的・科 学的 な 政策 決 定の プ ロセ ス を形 成 する 必 要が あ る。

これ か らの 学 校管 理 職制 度 の改 革 、及 び 重大 な 学校 経 営政 策 の制 定 は、 日 本と

同じ よ うに 専 門家 よ りな る 審議 会 の答 申 に基 づ くべ き であ る 。国 家 や地 方 教育

行政 機 構は 、 日本 の 教育 審 議会 の 役割 と 経験 を 参考 に して 、 中国 や 地域 の 実情

に適 応 した 教 育審 議 会を 設 置し 、 時代 の 変化 に 従っ て 、常 に 国民 教 育制 度 と学

校経 営 の基 本 的な あ り方 を 重要 な 検討 課 題と し 、審 議 を行 う べき で ある 。 その

前提 に は、 こ の問 題 につ い ての 研 究の 蓄 積が な けれ ば なら な い こ と から 、 研究

の自 由 を保 障 され た 各種 の 教育 研 究学 会 を設 け る必 要 があ る 。こ の 点で も 、日

本の 学 会運 営 の経 験 を受 け 入れ る べき で ある 2。  

 

（ ３ ）「 百 家 争 鳴 」方 針 の 確 立  

 校 長 評価 制 度の 改 革案 は 密室 の 生産 物 では な く、 広 範な 議 論や 、 大多 数 の校

長の 意 見や 有 識者 の 見解 を まと め た 大 衆 的知 恵 の結 晶 であ る 。現時 点 にお い て、



 

168 

 

この 問 題に つ いて の 基本 的 見解 を 統一 す るこ と は、 恐 らく ま だ不 可 能で あ ると

思わ れ るし 、 むし ろ 多種 多 様な 異 なる 意 見の 交 換が 建 設的 議 論に と って 不 可欠

とい う べき で あろ う 。そ れ 故に 、 学術 的 討論 で は、 異 なる 考 え方 を 尊重 し 、 各

級政 府 の校 長 評価 施 策に 対 する 異 議申 し 立て に 対し て さえ も 、寛 容 な態 度 で対

処す べ きで あ る 。「 百家 争 鳴」がな け れば 、中 国校 長 評価 制 度の 改 革を 本 格的 に

推し 進 める こ とが で きな い 。校 長 像や 学 校経 営 の全 体 を踏 ま えた 上 で提 起 され

るべ き 改革 提 言な い しは 政 策プ ラ ンも 、「 百家 争 鳴」と いう 雰 囲気 を 醸成 す る中

で、 検 討さ れ るべ き であ る 3。  

 

２ ． 校長 評 価 制 度  

 

有効 な 評価 制 度は 評 価活 動 にと っ て、 重 要な 規 範と 指 導機 能 があ る 。そ れ 故

に、 校 長評 価 機能 の 転換 を 円滑 に する た めに 、 評価 制 度の 充 実と 改 善が 特 に不

可欠 で ある 。 以下 は 国の 法 制度 、 地方 教 育行 政 機構 と 研修 機 構の 制 度要 素 等視

点か ら 検討 を 進む 。  

 

（ １ ）校 長 に 関 す る法 制 度 の 改 正  

 前 述 して き たよ う に、 国 の法 制 度が 評 価指 針 とし て 、 教 育 行政 機 構の 評 価実

践に 深 刻な 影 響を 与 える 。 それ 故 、法 制 度の 改 正は 各 地校 長 評価 の 改善 に 必要

不可 欠 であ る 。従 っ て、 先 ず国 の 法制 度 改正 に つい て 、提 言 した い 。  

① 校 長評 価 の 名 称 と頻 度 の 明 確 化  

現在 校 長評 価 の年 実 施率 は 39%、 つま り 校長 が 平均 ほ ぼ３ 年 １回 に 評価 を 受

ける こ とに な る。 こ うし た 頻度 は 今日 学 校経 営 の激 変 や校 長 職務 の 重要 性 に 適

切で な いと 考 えら れ る。 精 度が あ る評 価 、又 は 能力 開 発の 常 態化 の ため 、 校長

評価 の 頻度 を 向上 さ せる べ きで あ る 。そ れ故 、先 ず従 来 の『 意見 』の 中に 、「 日

常的 勤 務考 察 」・「 定 期的 考 課」 等 の表 記 を改 め なけ れ ばな ら ない 。  

実際 、 日常 的 な勤 務 考察 と 定期 的 考課 の 評価 内 容や 評 価活 用 がそ も そも 区 別

され て いな く 、しか も 当面 ３ 年に １ 回の 評価 が 何と 言 って も「 日常 的 」で なく 、

そし て 個人 別 の評 価 実施 率 の格 差 から 見 れば 、 考課 の 実施 も 決し て 定期 的 なも

のと は 言え な い。 そ れに 対 して 、 かつ て の「 勤 務考 察 」・「 考 課」 を 一律 に 「校

長評 価 」に 改 称し 、 必ず 年 二回 校 長評 価 を行 う よう に 義務 付 けて お くこ と が必

要で あ る 。「 勤 務考 察 」・「 考 課」 か ら校 長評 価 への 改 称は 、「 能力 開 発的 」 な評

価に 対 する 強 調に も 見え る 。 一 方 、評 価 頻度 の 確定 こ そ日 常 的・ 定 期的 校 長評

価の 確 保で あ ろう 。 こう し て、 精 度が あ る評 価 、又 は 能力 開 発の 常 態化 に 有効

と言 え る。  
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② 評 価視 点 の 改 正  

校長 職 級制 及 び専 門 職基 準 が既 に「 自律 的 」な 評 価内 容 の新 方 向を 示 した が 、

この 成 果や 理 念が い まだ 法 制度 に 確認 さ れて い ない 。 今後 、 引き 続 き 現 代 学校

教育 と 経営 理 念と 成 果を 採 り入 れ 、特 に 前述 し た校 長 の専 門 的資 質 と理 想 の校

長像 に 基づ き 、『 要 求』 ・ 『意 見 』が 示 した 校 長 の 役 割責 任 と評 価 視点 を 改正

すべ き であ る 。特 に 、政 治 的忠 誠 心や 社 会主 義 信奉 心 から マ クロ な 道徳 思 考能

力・ 寛 容力 へ 、財 政 予算 の 厳守 か ら予 算 経費 の 活用 へ の資 質 観の 変 化が 望 まれ

る。 そ して 、 こう し た改 正 過程 中 、 前 述 した 教 育審 議 会体 制 と「 百 家争 鳴 」方

針の 具 現化 が 求め ら れる 。 要す る に、 校 長の 役 割責 任 と評 価 視点 を 大胆 に 見直

し「 再 定義 」 する こ とが 不 可欠 と なろ う 。  

③ 多 角的 活 用 方 針 の提 示  

 校 長 評価 の 導入 に 当た っ ては 、 それ が 自律 的 学校 経 営・ 校 長専 門 職化 に つな

がる も ので あ るこ と 。ま し てや 、 行政 統 治と 画 一化 を 強化 し たり 、 校長 が 誇り

や自 信 、情 熱 を失 い 、「業 績 主義 」に傾 斜 する こ とは 避 けな け れば な らな い 。し

かし 、既に 挙 げた よ うに 、『 意見 』を始 めと す る各 法 制度 が 主に「 賞」・「 罰」

とい う 視点 か ら評 価 活用 の 方法 を 規定 し ・補 足 した 。  

これ か らの 校 長評 価 はそ の 活用 範 囲を 広 げ、 い ろい ろ な目 的 に活 用 され て し

かる べ きで あ る。 あ る時 は 職級 昇 進や 昇 給に 、 そし て 表彰 に 、ま た 常に は 能力

開発 に 使わ な けれ ば なら な い。 そ うす る こと に よっ て 校長 評 価と し ての 価 値が

出て く るの で ある 。 つま り 、査 定 にも 活 用さ れ るが 、 基本 的 前提 と して 校 長が

納得 し て自 ら の能 力 を高 め るた め の能 力 開発 的 評価 が 必要 で ある 。 それ 故 に、

新た な 法制 度 は特 に 意見 交 換・ 結 果開 示 ・ 指 導 提言 ・ 研修 改 善等 校 長の 職 能成

長や 自 己改 善 を連 動 でき る よう な 評価 活 用方 針 を明 確 すべ き であ る 。こ う した

規定 は 各地 方 教育 行 政機 構 の評 価 理念 転 換、 新 たな 規 程制 定 、そ し て大 学 を始

めと す る各 校 長研 修 機構 や 教育 関 係者 の 評価 参 加に 画 期的 な 意義 が ある 。  

 

（ ２ ）県 教 育 局 ご との 制 度 要 素 を重 視  

中国 に おけ る 校長 評 価は 県 教育 局 が主 導 する 人 事評 価 活動 で あり 、 地方 の 学

校経 営 を取 り 巻く 状 況は 多 様で あ るか ら 、県 教 育局 に あっ て は、 そ れぞ れ の実

情に 応 じた 柔 軟か つ 多様 な 対応 が 不可 欠 であ る 。に も かか わ らず 、 いい 評 価を

支え る 制度 に は一 定 の共 通 点が 存 在す る 。以 下 、県 教 育局 の 制度 要 素別 に つい

て、 提 言し た い。  

① 県 教育 局 の 業 務 体系 に お け る 位置 を 引 き 上 げる こ と  

ア． 定 期的 校 長評 価 制度 ： 国や 上 級教 育 行政 機 構の 法 制度 に 従っ て 、年 二 回以

上地 域 校長 全 員を 対 象に 評 価を 行 うよ う に評 価 規定 （ 時期 ・ 日数 ・ スゲ ジ ュー
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ル等 ） を定 め 、特 に 農村 部 ・小 学 校長 評 価を 重 視 し 、 断行 す る。  

イ． 課 室業 務 と校 長 評価 と の関 係 ：校 長 評価 と 学校 評 価と の 間 で 、 重複 す る評

価内 容 が多 い こと か ら、 同 時に 実 施し て も構 わ ない 。 校長 評 価の 結 果が 必 要な

査定 資 料と し て活 用 する こ とが で きる が 、 校 長 評価 が ただ 異 動・ 表 彰・ 給 与決

定の た めで は なく 、 その 相 対 的 独 立性 を 確保 す るた め 、 人 事 ・政 治 ・経 費 財務

等、 従 来重 要 な課 室 業務 と 同格 に 扱う べ きで あ る。  

ウ． 関 連課 室 と職 員 の選 出 ：教 育 局側 の 評価 者 を選 出 する 際 に、 従 来人 事 課・

党委 ・ 計画 財 務課 ・ 紀律 検 察組 の ウエ イ トを 減 じ、 督 導室 ・ 基礎 教 育課 （ 普通

教育 課 ）・教 育研 究 課の 中 に、学校 管 理経 験・学校 経 営方 法 に詳 し い職 員 を導 入

する 。 そし て 、地 域 の実 情 に応 じ て、 学 校評 価 課を 設 立す る 必要 性 をも 検 討す

べき で ある 。  

② 参 加型 評 価 制 度  

ア ．校 長・教 育専 門 家等 の 協力 招 致：こ れ まで 評 価を 参 加す る 機会 に つい て は、

評価 体 制の も と封 鎖 性が 問 題と さ れて い たが 、 参加 型 評価 の 導入 に より 、 校長

の学 校 経営 が 開か れ るこ と にな っ たわ け であ る 。参 加 型評 価 は複 数 の評 価 者の

目を 通 すこ と によ り 、評 価 バイ ア ス（ ハ ロー 効 果、 寛 大化 傾 向等 ） が少 な く、

バラ ン スの と れた フ ィー ド バッ ク が得 ら れ、評価 の 信頼 性 が高 く 4、それ に「 評

価の 過 程（ 評価 プ ロセ ス ）」が 利害 関 係者 間の 学 習過 程 とし て 作用 し、利 害関 係

者の 意 識・態度・行 動変 容 につ な がる と いう こ とが 大 きな 特 徴で あ る 5。しか し

この 前 に 、先 ず 多く の 教育 関 係者 に 校長 評価 の ネガ テ ィブ な 印象 を 与え か ねず 、

評価 が 校長 の 能力 開 発や 学 校経 営 の改 善 に貢 献 する た めの 一 つの 手 段で あ る、

とい う 点を 十 分に 理 解し て もら う こと が 肝要 で ある 。 それ に よっ て 、教 育 関係

者か ら の参 画 や連 携 協力 が 得や す くな る 。 特 に 、校 長 や当 該 学校 と 直接 関 係を

有し な い専 門 家な ど によ る 客観 的 な評 価 （第 三 者評 価 ）が 求 めら れ る。  

イ． 参 加型 制 度の 公 示： 教 育関 係 者の 関 与を 日 常化 ・ 制度 化 にす る ため 、 相応

した 制 度の 創 設が 必 要不 可 欠で あ る。 こ うし た 制度 が なけ れ ば、 関 係者 の 関与

が形 式 的な も のに な りが ち であ る 。そ し て 、 こ うし た 制度 が 行政 部 門の 内 部制

度と は いえ 、 社会 輿 論に よ る監 督 を強 化 する た め、 開 示範 囲 につ い て 教 育 行政

機構 内 部に 限 らず 、よ り多 く の校 長 や教 育関 係 者へ の 開示 が 必要 で ある 。一 方、

評価 の 実施 に 際し て は、 評 価者 が 誰で あ り、 ど のよ う な立 場 に立 ち 、ど の よう

な利 害 関係 者 の評 価 への 参 加を 図 り、 ど のよ う に評 価 を実 施 する か 等、 評 価の

枠組 み を適 切 に構 築 する こ とが 重 要に な る 6。そ れ故 に 、必要 に 応じ 、校長・教

員・ 学 者・ 社 会人 等 各構 成 員の 性 格・ 資 質要 求 と役 割 責任 ・ 研修 の 実施 と 評価

者に 対 する 評 価な ど の評 価 規範 化 のた め の措 置 を講 じ るこ と が 期 待 され て いる 。

更に 、 潜在 な 参加 者 に分 か りや す い参 加 者応 募 方法 を 提示 す べき で ある 。  
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ウ． 研 修機 構 との 連 携： 研 修機 構 が校 長 能力 開 発の 重 職を 担 当し て いる 。 しか

し、 校 長資 質 能力 の 欠点 に 関す る 認識 が 欠け る と、 効 果的 な 研修 を 講じ る こと

がで き なく 、 校長 能 力開 発 に対 し ても 不 利で あ る。 一 方、 教 育行 政 機構 に とっ

て、 カ バー し きれ な い能 力 開発 的 評価 活 用が あ る。 そ れ故 、 大学 等 研修 機 構と

の評 価 連携 制 度を 設 ける べ きで あ る。 そ れに 対 して 、 評価 者 にお け る研 修 機構

派遣 者 の位 置 づけ 、 派遣 者 にお い ても 自 己の 職 責と 役 割の 理 解が 一 層望 ま れる

こと 、 また 、 派遣 者 の職 責 の明 確 化を 早 急に 確 立す る 必要 が ある 点 が課 題 であ

る。 こ うし て 、評 価 や研 修 にお け る 対 話 ・指 導 の増 加 及び そ の質 の 向上 も より

期待 で きる だ ろう 。  

③ 地 域的 専 門 職 基 準  

教育 や 地方 学 校経 営 の実 態 が地 域 によ っ て異 な るの で 、現 在 検討 中 の国 家 校

長専 門 職基 準 や他 の 学校 経 営・ 校 長職 務 研究 成 果を 参 考し な がら 、 地域 校 長の

実情 に 適切 な 地域 的 専門 職 基準 の 開発 が 重要 で ある 。自 律的 学 校経 営 の流 れ に、

図 5.2.1 で示 した 各 資質 能 力の 「 自律 的 」着 眼 点、 例 えば 、 ①多 元 的道 徳 思考

能力 と 応用 能 力、 ② 自主 的 経費 活 用と 財 務改 善 能力 、 ③自 主 的学 校 課程 と 指導

方法 の 開発 と 実行 能 力、 ④ 自主 的 安全 衛 生措 置 の開 発 と実 行 能力 、 ⑤特 色 ある

経営 計 画の 開 発と 実 行能 力 、⑥ 教 員と 生 徒が 中 心と す る学 習 的組 織 の創 設 と運

営能 力 、⑦ 自 主的 ・ 協働 的 学習 に 有利 な 文化 の 創設 、 ⑧自 己 能力 開 発や 自 主的

学習 能 力、 ⑨ 地域 資 源の 開 発と 活 用能 力 、⑩ 能 力開 発 的教 員 評価 の 開発 と 導入

能力 を 重要 視 すべ き であ る 。にも か かわ らず 、評 価内 容 とそ の 着眼 点 の設 定 は、

口で 言 うほ ど 、生 易 しい も ので は ない 。 以下 の 「無 差 別」 と 「個 性 的」 と の二

つの 原 則を 守 らな け れば な らな い 。  

④ 公 正な 評 価 内 容  

これ ま で校 長 評価 に おい て 危惧 さ れて い た点 と して 、 公正 的 評価 が 可能 な の

かと い うこ と が挙 げ られ る 。 こ こ でい う 「公 正 」が す べて の 校長 を 画一 な 評価

内容 ・ 着眼 点 で評 価 する と いう 意 味で は なく 、 対等 ・ 誠実 ・ 公平 な 立場 と 態度

で 、「自 律 的 」な 評 価内 容 を導 入 すべ き 、とい う 意味 で ある 。現 在 、農 村 部・小

学校 長 に対 す る評 価 内容 は 比較 的 ゆる く 、学 校 安全 ・ 地域 連 携が 極 めて 注 目さ

れる 以 外、 各 評価 内 容の 実 施率 や 「自 律 的」 な 性格 が ほか の 校長 を 大き く 下回

る 。こ う した 地 域別・校種 別 校長 に 対す る 評価 内 容と そ の性 格 の差 異 につ い て、

各学 校 への 期 待上 の 格差 し か 理 由 とし て 考え ら れな い 。 し か し本 来 、社 会 ・経

済的 背 景が 異 なる 一 人ひ と りの 児 童生 徒 が同 じ 質の 教 育を 受 ける 権 利が あ る。

各地 域 ・校 種 学校 の 間、 教 育の 質 の格 差 が客 観 的な 存 在、 特 に 経 済 成長 が アン

バラ ン スに な って い る近 年 の中 国 社会 に おい て は、 城 鎮と 農 村と の 教育 上 の格

差が 数 十年 離 れて い ると は 言え 、 様々 な 方法 を 通し て 一日 も 早く そ れを 減 少す
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るこ と が正 に 教育 行 政機 構 の役 目 であ ろ う。 そ れに 対 して 、 校長 評 価が 一 つの

重要 方 法で あ り、 そ れを 活 用し 後 進学 校 の校 長 たち に 迅速 に 学校 運 営に 必 要な

各能 力 を身 に 付け さ せる こ とが 重 要で あ る。 そ の中 、 適切 か つ充 実 的な 評 価内

容が 極 めて 重 要で あ る。 反 って 、 後進 学 校の 学 校運 営 を軽 視 し、 差 別的 な 校長

評価 を 実施 す るこ と は、 教 育の 質 の格 差 を更 に 拡大 し てい く 懸念 も ある 。 この

意味 に おい て は、 農 村部 ・ 小学 校 長に 対 する 評 価内 容 の充 実 と改 善 は今 日 中国

の「 教 育均 衡 」施 策 の下 に 、特 に 深い 意 味と 価 値が あ る。  

⑤ 目 標管 理 制 度  

そも そ も、 一 人ひ と りの 校 長は 地 域・ 学 校の 状 況に よ って 異 なっ た 対応 の 仕

方を 必 要と す るこ と から 、 望ま し い効 率 的な 校 長資 質 能力 と いう も のは 、 普遍

的な 形 では 存 在し な い。 し かも 、 資質 能 力を 具 備す る こと と 、資 質 能力 を 発揮

する こ とと の 間に は 、一 定 の距 離 があ る と言 わ なけ れ ばな ら ない 。 従っ て 、校

長評 価 の評 価 内容 も 万古 不 易な 、 普遍 的 な形 で はな い 。 そ れ 故、 実 際の 校 長評

価を 行 うに は 、で き るだ け 個人 を 見つ め るこ と ので き るよ う な点 に 留意 す べき

であ る 。校 長 専門 職 基準 に 照ら し て 、 学 校経 営 の実 態 と課 題 に適 応 する 校 長 資

質能 力 を考 慮 した 評 価内 容 とす る 、適 切 なウ エ イト や 着眼 点 を設 け るこ と が重

要で あ る。 特 に能 力 開発 を 達成 す るに は 、一 人 ひと り を取 り 巻く 学 校 体 質 や地

域環 境 等 7、及び 一 人ひ と りの 現 状の 能 力 レベ ル の位 置 づけ を しっ か りと 把 握し 、

その 上 に立 っ て能 力 の伸 長 を図 り 、校 長 一人 ひ とり を 観察 し 、分 析 しな け れば

なら な い。 そ うす る こと に よっ て 初め て 能力 開 発へ の アプ ロ ーチ が でき る ので

ある 。  

適切 な 評価 内 容を 設 定す る ため 、 そし て 校長 評 価の 相 対評 価 を絶 対 評価 に 組

み替 え る手 段 とし て、目 標に よ る管 理（ MBO）を校 長 評価 に 導入 す る必 要 性が あ

る。 校 長が 目 標の 達 成を 目 指す 中 で、 学 校経 営 の改 善 ・向 上 、教 育 行政 機 構の

（人 事 ・学 校 ）管 理 の実 現 を図 る ため と いう 、 MBO の 考え 方 が人 材 育成 シ ステ

ムの 基 本で あ る。 MBO の 中 心で あ る目 標 設定 に つい て 、そ の 妥当 性 は校 長 の合

意を 得 て設 定 する こ とか ら 生ま れ るも の なの で 、評 価 者の み なら ず 、被 評 価者

とし て の校 長 も重 要 な役 割 を果 た すべ き であ る 。当 事 者（ 評 価者 と 校長 ） にそ

の合 意 と認 識 があ り 、し っ かり と 主体 的 に考 え 抜い た 目標 で あれ ば 当然 、 その

目標 は 校長 の 「行 動 指針 」 とし て 機能 す るで あ ろう 。 自分 が 正し い と思 い 、達

成し た いと 思 って 設 定し た 目標 な らば そ れに 全 力を 出 そう と する の はむ し ろ人

間の 自 然の 性 向と い うべ き で、 そ の状 況 なら 、 当人 （ 校長 ） は進 ん で業 績 を自

分の 目 標の 達 成度 に よっ て 評価 さ れる こ とを 望 むに 違 いな い 8。そ の点 に つい て 、

日本 教 員人 事 考課 制 度の 「 自己 申 告」 メ カニ ズ ムを 導 入す べ きで あ る。 校 長が

自ら 目 標設 定 する こ とで 職 務に 対 する 深 化が 可 能と な り、 よ り主 体 的に 職 務に
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取り 組 むと 伴 に、 自 己評 価 を行 い 、自 己 の能 力 や改 善 すべ き 点等 を 把握 す るこ

とに よ り、 職 務遂 行 能力 の 開発 ・ 向上 が 期待 で きる だ ろう 。  

留意 す べき は 、目 標 によ る 業績 の 評価 は 、目 標 達成 を 意図 的 に強 調 する あ ま

り、 個 人的 な 能力 開 発の 必 要性 を 見逃 す 場合 が ある こ とで あ る。 目 標の 短 期性

の影 響 が特 に これ に 拍車 を かけ る 。そ れ 故に 、 校長 の 自己 目 標は 少 なく と も業

務目 標 と自 己 育成 目 標を 包 括す べ きで あ る。 つ まり 、 校長 と 評価 者 は経 営 業績

と能 力 開発 の 両方 に 注意 を 払わ な けれ ば なら な い。 ま た、 も ちろ ん どれ く らい

の細 か さで 一 人ひ と りの 校 長の 資 質能 力 （ 評 価 内容 と その 着 眼点 ） に分 か るか

を検 討 すべ き であ る 。評 価 内容 と その 着 眼点 を 多く し たら 、 評価 者 はそ れ を読

むだ け でう ん ざり し てし ま う。  

⑥ 評 価者 訓 練 制 度  

既に 挙 げた 、 評価 は 価値 判 断を 伴 う活 動 であ り 、評 価 内容 と その 着 眼点 が ま

とま っ てい れ ば、 評 価の 公 平性 が 保た れ るわ け では な い。 人 事評 価 の公 平 性を

期す る 上で 、評 価者 の 評価 能 力如 何 が重 要な カ ギを 握 って い る 9。人 事 評価 を 行

うに 当 たっ て 、そ れ ぞれ の 評価 者 がそ れ ぞれ の 主観 的 な判 断 によ っ て部 下 を評

価し て いた の では 、 甘辛 に よる バ ラツ キ が出 る こと は 必定 で あっ て 、こ れ では

部下 の 信頼 を 得る こ とで き ない だ ろう し 、処 遇 を公 正 に進 め るた め のベ ー スに

もな ら ない 。 こう し た意 味 にお い ては 、 評価 者 が価 値 判断 基 準に つ いて の 正し

い認 識 や意 思 統一 が 非常 に 重要 で ある 。 特に 参 加型 評 価を 推 進す る 際に 、 評価

内容 と その 着 眼点 の 明示 、 評価 技 術と 指 導方 法 の教 授 等の 工 夫を す るこ と が必

要で あ る。  

それ に 対し て 、人 事 評価 者 訓練 を 行う ね らい は 、評 価 者が 人 事評 価 全体 の 仕

組み を よく 理 解す る と同 時 に、 考 課基 準 の理 解 、評 価 ルー ル や方 法 の理 解 ・確

認、 校 長評 価 を行 う に当 た って 陥 りや す いエ ラ ーと 、 それ を 避け る ため の 心構

えな ど を明 ら かに す ると こ ろに あ るが 、 最も 重 要な ね らい は 、考 課 基準 に つい

ての 評 価者 相 互の 意 思の 統 一、 調 整に あ る。 つ まり 、 価値 判 断基 準 につ い ての

意 思 統 一 を 図 る こ と に あ る 1 0。 そ し て 、 校 長 評 価 で は 、 こ の 重 要 な 評 価 者 訓 練

を確 実 に実 施 して い くた め には 、そ れを 義務 付 ける 必 要が あ る 。そ れ に対 し て、

評価 者 免許 制 度の 導 入は 効 率的 な 方法 で あろ う 。も ち ろん 、 免許 制 度の 対 象者

は人 事 評価 を 行う 者 全員 と いう こ とに な るわ け であ る から 、 役職 位 の 如 何 を問

わず 免 許訓 練 課程 に 参加 す るこ と にな る 。した が って 、外部 評 価者 の みな ら ず、

県教 育 局長 や 人事 課 長や 関 連課 室 の協 力 者等 で あっ て も こ う した 免 許を 取 得し

なけ れ ばな ら ない わ けで あ る。  

⑦ 評 価検 討 体 制  

ア． 評 価前 の 検討 研 修： 様 々な 人 々が 協 働で 校 長評 価 を行 う 最初 の 時点 で 何の
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ため の 評価 な のか 、 とい っ た目 指 すべ き 「方 向 性」 を 共有 す ると い うこ と は、

その 後 の協 働 評価 を 行う 上 でプ ラ スに 働 く。 こ うい う 意味 に おい て は、 事 前の

検討 研 修が 非 常に 必 要で あ る。 し かも 、 事前 の 検討 研 修が 前 述し た 校長 一 人ひ

とり に 適切 す る考 査 項目 の 作成 や 目標 管 理の 実 施の 作 成 に も 欠か せ ない の と考

える 。  

イ． 評 価後 の 調整 会 議： 評 価後 の 調整 会 議や 検 討研 修 も評 価 活用 と 今後 の 評価

の改 善 に役 立 てる と 思わ れ る。 な ぜな ら ば、 参 加型 評 価は 評 価者 間 の議 論 やト

レー ニ ング 、 なら び に意 見 調整 の ため の 時間 を 要す る こと と 、評 価 とい う 活動

を協 働 で円 滑 に実 施 して い くた め には 、 評価 者 間の あ る種 の 信頼 関 係や 、 校長

社 会 の 文 脈 へ の 理 解 が 不 可 欠 に な る か ら で あ る 1 1。 し か も 、 評 価 結 果 に つ い て

は、 評 価者 の 間で 必 ずし も 同意 さ れる と は限 ら ない 。 一面 的 に評 価 され る こと

なく 、 評価 結 果を 共 同で 協 議し 、 最終 結 果の 取 得 や 評 価施 策 の改 善 （特 に 継続

的に 関 わっ て いく 仕 組み に 関す る 検討 ）、及び 今 後一 人 ひと り の校 長 に適 切 な 評

価内 容 とそ の 着眼 点 の設 定 など に 、十 分 なコ ミ ュニ ケ ーシ ョ ンが 必 要で あ る。  

ウ． 再 点検 制 度： 校 長評 価 があ く まで も 教育 行 政機 構 の枠 組 みに あ り、 点 検軸

に沿 っ て現 在 評価 の 性格 や 課題 を 把握 す るこ と は査 定 の正 確 性の 確 保、 そ して

被評 価 者か ら 信頼 感 の取 得 にも 有 効で あ る。 更 に、 教 育局 に とっ て の校 長 評価

の問 題 点は 何 か、 改 定す る 要件 は 十分 か 、何 を どの よ うに 改 定し た ほう が よい

のか に つい て 、十 分 なる 討 議と 方 法づ く りを し てこ そ 、初 め て生 き た校 長 評価

とし て その 機 能を 発 揮し う るも の と考 え る。 こ れで こ そ、 自 律的 学 校経 営 に対

応し う る校 長 評価 と して 、 弾力 的 な運 用 と専 門 職基 準 など 評 価制 度 の有 用 性を

高め る こと が でき る ので あ る。  

⑧ 結 果開 示 制 度  

校長 評 価の 結 果は も とよ り 、校 長 に関 す る基 礎 的情 報 を含 む 必要 な 情報 が 分

かり や すく 示 され 、 その 校 長が ど のよ う な校 長 であ り 、ど の よう な 課題 を 抱え

てい る のか な ど、 校 長の 実 際 的 状 況が 把 握で き るよ う な情 報 が提 供 され て いる

こと が 、研 修 機関 等 が的 確 な研 修 課程 の 開発 な ど校 長 研修 指 導を 改 善し て いく

上で 重 要と な る。 そ して 、 こう し た開 示 が評 価 者に も 必要 な プレ ッ シャ ー （説

明責 任 に関 わ る） を 抱か せ 、評 価 の質 保 障の １ つの 方 法と な る。 被 評価 者 側の

嫌悪 感 をな く す、 校 長自 己 改善 を 促進 す るた め にも 重 大な 意 義が あ る。 留 意す

べき は 、校 長 本人 や （直 接 関連 の ）研 修 機関 に 開示 を する 場 合を 除 き、 知 り得

た評 価 結果 に つい て 秘密 を 保持 す るこ と はも ち ろん で ある 。  

⑨ 査 定の 実 効 化 措 置  

ア． 校 長希 望 降任 制 度： 中 国に お ける 、 不適 任 な校 長 への 対 処方 法 が不 足 して

いる 。 降任 が 常に 「 罰」 の 方法 と して 見 られ 、 ほと ん ど実 行 され て いな い 。 そ
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れに 関 して 、日本 の 希望 降 任制 度 を 参 考 し、職 務の 責 任を 全 うで き ない 、健 康・

家庭 等 問題 を 抱え る 不適 任 者へ の 柔軟 な 対処 策 を制 定 すべ き であ る 。  

イ． 補 償的 研 修制 度 ：教 育 局が 校 長評 価 の結 果 に応 じ て、 校 長に 対 する 支 援や

条件 整 備な ど の改 善 措置 を 向上 る こと に より 、 校長 資 質や 学 校経 営 の質 を 保証

し、 そ の向 上 を図 る こと 、 特に 日 本の 東 京都 ・ 福岡 県 等行 う 不適 格 管理 職 を対

象と す る特 別 研修 制 度に 学 び、 職 務の 責 任を 全 うで き ない 不 適任 な 校長 に 補償

的研 修 制度 を 作成 す る。  

ウ． 業 績給 制 度の 補 強： 校 長評 価 が有 効 に機 能 する た めに は 、給 与 上の 待 遇と

効果 的 に連 動 する こ とが で きる よ う、 現 在形 骸 化と な った 業 績給 を 名実 と もに

本格 の 業績 給 に変 え なけ れ ばな ら ない 。 その ほ かに 、 複数 年 度に お ける 評 価結

果の 蓄 積、 評 価結 果 の適 切 な反 映 の仕 組 みに つ いて 、 検討 の 余地 が ある 。  

エ． 表 彰（ 推 薦） の 公正 性 ：表 彰 制度 に つい て は、 校 長の モ ラー ル （志 気 ）向

上に 資 する 上 で、 学 校と い う協 働 組織 体 制の 中 で長 年 にわ た り教 育 経営 的 活動

に意 欲 的に 取 り組 み 実践 し てい る 校長 の 功績 を 称え る こと は 考え ら れて よ い。

能力 不 足者 が 表彰 （ 推薦 ） の対 象 者に な ると 、 他の 被 評価 者 にと っ て校 長 評価

への 不 信感 を 生じ 、 校長 陣 の動 機 付け に も 大 き な損 に なる 。 それ 故 、公 正 的な

校長 全 員評 価 の上 で 、表 彰 （推 薦 ）者 を 決定 す るの が 肝心 で ある 。 しか も 、表

彰に 際 して は 、単 に 表彰 状 や奨 励 金の み では な く、 能 力開 発 に連 結 する 休 暇シ

ステ ム の活 用 、指 導 的立 場 とし て の指 導 ・助 言 活動 の 機会 を 導入 す るこ と も必

要で あ る 1 2。  

にも か かわ ら ず、 完 成度 の 高い 校 長評 価 制度 は 一朝 一 夕で 作 られ る もの で は

ない 。 校長 の 理解 や 納得 を 得る た め、 検 証と し ての 試 み、 見 直し を 進め る こと

によ っ て、 校 長の 理 解や 納 得を 得 る姿 勢 が県 教 育局 に 望ま れ てく る 。  

 

（ ３ ）研 修 機 構 ご との 制 度 要 素 を重 視  

 新 た な校 長 評価 機 能を 果 たす た めに は 、教 育 行政 機 構と 研 修機 構 の双 方 に、

今こ そ 校長 資 質能 力 向上 と いう 共 通の 目 的を 達 成す る ため に 連携 ・ 協働 す るパ

ート ナ ーシ ッ プ関 係 を構 築 する こ とが 必 要で あ ると い う強 い 自覚 が 求め ら れて

いる 。 その 上 に、 こ うし た 双方 に 、新 し い役 割 の遂 行 が、 密 接な 連 携の 下 で行

われ る こと が 、こ れ まで 以 上に 、 改め て 必要 と なっ て いる 。 特に 、 教育 行 政機

構だ け では カ バー し きれ な い「 能 力開 発 」部 分 にお い て、 大 学を 始 めと す る各

研修 機 構の 活 躍が 期 待さ れ る。 以 下、 研 修機 構 の制 度 要素 別 につ い て、 提 言し

たい 。  

① 評 価派 遣 制 度  

教育 行 政機 構 と研 修 機構 と のパ イ プ役 と なる の は、 研 修指 導 者で あ る。 そ れ
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に対 し て、 研 修機 構 は研 修 指導 者 を評 価 現場 に 派遣 す る長 期 計画 を 制定 す べき

であ る 。特 に 、教 育 局か ら の依 頼 を受 け て、 評 価者 の 選出 ・ 研修 指 導者 等 の派

遣な ど の評 価 支援 ・ 改善 の ため の 措置 を 講じ る こと が 期待 さ れて い る。 そ れは

評価 現 場で の 対話 ・ 指導 向 上に 役 立つ だ けで な く 、 研 修指 導 者に 対 して も 、 校

長の 職 務遂 行 状況 を 的確 に 把握 し 、校長 一人 ひ とり の 資質・能 力向 上 に向 け た、

指導 育 成方 策 を見 え 出す こ とに も 必要 で ある 。 しか も 、評 価 中の 校 長指 導 経験

の積 み 重ね は 、今 後 の校 長 評価 者 育成 カ リキ ュ ラム の 開発 と 実施 の ため の 経験

と技 能 の蓄 積 でも あ る。  

② 資 質能 力 に よ る 数段 階 の 研 修 課程 体 制  

 校 長 個々 人 は持 っ てい る 資質 能 力、 管 理の 持 ち味 や 経営 課 題が 異 なり 、 評価

結果 も 個々 人 によ っ て異 な る 。 し かし 、 これ ま での 校 長研 修 が、 も っぱ ら 校長

にな る ため の 資格 研 修と 、 なっ て から 当 座の 指 定研 修 に限 ら れ、 一 人ひ と りの

校長 の 資質 能 力や 求 める 力 量に 相 応し い 啓培 と いっ た 、個 性 的か つ 長期 の 見通

しに 立 った も ので は ない 。 今後 、 研修 機 構は 教 育局 の 評価 結 果報 告 書に 示 され

た校 長 の課 題 や不 足 、また 、評価 参 加や 校 長研 修 者か ら の意 見 聴取 な どに よ り、

各校 長 の資 質 能力 や 課題 を 把握 し 、そ の 状況 や 必要 性 を踏 ま えて 、 豊富 な 研修

課程 の 開発 と 実行 が 重要 と なる 。 特に 、 不適 任 な校 長 に 特 別 研修 の 開発 が 求め

られ る 。  

③ 評 価者 研 修 の 開 発  

参加 型 評価 を 順調 に 展開 す るた め に、 評 価技 能 ・学 校 経営 に 関す る 知識 能 力

の重 要 性が 言 うま で もな い 。そ れ に対 し て、 専 門的 研 究機 構 が提 供 する 研 修課

程・講 習 が重 要 な方 法 であ る 。し かし 、今 まで こ うし た 研修 実 践が 実 に少 な く、

研究 機 構の 経 験蓄 積 も不 足 して い る。 今 後の 研 修機 構 が校 長 研修 と 研究 の 蓄積

の上 で 、評 価 参加 を 契機 と して 、 評価 者 に必 要 な資 質 能力 に 鑑み 、 適宜 ふ さわ

しい 在 り方 を 考慮 し なが ら 、評 価 者研 修 課程 の 開発 と 実施 の 取組 を 図る 発 想が

必要 で ある 。 その 中 、校 長 評価 の 目的 や 仕組 み 、評 価 のル ー ル、 そ して 評 価内

容と そ の着 眼 点の 理 解な ど を深 め るた め の 講 義 、及 び ケー ス やモ デ ルを 中 心と

する 模 擬評 価 ・集 団 討論 が 必要 で ある 。 更に 、 評価 者 の視 野 の拡 大 、幅 広 い識

見の 養 成、 協 働能 力 の育 成 を目 指 すこ と に主 眼 を置 く とす る なら 、 それ は まさ

しく 評 価者 の 能力 開 発そ の もの と 言え る から で ある 1 3。要す る に、テ クニ カ ル ・

スキ ル 、ヒ ュ ーマ ン ・ス キ ル、 コ ンセ プ チュ ア ル・ ス キル 等 の諸 力 量の 向 上を

評価 者 研修 の 目的 と して 捉 える 必 要が あ る。 評 価者 研 修の 目 的を 、 この よ うに

明確 に 規定 し 、実 施 に移 す こと が でき る なら 、 今後 の 校長 評 価の 精 度と 信 頼性

は非 常 に高 ま るこ と は間 違 いな い 。  
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３ ． 上級 行 財 政 の 支援  

  

集権 的 行財 政 伝統 や 過大 な 地域 間 格差 が ある 中 国に お いて 、 校長 評 価制 度 の

貫徹 、 評価 機 能の 転 換を 実 現す る ため に 、上 級 官庁 の 財政 支 援や 指 導体 制 の強

化等 も 必要 だ と思 わ れる 。  

 

（ １ ）中 央 と 省 の 財政 的 補 助 強 化  

 そ れ では 校 長給 与 ・研 修 に必 要 な経 費 は誰 が どの よ うに 負 担す る のか 。 第１

章が 前 述し た 「県 を 主と す る」 教 育行 政 体制 下 、そ の 経費 の 多く は 県レ ベ ルの

地方 政 府や 教 育行 政 機構 が 負担 す るこ と にな る 。 し か しな が ら実 際 には 、 地方

に配 分 され た 税目 は 零細 な もの が 多く 、 地方 政 府が 租 税に よ り十 分 な財 源 を確

保す る こと は 難し か った 。 特に 、 多く の 県レ ベ ルの 地 方政 府 で厳 し い財 政 運営

を強 い られ て いる の で、 校 長研 修 や給 与 の改 善 に向 け た 財 源 が不 足 して い る。

今後 、 地域 別 校長 業 績給 や 手当 の 合理 的 配分 、 及び 定 期的 な 校長 や 評価 者 研修

の円 滑 な運 営 を期 す るた め 、中 央 と省 の 財政 的 補助 の 強化 が 必要 で ある 。 特に

貧困 地 域・ 僻 地小 学 校長 に 対し て 、省 級 財政 か ら直 接 給付 制 度が 求 めら れ る。

この よ うな 措 置が 制 度化 さ れて い るの は 、国 や 省（ 自 治区 ・ 直轄 市 ）が 財 政的

によ り 安定 し 、ま た 、よ り 弾力 性 があ る から で あり 、 それ に より 、 県財 政 の地

域格 差 とい う 現実 の 中で 、 評価 と 連動 す る校 長 給与 の 確保 や 研修 の 充実 を 図る

ため で ある 。  

 

（ ２ ）校 長 評 価 に 関す る 中 央 と 省督 学 の 監 督 指導 強 化  

校長 評 価の 改 善が 法 規上 の 課題 と いう よ り、 実 践上 の 課題 と 言っ た 方が 的 確

であ る 。その 理 由と し て 、前 章 で示 し た よう に 、1985 年 以後 新 たな 教 育行 政 体

制下 、 校長 評 価が 基 礎教 育 の管 理 ・検 査 と同 様 に地 方 の管 轄 下に あ り、 全 国各

地に 画 一な 評 価内 容 を導 入 させ る 困難 度 が非 常 に高 く 、 評 価 内容 が 基本 的 に評

価者 側 の県 教 育局 に よっ て 決め ら れた も ので あ る。 教 育行 政 機関 で ある 県 教育

局が 評 価内 容 ・評 価 活用 の 特別 設 定で 自 身の 評 価実 施 を規 範 ・制 限 する の は完

全に 不 可能 で もな い が、 こ うし た 可能 性 はそ れ ほど 高 くな い 。し か も、 た とえ

制度 規 則が 作 成さ れ ても 、 その 制 定者 で ある 県 教育 局 はそ れ に従 っ て行 動 する

か、 む しろ そ の監 督 体制 も 脆弱 で あろ う 。  

 改 め て述 べ るま で もな く 、 学 校 教育 だ けで な く、 下 級地 方 政府 と 教育 行 政機

構を も 監督 ・ 指導 の 対象 者 とす る のは 中 国督 学 制度 の 最大 の 特徴 と 優勢 と して

挙げ ら れる 。 こう し た体 制 を活 用 し 、 各 県教 育 局・ 教 育督 導 機構 ・ 校長 研 修機

構等 が 行う 校 長評 価 や研 修 の達 成 状況 や 達成 に 向け た 取り 組 みの 適 切さ な どに
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つい て 評価 す るよ う な監 督 ・指 導 体制 の 強化 が 求め ら れる 。  

 

（ ３ ）地 域 的 校 長 研修 機 構 の 設 立  

最後 に 、当 面 校長 研 修機 構 は国 家 教育 部 の研 修 施設 及 び少 数 の大 学 教育 学

院・ 教 員研 修 機構 で ある 。 改め て 述べ る まで も なく 、 教育 学 院の 学 術中 心 傾向

及び 地 方教 員 研修 所 の専 門 的資 質 に欠 け る指 摘 が多 か った 。今 後、各 地域 で は、

上級 財 政の 支 援や 監 督指 導 下、 地 域内 や 周辺 の 大学 ・ 地方 教 育行 政 機構 ・ 地域

社会 の 人的 ・ 施設 ・ 評価 等 諸資 源 を活 用 し、 新 たな 地 域的 校 長研 修 施設 の 設立

が求 め られ る 。  

以上 は 、中 国 の特 色 ある 校 長評 価 の構 想 であ る 。そ の 成否 は 、第 一 に完 全 な

制度 が 設定 さ れる か どう か 、第 二 に有 力 な政 策 が貫 徹 でき る かど う か、 第 三に

新し い 校長 像 が社 会 に認 め られ る かど う かに あ ると 思 われ る 。も し それ ら が可

能で あ れば 、10 年間 の 努力 で 、校長 の 資 質能 力 が評 価 基準 の 通り で 、経営 水 準

も高 く て、 情 熱意 欲 も高 い とと も に特 色 ある 素 質教 育 を計 画 ・指 導 する 校 長陣

を作 り 上げ ら れる こ とも 確 かで あ ろう 。  

 

 

第３節  今後の研究課題  

 

前述 し てき た 校長 評 価の 導 入背 景 と体 制 構造 ・ 評価 内 容・ 評 価活 用 ・改 善 動

向等 制 度研 究 と実 態 調査 に よっ て 、 中 国 校長 評 価制 度 と機 能 をあ る 程度 明 かに

でき た 。本 研 究の 終 結に 際 して 今 後の 研 究課 題 の い く つか を 取り 上 げて む すび

とし た い。  

 ま ず 第１ に 、本 研 究が 校 長職 級 制の 実 態や 課 題に 関 する 調 査は 、 主に 検 討や

試行 が 盛ん で いる 上 海市 を 事例 と して 扱 い、 ほ かの 地 域の 検 討工 夫 にほ と んど

触れ な かっ た 。今 後 の試 行 錯誤 の 拡大 展 開に つ れて 、 他の 地 域に よ る施 策 導入

前後 の 縦断 的 な実 証 研究 も 期待 さ れる 。 この よ うな 多 地域 の 実態 研 究は 地 方格

差が 激 しい 中 国社 会 にと っ て極 め て重 要 な意 義 があ る 。  

 第 ２ に、 長 期的 学 校経 営 改善 の 視点 か ら、 評 価現 場 で校 長 評価 の 実態 と 効果

に対 す る考 察 が不 足 であ る 。今 後 、参 加 型評 価 の発 展 を契 機 に、 大 学や 研 修機

構の 研 究者 が 評価 現 場で よ り深 く 校長 評 価の 機 能を 観 察・ 思 考す る こと が 期待

され て くる 。 この 自 覚の 下 に、 評 価に 関 する 大 学と 教 育行 政 機構 と の連 携 事業

に積 極 的に 参 加す る こと に する 。  

 第 ３ に、 校 長の 行 政指 導 職へ の 昇進 と 校長 評 価と の 関連 性 も重 要 な検 討 課題

であ ろ う。 特 に校 長 が官 員 身分 を 持っ て いる 中 国に お いて は 、 こ う した 特 定経
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歴が あ る行 政 指導 職 を対 象 とす る 研究 は 多難 か もし れ ない が 、 校 長 評価 機 能の

拡大 考 査、 校 長専 門 職化 に とっ て 重要 で ある 。  

 最 後 に、 近 年国 家 教育 部 、特 に 教育 部 人事 司 の改 組 によ っ て、 校 長専 門 職基

準の 予 定頒 布 と実 行 が一 定 の影 響 を受 け た。 今 後、 基 準の 発 展と 実 施が 校 長評

価制 度 と機 能 にど の よう な 変化 を 与え る のか 、 更な る 追求 が 必要 で あろ う 。  

 

 

第４節  結語  

 

 校 長 が変 わ れば 、 学校 も 変わ る 。校 長 は、 学 校教 育 の中 心 にあ っ て、 こ れを

背負 い 、推 進 して い く重 要 な人 物 であ る 。校 長 が優 れ た英 知 と高 い 学問 的 教養

のも と に、 立 派な 学 校経 営 を行 え ば、 お のず か ら教 育 の成 果 は上 が り、 校 風は

燦然 と 光り 輝 くも の であ る 1 4。学 校 経営 が 長期 的 な事 業 であ る こと と 同様 に 、

校長 の 英知 と 学問 に は終 わ りが な い。 従 って 、 校長 評 価は 決 して 一 時的 な 必要

性で は なく 、 長期 の 展望 を 持っ て 中国 数 十万 学 校の 発 展や 教 育の 振 興と 直 接に

関わ る 重要 な 事業 と して 位 置付 け られ な くて は なら な い。 完 成度 の 高い 校 長評

価制 度 も一 朝 一夕 に 作ら れ るも の でも な い。 専 門職 と して の 学校 経 営・ 教 育管

理の 特 質を 十 分に 考 慮し た 上で 、 校長 評 価制 度 を慎 重 に制 定 しな け れば な らな

い。 も ちろ ん 、校 長 評価 制 度が ど れだ け 現実 の もと と して 実 現す る かは 不 確定

要因 が たく さ んあ る 。だ が 、基 本 とな る のは 、 校長 の 理解 や 納得 を 得る た めの

様々 な 努力 を 怠る こ とな く 、 相 互 信頼 ・ 協力 関 係を よ り強 い もの に して い く評

価主 体 の自 覚 と信 念 が重 要 であ る 。そ こ で、 校 長評 価 は評 価 のた め の評 価 に終

わら せ なく 、 被評 価 者が 「 反省 し たり 、 発奮 し たり 、 生き 甲 斐を 感 じた り 、こ

れか ら の自 分 の努 力 の方 向 を見 出 した り する も の 1 5」で なけ れ ばな ら ない 。 そ

のた め にも 、 各種 の 議論 に 含ま れ る主 要 な志 向 性や 発 想、 そ れぞ れ の効 用 と限

界に つ いて 、 十分 な 検討 と 試行 が なさ れ なく て はな ら ない で あろ う 。 特 に 、大

学な ど 研修 機 構が ど うか か わる か につ い ても 視 野を 広 げて 検 討し て いく こ とに

した い 。  
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平成 24年 8月 30 日 

小中学校長 殿 

九州大学大学院 

人間環境学府 教育システム専攻 

博士後期課程３年 李昱輝 

 

 

校長評価に関する調査のご協力について（お願い） 

 

 残暑の候、貴職におかれましては、ますます御健勝のこととお慶び申し上げます。 

突然のお願いでご無礼いたします。 

私は、平成 21年度から九州大学大学院に在籍し、校長評価に関する研究を行っておりま

す。本調査の主旨は、各地の校長評価の実態と課題を把握し、今後校長評価の改善策につ

いて考察することを考えています。お答えいただいた内容は、統計的に処理いたし、学校

名や個人名等個人情報は一切公開しないので、校長本人や学校等にご迷惑をおかけいたし

ません。つきましては、別紙のとおり校長評価に関するアンケートにご協力をお願い申し

上げます。御多忙の折、大変ご迷惑をおかけいたしますが、よろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 御協力していただきました各学校には、調査結果を送付させていただきますので、解

答用紙の最後に学校名又はメールアドレスを記入していただければ幸いです。 

 

問い合わせ先 

   

日本国 福岡市東区箱崎 6－19－1 

九州大学大学院 人間環境学府 

    教育経営学 教授 八尾坂修研究室 

    博士後期課程３年 李昱輝 

   

携帯番号：（81）080-4270-7789 

メール：Lyh.edu@hotmail.com 

  

mailto:Lyh.edu@hotmail.com
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校長評価に関するアンケート 

 

まず、現在の勤務校についてお尋ねします。 

 該当する番号にO印を付し、（   ）の空欄にはわかる範囲で適宜ご記入してください。 

A．学校種： 

１．小学校         ２．中学校        ３．小中一貫校    

４．高校          ５．その他（         ）  

 

B．学校所在地域： 

１．県城部   ２．郷鎮部    ３．農村部    ４．その他（         ）  

 

C．学校規模：（     ）学級 

 

次に、 校長先生ご自身についてお尋ねします。 

 該当する番号にO印を付し、（   ）の空欄にはわかる範囲で適宜ご記入してください。 

A．御年齢：（  ）歳 

 

B．性別：１．男   ２．女 

 

C．校長として（   ）年目    

貴校に校長として（   ）年目 

教職通算（   ）年目 

 

D．校長職に就任する前の職務に Oをつけてください。 

１．本校副校長   ２．他校副校長  ３．本校学校主任職  ４．他校学校主任職   

５．本校主任職以下或いは一般教員   ６．他校主任職以下或いは一般教員 

７．政府職員    ８．公共部門職員  ９．その他（         ） 

 

E．共産党員ですか：  １．はい     ２．いいえ 

 

F．現在の行政職階： 

１．無い      ２．副股級     ３．正股級     ４．副科級    

５．正科級     ６．その他（           ） 

 

G．所属学校以外兼任している主要職務、あれば記入して下さい。（          ） 
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I 校長としての役割責任についてお尋ねいたします。 

 

Q.1 校長職にもっとも重要な役割責任は何だと思われますか。次の①～⑳の選択肢の中から

重要な順に５つお選びください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１位（  ） ２位（  ） ３位（  ） ４位（  ） ５位（  ） 

 

 

A．共産党員または幹部としての道徳品質             

B．多元的道徳思考と応用               

C．予算と財務管理規定の順守           

D．自主的経費活用と財務改善                

E．教育方針政策への順守               

F．自主的学校課程と指導方法の開発と実行          

G．国や地方に規定された安全衛生要求への理解と実施         

H. 自主的安全衛生措置の開発と実行                

I．国や地方に規定された学校経営方針の理解と実施      

J．特色ある経営計画の開発と実行              

K．党委員会の設置と政治学習活動の組織と実施        

L．教員と生徒が中心とする学習的組織の創設と運営     

M．教員と生徒に良好な政治資質の育成            

N．教員と生徒との自主的・協働的学習に有利な文化の創設            

O．指定研修から知識や能力の取得              

P．自主的学習能力や自己能力開発                      

Q．住民との交渉で生徒数の確保              

R．地域資源の開発と活用                  

S．教員勤勉と進学率の確保                 

T．能力開発型教員評価の開発と導入                  
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II 校長評価の経歴についてお尋ねします。 

 

Q.2 校長先生は 2006 年 9 月 1 日からこれまでのどのような評価を受けたのか。まず、ご経

歴（勤務校異動・表彰など）をご記入の上、およそ思い出せる範囲で結構ですので、

校長任職期間の評価状況を下の年表にご記入ください。 

学年度 
勤務校（校種・地区・規模・

職階）と個人表彰状況 

評価機構・ 

内容・方法等 
評価感想 

2006    

2007    

2008    

2009    

2010    

2011    
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III 最近受けた評価の実態と感想についてお尋ねします。 

 

Q.3 評価時間と評価機関についてお尋ねします。 

該当する番号に O印を付し、（   ）の空欄にはわかる範囲で適宜ご記入してください。 

A． 評価を受けたのはいつのことですか。 

（    年  月  日～    年  月  日） 

B．評価を実行した機関に当たる選択肢に O をつけてください。（多機関の協働的評価の場

合、複数機関に Oをつけてください） 

１．省教育庁        ２．省教育督導機関      ３．県（市）教育局    

４．県（市）教育督導機関  ５．その他（           ） 

C．ご存じする場合、評価者職業（職務）に当たる選択肢に Oをつけてください。（複数可） 

１．教育長        ２．教育局職員       ３．元校長   

４．現職校長       ５．教員          ６．学者        

７．行政長官       ８．社会人         ９．その他（     ） 

 

Q.4 校長評価の内容は何でしょうか、当たる選択肢に Oをつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．共産党員または幹部としての道徳品質           （    ） 

B．多元的道徳思考能力と応用能力              （    ） 

C．経費使用と財務管理規定の順守              （    ） 

D．自主的経費活用と財務改善の実行             （    ） 

E．教育方針政策への順守                  （    ） 

F．自主的学校課程と指導方法の導入             （    ） 

G．国や地方に規定された安全衛生要求への順守        （    ） 

H. 自主的安全衛生措置の導入                （    ） 

I．国や地方に規定された要求に従い経営計画の作成       （    ） 

J．自主的に特色ある経営計画の設定             （    ） 

K．党委員会の設置と政治学習活動の展開           （    ） 

L．教員と生徒が中心とする学習的組織の創設と運営      （    ） 

M．良好な政治資質の育成に有利な文化の建設         （    ） 

N．教員と生徒の自主的・協働的学習とに有利な文化の創設   （    ） 

O．国や地方指定研修の出勤率と表現             （    ） 

P．自主的研修やスクールベース研修の実行          （    ） 

Q．地域住民に義務就学の要求と生徒数の確保         （    ） 

R．自主的に地域資源の開発と利用              （    ） 

S．教員の欠勤・勤勉と生徒進学率の考察           （    ） 

T．能力開発型評価と自律的な教員育成活動          （    ） 
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Q.5 校長評価の活用についてお尋ねします。当たるものに O印を付してください。 

A．評価者との意見交換がありますか。 

１．多い       ２．どちらともいえない      ３．少ない  

B．評価結果の開示度がどうですか。 

１．高い       ２．どちらともいえない      ３．低い 

C．評価者から指導・提案がなされていますか。 

１．多い       ２．どちらともいえない      ３．少ない  

D．評価後の研修改善が多いですか。 

１．そうです     ２．どちらともいえない      ３．そうではない 

E．評価が自分の職能成長に役立ちますか。 

１．そうです     ２．どちらともいえない      ３．そうではない 

F．評価活用が適切と思っていますか。 

１．そうです     ２．どちらともいえない      ３．そうではない 

G．評価結果に上申するつもりがございますか。 

１．そうです     ２．どちらともいえない      ３．そうではない 

 

 

IV 校長評価に関する意見についてお尋ねします。 

 

Q.6 以下の校長評価機関と評価者の改善策についてどのようにお考えでしょうか。必要と

思われる場合、O印を付してください。 

A．地方教育局の統制   B．教育督導機構の連携  C．第三者機関の創設     

D．回避制度の導入    E．評価者の専門化    F．教職員評価の制度化   

G．生徒保護者の関与   H．地域住民の関与    I．元校長の関与   

J．現職校長の関与    K．教育専門家の関与     

 

Q.7 以下各評価活用方法の必要性についてどのようにお考えでしょうか。当たるものに O

印を付してください。 

       必要である         どちらともいえない         必要ない  

A．人事異動            １         ２         ３      

B．職階変化            １         ２         ３   

C．勤勉手当            １         ２         ３      

D．業績給与            １         ２         ３      

E．表彰制度            １         ２         ３      
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       必要である         どちらともいえない         必要ない  

F．経営権限の変化         １         ２         ３ 

G．教職への降格          １         ２         ３ 

H．任期数の増減          １         ２         ３ 

I．行政官への昇進         １         ２         ３ 

J．校長指導者への兼任       １         ２         ３ 

 

Q.8 評価活用の改善策についてどのようにお考えでしょうか。A～D について、必要と思

われる場合、O印を付してください。 

A．評価者との意見交換  （    ）          

B．指導提言の充実化   （    ）     

C．校長研修の改善    （    ）         

D．結果開示度の向上   （    ）※「ない」と思った方は、Q.9に進んでください。 

E．どのような開示方法が求められる。当たるものに O印を付してください。 

 １．本人開示          ２．校内開示         ３．社会開示 

 

Q.9 他に何か校長評価の評価内容と評価活用等の在り方に関するご意見がございました

ら、以下にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 調査結果の送付を希望される場合は学校名をお願いいたします。 

（学校名                          ） 

（メールアドレス：                     ） 

ご協力ありがとうございました。 
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平成 24年 8月 30 日 

中華人民共和国県教育局担当 殿 

九州大学大学院 

人間環境学府 教育システム専攻 

博士後期課程３年 李昱輝 

 

 

校長評価に関する調査のご協力について（お願い） 

 

 残暑の候、貴職におかれましては、ますます御健勝のこととお慶び申し上げます。 

突然のお願いでご無礼いたします。 

私は、平成 21年度から九州大学大学院に在籍し、校長評価に関する研究を行っておりま

す。本調査の主旨は、各地の校長評価の実態と課題を把握し、今後校長評価の改善策につ

いて考察することを考えています。お答えいただいた内容は、統計的に処理いたし、教育

局名や個人名等個人情報は一切公開しないので、貴教育局や所管学校等にご迷惑をおかけ

いたしません。つきましては、別紙のとおり校長評価に関するアンケートにご協力をお願

い申し上げます。御多忙の折、大変ご迷惑をおかけいたしますが、よろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 御協力していただきました各教育局には、調査結果を送付させていただきますので、

解答用紙の最後に教育局名又はメールアドレスを記入していただければ幸いです。  

 

問い合わせ先 

   

日本国 福岡市東区箱崎 6－19－1 

九州大学大学院 人間環境学府 

    教育経営学 教授 八尾坂修研究室 

    博士後期課程３年 李昱輝 

   

携帯番号：080-4270-7789 

メール：Lyh.edu@hotmail.com 

  

mailto:Lyh.edu@hotmail.com
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校長評価に関するアンケート 

 

まず、県教育局についてお尋ねします。 

 該当する番号にO印を付し、（   ）の空欄にはわかる範囲で適宜ご記入してください。 

A．県所在地域：（複数可） 

１．都市    ２．郷鎮    ３．農村    ４．その他（         ）  

B．本県教育局が所管する小学校数は約（   ）校 

C．本県教育局が所管する中学校数は約（   ）校 

D．何年ごとにすべての学校を視察しますか。約（    ）年 

E．以下各制度が実施されていますか。（複数可） 

１．校長契約制 

２．校長任期制 

３．校長を対象者とする県優秀教員表彰 

４．県優秀校長表彰 

５．校長業績給 

 

I 校長評価の基本性格についてお尋ねします。 

 該当する番号にO印を付し、（   ）の空欄にはわかる範囲で適宜ご記入してください。 

 

Q.1 校長評価の頻度・時間についてお尋ねします 

A．何年ごとに校長評価を実施しますか。 

１．年に１回    ２．1～3年に１回  ３．3～5年に１回   ４．5年以上 

５．その他（         ） 

B．１回の校長評価の平均時間はどれぐらいですか。 

１．半日      ２．１日       ３．1～3日      ４．3日～1週    

５．その他（         ） 

C．校長評価と学校評価を同時に実施しますか。 

１．そうです        ２．ほとんどそうです    ３．どちらとも言えない    

４．ほとんどそうではない  ５．そうではない 

 

Q.2 校長評価者の構成と資質についてお尋ねします。 

A．教育局内部特定の校長評価者もしくは担当部局名がございましたら、５名までご記入く

ださい。（なかでも特に中心的評価者もしくは担当局名を左の空欄に記入してください） 

中心的評価者   参与者１    参与者２   参与者３   参与者４ 

（       ）（      ）（      ）（      ）（      ） 
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B．以下の人から校長評価の外部参与者を選出したことがありますか。（複数可） 

１．現職校長      ２．元校長      ３．教員       ４．保護者 

５．地域住民      ６．行政長官     ７．その他（     ） 

C．教育督導機関と一緒に校長評価を実施しますか。 

１．そうです        ２．ほとんどそうです    ３．どちらとも言えない    

４．ほとんどそうではない  ５．そうではない 

D．校長評価者に対する特定の資質要求が規定されていますか。 

１．そうです        ２．ほとんどそうです    ３．どちらとも言えない    

４．ほとんどそうではない  ５．そうではない 

E．校長評価者に特定の研修がありますか。（複数可） 

１．評価者資格課程がある        ２．定期的な評価指導がある    

３．評価前の準備会議      ４．評価後の調整会議 

５．ないです               

 

Q.3 以下の校長評価者の改善策についてどのようにお考えでしょうか。 

必要と思われる場合、O印を付してください、複数可。 

A．地方教育局の統制   B．教育督導機構の連携  C．第三者機関の創設     

D．回避制度の導入    E．評価者の専門化    F．教職員評価の制度化   

G．生徒保護者の関与   H．地域住民の関与    I．元校長の関与   

J．現職校長の関与    K．教育専門家の関与     

 

Q.4 現在、校長評価機関や評価者の構成や資質向上の在り方に関するご検討や試行がござ

いましたら、以下にご記入ください。 
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II 校長評価の方針と内容についてお尋ねします。 

 

Q.5 校長評価内容をどのように決まりましたのか。当たるものに Oをつけてください、 

A．教育局が規定した内容に従い    B．教育専門家または学校が協力 

C．特にない             D．分からない 

 

Q.6 以下の内容は校長評価の際に重視されていることは何だと思われますか。当たる選択

肢に Oをつけてください、複数可。 

A．共産党員または幹部としての道徳品質           （    ） 

B．多元的道徳思考能力と応用能力              （    ） 

C．予算と財務管理規定の順守                （    ） 

D．自主的経費活用と財務改善                （    ） 

E．教育方針政策への順守                  （    ） 
 

F．自主的学校課程と指導方法                （    ） 

G．国や地方に規定された安全衛生要求への順守        （    ） 

H. 自主的安全衛生措置の導入                （    ） 

I．国や地方に規定された要求に従い経営計画の作成       （    ） 

J．自主的に特色ある経営計画の作成             （    ） 
 

K．党委員会の設置・活動展開                （    ） 

L．教員と生徒が中心とする学習的組織の創設と運営      （    ） 

M．良好な政治資質の育成に有利な文化の建設         （    ） 

N．教員と生徒との自主的・協働的学習とに有利な文化の創設  （    ） 

O．国や地方指定研修の出勤率                （    ） 
 

P．自主的研修やスクールベースの研修の実行         （    ） 

Q．地域住民に就学義務の宣伝と生徒数の確保         （    ） 

R．自主的に地域資源の開発と利用              （    ） 

S．教員の欠勤・勤勉と生徒進学率の監督           （    ） 

T．能力開発型評価と自律的な教員育成            （    ） 

 

Q.7 現在、校長評価の方針と内容の在り方に関するご検討や試行がございましたら、以下

にご記入ください。 
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III 評価活用についてお尋ねします。 

 

Q.8 校長評価をどのように活用されたのか。（当たる選択肢に O 印を付してください、複

数選択可） 

A．人事異動       B．学校また校長表彰  C．校長業績給  

D．行政指導職への抜擢  E．校長への指導提言  F．学習・研修体制と内容の改善  

 

Q.9 校長との意見交換が多いですか。（当たる選択肢に O印を付してください、以下同） 

A．そうです    B．どちらとも言えない   C．そうではない 

 

Q.10 校長ともっと意見交換する必要がありますか。 

A．ある      B．無い 

 

Q.11 校長に対する評価結果の開示度が高いですか。 

A．そうです    B．どちらとも言えない   C．そうではない 

 

Q.12 開示度の向上に励みますか。 

A．はい      B．いいえ 

 

Q.13 校長に対する指導・提案の充実度が高いですか。 

A．そうです    B．どちらとも言えない   C．そうではない 

 

Q.14 指導・提案の充実性向上に励みますか。 

A．はい      B．いいえ 

 

Q.15 校長を対象とする研修改善が多いですか。 

A．そうです    B．どちらとも言えない   C．そうではない  

 

Q.16 評価に基づいた研修改善が必要ですか。 

A．ある      B．無い 

 

Q.17 評価結果に対する本県教育局の再評価あるいは点検がありますか。 

A．ある      B．無い   
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Q.18 評価効果を向上するために、以下のどの評価活用方法が必要と思われますか。（必要

と思われる場合、O印を付してください、複数可）。 

A．評価者との意見交換         B．指導提言の充実化        

C．校長研修の改善           D．結果開示度の向上    

 

Q.19 現在、評価活用の在り方に関するご検討や試行がございましたら、以下にご記入く

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎質問は以上で終わりです。ご協力ありがとうございます。 

 

※最後に、校長評価に関するご意見がございましたら、どのようなことでも結構ですので

ぜひお聞かせ願います。今後の研究の参考にさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 調査結果の送付を希望される場合は教育局名をお願いいたします。 

（教育局名                         ） 

（メールアドレス：                     ） 

ご協力ありがとうございました。 
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インタビュー調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育局へのインタビュー調査 

 

１．校長業績給の判断依拠について、校長評価が依拠の場合、そのメカニズムを聞かせて

いただきます。そうでない場合、その理由を聞かせていただきます。 

２．校長を行政指導職へ抜擢する例がありますか。ありましたら、その判断依拠について、

聞かせていただきます。 

３．どのように校長を抜擢・任命しますか。 

４．校長評価の結果開示・意見交換・指導提案・研修改善等機能の向上が必要ですか。そ

の理由を聞かせていただきます。 

 

 

校長へのインタビュー調査 

 

１．現在の校長評価の考査内容をどう思いますか。 

２．評価の結果開示・意見交換・指導提案・研修改善を求めますか。なぜですか。その理

由を聞かせていただきます。 
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2012 年 8月 30 日 

 

九州大学大学院 

人间环境学府 教育体系专业 

博士课程 3年级 李昱辉 

 

 

关于本次校长评价调查的协助请求 

 

  时值盛夏，愿您工作顺利、事事如意。 

 冒昧的请求，希望能够得到您的协助。 

  本人现就读于日本九州大学，自 2009年赴日攻读博士学位后，主要从事校长评价方面的基

础研究工作。作为其中的重要组成部分，本调查的目的在于，把握当前国内校长评价的实际

状况与问题，并为今后我国校长评价的政策改善进绵薄之力。您提供的回答内容，谨用于统

计处理和量化分析，贵学校名称和您的姓名等个人信息将被严格保密，绝对不会对贵学校以

及您个人带去任何困扰。希望您能够为本人的研究调查提供支持，并填写以下各页的相关问

题。在您百忙中另添困扰，非常抱歉。衷心希望获得您的帮助！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 如希望了解本调查结果，请于问卷末尾填写您目前所在单位，本人将尽快为您提供函寄。

若希望得到相关电子稿，则请填写您的电子邮箱。 

 

问询方式（必复） 

 

①来函请致：日本福冈市东区箱崎 4-34-15 203 号         

      九州大学大学院 人间环境学府 

         教育经营学 八尾坂教授研究室 

         博士研究生 3年级 李昱辉 

②来电请致： 13521409571（国内、10月前） 

80-4270-7789（日本、10月后） 

③邮件请致：Lyh.edu@hotmail.com 
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校长评价问卷 

 

首先，请教贵校的一些基本状况 

 请在您认为正确的选项上打√，或者根据您的认识，在括号中进行填写。 

 

A．学校类别： 

１．小学  ２．初中  ３．小中一贯制  ４．高中 ５．其它（     ）  

 

B．学校所在地区： 

１．城市   ２．乡镇    ３．农村    ４．其它（      ）  

 

C．学校规模：（     ）个班级 

 

另外、 请教您个人的一些基本状况 

 请在您认为正确的选项上打√，或者根据您的认识，在括号中进行填写。 

 

A．年龄：（  ）岁 

 

B．性别：１．男   ２．女 

 

C．担任校长第（  ）年，在贵校担任校长第（  ）年，累计从教约（   ）年 

 

D．请在担任校长前所任职务上打√，如果没有恰当的选项，请在括号中加以填写。 

１．本校副校长  ２．其它学校副校长  ３．本校主任职务  ４．其它学校主任职   

５．本校主任以下管理职或一般教师   ６．其它学校校主任以下管理职或一般教师 

７．政府工作人员 ８．其它公共事业单位工作人员 ９．その他（         ） 

 

E．是否是共产党员： １．是     ２．否 

 

F．当前的行政职务： 

１．无      ２．副股级     ３．正股级     ４．副科级    

５．正科级    ６．其它（      ） 

 

G．如果在校长外还兼任其它社会职务、请加以填写。（          ） 
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I 关于校长的职责 

 

Q.1 您认为对于一名校长而言，最重要的职责是什么。请从以下①～⑳选项中按照各项目在

您心目中的重要程度，选出相对重要的 5项职责。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 位（  ）  第 2 位（  ）  第 3 位（  ）  第 4 位（  ）  第 5 位（  ） 

 

A．共产党员和干部所必备的政治素养             （    ） 

B．多元型道德思考能力和相关实践              （    ） 

C．对于学校经费预算和财务管理规章的遵守          （    ） 

D．灵活自主地运用经费和改善财务状况            （    ） 

E．教育方针的遵守                     （    ） 

 

F．自主型校本课程与新教学指导方法的研发            （    ） 

G．遵守国家和地方规定的各项安全卫生要求            （    ） 

H．自主导入安全卫生措施                    （    ） 

I．根据国家和地方的要求制定办学方针和规划              （    ） 

J．自主开发有特色的学校发展规划                 （    ） 

 

K．设置学校党组织并积极组织相关活动            （    ） 

L．创建和发展以师生为中心的学习型组织                （    ） 

M．建设有利于培养良好政治素质的文化环境                  （    ） 

N．创设有利于师生自主、合作学习的学校文化         （    ） 

O．参加国家和地方规定的研修计划              （    ） 

 

P．有效开展自主研修和校本研修               （    ） 

Q．向地方居民宣传就学义务并确保学校师生数          （    ） 

R．自主利用和开发地区资源                    （    ） 

S．监督教师的缺勤状况、勤惰和学生的升学率          （    ） 

T．能力开发型评价和自主型教师评价             （    ）                 
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II 关于校长评价经历 

 

Q.2 您在 2006 年 9 月 1 日至今，接受过哪些校长评价。请在填写个人经历（人事调动和表彰

等）的基础上，在能够回忆起来的范围内，填写过往评价的相关内容和感受。 

 

学年度 
所在学校（地区、类型、行政

等级）和个人受表彰情况 
评价机构、内容和方法 评价感受 

2006    

2007    

2008    

2009    

2010    

2011    
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III 最近一次评价的状况和您的看法 

 

Q.3 关于评价时间与评价机构 

请在您认为正确的选项上打√，或者根据您的大体回忆，在括号中进行填写。 

 

A． 评价的日程（    年  月  日～    年  月  日） 

B．评级机构是哪些？（如果有多个机构参与评价，可复选） 

１．省教育厅        ２．省教育督导部门      ３．县（市）教育局    

４．县（市）教育督导部门  ５．其它（         ） 

C．在您了解的范围内，填写评价者的身份或职业（可在您认为接近的选项上打√，可多选） 

１．教育（厅）局长    ２．教育局职员       ３．退休校长   

４．在职校长       ５．教师          ６．学者        

７．地方行政官员       ８．一般社会人员       ９．その他（     ） 

 

Q.4 校長評価の内容は何でしょうか、当たる選択肢に O をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．共产党员和干部所必备的政治素养                  （    ） 

B．多元型道德思考能力和相关实践              （    ） 

C．对于学校经费预算和财务管理规章的遵守          （    ） 

D．灵活自主地运用经费和改善财务状况            （     ） 

E．教育方针的遵守                         （    ） 

F．自主型校本课程与新教学指导方法的研发             （    ） 

G．遵守国家和地方规定的各项安全卫生要求            （    ） 

H．自主导入安全卫生措施                    （    ） 

I．根据国家和地方的要求制定办学方针和规划              （    ） 

J．自主开发有特色的学校发展规划                  （    ） 

K．设置学校党组织并积极组织相关活动              （    ） 

L．创建和发展以师生为中心的学习型组织                （    ） 

M．建设有利于培养良好政治素质的文化环境                  （    ） 

N．创设有利于师生自主、合作学习的学校文化                 （    ） 

O．参加国家和地方规定的研修计划              （    ） 

P．有效开展自主研修和校本研修                     （    ） 

Q．向地方居民宣传就学义务并确保学校师生数          （    ） 

R．自主利用和开发地区资源                    （    ） 

S．监督教师的缺勤状况、勤惰和学生的升学率          （    ） 

T．能力开发型评价和自主型教师评价              （    ） 
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Q.5 关于校长评价在以下方面的使用状况和您的看法，在您认为接近的选项上打√。 

A．是否与评价者交流意见。 

１．很多       ２．一般      ３．很少  

B．评价结果的公开程度如何。 

１．很高       ２．一般      ３．很低  

C．是否从评价者那儿得到指导建议。 

１．很多       ２．一般      ３．很少  

D．校长研修是否根据评价进行了改善。 

１．很多       ２．一般      ３．很少  

E．校长评价是否对您的专业发展带来了帮助。 

１．很多       ２．一般      ３．很少  

F．您认为评价结果的使用方法恰当吗。 

１．很多       ２．一般      ３．很少  

G．您是否考虑过要求相关部门重新审核评价。 

１．是的       ２．很难说     ３．没有  

 

 

IV 校长评价的相关意见和看法 

 

Q.6 关于校长评价机构和评价者，您是否认为有必要进行以下方面的改善。在您认为必要的

选项上打√，可多选。 

A．地方教育局统筹   B．与教育督导机构合作  C．第三方机构的设立     

D．相关人员回避制度  E．评价人员专业化    F．教职员参与评价的制度化   

G．学生监护人参与    H．地区居民参与      I．在职校长的参与   

J．退休老校长的参与   K．教育专家与学者的参与     

 

Q.7 您是否认为校长评价有必要被使用在如下方面，请在与您观点相近的选项上打√。 

不必要         一般         必要 

A．人事调动            １         ２        ３      

B．行政职级            １         ２        ３   

C．勤务津贴            １         ２        ３      

D．业绩工资            １         ２        ３      

E．表彰制度            １         ２        ３      
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不必要            一般               必要 

F．学校管理权限变化         １      ２       ３ 

G．回到一般教学岗位         １      ２       ３ 

H．影响到今后连任          １      ２        ３ 

I．升到其它行政职务          １        ２        ３ 

J．担任一定的校长指导工作       １       ２         ３ 

 

Q.8 关于校长评价的使用，您是否认为有必要进行以下方面的改善。在您认为必要的选项上

打√，可多选。 

A．与评价者增加交流    （    ）          

B．充实指导和建议     （    ）     

C．改善目前的校长研修   （    ）         

D．提高评价结果的公开度 （    ）※认为「没有」的话、请跳过 E并直接填答 Q.9。 

E．应当采用怎样的公开方式。请在与您观点接近的选项上打√。 

 １．向本人公开      ２．在学校内公开       ３．向社会公示 

 

Q.9 您是否对于校长评价的内容和使用方法存在意见或看法吗。如果有的话，请进行简要描

述。 

 

 

 

 

 

 

◎以上是本次问卷的全部内容。向您致以最真诚的感谢！ 

 

※最后，如果您在校长评价方面或相关方面有任何意见、看法、建议，敬请赐教。您的观点

将对本研究今后的改善带来莫大帮助。 

 

 

 

 

※ 如您希望了解相关调查结果，请填写您所在单位名称或电子邮件 

（单位名称：                         ） 

（电子邮件：                             ） 

再次感谢您的合作！ 
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2012 年 8月 30 日 

 

九州大学大学院 

人间环境学府 教育体系专业 

博士课程 3年级 李昱辉 

 

 

关于本次校长评价调查的协助请求 

 

  时值盛夏，愿您工作顺利、事事如意。 

 冒昧的请求，希望能够得到您的协助。 

本人现就读于日本九州大学，自 2009 年赴日攻读博士学位后，主要从事校长评价方面的基础

研究工作。作为其中的重要组成部分，本调查的目的在于，把握当前国内校长评价的实际状

况与问题，并为今后我国校长评价的政策改善进绵薄之力。您提供的回答内容，谨用于统计

处理和量化分析，贵教育局名称和您的姓名等个人信息将被严格保密，绝对不会对贵教育局

以及您个人带去任何困扰。希望您能够为本人的研究调查提供支持，并填写以下各页的相关

问题。在您百忙中另添困扰，非常抱歉。衷心希望获得您的帮助！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 如希望了解本调查结果，请于问卷末尾填写您目前所在单位，本人将尽快为您提供函寄。

若希望得到相关电子稿，则请填写您的电子邮箱。  

 

问询方式（必复） 

 

①来函请致：日本福冈市东区箱崎 4-34-15 203 号         

      九州大学大学院 人间环境学府 

         教育经营学 八尾坂教授研究室 

         博士研究生 3年级 李昱辉 

②来电请致： 13521409571（国内、10月前） 

80-4270-7789（日本、10月后） 

③邮件请致：Lyh.edu@hotmail.com 
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校长评价问卷 

 

首先，请教贵教育局的一些基本状况 

 请在您认为正确的选项上打√，或者根据您的认识，在括号中进行填写。 

 

A．县所在地区：（可多选） 

１．城市    ２．乡镇    ３．农村    ４．其它（         ）  

 

B．县教育局下辖小学数量（   ）校 

 

C．县教育局下辖中学数量（   ）校 

 

D．没多少年对所有学校进行一次视察（    ）年 

 

E．是否开展以下制度（可多选） 

１．校长聘任制 

２．校长任期制 

３．包括校长在内的县优秀教师评价 

４．县优秀校长评价 

５．校长业绩工资制 

 

I 关于校长评价的基本特征 

 请在您认为正确的选项上打√，或者根据您的认识，在括号中进行填写。 

 

Q.1 关于校长评价的实施周期和时间 

A．平均每多少年对校长进行一次评价 

１．每年 1次    ２．1 至 3年  ３．3 至 5年   ４．5 年以上 

５．其它（       ） 

 

B．每次评价一位校长所花费的时间 

１．半天以内    ２．1 天     ３．1 至 3天    ４．3 天至 1周    

５．其它（       ） 

 

C．是否将校长评价与学校评价共同进行。 

１．是的   ２．基本如此  ３．一般  ４．基本不这样   ５．并非如此 
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Q.2 关于校长评价人员的资格和能力要求 

A．请在括号内填写贵教育局内负责校长评价的主要科室或人员，不足 5项可不填满（特别的，

请在最左边的括号内填写您认为当前贵教育局内，最主要负责校长评价的某科室或人员）。 

评价中心部门   参加者１    参加者２    参加者３       参加者４ 

（       ）（      ）（      ）（      ）（      ） 

 

B．贵教育局是否从以下外部人员中挑选校长评价人员。（可多选）。 

１．在职校长     ２．退休老校长     ３．教师      ４．学生监护人 

５．一般地区居民   ６．地方行政官员    ７．其他（    ） 

 

C．是否同教育督导机构共同实施校长评价。 

１．是的   ２．基本如此  ３．一般  ４．基本不这样   ５．并非如此 

 

D．是否对校长评价人员定有特别的能力资格要求。 

１．是的   ２．基本如此  ３．一般  ４．基本不这样   ５．并非如此 

 

E．是否对校长评价人员定有特别的研修要求。（可多选）。 

１．设有评价资格研修课程        ２．定期实施评价指导    

３．评价前开展指导会议            ４．评价后开展调整会议 

５．没有               

 

Q.3 您如何看待以下校长评价改善的建议。如果认为必要，请在选项上打√，可多选。 

A．地方教育局统筹   B．与教育督导机构合作  C．第三方机构的设立     

D．相关人员回避制度  E．评价人员专业化    F．教职员参与评价的制度化   

G．学生监护人参与    H．地区居民参与      I．在职校长的参与   

J．退休老校长的参与   K．教育专家与学者的参与     

 

Q.4 现在是否有关于校长评价机构和评价人员构成、能力水平提高等的相关研讨或试行。如

果有的话，请进行简要描述。 
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II 关于校长评价的方针和内容 

 

Q.5 校长评价的内容是如何确定的。 

A．由教育局自行规定              B．中小学或专家等参与制定 

C．没有特别规定             D．不太清楚 

 

Q.6 校长评价是否关注以下各项内容。请在您认为较为接近的选项上打√。 

A．作为共产党员和一名干部所需具备的政治素养        （    ） 

B．多元型道德思考能力和实践能力              （    ） 

C．遵守学校经费使用和财务管理规章                （    ） 

D．自主运用经费和改善财务状况               （    ） 

E．遵守教育方针                      （    ） 
 

F．开展自主型校本课程并开发新的指导方法          （    ） 

G．遵守国家和地方规定的各项安全卫生要求            （    ） 

H. 自主导入安全卫生措施                    （    ） 

I．根据国家和地方的要求制定办学方针和规划          （    ） 

J．自主开发有特色的学校发展规划                 （    ） 
 

K．设置学校党组织并积极开展相关活动              （    ） 

L．创建和发展以师生为中心的学习型组织                （    ） 

M．建设有利于培养良好政治素质的文化环境                  （    ） 

N．创设有利于师生自主、合作学习的学校文化                 （    ） 

O．参加国家和地方规定的研修计划              （    ） 
 

P．有效开展自主研修和校本研修                     （    ） 

Q．向地方居民宣传就学义务并确保学校师生数          （    ） 

R．自主利用和开发地区资源                    （    ） 

S．监督教师的缺勤状况、勤惰和学生的升学率          （    ） 

T．能力开发型评价和自主型教师评价              （    ） 

 

Q.7  现在是否有关于校长评价的方针和内容等的相关研讨或试行。如果有的话，请进行简要

描述。 
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III 关于校长评价的使用情况 

 

Q.8 如何使用校长评价结果。（请在您认为正确的选项上打√，可复选） 

A．人事调动      B．学校或校长表彰   C．业绩工资  

D．拔擢到地方行政领导 E．对于校长的指导建议 F．改善校长学习或研修模式及内容  

 

Q.9 校长评价中，是否与校长有意见交流。（请在您认为正确的选项上打√，以下同） 

A．很多    B．一般   C．很少 

 

Q.10 当前是否希望增加与校长的意见交流。 

A．是的    B．没有 

 

Q.11 校长评价后，是否公开评价结果。 

A．很多    B．一般   C．很少 

 

Q.12 当前是否考虑进一步公开评价结果。 

A．是的    B．没有 

 

Q.13 在校长评价的整个过程中，是否对校长进行了指导建议。 

A．很多    B．一般   C．很少 

 

Q.14 当前是否致力于进一步加强相关的指导建议。 

A．有必要   B．没有必要 

 

Q.15 校长研修经常得到改善吗。 

A．是的    B．一般   C．很少 

 

Q.16 是否有必要依据评价结果对校长研修进行完善。 

A．有必要   B．没有必要 

 

Q.17 贵教育局是否会对评价结果进行再评价或考察验收。 

A．是的    B．不是 

 

Q.18 您认为以下方法是否对提高评价效果有利。（请在您认为恰当的选项上打√，可复选） 

A．校长与评价者间的意见交流         B．进一步充实指导建议机制        

C．加强校长研修和评价的关联         D．促进评价结果的公开    
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Q.19 现在是否有关于校长评价的使用方法等的相关研讨或试行。如果有的话，请进行简要

描述。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎以上是本次问卷的全部内容。向您致以最真诚的感谢！ 

 

 

※最后，如果您在校长评价方面或相关方面有任何意见、看法、建议，敬请赐教。您的观点

将对本研究今后的改善带来莫大帮助。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 如您希望了解相关调查结果，请填写您所在单位名称或电子邮件 

（单位名称：                         ） 

（电子邮件：                             ） 

再次感谢您的合作！ 
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インタビュー調査（中国語版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育局访谈调查 

 

1． 关于校长业绩工资的判断依据，如果校长评价是业绩给的依据，请具体陈述一下两者间

的作用机制。如果不是，请陈述一下相关的缘由。 

2． 贵教育局是否有将校长提拔为地方行政官员的情况。如果有的话，请将述一下相关的评

价标准或内容。 

3． 贵教育局一般如何选拔和任命校长。 

4． 您是否认为有必要促进校长评价公开程度的提升、以及意见交流、指导建议的增加，或

者在研修中的有效利用，并简要陈述相关理由。 

 

 

校长访谈调查 

 

1． 您如何看待当前的校长评价内容。 

2． 您是否认为有必要提高评价的公开程度、以及设法增加评价中的意见交流、指导建议及

其在研修中的有效利用，并简要陈述相关理由。 
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